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国民の皆様へ 

 

 平成 26 年度もフィリピンへの大型台風上陸や中国の干ばつなど異常気象による災害が頻発する年

でした。また、中東やアフリカ地域ではテロ活動や内戦が続き、アラブの春と呼ばれた頃から見ると混迷

の度合いを深めているような印象を受けます。こうした異常気象の影響を受け、内戦の混乱に苦しむのは、

常に生活条件の厳しい地域に暮らす貧しい人たちです。私たち国際農林水産業研究センター（JIRCAS）

は、前身の熱帯農業研究センターが設立された昭和 45 年から熱帯や乾燥地帯など自然条件の厳しい

国や地域において、人々の生活の基盤である農林水産業を支える研究や技術開発を先方の研究者や

技術者と手を携え進めてきました。また、「センター」という組織名は、国内外の研究機関、大学、民間企

業、NPO など農林水産業に関わる組織を情報や人でつなぐ結束点であることを表しており、様々な取り

組みを実施してきています。 

 

平成 26 年度は、平成 23 年度に始まった第 3 期中期計画（5 か年計画）の 4 年目に当たり、具体的な

研究成果がまとまり始めた年でした。代表的なものをいくつか紹介すると、アフリカにおける水稲の収量を

増加させるため、水田の肥沃度を高める技術マニュアルを作成し、これをホームページで公開しました。

また、植物から効率的にバイオ燃料や化成製品を生産するため、微生物培養によってセルロースを直接

糖化する技術を開発しました。これらの技術はそれぞれの現場ですぐに役立つものと期待しています。ま

た、平成 26 年度は、センターとしての活動を広げ、充実させた年でした。7 月には、ペニャ・ニエト大統領

と安倍総理がご立ち会いの下、メキシコ国立農牧林研究所と新たな研究パートナーとしての研究協力を

開始する覚書を結び、10月には経済成長著しいミャンマーにおいて、平成 28年度からはじまる第 4 期中

期計画での研究協力も念頭にセミナーを開催しました。11 月には、2015 年が「国際土壌年」であることも

記念し、「土壌環境と作物生産―開発途上地域の作物生産のために」と題して国際シンポジウムを開催

しました。シンポジウムでは、国内外から 164 名の研究者・有識者が参加し、最新の科学的知見を交換し、

共有しました。 

 

平成 27 年 4 月、JIRCAS は独立行政法人から国立研究開発法人へと組織の名称を変えました。名称

が変わっても、これまでと同じように地球環境問題、貧困問題、食料安全保障など国境を超えるようなテ

ーマに農林水産業分野から真摯に取り組むことに変わりはありませんが、研究成果の最大化に向けて、

これまで以上に取り組んでいる研究がどの人にどのように役立つのか、その過程を具体的にイメージし、

真に役立つ成果が生まれるよう努力してまいります。 

 

 

 

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 

理事長   岩永 勝 
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平成 26 年度の主要な活動と実績のポイント 

 

～国際農林水産業研究センター（JIRCAS）～ 

 

I. 経営方針 

第３期中期計画期間の初年度である平成 23 年度においては、①新たな研究業務体制の整備と業務

の円滑な開始、②普及を見据えた研究成果の創出、③センター機能の強化の３つの項目に重点をおい

てセンターの運営を実施した。第 2 年度目である平成 24 年度においても、初年度の方針を継続し、①プ

ログラム・プロジェクト体制の定着と業務の円滑な推進、②国際研究動向との協調とセンター機能のさら

なる強化、③成果普及のためのプロセスの確認と論文等による成果の普及、④法令の遵守（コンプライア

ンス）と安全な業務の推進の４点を重点とした。平成 25 年度は、①プログラム・プロジェクト体制の推進と

中間点検、②国による施策への貢献とセンター機能の発揮、③成果普及のためのプロセスの強化、④法

令の遵守（コンプライアンス）と安全な業務の推進、の４点を重点とした。 

第 4 年度目にあたる平成 26 年度においては、前年度に実施したプログラム・プロジェクトの中間点検

による変更点や研究開発法人を巡る状況の変化を踏まえ、以下の 4 項目を重点として効果的な研究成

果の創出に努めた。 

 

（１）プログラム・プロジェクト体制による確実な成果の創出 

本中期計画における研究成果の創出をより確実なものとするため、評価結果に基づく重点的資源配

分を行うとともに、前年度の中間点検を踏まえて集中的な研究推進を図った。 

また、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）の一部改正が行われ、「国立研究開発法人」

は、研究成果の最大化を目的とすることが定められたことなどから、センター内に中期戦略ワーキンググ

ループを設置し、研究成果の最大化のための検討を進めた。このほか、新たな農林水産研究基本計画

の検討に参加するなど、今後の中期的な研究方向に関する検討を進めた。 

 

（２）センター機能拡充と産学連携強化 

JIRCAS は、開発途上地域の農林水産業研究を包括的に実施するわが国唯一の機関であり、国内外

の関係機関との幅広い関係の構築、維持、拡大が極めて重要である。引き続きこれらの関係をより機能

的なものとするため、平成 26 年度は、新たに国連食糧農業機関（FAO）との連携の取り決めに合意する

とともに、総理の外国訪問等に併せて多面的な活動を展開した。 

数多くの国際会議を開催して連携強化の取り組みを進めるとともに、アフリカ稲作振興のための共同

体（CARD）、アジア太平洋地域農業研究機関協議会（APAARI）、G20 の農業関連会合・イニシアティブ

等での活動を通して JIRCAS の国際的なプレゼンスの向上に努めた。 

また、国際シンポジウム「土壌環境と作物生産－開発途上地域の作物安定生産のために－」の開催

やバイオマス資源の利用の事業化に向けた民間企業との提携、国内の他の研究法人が提案した研究課

題の本格実施等により、関係機関との連携強化を図った。 

 

（３）異分野連携と職員の能力向上 

  JIRCASの研究水準を維持・発展させるには、各研究領域の専門性を深化させると同時に異分野の連
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携を醸成して新たな領域を創造するための活動を強化する必要があることから、理事長インセンティブ経

費に新たな経費の枠を創設し、異分野の協働を推進した。また、職員の英語力強化のため、職員の意識

向上や自己研鑽を支援する制度、職員採用時の能力審査、英文校閲担当職員の増強等の取り組みを

進めた。 

 

（４）研究倫理の保持と法令遵守の徹底 

他の研究開発法人での科学論文の不正が社会的問題となるなか、日本学術会議等が主催するセミナ

ー等に幹部職員を参加させ、研究倫理に関する職員の意識の改革、指導に努めた。法令遵守（コンプラ

イアンス）の推進について、職員の意識向上に努めたが、法令や規則に違反する事案が発生したことを

受け、案件毎に適時に公表するとともに、事後処理や類似リスクの洗い出し、再発防止の徹底に向けて

役職員一丸となった取り組みを進めた。 

（本文 101～103 ページ） 
 

II. 研究成果 

１． 成果の公表 
 国内外の学術雑誌等に 99 報の査読付き論文を公表した。 （本文 61 ページ） 

 国際農林水産業研究成果情報を 24 件選定した。 （本文 60 ページ） 

 特許出願は12件（国内8件、国際4件）で、中期計画上の特許出願に関する数値目標（4件/年度）

を達成した。  （本文 66 ページ） 
 「アフリカ稲作振興のための土壌肥沃度改善技術マニュアル」「東北タイのチーク植栽土壌適地図

（ウドンタニ県・ノンブアランプー県版）と東北タイ版チーク人工林分収穫予想表（改訂版）」「タイの

伝統発酵食品データベース」を作成し、JIRCAS のホームページに掲載した。 
（本文 60～61 ページ） 

 
２． プレスリリース 
 IHI 環境エンジニアリング（IKE）社との共同研究の開始や熱帯・島嶼研究拠点の一般公開、市民公

開講座の開催案内等、ＪＩＲＣＡＳの研究や活動に関して 14 件のプレスリリースを行った。 

（本文 63 ページ） 

 平成 25 年に JIRCAS がプレスリリースした研究成果が、「イネの収量を増加させる遺伝子（SPIKE）の

発見及びその DNA マーカーの開発-収量の多い熱帯の普及品種開発に期待-」として「2014 年農

林水産研究成果 10 大トピックス（農林水産省農林水産技術会議事務局）」のひとつに選定された。 

 （本文 64 ページ） 

 

III. 業務運営 

＜１＞ 評価・点検の実施 
１． 経費の削減 
 一般管理費については前年度比3.53％、業務経費については前年度比3.51％を削減し、削減目標

値（一般管理費：対前年比3％の抑制、業務経費：対前年比1％の抑制）を達成した。 

 役職員給与については、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成26年10月7日閣議決
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定）に準じ、給与規程等を一部改正するなど、適切な措置を講じた。 

 （本文 18～20 ページ） 

 

２． 毎年度評価の実施 

 平成27年2月19日に「研究プログラム検討会」、2月19～20日に「業務運営検討会」、3月16日に「外

部評価会議」を開催した。  

（本文25ページ） 

 「独立行政法人の評価に関する指針」（平成26年9月2日総務大臣決定）に基づき、主要な経年デー

タとなる指標を示すとともに、国立研究開発法人向けに策定された評語による評価を開始した。 

 

 

３． 主要普及成果の普及・利用状況の把握 

 主要普及成果4件を選定した。これにより、平成23年度以降に選定した主要普及成果は計11件とな

り、中期目標期間における目標件数を達成した 

 「主要普及成果」の普及・利活用状況を効率的に把握するため、追跡調査計画を見直し、平成27年

度以降の実施計画を作成した。 

 （本文 26 ページ） 

 

４． 職員の評価制度の検討 

 研究職員については、一部改正した業績評価マニュアルに基づく評価を実施し、勤勉手当等に反

映させた。 

 一般職員及び技術専門職員については、一般職員等人事評価実施規程及び関係規程に基づく人

事評価を行い、勤勉手当・昇給等に反映させた。 

 （本文 27 ページ） 

 

＜２＞ 研究資源の効率的利用及び充実・高度化 

１． 評価結果の次年度計画への反映 

 プログラムCの成果が「A」と評定されたことを反映し、平成27年度予算の当該プログラムディレクター

裁量経費を300万円増額することとし、研究のさらなる促進を図ることとした。 

 （本文 29 ページ） 

 

２． 外部資金獲得への取組 

 外部資金の獲得件数は109件、収入金額は408百万円であった。 

 受託・補助金・助成金に対して35件、科学研究費助成事業に対して37件の応募を行うなど、外部資

金の積極的な獲得に努めている。 

 （本文 29～30 ページ） 

 

３． 組織・研究体制の見直し 

 平成26年度は、特段の必要性がなかったため、組織・研究体制の見直しは行っていない。 

 （本文 32 ページ） 
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４． 職員の資質向上と人材育成 

 新規採用職員研修や研究リーダー研修等の階層別研修や、業務上必要な知識・技術の習得を目

的とした科学コミュニケーション研修、科学英語（英語論文）研修等の受講を促し、研究職員の資質

向上に努めた。 

   （本文 33～34 ページ） 

 研究管理能力向上のため、植物検疫制度に係る講習会（平成 26 年 8 月 6 日）、著作権講習会（平

成 26 年 9 月 24 日）、輸入禁止品の管理に関する説明会（平成 26 年 10 月 1 日、10 月 22 日）を開

催した。 

 （本文 34 ページ） 

 

＜３＞ 産学官連携、協力の促進・強化 

１． 大学、民間との連携 

 5大学において教授や客員教員等、16件を兼務し、3大学において3件の委員会運営に協力した。さ

らに、大学からの講師派遣等の依頼に基づき、延べ17名を派遣した。 

 大学と12件、民間企業・団体等と8件の共同研究を実施した。 

 北海道大学大学院農学研究院・大学院農学院・農学部との研究開発・教育に関する連携・協力協

定を締結した。 

 開発途上地域の現場で必要とされる研究推進のため、国・公立試験研究機関、大学等に対して、56

件の海外への依頼出張を行った。  

 （本文 40～41 ページ） 

 

２． 農業関係独立行政法人等との連携協力 

 （独）農業・食品産業技術総合研究機構(農研機構)21件、(独)森林総合研究所7件、(独)水産総合研

究センター（水研センター）2件、(独)農業環境技術研究所(農環研) 1件、(独) 農業生物資源研究所

(生物研)１件（以上、延べ32件）の依頼出張を行った。 

 農研機構11件、生物研1件、農環研1件の共同研究課題を実施した。 

 （本文 42 ページ） 

 

＜４＞ 国際共同研究の実施  

 開発途上地域の26カ国71研究機関と共同研究を実施した。 

 （本文48ページ） 

 JIRCASの研究活動や人材育成への貢献に対して、ラオス国立農林研究所やラオス国立大学から感

謝状を授与されるなど、国外の研究機関との連携において相手国政府や共同研究機関等から一定

の評価を得た。 

（本文45～46ページ） 

 国際共同研究推進のため、海外の研究機関等にJIRCAS役職員のうち134名を延べ530回（延べ日

数12,543日）出張させた。 

（本文46ページ） 

 共同研究員招へいや研究管理者招へい、国際招へい共同研究事業等により、131名を招へいし

た。 

（本文48ページ） 
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 安倍総理ならびにメキシコ大統領臨席の下、メキシコ国立農牧林研究所と、包括的な農業研究協

力関する覚書を締結した。 
 FAO と、食料・栄養保障及び持続的な自然資源管理と地域開発に関する協力枠組みに係る MOU

を締結した。 
 平成26年度に有効なMOU等は108件あり、中期計画上の数値目標（85 件）を達成している。 

（本文48ページ） 

 

＜５＞ 行政部局との連携強化 

 研究プログラム検討会や外部評価会議への行政部局からの出席、農林水産技術会議事務局との

人事交流、「若手外国人農林水産研究者表彰 2014」事業の共催等を通して、行政部局との連携強

化に努めた。 

 東日本大震災の復興支援のため、「福島環境回復加速化に向けた地域連携による事業の進展～福

島県における広域対象の可燃物廃棄物減容化・資材化の意義と現状～（一般財団法人日本クリー

ン環境推進機構、平成26年4月25日）」や「首都直下地震への備えと新潟の役割（新潟県うおぬま会

議、平成26年11月6日）」など、農林水産省や県、大学、各種団体等が開催するシンポジウムやセミ

ナー等において、23件の講演を行った。 

 農林水産省からの要請を受け、役職員が｢G20農業主任科学者会合｣(平成26年6月18～20日、ブリ

スベーン)や「OECD温帯農業における共同研究ネットワーク専門家会合」(平成26年6月10～11日、

メリーランド)に出席した。 

（本文52～53ページ） 

 

＜６＞ 成果の普及の促進 

１． 研究情報の発信並びに国民との双方向コミュニケーション 

 JIRCAS の研究活動について広く国民に情報発信するため、一般公開や各種イベント等での展示、

サイエンスカフェや来場者とのコミュニケーションタイムを設けたミニ講演会など、双方向のコミュニケ

ーションの拡充を図った。 

（本文54～57ページ） 

 研究成果情報のホームページへの掲載方法を改良し、A4 版、A3 版、日本語・英語ポスターをそれ

ぞれダウンロードできるようにした。 

（本文60ページ） 

 
２． 国際シンポジウム・ワークショップの開催 
 国内外において31件（国内11件、国外20件）のシンポジウム、セミナー等を開催した。 
 平成26年度JIRCAS国際シンポジウム「土壌環境と作物生産-開発途上地域の作物安定生産のため

に」（平成26年11月28日、秋葉原コンベンションホール）を開催した。 
 平成26年11月5日にミャンマー・ネピドー市において、農業灌漑省農業研究局、灌漑局、農業局、イ

エジン農業大学、JICAなど、約60名の参加を得て、「JIRCASとミャンマーとの間の共同研究のため

の研究課題の確認：農業研究における成果とチャレンジ」と題するセミナーを開催した。 
 平成26年9月16日にブルキナファソ・ワガドゥグにおいて、シンポジウム「ブルキナファソにおける持続

的農業開発のための日本の国際共同研究」を開催した。本シンポジウムには、在ブルキナファソ特

命全権大使、JICAブルキナファソ事務所長、ブルキナファソ環境持続可能開発省大臣、科学研究
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技術革新省次官、環境農業研究所所長代理等、両国の農業開発分野の関係者が多数、参加し、

今後の協力の展望について、活発な議論を交わした。 
（本文62～63ページ） 

 
３． 知的財産権等の取得と利活用の促進 
 知財管理を含めた研究の企画・推進を図るため、外部から講師を招き、著作権講習会（平成26年9

月24日）を開催した。 
 12件の特許出願を行った。また、保有特許の実施許諾数は10件となった。特許出願件数、実施許

諾数とも、年度計画の数値目標（出願4件以上、実施許諾3件以上）を達成した。 
 育成品種について、新たに17件の利用許諾契約を締結し、平成25年度末における利用許諾件数は

58件となった。 
（本文66～67ページ） 

＜７＞ 専門分野を生かした社会貢献 
１． 講習会等の開催 
 高分解能 X 線光電子分光分析装置（XPS）、走査プローブ顕微鏡（SPM）等の JIRCAS が所有する

分析機器を活用し、農林水産省農林水産技術会議事務局筑波農林交流センターと共催で第 190
回筑波農林交流センターワークショップ「固体試料分析の基礎と応用－各種機器による試料分析－」

（平成 27 年 2 月 19 日～20 日）を開催した。 
 （独）国際協力機構（JICA）が実施する集団研修やプロジェクト研修、カウンターパート研修等に協

力し、13 件の研修コースに係る講義を実施した。 
（本文70～71ページ） 

 
２． 人材育成 
 「国際招へい共同研究事業」により、開発途上地域の研究者10名（うち2名は現地滞在型）を招へい

し、共同研究を通じて開発途上地域の研究者の資質向上に取り組んだ。 

 「JIRCAS特別派遣研究員制度」によりポスドク1名、大学院生3名を海外の共同研究サイトに派遣し、

将来の我が国の国際研究を担う人材の育成に努めた。 

 国内外の大学や研究機関から13名の講習生を受け入れた。 

 北海道大学大学院農学研究院・大学院農学院・農学部との研究開発・教育に関する連携・協力協

定を締結し、両機関の人材交流・共同研究の活性化及び学生に対する海外研究現場の体験機

会の増加等を通じた包括的な人材育成システムの充実化を図ることとした。 
（本文70～71ページ） 

 
３． 国際機関や CGIAR 等への協力 
 「食料安全保障と栄養に関する専門家高級パネル会合」「第 23 回世界食料見通し会合」「小麦イニ

シアティブ第 4 回機関調整委員会」「小麦イニシアティブ第 4 回研究委員会」「第 3 回 G20 農業主

席研究者会議」「第 52・53 回世界水会議(WWC)理事会」「アジア太平洋食料肥料技術センター

(FFTC)技術助言委員会」「GRiSP 監視委員会」「GRiSP 年次会議」「食料安全保障と栄養に関する

専門家高級パネル会合」等の国際機関主催会議に役職員を派遣した。 

 「アフリカ稲作振興のための共同体（CARD）」の運営委員会の構成機関になっているほか、JIRCAS

の職員が世界水会議の理事や農業分野の温室効果ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアン
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ス畜産研究グループ（GRA－LRG）の日本の窓口を務めている。 

 わが国におけるCＧＩＡＲの拠点研究機関（focal point institution）として、「グローバルフェスタJAPAN 

2014」（平成26年10月4日～5日、日比谷公園）において、CGIARや傘下の研究センターに関する広

報活動を行った。 

（本文72ページ） 

 
４． 若手外国人研究者の表彰 
 国際農林水産業研究の振興に寄与するため農林水産技術会議事務局と連携し、「2014年若手外

国人農林水産研究者表彰」を実施した。 

 平成26年度は、34名の応募者の中から選考委員会（7名）による書類審査を経てインド、ベトナム、パ

キスタンの3名が選考され、平成26年11月27日に秋葉原コンベンションホールにおいて表彰式典が

行われた。 

（本文74ページ） 

 
＜８＞ 予算 
 運営費交付金事業費 1,408,401 千円について、運営に必要な共通経費（研究業務共通費、研究施

設等維持管理費、管理運営費）として、444,756 千円、プロジェクト事業費及び海外諸経費等として

963,645 千円を配分した。 

 人件費については国家公務員に準拠した給与規定に基づき支給し、事業費については引き続き業

務の見直し及び効率化を進めた。 

 一般管理費については、毎年度平均で少なくとも対前年度比3％の削減、業務費については毎年

度平均で少なくとも対前年度比１％の削減を行うことを基本方針とし、平成26年度は、併せて消費者

物価指数により0.3％を削減した。 

 理事長インセンティブ経費（理事長のトップマネジメントを的確に発揮するための裁量的経費、

35,000千円）は、所内から提案があったシーズ研究や専門別活動、研究動向調査等の21件の採択

課題に配分した。 

（本文76ページ） 

 
＜９＞ 組織、人事 
 平成26年4月に開発途上地域における水資源の持続的利用技術の開発を担当する任期付研究員1

名を、平成26年10月に環境ストレス耐性作物の開発を担当する同研究員１名ならびに土壌・施肥管

理技術の開発を担当する同研究員１名を、公募により採用した。 

 平成27年3月に任期が満了する任期付研究員3名に対してテニュア・トラック審査を実施し、任期を

定めない研究員として採用することとした。 

 女性研究員（任期付研究員）を1名採用した。 

（本文99ページ） 

 
＜１０＞ 法令遵守など内部統制の充実・強化 
 各防火区画における化学薬品の貯蔵量が市火災予防条例で規制される数量を超過しないよう、薬

品管理システムを用いて常時、監視するとともに、生物研大わし地区内の薬品庫の一部を貸借契約

し、貯蔵量の適正な保管に努めた。 
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 平成25年度に生じた植物防疫法違反ならびに平成26年度に生じた遺伝子組換え実験施設からの

未処理廃水移送及び不適正な経理処理事案を受け、手続きの厳格化や職員教育の強化等の再発

防止に取り組んだ。 

 「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群」の改定に伴い、JIRCAS情報セキュリティポ

リシー関連規程を改定した。さらに、セキュリティセミナーに標的型メールに関するE-ラーニングを加

えるとともに、強制暗号化USBメモリを導入するなど、情報セキュリティの安全性確保のための対策を

強化した。 

（本文101～106ページ） 

 
＜１１＞ 環境対策・安全管理の推進 
 平成25～27年度までの温室効果ガス排出抑制実施計画（平成16年度比で8％以上削減）に添った

取り組みを進めた結果、電気使用量は基準年度(平成16年度)に比べて1,409,975kwh減少し、24％

の大幅な削減を達成した。 

 労働安全衛生セミナー、心の健康増進セミナー、救命講習会、交通安全講習会、避難訓練を実施

した。 

 家畜の悪性伝染病を防止するため、動物検疫に関する注意事項をまとめたパンフレットを作成し、

出張者全員に配布することとした。 

 海外におけるリスクマネジメントのコンサルタントとメディカル・セキュリティ･サービスの専門家を講師

に招き、海外出張者の安全管理と感染症対策のための海外安全対策セミナーを開催した。 

 遺伝子組換え実験講習会を計23回開催し、140名の実験従事者等に対して、遺伝子組換え生物等

の使用等に係る法令等の説明、遺伝子組換え生物等の適正な使用等に係る知識及び技術、事故

発生時の措置等について指導した。 

（本文108～109ページ） 

 
＜１２＞ 研究プログラム及び情報収集・提供プログラムの実績 
１． 研究プログラム A （資源環境管理） 
 顕在化する地球規模の環境問題克服に向けて、持続的な資源管理や環境保全技術の開発に向け

た研究を進めている。 
 ベトナム・メコンデルタにおいて、バイオガスダイジェスター（BD）導入事業を1年間モニタリングし、

BD435基の導入に伴う446tCO2/年の排出削減量について、指定運営組織の検証を受けた。さらに、

ホテイアオイ等の未利用バイオマスを補助的な原料として用いることで、BDの安定利用が可能とな

ることを示すなど、開発途上地域における気候変動の緩和策の普及に向けた取り組みが進展した。 
 気候変動への適応策として、イネにおける開花時の高温不稔を軽減するため、イネの早朝開花性

準同質遺伝子系統を育成し、熱帯地域における圃場条件下でインド型イネ品種の開花時刻を早め

ることを明らかにした。 
 平成 25 年度に安倍総理臨席の下で締結したモザンビーク農業研究所（IIAM）との共同研究に関

する覚書に基づき、フィージビリティスタディを開始した他、ブルキナファソ環境農業研究所（INERA）

と研究協力振興のための包括的な研究覚書を締結するなど、アフリカでの共同研究を深化させるた

めの枠組みを整備した。 
 生物的硝化抑制作用（BNI）に関する研究を進展させるため、CGIAR 研究プログラム（CRP）に位置

づけることを目指したワークショップを開催した。 
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（本文 116～128 ページ） 

 
２． 研究プログラム B （食料安定生産） 
 熱帯・亜熱帯地域の主要農作物の生産性向上と安定生産を実現するための技術開発によって開発

途上地域の食料安定供給を実現し、栄養不良・飢餓人口の削減や我が国及び世界の食料安全保

障に貢献することを目的として研究を進めている。 
 平成25年度にとりまとめた「土壌肥沃度改善技術マニュアル」を主要普及成果にするとともに、

JIRCASホームページで公開し、普及に向けた取り組みを開始した。  
 アフリカ稲センター（AfricaRice）のセネガルの圃場で実施した、アジア向けイネ系統の栽培評価試

験で成績が優良であった4系統を、AfricaRiceが主導する品種普及のための予備試験である

Breeding Task Forceの多環境下栽培試験に提供した。 
 アジアイネ及びその近縁野生種、並びにアフリカイネ及びその近縁野生種におけるリン酸欠乏耐性

遺伝子座Pup1内に同定された候補遺伝子PSTOL1や他の遺伝子には共通した変異があることを明

らかにし、PSTOL1の選抜マーカーも開発した。 
 環境ストレス耐性遺伝子やプロモーター等の組み合わせ（コンストラクト）を導入して得られた形質転

換ダイズの優良系統を、ブラジル（Embrapaダイズ研究所）において選抜した。温室試験では、11種

類の組換えダイズ系統（4コンストラクト）のうち、7種類の系統（3コンストラクト）が乾燥耐性を示した。

圃場試験では、4種類の組換えダイズ系統の評価を実施し、1種類の系統が乾燥耐性を示した。これ

らを輸入して標的遺伝子の発現を解析し、導入遺伝子が機能していることを明らかにした。 
（本文 129～142 ページ） 

 
３． 研究プログラム C （農村活性化） 
 開発途上地域の農山漁村活性化を目指し、持続可能な農林漁業・農山漁村開発を支援するための

技術開発や生産システムの構築に向けた研究を進めている。 
 ラオスの研究対象農村において、水田の高度利用や山地丘陵地の適正な土地利用に基づく集約

的複合経営のための技術を開発し、農民説明会や展示圃場でのデモンストレーション等を通じて技

術の移転を図った。 
 食料資源の利用に係る研究ネットワークを活用し、国際機関と連携して食品安全に関連する科学的

データの重要性を提示するなど、国際的にインパクトのある活動を展開した。さらに、伝統発酵食品

データベースを作成・公開するなど、情報発信に努めた。 
 JIRCAS が特許を有するセルロースの糖化技術を活用し、我が国企業と連携してオイルパーム廃棄

物からのメタン生産システムを開発した。マレーシアにおいて、本システムの事業化を目指した取組

みを開始した。 
 「ラオスにおける多様な非木材林産物は農家経済にとって高い有益性を持つ」「微生物によるセルロ

ースの低コスト直接糖化法の開発」「マレーシア半島地区における林業種苗配布区域の設定手法」

の 3 件が主要普及成果に選定された。また、5 件の特許出願を行った。 
（本文 143～157 ページ） 

 
４． プログラム D （情報収集・提供） 
 研究プログラムA・B・Cと連携し、国際的な食料・環境問題の解決に必要な情報や、我が国における

国際農林水産業研究の中核的機関として具備すべき情報の収集・整理・分析・提供を行っている。 
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 アセアン食料需給分析標準モデルの活用を推進するとともに、ミャンマーの主要農産物の需給デー

タベースを作成し、分析の枠組みを設計するなど、国内外の関係機関との密接な連携のもと、最新

の需給情報・研究動向を収集・分析した。 
 農業をめぐる水問題に関する国際会議に参加した。また、国際再生可能エネルギー機関（IRENA）

に協力して「2030 年再生可能エネルギー見通し」を公表した。 
 GRiSP、CARD、WI、TAP等の国際ネットワークに我が国を代表する機関として参加し、プレゼンスの

向上に貢献した。 
 次期中期計画期間に向けたFS調査を実施し、ミャンマーにおいて農業灌漑省との共同セミナーを開

催するなど、新たな研究戦略の検討を開始した。 
 東南アジア連絡拠点（タイ）、アフリカ連絡拠点（ガーナ）から関連会議に参加し、情報収集とJIRCAS

の活動紹介等を行った。 
（本文 158～163 ページ） 
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第Ⅰ章 国際農林水産業研究センター(JIRCAS)の概要 

 

１．基本情報 

（1） 法人の概要 

1） 法人の目的 

熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技

術上の試験及び研究等を行うことにより、これらの地域における農林水産業に関する技術の向上に寄

与することを目的とする。 

（独立行政法人国際農林水産業研究センター法第 3 条）  

 

2) 業務内容 

上記の目的を達成するため以下の業務を行う。 

① 熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する

技術上の試験及び研究、調査、分析、鑑定並びに講習を行うこと。 

② ①の地域における農林水産業に関する内外の資料の収集、整理及び提供を行うこと。 

③ ①及び②の業務に附帯する業務を行うこと。 

  （独立行政法人国際農林水産業研究センター法第 11 条） 

 

（2） 事務所の所在地 

（本所） 〒305-8686 茨城県つくば市大わし1-1 

電    話       029-838-6313（代表） 

ファックス       029-838-6316 

ホームページ    http://www.jircas.affrc.go.jp/index.sjis.html (日本語) 

http://www.jircas.affrc.go.jp/index.html (英語) 

 

（熱帯・島嶼研究拠点） 〒907-0002 沖縄県石垣市字真栄里川良原1091-1 

電    話       0980-82-2306（代表） 

ファックス       0980-82-0614 

 

(3) 資本金の状況 

平成 13 年 4 月 1 日に、独立行政法人国際農林水産業研究センター法附則第 5 条に基づき、国か

ら資本金として 8,470,154,319 円相当の土地・建物等の現物出資を受けた。平成 26 年度末の資本金

の額は同じく 8,470,154,319 円で増減はない。 

 

（単位：円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 8,470,154,319 0 0 8,470,154,319 

資本金合計 8,470,154,319         0         0 8,470,154,319 
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(4) 役員の状況 

独立行政法人国際農林水産業研究センター法第 6 条に基づき、理事長 1 名、理事 1 名、監事 2 名

（内 1 名は非常勤）の 4 名の役員を置いている。 

 

役職 氏名 現任期 経歴 

理事長 

 

岩永 勝 自 平成 25 年 4 月 1 日 

至 平成 29 年 3 月 31 日 

（就任年月日 平成 23 年 4 月 1 日） 

昭和 54 年 9 月 国際馬鈴薯センター（CIP）採用 

平成 20 年 4 月 独立行政法人農業・食品産業 

技術総合研究機構作物研究所長 

理事 

 

安中 正実 自 平成 25 年 4 月 1 日 

至 平成 27 年 3 月 31 日 

（就任年月日 平成 21 年 4 月 1 日） 

昭和 51 年 4 月 農林省採用 

平成 16 年 4 月 独立行政法人国際農林水産業 

研究センター 企画調整部長 

監事 

 

中川 仁 自 平成 25 年 4 月 1 日 

至 平成 27 年 3 月 31 日 

（就任年月日 平成 24 年 4 月 1 日） 

昭和 53 年 4 月 農林省採用 

平成 22 年 4 月 独立行政法人農業・食品産業技

術総合研究機構 バイオマス研究統括監 

監事 

（非常勤） 

米倉 等 自 平成 25 年 4 月 1 日 

至 平成 27 年 3 月 31 日 

（就任年月日 平成 19 年 4 月 1 日） 

現 国立大学法人東北大学教授 

 

(5) 常勤職員の状況 

常勤職員は平成27年1月1日現在において175名（平成26年１月１日現在比1名減少、0.6％減）であり、

平均年齢は47.8歳（平成26年１月1日現在47.8歳）となっている。 

 

(6) 設立の根拠法 

独立行政法人国際農林水産業研究センター法（平成11年法律第197号） 

 

(7) 主務大臣 

農林水産大臣 

 

(8) 沿革 

昭和45(1970)年6月、農林省熱帯農業研究センター（TARC）として発足した。その目的は、開発途上国

の食料増産等の農業振興に必要な技術を開発することであった。このため、主たる研究の場を海外にお

き、研究者を長期出張させ研究に従事させた。平成5年10月、従来の農林業研究に加え新たに水産業研

究を包摂し、熱帯又は亜熱帯に属する地域及びその他開発途上にある海外の地域における食料・資源・

環境問題等に総合的に対応することを目的とし、熱帯農業研究センターは農林水産省国際農林水産業

研究センター（JIRCAS）に改組された。 

平成13年4月に国立試験研究機関から独立行政法人に移行した。平成18年4月には特定独立行政法

人から非特定独立行政法人となるとともに、JIRCAS の活動を効率的かつ効果的に遂行するため、従来

の部・支所体制ならびに、部・支所ごとの研究推進・管理方法を改め、すべての研究をプロジェクト方式と

し、組織を7つの専門別研究領域と熱帯・島嶼研究拠点に再編した。 

平成20年4月に（独）緑資源機構の海外農業開発関連業務を承継し、農村開発調査領域を設置した。 

平成21年4月に随意契約の適正化を含めた入札・契約状況、内部統制の状況等をチェックするため、
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監査室を新設し、監査体制を整備した。 

平成23年4月に、第3期中期計画に導入した研究プログラム体制に沿って、プログラムディレクター（PD）

を組織として設置した。このプログラムディレクターの新設に伴い、領域を再編成し、（旧）生物資源領域と

（旧）利用加工領域の統合（生物資源・利用領域）及び（旧）生産環境領域と（旧）畜産草地領域の統合

（生産環境・畜産領域）により領域数を8から6へ削減した。なお、農村開発調査領域は農村開発領域、国

際開発領域は社会科学領域に名称変更した。また、研究成果の実用化、産学官連携を強化するために、

企画調整部に技術促進科を新設し、評価業務の効率化・合理化の観点から研究評価科を廃止した。 

平成 24 年 4 月に、企画調整部に安全管理室を新設し、化学薬品等規制物質の管理の一層の徹底や、

遺伝子組換え作物の取り扱い等、研究業務の安全・危機管理を強化した。 

 

 (9) 組織図 （平成 26 年 4 月 1 日） 

  

監 事 

（非常勤） 

監 事 

理 事 

理事長 

研究戦略室 

PD (情報収集／提供) 併任 

PD (資源環境管理) 

PD (食料安定生産) 

PD (農村活性化)  

企画調整部 

総務部 

農村開発領域 

社会科学領域 

生物資源・利用領域 

生産環境・畜産領域 

林業領域 

水産領域 

熱帯・島嶼研究拠点 

企画管理室 

研究支援室 

情報広報室 

安全管理室 

 
庶務課 

財務課 

総務課 

監査室 
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２．経営方針 

 

平成 23 年 4 月に開始された第３期中期計画期間においては、「農林水産研究基本計画」（平成 22 年

3 月 30 日農林水産技術会議決定）を踏まえ、「開発途上地域における資源等の持続的管理技術の開

発」、「熱帯等における農作物等の生産性向上技術・安定生産技術の開発」、および「開発途上地域に

おける農林漁業者の所得向上及び農山漁村の活性化に資する研究」を重点研究分野として位置づけ、

重点的な研究資源の配分を行うとともに、研究成果を効果的に開発途上地域での実用化につなげてい

く体制を構築することとした。さらに、多様な開発途上地域における技術開発の対象、目標を的確に把握

するための「国際的な農林水産業に関する情報の収集、分析及び提供」に係る業務を強化することとし

た。これらの取組によって、我が国における国際農林水産業研究を包括的に行う唯一の試験研究機関と

して課せられた責務を果たし、世界的な食料問題解決を通じた我が国の食料安定供給に寄与すること

が可能となる。 

これまで、第３期中期計画期間の初年度である平成 23 年度においては、①新たな研究業務体制の整

備と業務の円滑な開始、②普及を見据えた研究成果の創出、③センター機能の強化、の 3 項目、第 2 年

度目である平成24年度においては、①プログラム・プロジェクト体制の定着と業務の円滑な推進、②国際

研究動向との協調とセンター機能のさらなる強化、③成果普及のためのプロセスの確認と論文等による

成果の普及、④法令の遵守（コンプライアンス）と安全な業務の推進、の 4 点を重点とし、第 3 年度目にあ

たる平成 25 年度においても、過去 2 年間の活動の継続を基本として①プログラム・プロジェクト体制の推

進と中間点検、②国による施策への貢献とセンター機能の発揮、③成果普及のためのプロセスの強化、

④法令の遵守（コンプライアンス）と安全な業務の推進、の 4 点を重点とした。 

第 4 年度目にあたる平成 26 年度においては、前年度に実施したプログラム・プロジェクトの中間点検

による変更点や研究開発法人を巡る状況の変化を踏まえ、以下の 4 項目を重点として効果的な研究成

果の創出に努めた。 

 

（１）プログラム・プロジェクト体制による確実な成果の創出 

本中期計画の残余期間の活動によって研究成果の創出をより確実なものとするため、引き続き評価結

果に基づく重点的資源配分を行うとともに、前年度の中間点検によって修正された業務推進工程表に基

づき、集中的な研究推進を図った。成果のとりまとめや成果の普及・利用をテーマとする現地ワークショッ

プを多数開催して関係者間の意思疎通をより徹底するとともに、論文化等による成果の公表を促進した。 

また、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）の一部改正が行われ、研究開発を業務とする

「国立研究開発法人」は、研究成果の最大化を目的とすることが定められたことなどから、センター内に

中期戦略ワーキンググループを設置し、研究成果の最大化のための「プログラム・プロジェクト体制」の問

題点、改善方向等について検討を進めた。このほか、要請をうけて、農林水産技術会議で進められた農

林水産研究基本計画の改訂のための検討に参加するなど、今後の中期的な研究方向に関する検討を

進めた。 

 

（２）センター機能拡充と産学連携強化 

JIRCAS は、開発途上地域の農林水産業研究を包括的に実施するわが国唯一の機関であり、国内外

の関係機関との幅広い関係の構築、維持、拡大が極めて重要である。引き続きこれらの関係をより機能

的なものとするため、平成 26 年度は、新たに国連食糧農業機関（FAO）との連携の取り決めに合意する

とともに、総理の外国訪問等に併せて多面的な活動を展開した。 



 - 16 - 

国際農業研究協議グループ（CGIAR）の研究プログラムの改定に併せて、数多くの国際会議を開催し

て連携強化の取り組みを進めるとともに、引き続きアフリカ稲作振興のための共同体（CARD）、アジア太

平洋地域農業研究機関協議会（APAARI）等で主要な役割を果たすとともに、G20 の農業関連会合・イニ

シアティブに我が国を代表して参画するなど、センターの国際的なプレゼンスの向上に努めた。 

また、国際土壌年をテーマとする国際シンポジウム「土壌環境と作物生産－開発途上地域の作物安定

生産のために－」を開催し、関係分野の研究発展のための議論を深めた。このほか、バイオマス資源の

利用の事業化に向けた民間企業との提携を開始するとともに、国内の他の研究法人が提案した研究課

題の本格実施により連携強化の取り組みを進めた。 

 

（３）異分野連携と職員の能力向上 

  JIRCASの研究水準を維持・発展させるには、各研究領域の専門性を深化させると同時に異分野の連

携を醸成して新たな領域を創造するための活動を強化する必要がある。このため、理事長インセンティブ

経費に新たな経費の枠を創設し、異分野の協働を推進した。バイオマスと養殖餌料、分子生物学知見の

広範な分野への応用などの取り組みが開始された。また、職員の英語力強化のため、職員の意識向上

や自己研鑽を支援する制度、職員採用時の能力審査、英文校閲担当職員の増強等の取り組みを強化

した。 

 

（４）研究倫理の保持と法令遵守の徹底 

他の研究開発法人での科学論文の不正が社会的問題となるなか、日本学術会議等が主催するセミナ

ー等に幹部職員を参加させ、研究倫理に関する職員の意識の改革、指導に努めた。また、法令遵守（コ

ンプライアンス）の推進について、継続した職員の意識向上に努めたが、いくつかの法令、規則に違反す

る事案が発生した。案件毎に適時に公表し、事後処理、類似リスクの洗い出し、再発防止の徹底のため

役職員一丸となった取り組みを進めた。 
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第Ⅱ章 平成 26 年度に係る業務の実績 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

１． 経費の削減 

（１） 一般管理費等の削減 

中期目標 

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費

（人件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費について

は毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制をすることを目標に、削減する。なお、一般管理

費については、経費節減の余地がないか改めて検証し、適切な見直しを行う。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方

について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定し、その適正化に取り組むとともに、検証

結果や取組状況を公表するものとする。 

総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から５年間で５％以上を基本とする削減等の人件

費に係る取組を、平成23年度も引き続き着実に実施するとともに、「公務員の給与改定に関する取

扱いについて」（平成 22 年 11 月 1 日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組を

踏まえるとともに、今後進められる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直すこと

とする。 

なお、以下の常勤の職員に係る人件費は、削減対象から除くこととする。 

① 競争的資金、受託研究資金又は共同研究のための民間からの外部資金により雇用される

任期付職員 

② 任期付研究者のうち、国からの委託費及び補助金により雇用される者及び運営費交付金に

より雇用される国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（平成 18 年３月 28 日閣

議決定）において指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者並びに若手研

究者（平成 17 年度末において 37 歳以下の研究者をいう。） 

 

中期計画 

① 運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、一般管理

費（人件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費に

ついては毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制をすることを目標に、削減する。な

お、一般管理費については、経費節減の余地がないかあらためて検証し、適切な見直しを行

う。 

② 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の在

り方について、厳しく検証した上で、平成 21 年度の対国家公務員指数が 104.7（事務・技術職

員（年齢勘案））であることを踏まえ、引き続き、給与水準の見直しを行い、平成 23 年度までに

国家公務員と同程度とするとともに、平成 24 年度以降においても、国家公務員に準拠した給

与規定に基づき支給することとし、検証結果や取組状況を公表する。 
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総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から５年間で５％以上を基本とする削

減等の人件費に係る取組を、平成 23 年度も引き続き着実に実施し、平成 23 年度において、

平成 17 年度と比較して、センター全体の人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び

法定外福利費）を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）について６％以

上の削減を行うとともに、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成 22 年 11 月１

日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組を踏まえるとともに、今後進めら

れる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直しを行う。また、人件費の５％

以上の削減を達成した独立行政法人緑資源機構から承継した職員に係る人件費について

は、「廃止等を行う独立行政法人の職員の受入に協力する独立行政法人等に係る人件費一

律削減措置の取扱い」（平成 20 年６月９日付け行政改革推進本部事務局他から各府省担当

官あて通知文書）に基づき、総人件費改革の対象外とする。 

なお、以下の常勤の職員に係る人件費は、削減対象から除くこととする。 

（ア）競争的資金、受託研究資金又は共同研究のための民間からの外部資金により雇用さ

れる任期付職員 

（イ）任期付研究者のうち、国からの委託費及び補助金により雇用される者及び運営費交

付金により雇用される国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（平成 18 年

３月 28 日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する

者並びに若手研究者（平成 17 年度末において 37 歳以下の研究者をいう。） 

 

注 1 ： 以下の運営業務の平成 26 年度実績中の小見出し（例： ① 一般管理費及び業務経費の削

減に向けた取り組み) の丸数字（①）は中期計画の丸数字（①）に対応している。 

注 2 ： 小見出し（例：① 一般管理費及び業務経費の削減に向けた取り組み) の後に続く【1-1-ア】

等 は独立行政法人評価委員会農業技術分科会が決定した「独立行政法人国際農林水産

業研究センターの評価基準における指標」の番号。 本指標は、中期計画の第 1～第 8（「別

添の研究の推進方向を除く）に沿って示されている。 

 

 

《平成 26 年度実績》  

① 一般管理費（人件費を除く）及び業務経費の削減に向けた取り組み 【1-1-ア】 

平成26年度は、一般管理費については前年度比3.53％、業務経費については前年度比3.51％を削減し

て予算を配分し、執行した。一般管理費及び業務経費とも予算額の範囲内で執行し、削減目標値（対前

年度比3％及び1％の抑制）を達成した。 

光熱水料については、過去の建物毎の使用量などを所内掲示板等に掲載することにより、随時職員

へ節約の周知徹底を図った。 

また、「夏季の省エネルギー対策について（平成 26 年 5 月 16 日 省エネルギー・省資源対策推進会

議省庁連絡会議決定）」及び「冬季の省エネルギー対策について（平成26年１0月3１日 同連絡会議決

定）」に基づき、夏季及び冬季における節電対策をそれぞれ策定し、所内会議及び掲示板等により職員

への周知を行い、フリーザー等消費電力量が大きい機器については、業務効率化推進委員会において

省エネ機種へ更新及び集約化を計画的に検討・実施して一層の節電に努めた。その結果、平成 26 年

度のつくば本所における電力使用量は、昨年度（平成 25 年度）比で 94.5％となり 5.5％の節電、熱帯・
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島嶼研究拠点の電力使用量は昨年度比で 101.5％となり 1.5％の増加となった。 

 

表  予算決算一覧              （単位：千円） 

 平成２５年度 平成２６年度 対前年度 対前年度（％） 

一般管理費 
予 算 額 119,987 115,757 △4,230 △3.53％ 

決 算 額 113,205 103,561 △9,644 △8.52％ 

業務経費 
予 算 額 1,339,393 1,292,394 △46,999 △3.51％ 

決 算 額 1,368,282 1,288,312 △79,970 △5.84％ 

人 件 費 
予 算 額 1,826,746 2,073,451 246,705 13.5１％ 

決 算 額 1,719,706 2,003,796 284,089 16.52％ 

（注） △はマイナスを示す。 

  

 

 表 光熱水料及び通信運搬費の実績                        （単位：千円） 

  平成 25 年度 平成 26 年度 対前年度 

光熱水料 

   電気料 

   ガス料 

   水道料 

   燃料費      

114,554 

86,258 

292 

5,412 

22,593 

119,139 

90,459 

374 

5,638 

22,669 

4,585 

4,201 

82 

226 

76 

  通信運搬費              20,076 21,488 1,412 

 [注記] 

1．千円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

②－1 法人の給与水準 【1-1-イ】 

JIRCAS は平成13年4月に農林水産省試験研究機関から特定独立行政法人に移行した独立行政法

人（平成18年4月非特定独立行政法人化）であり、職員給与規程は、国家公務員の職員給与を規定して

いる「一般職の職員の給与に関する法律」等に準拠している。平成26年度の対国家公務員指数（ラスパ

イレス指数）※は一般職員が102.5、研究職員が97.2となっており、国家公務員と同等の給与水準である。 

総務省において策定された「独立行政法人役員の報酬等及び職員の給与水準の公表方法等につい

て（ガイドライン）」により、給与水準については、検証結果や取組状況をJIRCASホームページ上で公表し

ている。 

  
※対国家公務員指数（ラスパイレス指数）：法人職員の給与を国家公務員の給与と比較し、法人の年

齢階層別人員構成をウエイトとして用いて人事院が算出する指数。 

 

②－2 人件費の削減 【1-1-ウ】 

人件費の削減については、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成 26 年 10 月 7 日閣議

決定）において、国家公務員の給与水準を十分考慮して国民の理解が得られる適正な給与水準とする
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よう厳しく見直すことが要請された。これを踏まえ、平成 26 年度は必要な給与規程等を一部改正するな

ど、適切な措置を講じた。 

 

 

（２） 契約の見直し 

中期目標 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）等を踏

まえ、契約の適正化を進めるとともに、経費削減の観点から、契約方法の見直し等を行う。また、密

接な関係にあると考えられる法人との契約については、一層の透明性を確保する観点から、情報

提供の在り方を検討する。 

 

中期計画 

① 「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）等を

踏まえ、随意契約等見直し計画に基づき、競争性のない随意契約を徹底して見直すととも

に、一般競争入札等においては、一者応札・応募の改善等に取り組む。 

② 経費節減の観点から、他の独立行政法人の事例等をも参考にしつつ、複数年契約の活用

など契約方法の見直し等を行う。 

③ 密接な関係にあると考えられる法人との契約については、一層の透明性を確保する観点か

ら、情報提供の在り方を検討する。 

 

《平成 26 年度実績》  

① 競争性のない随意契約の見直しや、一般競争入札等における一者応札・応募の改善等 【1-1-エ】

【1-1-オ】【1-1-カ】 

平成26年度の契約に関しては、引き続き、研究目的、研究成果等を達成するための最低限必要な性

能・機能を持たせた具体的な仕様により競争契約が行えるよう周知徹底し、実質的な競争性の確保に努

めた。 

また、「公共調達の適正化について」（平成18年8月25日 財計第2017号）及び「公益法人に対する支

出の公表・点検の方針について」（平成24年6月1日 行政改革実行本部決定）に基づき、競争入札や随

意契約等に係る情報等をホームページに掲載し、契約方法の適正化・透明性の確保に努めるとともに、

外部有識者（弁護士会から推薦された弁護士、公認会計士会から推薦された公認会計士及び記者クラ

ブから推薦されたジャーナリスト各１名）と常勤監事で構成される「契約監視委員会」において、真に競争

性を確保する観点から「競争性のない随意契約」及び「一者応札・一者応募」等について、契約状況の審

議を実施した。 

具体的な取り組みは、下記のとおりである。 

1) 平成26年度（第3四半期まで）に実施した競争性のない随意契約の案件及び一者応札・一者応募と

なった案件について、審議した。（平成26年8月、平成27年2月） 

2) 2ヵ年（平成25年度・平成26年度（第3四半期まで））連続して一者応札・一者応募であった案件につ

いて、フォローアップ票により審議し、その結果をJIRCASホームページに公表した。具体的には、研究業

務の企画競争について、JIRCASが担っている研究内容の広報に努めるとともに、学会等の場で研究委

託の周知を行うこと、当該業務の研究評価を十分に行い翌年度の契約に活用することなどであった（平

成26年8月、平成27年2月）。 
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なお、平成25年度の契約監視委員会において、2年連続して一者応札・一者応募となったものの点検

において、国内研究委託業務の複数年契約の導入について検討を行うよう指導を受け、結果、平成26年

度より2年間の複数年契約を導入、実施した。 

平成26年度に締結した契約の状況は、下記のとおりである。 

注１：上段は平成24年度、中段は平成25年度、下段は平成26年度実績。 

注２：平成 25 年度において、契約件数及び契約金額が前年度から減少した理由は、平成 25 年度から履行す

る業務を、平成24年度末に複数年契約で実施したことから、これらの契約事案について、平成25年度に

契約行為がなくなったことなどによるものである。 

注３：平成 26 年度において、契約件数が前年度から増加した理由は、平成 25 年度に契約行為がなかった複

数年契約について、平成 26 年度に実施したことによるものである。 

注４：本表は平成 24 年度実績を基準とし 3 カ年のデータの継続性を鑑み作成しており、総務省へ報告してい

る随意契約見直し計画及び各年度のフォローアップ資料における調査対象と定義が異なることから、ホ

ームページ公表資料と計数等が一致しない場合がある。 

 

② 契約方法の見直し 【1-1-キ】 

平成26年度は、研究の進展状況に合わせ需要に対応した品目（試薬及びガス類）の見直しを行い、単

価契約を行った。 

また、国際シンポジウム運営等業務について、従来からの企画競争（随意契約）を見直し、企画及び技

術力に加え価格競争も併せて行う総合評価落札方式による一般競争入札を実施しているところであり、

平成26年度においても同様の契約を行った。 

総件数 

総金額（千

円) 

競   争   入   札 

計 一般競争 指名競争 
応札者数 

1 者 ２者以上 

件 

数 

70 32 (45.7%) 32 (45.7%) 0 (0%) 8 (25.0%) 24 (75.0%) 

59 27 (45.8%) 27 (45.8%) 0 (0%) 9 (33.3%) 18 (66.7%) 

70 34 (48.6%) 33 (47.2%) 1 (1.4%)  12 (35.3%) 22 (64.7%) 

金 

額 

309,693 143,625 (46.4%) 143,625 (46.4%) 0 (0%) 25,620 (17.8%) 118,005 (82.2%) 

297,395 177,263 (59.6%) 177,263 (59.6%) 0 (0%) 23,864 (13.5%) 153,399 (86.5%) 

264,662 139,835 (52.8%) 137,402 (51.9%) 2,433 (0.9%) 46,943 (33.6%) 92,892 (66.4%) 

 

 随   意   契   約 

 
計 企画競争・公募 不落随意契約 その他 

 

件 数 

38 (54.3%)  9 (12.9%)  6 (8.5%)  23 (32.9%)  

32 (54.2%)  9 (15.2%)  2 (3.4%)  21 (35.6%)  

36 (51.4%)  11 (15.7%)  4 (5.7%)  21 (30.0%)  

金 額 

166,068 (53.6%)  24,262 (7.8%)  58,841 (19.0%)  82,965 (26.8%)  

120,132 (40.4%)  36,438 (12.2%)  13,853 (4.7%)  69,841 (23.5%)  

124,827 (47.2%)  35,524 (13.4%)  13,365 (5.1%)  75,938 (28.7%)  
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複数年契約については、毎年、業務内容等を精査することで可能なものから実施してきたところであり、

平成25年度に行った会計監査等業務、財産保険業務、一般廃棄物収集運搬処理業務を2カ年、薬品管

理システム保守ならびに運用支援業務については3カ年の複数年契約に加え、平成26年度は電気・機械

設備運転保守管理業務を２カ年の複数年契約とし、経費節減及び業務の効率化を図った。 

なお、JIRCASにおける不適正な経理処理事案の中間報告を受け、ＤＮＡ合成製品等契約手続きの見

直しを検討して、可能な品目については単価契約に追加する等の見直しを行った。 

公共サービス改革基本方針（平成26年7月閣議決定）には、清掃業務、警備業務及びエレベーター等

保守点検業務について、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月閣議決定）にお

いて、（独）種苗管理センター、（独）農業・食品産業技術総合研究機構、（独）農業生物資源研究所、（独）

農業環境技術研究所の4法人を統合するとしており、（独）種苗管理センターとの間での調整を踏まえた

上で、本業務の入札を統合する4法人及び（独）国際農林水産業研究センターにて包括的に実施するこ

ととし、平成27年4月から落札者による事業を実施する」旨が明記されたところであり、5法人において平成

27年度の契約から実施することとしている。 

 

③ 密接な関係にある法人等との契約 【1-1-ク】 

JIRCASにおいて、特定関連会社等とはこれまでに該当する契約はない。 

また、独立行政法人が公益法人等に支出する会費の適正化・透明性を強化する観点から、「独立行政

法人が支出する会費の見直し」（平成24年3月23日 行政改革実行本部決定）が決定されたことに基づき、

平成24年度から公益法人等に支出する会費の見直・点検及び会費支出について、ホームページで公表

を行っている。 

なお、「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について」（平成24年6月1日 行政改革実行本部

決定）に基づき公益法人に一定の支出を行った契約及び契約以外の支出について、その結果等につい

てもホームページで公表を行っている。 

ＵＲＬ： http://www.jircas.affrc.go.jp/cyoutatsu/koueki_index.html 
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中項目 1－1 「経費の削減」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 一般管理費については前年度比 3.53％、業

務経費については前年度比 3.51％を削減し

た。 

 対国家公務員指数（ラスパイレス指数）は一

般職員が 102.5、研究職員が 97.2 であった。 

 「公務員の給与改定に関する取扱いについ

て」（平成 26 年 10 月 7 日閣議決定）に基づ

き、給与規程等を一部改正した。 

 競争入札や随意契約等に係る情報等をホー

ムページに掲載し、契約方法の適正化・透明

性の確保に努めた。 

 外部有識者と常勤監事で構成される「契約

監視委員会」を開催し、競争性のない随意契

約や一者応札・一者応募等、契約状況を審

議した。 

 電気・機械設備運転保守管理業務について

２カ年の複数年契約とした。 

評定 Ｂ 

一般管理費、業務経費とも削減目標値を

達成した。 

役職員給与については、国家公務員の職

員給与に準拠するとともに、必要な給与規定

等の改正を行い、国家公務員と同等の給与

水準とした。 

競争入札や随意契約等に係る情報の周知

や契約監視委員会における審議を通して、契

約方法の適正化や透明性及び競争性の確保

に努めた。 

単価契約や複数年契約の拡充を図り、経

費節減に取り組んだ。さらに、公共サービス改

革基本方針（平成 26 年 7 月閣議決定）に基

づき、清掃業務及びエレベーター等保守点

検業務については、統合四独法とともに包括

的な入札を実施することとした。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

一般管理費の削減 
対前年比

3％の抑制 
3 3.71 3.39 5.09 3.53  

業務経費の削減 
対前年比

1％の抑制 
1 3.76 1.41 4.29 3.51  
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２． 評価・点検の実施と反映 

中期目標 

運営状況及び研究内容について、自ら適切に評価・点検を行うとともに、その結果については、

独立行政法人評価委員会の評価結果と併せて、的確に業務運営に反映させ、業務の重点化及び

透明性を確保する。 

研究内容については、研究資源の投入と得られた成果の分析を行うとともに、開発途上地域の

農林水産業の技術の向上による当該地域の食料問題の解決を通して、我が国の食料安全保障に

寄与する観点及び評価を国際的に高い水準で実施する観点から、できるだけ具体的な指標を設

定して評価・点検を行い、必要性、進捗状況等を踏まえて、機動的に見直しを行う。また、行政部

局を含む第三者の評価を踏まえ、開発途上地域にとって有用な研究成果を「主要普及成果」として

選定する。選定に当たっては、数値目標を設定して取り組む。「主要普及成果」等については、普

及・利用状況を把握・解析し、業務運営の改善に活用する。 

さらに、職員の業績評価を行い、その結果を適切に処遇等に反映する。 

 

中期計画 

① 業務の重点化及び透明性を確保するため、毎年度の独立行政法人評価委員会の評価に

先立ち、業務の運営状況、研究内容について、外部の専門家・有識者等を活用して自ら適切

に評価・点検を行うとともに、その結果については、独立行政法人評価委員会の評価結果と

併せて、反映方針、具体的方法を明確化して、研究資源の配分等の業務運営に的確に反映

させる。特に、研究内容については、必要性、進捗状況等を踏まえて機動的に見直しを行う。

また、評価結果及びその反映状況については、ホームページで公表する。 

② その際、研究内容の評価に当たっては、研究に先立って年次目標を記載した工程表を作成

するとともに、開発途上地域の農林水産業の技術の向上による当該地域の食料問題解決を

通して我が国の食料安全保障に寄与する観点及び評価を国際的に高い水準で実施する観

点から、できるだけ具体的な指標を設定する。また、研究資源の投入と得られた成果の分析を

行い、研究内容の評価に活用する。 

③ 複数の評価制度に必要とされる資料の相互活用を図るなど、評価の効率化と高度化に努め

るとともに必要な評価体制の整備を行う。 

④ 行政部局を含む第三者の評価を踏まえ、開発途上地域にとって有用な研究成果を「主要普

及成果」として、中期目標の期間内に 10 件以上を選定する。「主要普及成果」等については、

普及・利用状況を把握、解析し、業務運営の改善に活用する。 

⑤ 職員の業績評価を行い、その結果を適切に処遇等に反映する。 

 

《平成 26 年度実績》  

①－1 毎年度評価の実施 【1-2-ア】【1-2-イ】【1-2-ウ】【1-2-エ】 

独立行政法人国際農林水産業研究センターにおける中期計画の進捗状況及び年度計画の達成状

況について、業務実績の自己評価を行うため、中期計画評価会議を設置している。今中期計画では、評

価の効率化を図るため、昨年度に引き続き研究プログラム及び情報収集・提供プログラムの自己点検を

する検討会を同日に開催した。外部評価会議では、昨年度同様、外部評価委員の出席を得て、業務実

績全般についての評価を行った。 

評価会議の詳細については『独立行政法人国際農林水産業研究センター中期計画評価会議実施規
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程』に従い、各検討会の毎年度の実施要領で定めている。また、毎年度の評価結果は、業務実績報告

書に掲載し、ホームページで公表している。 

 

研究プログラム検討会 

第 3 期中期計画期間では、研究課題をプログラム体制とし、3 つの研究プログラム、プログラムＡ「開発

途上地域の土壌、水、生物資源等の持続的な管理技術の開発」、プログラムＢ「熱帯等の不安定環境下

における農作物等の生産性向上・安定生産技術の開発」及びプログラムＣ「開発途上地域の農林漁業

者の所得・生計向上と農山漁村活性化のための技術の開発」を実施している。各課題は年次別の達成

目標を定めた工程表を用いて進捗状況を点検しており、平成 27 年 2 月 19 日に開催した研究プログラム

検討会では、平成 26 年度の各研究プログラムの成果について検討するとともに、行政部局から 11 名、

関係独立行政法人（独法）から 9 名の出席を得て、行政部局からの要望の把握及び各独法との協力・連

携について検討した。研究計画や成果に対するコメント等を踏まえ、各プログラムの自己評価案及び評

価コメント案の取りまとめを行い、外部評価会議の検討資料とした。 

  

業務運営検討会 

平成 27 年 2 月 19～20 日に開催した本検討会では、運営業務の毎年度計画及び中期計画の達成度

についての自己点検・評価を行った。 

情報収集・提供の検討では、「世界の食料・農林水産業に関する情報の収集及び提供」、「アジア地

域の食料需給動向の分析」及び「海外拠点における情報収集」などについて自己点検・評価を行った。

昨年度に引き続き、研究プログラム検討会と同日に開催し、行政部局や関係独法からコメントを得た。 

その他の運営業務の検討では、「業務運営の効率化」、「業務の質の向上」及び「予算、収支計画及

び資金計画」などについて、内部評価者(役員、幹部職員)により、自己点検・評価を行った。 

本検討会により、平成 26 年度業務実績報告書（案）の運営業務部分の自己評価案及び評価コメント

案を取りまとめ、外部評価会議の検討資料とした。 

 

外部評価会議 

国際的な水準からみた評価を行うため、（独）国際協力機構をはじめ総合科学技術会議基本政策専

門調査会の専門委員や国際連合人口基金東京事務所長等の経験を有する外部有識者・専門家による

外部評価を実施している。平成 27 年 3 月 16 日に開催した本評価会議では、運営や研究に関する業務

報告ならびに討議等を基に、評価を実施した。理事長は、評価委員による評価結果、評価コメント及び

自己点検・評価、その他の状況を総括的に検討し、最終的な平成 26 年度の自己評価を決定した。この

自己評価を記載した業務実績報告書（自己評価書）を農林水産省に提出した。 

 

平成 26 年度外部評価会議の評価委員 （五十音順） 

氏  名 所  属 

荒川 博人 住友商事株式会社 

池上 清子 日本大学大学院 

礒田 博子 筑波大学北アフリカ研究センター 

小鞠 敏彦 日本たばこ産業株式会社 

生源寺 眞一 名古屋大学大学院 
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①－2 評価結果の反映 【1-2-イ】 

中期計画評価会議のプログラム検討会及び業務運営検討会(平成27年2月)における研究プログラム

及び研究戦略業務の評価結果や指摘事項を次年度における研究課題の計画、予算及び工程表などに

反映させた。 

 

巻末付表1 ： 平成25年度に係る業務実績評価結果への対応状況・方針 

 

② 費用対効果の分析 【1-2-ウ】【1-2-エ】【1-2-オ】 

中期計画評価会議においては、毎年度の研究成果に加え、プログラム毎の投入予算、エフォート等の

数字を示し、評価材料とした。 

 

巻末付表2 ： プログラムごとの投入（予算、エフォート）と成果（査読付論文等） 

 

③ 研究計画等の資料の共有 【1-2-ア】 

各研究課題の研究計画については、年度当初に実施課題内容の他、参画者、共同研究機関等を記

載した詳細な計画書を作成しているが、その中から必要な情報を抜粋して一覧にしたデータを、所内グ

ループウェアで共有し、事務の効率化を図った。その他、グループウェアを活用し、評価会議に係る資料

等を、評価会議の流れや全容がわかるように整理し、所内周知を図った。 

 

④－1 「主要普及成果」の進捗状況と成果の普及・利用状況の把握 【1-2-カ】 

JIRCAS では当該年度の研究成果情報の中から特に開発途上地域にとって有用であり、普及・利用が

見込めるまたは普及が見込める可能性が高いものを「主要普及成果」としている。平成 26 年度は 24 件の

研究成果情報を選定し、うち 4 件を「主要普及成果」として選定した。選定にあたっては、内容の妥当性

や普及の可能性等に関する有識者や行政部局等の評価等も考慮している。 
また、「主要普及成果」の計画的かつ円滑な追跡調査を行うため、平成 27 年度に 2 件、平成 28 年度

に 2 件の追跡調査を実施することとし、調査前年度に、外部評価者に調査に関する説明等を行うとともに、

適切な調査時期に実施できるよう、計画を立案することとした。 
 

④－2 「主要普及成果」に対する追跡調査の実施と調査計画の作成 

平成 26 年度は、「主要普及成果」の普及・利活用状況を効率的に把握するため、追跡調査の計画に

ついて重点的に見直しを行い、平成 27 年度に実施する準備を行った。また、平成 24 年度に選定した 4
件の主要普及成果に関する追跡調査の概要及び計画は、以下のとおりである。 

 

●ニジェール、マリにおける自然資源保全管理のためのガイドラインの整備 

平成 26 年現在、ニジェール及びマリの両国は治安状況が悪く、現時点ではマニュアル等の利用状況

について現地での追跡調査を実施することが困難なため、カウンターパート機関へのメール連絡や、

JICA 等の関係機関から得られた情報を整理した。 

ニジェールにおいては、平成24年度から開始された JICAの「サヘル地域における貯水池の有効活用

と自律的コミュニティ開発プロジェクト」で、植林活動実施のため、森林局の職員、森林官らが JIRCAS の

作成した植生保全マニュアルを教材として活用しており、タウア州 6 箇所、マラディ州 12 箇所及び首都ニ

アメ近辺の 2 箇所において使用されていることを確認した。また、マリの農村経済研究所からは、クリコロ
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州の新しいプロジェクトに利用するコンポスト生産等のマニュアルや研究所員が参画したセミナーでの配

布要望に応えるためのマニュアルの増刷要望（約 2400 部、ガイドラインについては約 400 部）が出される

など、その活用は広がっている。 

 

●中国・新疆ウイグル自治区における定住牧畜民への技術支援対策 

平成 26 年現在、中国・新疆ウイグル自治区の治安状況が悪く、現地への出張が困難であることから、

同地域の治安回復を待って追跡調査を実施することとした。 

 

●高地下水位条件下における圃場レベルの塩害軽減対策のガイドライン 

本ガイドラインは本編および簡略化した普及版(ロシア語版、ウズベク語版)を作成しており、フェルメル

評議会により現地（ウズベキスタン）の関連セミナー等で紹介されるなど、普及が進んでいる。さらに、平

成 27 年度に実施する追跡調査の準備として、現地の関係機関にアンケート表を配布するとともに、調査

に参画する外部有識者との打合せを行った。 

 

●東北タイにおけるチーク植栽土壌適地図の作成 

平成 27 年度の追跡調査の実施に向け、調査に参画する外部有識者を選定し、当該主要普及成果の

背景、目的及び内容に関する打合せを行うとともに、追跡調査の調査項目及び行程、実施日程に関す

る計画を立案した。 

 

⑤ 職員の業績評価 【1-2-キ】 

研究職員の業績評価については、一部改正した業績評価マニュアルに基づき、研究課題の達成度、

研究成果の実績、所運営上の貢献、専門分野を生かした社会貢献等について評価を実施した。平成25

年度業績の評価結果は、平成26年度の勤勉手当等に反映させた。また、研究管理職員の業績評価結果

についても勤勉手当に反映させた。 

一般職員及び技術専門職員の人事評価については、一般職員等人事評価実施規程及び関係規程

に基づき、平成26年度においても引き続き実施した。また、評価結果は、平成26年度の勤勉手当・昇給

等に反映させた。 
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中項目 1－2 「評価・点検の実施と反映」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 中期計画評価会議を設置し、研究プログラム

及び情報収集・提供プログラムについて、工

程表に基づき、自己点検と外部有識者・専門

家による外部評価を実施した。 

 中期計画評価会議における評価結果や指

摘事項を次年度の研究計画や予算に反映し

た。 

 評価結果を業務実績報告書に掲載し、ホー

ムページで公表した。 

 主要普及成果 4 件を選定した。 

 平成 24 年度に選定した主要普及成果「ニジ

ェール、マリにおける自然資源保全管理のた

めのガイドラインの整備」について、現地での

活用状況に関する情報を収集・整理した。 

 「主要普及成果」の普及・利活用状況を効率

的に把握するため、追跡調査計画を見直し、

平成 27 年度以降の実施計画を作成した。 

 研究職員に対する業績評価ならびに一般職

員及び技術専門職員に対する人事評価を行

い、評価結果を勤勉手当等に反映させた。 

評定 Ｂ 

プロジェクト検討会、研究プログラム検討

会、業務運営検討会によって工程表に基づく

進捗状況を自ら点検し、外部有識者・専門家

から構成される外部評価会議において客観

性、信頼性の高い評価・点検を受けている。 

研究プログラムの評価にあたっては、研究

成果の内容に加え、予算、エフォート、成果

情報数、査読論文数、国際会議への出席件

数等、多角的・具体的な数値指標を導入し、

研究資源の投入と成果に関する分析・評価を

行っている。 

平成23年度以降に選定した主要普及成果

は計 11 件となり、中期目標期間における目標

件数を達成した。 

職員の業績評価を実施し、処遇等に反映

させた。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

主要普及成果 10 件以上 2 3 4 0 4  

研究成果情報 － - 18 25 26 24  
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３． 研究資源の効率的利用及び充実・高度化 

（１） 研究資金 

中期目標 

 中期目標を達成するため、運営費交付金を効果的に活用して研究を推進する。また、研究開発

の一層の推進を図るため、委託プロジェクト研究費、競争的研究資金等の外部資金の獲得に積極

的に取り組み、研究資金の効率的活用に努める。 

 

中期計画 

① 運営費交付金を活用し、中期目標に示された研究を効率的・効果的に推進するため、研究

内容の評価・点検結果を資金配分に反映させる。 

② 研究開発の一層の推進を図るため、委託プロジェクト研究費、競争的研究資金等の外部資

金の獲得に積極的に取り組み、研究資金の効率的活用に努める。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 評価結果の反映による運営費交付金の効率的利用 【1-3-ア】 

第 3 期中期計画からは、研究の実施・評価をプログラム単位で行うこととし、プログラムディレクターが

研究管理を行っている。各プログラムでは、それぞれのプログラムの目的を達成するため、プログラムディ

レクターはプロジェクトの研究課題の設定、遂行状況、予算の使用実態を把握し、管理を行っている。プ

ログラムの成果及び達成状況は、プログラム検討会及び外部評価会議で検討され、その評価結果は次

年度のプログラムの研究計画、予算、プログラム内の課題設定、予算執行に反映される。 

平成 26 年度実績については、プログラム検討会において、プログラム C は技術開発の明確な対象者

や方向性を念頭に取り組んだ結果、農民への技術普及、産業レベルでの技術開発・活用に加えて、相

手国の政策への貢献など、当初の目標を大きく上回る顕著な成果が創出されていることから評定を「A」と

した。この評価を反映し、平成 27 年度予算において、プログラム C のプログラムディレクター裁量経費を

300 万円増額し、研究のさらなる促進を図ることとした。プログラム A、B、D の評定はいずれも「B」とした。 

 

② 外部資金獲得への取り組み 【1-3-イ】 

中期計画達成に有効な国内外の競争的資金等外部資金への積極的な応募を行った。提案内容につ

いては、プログラムディレクター、役員会、運営会議で十分検討する体制をとっている。 

平成 26 年度は、受託研究（政府受託研究、独立行政法人受託研究、その他受託研究）を 36 件、補助

金・助成金による研究を 41 件実施した。また、受託・補助金・助成金（科学研究費助成事業を除く）に対

し、35 件の応募を行った。 

平成 26 年度の科学研究費助成事業は研究代表者として 8 件、研究分担者として 21 件実施した。平

成 27 年度科学研究費助成事業に対しては、平成 26 年 11 月に、研究代表者として 25 件、研究分担者

として 12 件の応募を行った。平成 26 年度の科学研究費補助金特別研究員奨励費は、継続を含め 6 件

交付された。 

以上のように、外部資金による研究費は、科研費、農林水産省、独法、民間等からの受託及び助成を

受けており、多様な獲得形態となっている。平成 26 年度における外部資金収入は、政府受託収入や研

究費助成事業収入等 109 件による 408 百万円であった（表参照）。外部資金の獲得件数は前年度より増

加したものの、委託研究や政府補助金の予算が削減されたことに伴い、獲得金額は減少した。今後も、

受託及び助成金の応募を進め、中期計画達成のための外部資金の獲得に努める。 
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平成 26 年度外部資金収入の内訳 

 （単位：千円） 

  平成 25 年度 平成 26 年度 

政府受託収入  12 件  96,230 13 件 67,811 

独法受託研究収入 14 件 132,965 14 件 124,975 

独法受託業務収入 0 件 0 0 件 0 

その他受託研究収入 7 件 23,010 9 件 39,824 

受託調査収入 19 件 282 32 件 664 

⇒ 以上、受託収入計  252,487  233,274 

     

研究費助成事業収入  33 件 69,761 37 件 55,905 

政府補助金 3 件 134,141 4 件 118,671 

助成金 0 件  0 0 件  0 

  ⇒ 以上、外部資金総計  456,389  407,850 

 

 

 

（２） 研究施設・設備 

中期目標 

研究施設・設備については、老朽化した現状や研究の重点化方向を踏まえ、真に必要なものを

計画的に整備するとともに、有効活用に努める。 

 

中期計画 

研究施設・設備については、老朽化の現状や研究の重点化方向を踏まえ、①整備しなければ研

究推進が困難なもの、②老朽化が著しく、改修しなければ研究推進に支障を来すもの、③法令等

により改修が義務付けられているものなど、業務遂行に真に必要なものを計画的に整備するととも

に、利用を促進し、利用率の向上を図る。特に、熱帯・島嶼研究拠点に設置しているオープンラボ

施設「島嶼環境技術開発棟」については、利用促進に向けて、他の研究機関等に積極的に研究

の実施を提案するとともに、周知・広報活動を強化する。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 研究施設・設備の有効活用 【1-3-ウ】  

施設整備においては、施設整備費補助金及び運営費交付金を活用し、計画的な整備を実施しており、

施設整備費補助金については、中期計画に示した施設及び設備に関する計画に基づき実施、また、運

営費交付金による整備についても修繕計画に基づき、各年度において老朽化又は緊急度などを勘案し

実施しているところである。また、研究の重点化等にも対応した施設・設備の改修を図るため、施設等整

備運営委員会を活用し予算の効率的・効果的な執行に努めている。 

平成 26 年度においては、熱帯性畑作物遺伝資源の多様性評価および利用技術の開発を効率的に

実施するため、育苗温室（熱帯・島嶼研究拠点）の改修、第２実験棟（つくば本所）における局所排気装

置の設置（安全衛生対策）、海外生物工学実験棟（つくば本所）の空調設備修繕等（老朽化対策等）の
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改修を行った。 

また安全対策として、トラッキング現象等による電気火災等のリスクを回避するためのコンセント等の改

修（つくば本所）等を行った。 

つくば本所の共同利用可能な機器の外部機関による利用については、JIRCAS のホームページで広く

周知した結果、他独法及び大学等から、エネルギー分散型走査型分析電子顕微鏡 8 件、高分解能 X 線

高分子分光分析装置 4 件の計 12 件の利用があった。 

 

② オープンラボの利用促進 【1-3-エ】 

オープンラボ施設を利用した研修を行うなど、利用促進に努めた結果、平成 26 年度は、3 件の

JIRCAS 運営費交付金プロジェクトによる利用に加えて、外部の 6 機関がオープンラボ施設を利用した。

通年で利用した機関もあり、外部機関による延べ利用日数は１,113 日であった。このうち、施設利用料を

徴収した外部機関は 3 機関（3 件）あり、平成 26 年度の施設利用料の徴収額は 9,942 円であった。 

なお、公益社団法人国際農林業共働協会（JAICAF）による利用は、アフガニスタンの土壌研究者の研

修のため、拠点職員が講義を行うとともに、実験計画や分析について指導した。 

 

オープンラボの利用実績（過去 5 年間） 

年 度 
延べ利用 

日数 

うち外部利用 

日数 機関数 

平成 22  545  180  1 

平成 23 1,687 405  3 

平成 24 2,580   1,485  7 

平成 25 2,609 1,514  9 

平成 26 2,208 1,113  6 

 

オープンラボ施設利用料徴収実績 

利用機関 利用機器・施設 利用期間 徴収料金 単価 

熊本大学大学院

自然科学研究科 

気象観測システム 

雨量計 

平成26年4月～平成

27年3月の各月1日

利用（計12日間） 

9,012 円 
720円/日（観測ｼｽﾃﾑ） 

31円/日 （雨量計） 

公益社団法人国

際農林業共働協

会（JAICAF） 

気象観測システム 平成26年8月28日 720 円 720円/日 

琉球環境株式会

社 

熱風循環送風乾

燥器 

平成27年2月19日～

25日（計5日間） 
210 円 42円/日 
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（３） 組織 

中期目標 

中期目標の達成に向けて、研究成果を効率的に創出するため、研究資金、人材、施設等の研

究資源を有効に活用し得るよう、他の農業関係研究開発独立行政法人との連携による相乗効果を

発揮させる観点から、組織の在り方を見直す。 

 

中期計画 

中期目標の達成に向けて、研究評価の結果等を踏まえ、他の農業関係研究開発独立行政法人

との共同研究等を円滑に推進するために、組織・研究体制の見直しを柔軟に行う。 

 

 《平成 26 年度実績》 

① 組織・研究体制の見直し 【1-3-オ】 

平成 26 年度は、特段の必要性がなかったため、組織・研究体制の見直しは行っていない。 

他方、「国立研究開発法人」への移行を踏まえ、中期戦略ワーキンググループを設置し、研究成果の

最大化のための「プログラム・プロジェクト体制」の問題点、改善方向等について検討を進めた。さらに、

農林水産研究基本計画の改訂のための検討に参加するなど、今後の中期的な研究方向に関する検討

を進めた。 

 

 

 

（４） 職員の資質向上と人材育成 

中期目標 

研究者、研究管理者及び研究支援者の資質向上を図り、業務を的確に推進できる人材を計画

的に育成する。そのため、人材育成プログラムを踏まえ、競争的・協調的な研究環境の醸成、多様

な雇用制度を活用した研究者のキャリアパスの開拓、行政部局等との多様な形での人的交流の促

進、研究支援の高度化を図る研修等により、職員の資質向上に資する条件を整備する。 

 

中期計画 

① 「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的

推進等に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）の制定や研究開発を取り巻く情勢変化等を

踏まえて、人材育成プログラムを改定する。 

② 海外への派遣及び招へい外国人との共同研究の実施等を通じ、国際共同研究の担い手と

なる職員の資質向上に取り組む。 

③ 研究職員に対する競争的・協調的環境の醸成とインセンティブの効果的な付与、多様な任

用制度を活用した研究者のキャリアパスの開拓、他の独立行政法人を含む研究機関との円滑

な人材交流、行政部局等との多様な形での人的交流の促進を行う。また、他の農業関係研究

開発独立行政法人職員の国際性の向上に協力する。 

④ 外部機関または他独立行政法人が募集・実施する職員研修等に、一般職員、技術専門職

員を積極的に参加させ、業務上有効な資格についてはその取得を支援するなど、職員の資

質向上に努める。また、技術専門職員が意欲的に研究支援に従事できる環境の整備に努め

る。 
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⑤ 各種研修制度等を活用し、研究プロジェクトリーダーの研究管理能力及び指導力の向上に

努める。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 人材育成プログラム 【1-3-カ】 

研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進を図るため、「研究開発システムの改革の推進等

による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）

ならびに「農林水産研究における人材育成プログラム」（平成 23 年 4 月農林水産技術会議）、「国際農林

水産業研究センターにおける人材育成プログラム」（平成 25 年 8 月改正）従って人材育成に取り組んで

いる。 

研究職員に対しては、開発途上地域での業務を通した国際共同研究の推進能力の向上、企画立案・

評価・交流・広報部門の職員に対しては、開発途上地域の情報収集や国際シンポジウムの運営などの

業務を通した能力向上を図っている。また、研究支援部門の職員に対しては、開発途上地域での安全

管理や物品・資金・知財管理などの能力向上のため、現地派遣を行っている。 

 

② 国際共同研究の担い手となる研究職員の資質向上 

研究職員の資質向上のため、JIRCAS による階層別研修として、新規採用職員研修を実施し、3 名が

受講した。また、農林水産技術会議事務局が実施した研究リーダー研修に 1 名を参加させた。 

業務上必要な知識・技術の習得を目的として、農林交流センターワークショップに 3 名、科学コミュニケ

ーション研修に 2 名、科学英語（英語論文）研修に 6 名、短期集合研修（数理統計）に 1 名、森林総合研

究所派遣研修に4名、養殖衛生管理技術者養成コースに１名をそれぞれ参加させた。また、遺伝子組換

え実験従事者に対し、遺伝子組換え実験安全規則の規定に基づく教育訓練を実施し、140 名が受講し

た。化学薬品等の安全管理に関する講習会を実施し、76 名が受講した。その他外部の機関が実施する

各種研修への参加を奨励し、延べ 4 名を参加させた。 

海外の共同研究機関に、プロジェクトに所属する JIRCAS 研究職員延べ 511 名を出張させ、現地の研

究者との共同研究を通じて国際共同研究の担い手となる職員の資質向上を図った。特に、同一国に年

間 6 カ月以上長期出張する研究職員は 15 名おり、開発途上地域等の研究機関との共同研究実施の担

い手となっている。 

延べ 69 名の研究職員を国際学会等に派遣し、発表・討論能力の向上を図るとともに、各自の専門分

野での最新情報の収集や外国人研究者との人的交流を支援した。 

 

③ 研究職員へのインセンティブの付与 【1-3-キ】  

研究職員の発意を活かした課題形成や専門別の活動を支援するため、専門分野別の基礎的・基盤的

な研究や斬新なアイデアによるシーズ研究、研究領域の専門性を深化させる活動、現地ニーズや最新

の研究動向を把握するための調査活動等に対して、理事長インセンティブ経費を配分した。平成 26 年

度はシーズ研究 12 件、専門別活動・異分野連携支援 4 件等、計 21 件の理事長インセンティブ課題を採

択し、効果的なインセンティブの付与に努めた。 

平成 26 年度はとくに、各研究領域の専門性を深化させると同時に、異分野の連携を醸成して新たな

領域を創造する活動を支援するための理事長インセンティブ経費枠を創設した。これにより、バイオマス

と養殖餌料、分子生物学の連携など、新たな研究展開の萌芽がみえた。 
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④ 一般職員・技術専門職員等の研修 【1-3-ク】 

一般職員及び技術専門職員の人材の育成や階層･資質に応じた多様な能力開発のため、研修計画

に基づき、JIRCAS による研修のほか、外部機関又は他の独立行政法人が実施する研修等を活用し、職

員の研修を実施した。 

一般職員の階層別研修として、新規採用職員研修を実施し、１名が受講した。また、農研機構が実施

した管理者研修に科長 1 名、チーム長研修に科長補佐１名をそれぞれ参加させた。 

専門別研修として、会計事務職員契約管理研修に 1 名、公文書管理研修に１名、個人情報保護管理

担当者研修に２名、女性職員登用推進セミナーに 1 名、労働法研修に１名をそれぞれ参加させた。 

また、人事評価の実施にあたり、評価者に対して、制度の意義と重要性を理解し、適正な目標管理・

評価を行うためのスキルの向上を図るための人事評価者研修を実施し、8 名が受講した。その他外部の

機関が実施する各種研修への参加を奨励し、延べ 12 名を参加させた。 

技術専門職員の階層別研修として、新規採用職員研修を実施し１名が受講した。また、技術の高度化

を図るため、刈払機取扱作業者安全衛生教育講習会を１名、チェーンソー作業従事者特別教育講習会

を１名が受講した。 

全ての職員を対象として、全国安全週間の取り組みの一環として、労働災害防止の原則を理解し、作

業行動における潜在危機の予測と安全意識の高揚を図ることを目的とした労働安全衛生活動の進め方

についての研修を実施し、34 名が参加した。また、全国労働安全衛生週間には、ストレスや心の健康に

ついて理解を深め、心の健康の維持向上を図ることを目的とした心の健康管理セミナーを実施し、32 名

が参加した。12 月 8 日から 12 日を JIRCAS ハラスメント防止週間と設定して防止対策を推進し、パワー・

ハラスメント、セクシュアル･ハラスメント防止啓発 DVD の上映に 67 名が参加した。ネットワークをより安全

にかつ効果的に利用するため、実施手順に基づきセキュリティセミナーを 9 回開催し、344 名が受講した。

この他、つくば本所において開催した救命講習会に 5 名、交通安全講習会に 56 名、熱帯・島嶼研究拠

点において開催した安全運転講習会に 36 名が参加した。 

海外出張者の安全対策の一環として、海外におけるリスクマネジメントのコンサルタントを講師に招き、

「海外渡航におけるリスクと対策」についての海外安全対策セミナーを実施した。セミナーには 47 名が参

加し、海外における犯罪や盗難の実例、防止対策等について講義を受けた。 

 

⑤ 研究管理能力の向上 【1-3-ク】    

プロジェクトリーダーは、プログラムディレクターとともに、プログラム目標の達成のため、研究者の課題

遂行管理、予算管理、共同研究機関との交渉等に携わることで、研究管理能力の向上を図っている。 

平成 26 年度は、植物検疫制度に係る講習会（平成 26 年 8 月 6 日）、著作権講習会（平成 26 年 9 月

24 日）、輸入禁止品の管理に関する説明会（平成 26 年 10 月 1 日、10 月 22 日）を開催し、実験材料の

入手手続きや著作権等に関する研究管理者の理解の向上を図った。 
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中項目 1－3 「研究資源の効率的利用及び充実・高度化」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 プログラム検討会において、プログラム C の

成果が「A」と評定されたことを反映し、平成

27 年度予算の当該プログラムディレクター裁

量経費を 300 万円増額することとした。 

 外部資金は 109 件、408 百万円を獲得した。 

 受託・補助金・助成金に対して 35 件、科学研

究費助成事業に対して 37 件、応募した。 

 育苗温室（熱帯・島嶼研究拠点）の改修、第

２実験棟（つくば本所）における局所排気装

置の設置、海外生物工学実験棟（つくば本

所）の空調設備修繕等の改修を行った。 

 オープンラボ施設の外部使用は 6 機関、

１,113 日あり、このうち 3 機関から施設使用料

9,942 円を徴収した。 

 研究職員に対する階層別研修や業務に必

要な知識・技術の習得を目的とする各種研

修に職員を参加させた。 

 海外の共同研究機関に研究職員延べ 511

名を出張させた。また、延べ 69 名の研究職

員を国際学会等に派遣した。 

 研究職員の発意を活かした課題形成や専門

別の活動等を支援するため、21 件の理事長

インセンティブ課題を選定した。 

 各研究領域の専門性を深化させると同時

に、異分野の連携を醸成して新たな領域を

創造する活動を支援するための理事長イン

センティブ経費枠を創設した。 

 一般職員に対する階層別研修を実施したほ

か、会計事務職員契約管理研修や公文書管

理研修の専門別研修を 6 名が受講した。 

 技術専門職員に対する階層別研修を実施し

た。刈払機取扱作業者安全衛生教育講習会

及びチェーンソー作業従事者特別教育講習

会を各１名が受講した。 

評定 Ｂ 

顕著な研究成果が得られたプログラムの裁

量経費を増額するなど、評価結果を運営費交

付金の研究資金配分に反映した。 

委託研究や政府補助金の予算科研費や

農林水産省の受託研究、競争的資金等、多

様な外部資金の獲得に努めて研究資金の充

実を図った。委託研究費や政府補助金の予

算が削減・縮小しており、獲得額は前年度より

減少したものの、獲得件数は 21 件増加した。  

老朽化施設の改修や作業の効率性・安全

性等の向上を図るため、施設整備を行った。 

オープンラボ施設を利用した研修を行うな

ど、施設の利用促進に努めるとともに、外部利

用機関から施設使用料を徴収して施設運営

経費の抑制に努めた。 

研究職員、一般職員、技術専門職員のそ

れぞれに対して階層別研修や専門研修の受

講機会を設け、知識・技能の向上を促した。 

海外の共同研究機関や国際会議等への研

究職員の派遣を通じて国際共同研究の担い

手となる職員の資質向上に取り組んだ。さら

に、研究職員の発意を活かした提案に予算を

配分するなど、効果的なインセンティブの付

与を図った。平成 26 年度は理事長インセンテ

ィブ経費に異分野連携活動を支援する枠を

設けたことにより、バイオマスと養殖餌料、分

子生物学の連携が生まれるなど、研究職員に

対する協調的環境の醸成が進んだ。 

一般職員や技術専門職員の専門性を高め

るための研修や講習への参加を促し、研究支

援部門における業務の高度化や資格取得を

支援した。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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４． 研究支援部門の効率化及び充実・高度化 

中期目標 

研究支援業務のうち、他の農業関係研究開発独立行政法人と共通性の高い業務を一体的に実

施することなどにより、研究支援部門の合理化を図る。 

総務部門の業務については、業務内容の見直しを行い、効率化を図る。 

現業業務部門の業務については、試験及び研究業務の高度化に対応した高度な専門技術・知

識を要する分野への重点化を進め、効率化及び充実・強化を図る。 

また、研究支援業務全体を見直し、引き続きアウトソーシングを推進することなどにより、研究支

援部門の要員の合理化に努める。 

 

中期計画 

① 研究支援業務については、研修等の共同実施、マニュアル等の共同作成など他の農業関

係研究開発独立行政法人と共通性の高い業務を一体的に実施することなどにより、合理化を

図る。 

② 総務部門の業務内容等の見直しを行い、効率的な実施体制を確保するとともに、事務処理

の迅速化、簡素化等による管理事務業務の効率化に努める。 

③ 研究職員が海外の出張先において行う試験業務及び会計事務等に対する現地支援を効率

的に実施する。 

④ 現業部門の業務については、試験及び研究業務の高度化に対応した高度な専門技術・知

識を要する分野に重点化を図るために業務を見直し、効率化、充実・強化を図る。 

⑤ 農林水産省研究ネットワーク等を活用して、研究情報の収集・提供業務の効率化、充実・強

化を図るとともに、グループウェアの運用によりセンター全体の情報共有の促進及び業務の効

率化を図る。 

⑥ 研究支援業務全体を見直し、引き続きアウトソーシングを推進することなどにより、研究支援

部門の要員の合理化に努める。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 研究支援業務の合理化 【1-4-ア】  

研修・セミナーについて、4法人(農研機構、生物研、農環研、JIRCAS)共同で実施可能なものを検討・

調整し、管理者研修など11件の研修等を共同で実施した。 

 

② 管理事務業務の効率化 【1-4-イ】 

管理事務業務の効率化に向けた業務内容等の見直しについて、効率化に資する課題を抽出し、文書

管理事務のさらなる効率化、旅費の削減方策や関係事務の効率化等について関係する各部署におい

て検討を行っている。 

また、これまで各係個別に作成していた業務マニュアルについて、統一的な総務部業務マニュアルと

して取りまとめた。 

 

③ 技術専門職員、一般職員による現地支援 【1-4-ウ】 

一般職員による現地支援については、海外における研究・調査業務等を適正かつ効率的に執行す

るため、研究・調査業務外の会計・物品管理等の事務処理上の諸問題等を把握し、適切な指導等を行う
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ことを目的に、年度当初に出張計画を立て実施している。 

平成26年度は、一般職員4名が、中国（2名）及びラオス（2名）に出張した。 

中国では、中国農業科学院草原研究所（フフホト市）において運営費交付金プロジェクトの委託事業

の会計帳簿と証拠書類の調査及び北京市の農業科学院中国農業経済研究所の出納員の内部監査（会

計帳簿と支払い書類との照合、金庫内実査、物品の管理状況調査、資金の取り扱い、生活環境安全管

理状況など）を実施した。 

中国科学院草原研究所では、「半乾燥畜産振興地域における有機質資材循環型栽培システムの開発」

事業の委託費の執行について、帳簿と証拠書類の日付・金額・内容について突合し、適切に処理されて

いることを確認した。 

北京市の農業科学院中国農業経済研究所の出納員の内部監査では、現金出納帳は適正に記載され

ており、支払関係書類、資産管理についても適正に処理されていることを確認した。 また、研究所内に

は、守衛やガードマンの配置、防犯カメラの設置等があり、セキュリティは確保されていた。 

ラオスでは、運営費交付金プロジェクトで実施している「インドシナ農山村プロジェクト」の会計経理業務

の内部監査会計（帳簿と支払い書類との照合、金庫内実査、物品の管理状況調査、資金の取り扱い、生

活環境安全管理状況など）を行い、適正に処理されていることを確認した。安全管理等に関する調査で

は、最近ビエンチャン市内に総合診療が実施できる大規模病院ができたことや、試験サイトへの道路事

情が劣悪であることなどを確認し、移動には余裕をもって行動するよう、指導した。 

平成26年度は、研究プロジェクトの要請に対応するため、「中国循環型生産」、「総合防除」、「アフリカ

稲作振興」、「インドシナ農山村」の4つのプロジェクトの現地サイトに5名の技術専門職員を派遣し、乾燥

地における点滴灌漑システムの改修と構築、気象観測装置の保守・点検、播種方法の指導、果樹せん定

方法の指導、実験植物の成育・収穫調査等について、海外現地支援業務を行った。 

 

④ 技術専門職員の業務の効率化、充実 【1-4-エ】 

技術専門職員の技能の向上や効率的な研究支援を図るため、各種の研修や現地検討会等に参加す

る機会の確保に努めている。 

平成26年度は、熱帯・島嶼研究拠点に所属する技術専門職員について、プロジェクト研究に対して効

率的・効果的な研究支援業務が行えるよう、新規採用職員に研修を実施するとともに、伐木等の業務の

特別教育講習会および刈払機取扱い作業者に対する安全衛生教育講習会に派遣した。沖縄県農業研

究センターのサトウキビ交配育種現場に3名を派遣し、交配技術、交配事情を調査、学習させた。さらに、

管理能力研修や危険予知訓練等によって、職務における責任の自覚、管理能力、指導力の強化等に努

めた。また、業務の効率的な見直しを図るため、農研機構主催の研究支援センター長･業務科長会議に

出席し、他法人の業務支援体制の現状と問題点について情報収集した。 

 

⑤ 研究情報収集・提供業務の効率化、充実 【1-4-オ】 

農林水産研究情報総合センター（農林水産技術会議事務局筑波事務所）2012年システムを活用して

研究情報を収集し、情報共有促進のためグループウェアを利用して情報提供に努めた。 

研究情報提供業務の効率化と利用者へのサービス向上を図るため、電子ジャーナルに関する情報提供

を行うとともに電子ジャーナルのパッケージ契約を行った。文献複写依頼や貸出依頼はネットワークライ

ブラリシステムを利用し、研究室等からの申込みを受付けて対応した。また、必要に応じて主要な雑誌論

文を電子ファイルで入手し、迅速な提供を行った。平成 27 年 3 月 12 日、3 月 23 日（熱帯・島嶼研究拠

点）及び３月 26 日に、全職員を対象に文献情報セミナーを開催し、ネットワークライブラリシステムの効率
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的な利用方法や文献入手方法についての講義を行った。 

 

⑥ 研究支援部門の要員の合理化 【1-4-カ】 

技術専門職員を高度な技術支援に専念させるため、場内草刈、防風林剪定など熱帯・島嶼研究拠点

内の環境整備業務などの臨時業務について、積極的にアウトソーシングで対応した。また、熱帯・島嶼研

究拠点の支援業務の繁忙期に本所から2回、本所の繁忙期に熱帯・島嶼研究拠点から1回、延べ3名の

技術専門職員を相互派遣して要員の流動的配置を行い、支援業務の合理化に努めた。 
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中項目 1－4 「研究支援部門の効率化及び充実・高度化」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 4 法人(農研機構、生物研、農環研、JIRCAS)

共同で実施可能な研修を検討・調整し、11

件の研修等を共同で実施した。 

 総務部門において個別に作成していた業務

マニュアルをとりまとめ、統一的な総務部業

務マニュアルを整備した。 

 一般職員 4 名を中国及びラオスに派遣し、海

外における会計・物品管理等の現地支援を

行った。 

 海外の 4 カ所のプロジェクトサイトに 5 名の技

術専門職員を派遣し、機器の設置や技術指

導、調査補助等の現地支援業務を行った。 

 技術専門職員を伐木等の業務の特別教育

講習会や刈払機取扱い作業者に対する安

全衛生教育講習会、沖縄県農業研究センタ

ーにおけるサトウキビ交配育種の研修に派遣

した。 

 電子ジャーナルに関する情報提供や電子ジ

ャーナルのパッケージ契約、グループウェア

を利用した情報提供を行なった。 

 全職員を対象に文献情報セミナーを開催し、

ネットワークライブラリシステムの効率的な利

用方法や文献入手の方法を紹介した。 

 場内草刈や防風林剪定等の環境整備業務・

臨時業務はアウトソーシングで対応した。 

 つくば本所と熱帯・島嶼研究拠点の繁忙期

に、技術専門職員の相互派遣を計 3 回、行

った。 

評定 Ｂ 

共通性の高い業務の一体的実施を進める

ため、他独法と共同で実施可能な研修の検

討・調整を行い、11 件を共同で実施した。 

総務部門において統一的な業務マニュア

ルを作成するなど、管理事務業務の効率化を

図った。 

一般職員及び技術専門職員を海外の現地

サイトに派遣し、会計・物品管理事務や屋外

業務の支援を行った。 

技術専門職員の技能の向上や効率的な研

究支援を図るため、技術専門職員に高度な

知識と技術を習得させる機会の確保に努め

た。 

グループウェアやネットワークライブラリシス

テムなど、情報共有システムを活用した情報

の提供・共有や、システムの利用促進に取り

組んだ。 

環境整備等についてはアウトソーシングを

活用するとともに、本所と拠点間で繁忙期に

技術専門職員を相互派遣するなど、要員配

置の効率化に努めた。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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５． 産学官連携、協力の促進・強化 

中期目標 

開発途上地域における農林水産業に関する研究水準を向上させ、優れた研究成果や知的財産

を創出するため、国、他の独立行政法人、公立試験研究機関、大学、民間等との連携・協力及び

研究者の交流を積極的に行う。その際、他の独立行政法人との役割分担に留意しながら、円滑な

交流システムの構築を図る。 

 

中期計画 

① 国、公立試験研究機関、大学、民間等との情報交換及び相互連携体制の整備に努め、共

同研究及び研究者の交流を積極的に推進する。 

② 他の農業関係研究開発独立行政法人とは、その役割分担に留意しつつ、人事交流を含め

た連携、協力を積極的に行う。 

③ 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構が行う育種研究等に必要に応じて協力す

る。 

 

《平成 26 年度実績》 

①－1 大学、民間との連携 【1-5-ア】 

平成 26 年度は、5 大学において教授や客員教員、兼任教員等、16 件を兼務するとともに、経営協議

会や教育研究諮問会議等、3 大学において 3 件の委員会運営に協力した。さらに、大学からの講義やセ

ミナーへの講師派遣等、17 件の依頼に対応した他、12 件の共同研究契約に基づく課題を実施するなど、

大学との連携強化に努めた。このうち、東京大学との共同研究では、高温耐性に関与する転写因子

（DREB2A）の活性制御タンパク質（DPB3-1）を同定し、DPB3-1 が高温耐性を向上させることを明らかに

するなど、顕著な研究成果を得ている。 

（P.40 コラム『植物の高温ストレス耐性を高めるタンパク質を発見！』 参照） 

植物の高温ストレス耐性を高めるタンパク質を発見！ 

シロイヌナズナを使い、高温耐性に関与する転写因子（DREB2A）の活性制御タ

ンパク質（DPB3-1）を同定しました。DPB3-1 遺伝子の発現量が多いシロイヌ

ナズナは、高温耐性が向上します。DREB2A や DPB3-1 の相同性遺伝子はイネ

やダイズ等の作物にも存在するため、DPB3-1 遺伝子を利用した高温耐性作物の

品種改良が期待できます。この成果は、国際的な学術誌「The Plant Cell」に掲

載されるとともに、化学工業日報(平成 27 年 2 月 6 日掲載）で紹介されました。 
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他方、国・公立試験研究機関等 7 機関 36 件、国立大学法人 7 機関 12 件、県立大学 2 機関 4 件、私

立大学 3 機関 3 件、民間企業１機関１件の海外への依頼出張（56 件、延べ 44 名）を行った。 

大学院の教育研究指導等への協力に関する協定に基づく連携大学院数は、平成27年3月現在で8大

学・大学院である。協定に基づき、筑波大学から7名、東京大学から2名、計9名の大学院生を教育研究

研修生として受け入れた。また平成26年度は新たに、北海道大学大学院農学研究院・大学院農学院・農

学部との研究開発・教育に関する連携・協力協定を締結した。 

その他、東京大学大学院農学生命科学研究科の大学院生（平成 26 年 6 月 19 日）、国際開発機構

(FASID)の早稲田塾「FASID 国際開発プログラム」国内フィールドワーク（平成 26 年 8 月 27 日）、東京農

業大学国際食料情報学部の学生（平成 26 年 11 月 25 日）など、高校生・大学生を対象とする協力依頼

にも積極的に対応した。さらに、農業・環境・健康研究所の「タイ天水畑作地域における土壌動物層の現

況に関する調査」(平成 26 年 7 月 18～19 日、平成 27 年 1 月 15 日･18 日)、日本友愛協会の｢ミャンマー

指導者育成プロジェクト｣研修(平成 26 年 9 月 10 日)に協力した。 

民間企業等との連携にあたっては、特許等知的財産の取り扱いについて、開発途上地域の農民の利

益に貢献する地球公共財の創出というJIRCASの理念との整合をはかりつつ進めている。平成26年度は、

IHI環境エンジニアリング（IKE）社と、東南アジアにおけるパーム油産業の環境汚染対策の事業化に向け

た提携を開始するなど、民間企業と6件、財団法人と2件の課題を連携して実施した｡ 

（P.41 コラム『東南アジアにおけるパーム油産業の環境汚染対策の事

業化に向け、 IHI 環境エンジニアリングと提携を開始』 参照） 

 

巻末付表3 ： 大学院教育研究指導等の協定の締結状況 

 

東南アジアにおけるパーム油産業の環境汚染対策の 

事業化に向け、 IHI 環境エンジニアリングと提携を開始 

JIRCAS の特許技術と株式会社 IHI 環境

エンジニアリング発酵反応器（IHI-IC リ

アクター）を組み合わせることで、オイ

ルパーム古木やパーム油工場排水を メ

タンガスに変換できます。 

製造されるメタンガスは、工場の発電燃

料や、液体燃料化してヤシの実を運ぶト

ラックの燃料に利用する予定です。 

同型の IC リアクター 
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①－2 （独）国際協力機構（JICA）との連携 【1-5-ア】 

JICA との連携を深めるため、JICA-JIRCAS 定期連絡会を開催している。平成 26 年度は平成 26 年 12

月 15 日に JIRCAS において開催された同連絡会において、ＪＩＲＣＡＳ及びＪＩＣＡの最近の状況について

紹介するとともに、協力事業や両者の連携強化等に関する意見交換を行った。 

また、JICA が実施する国別研修や集団研修等に協力し、職員による講義や見学依頼に対応した。平

成 26 年度は 13 件の研修において 32 課題の講義を行った。さらに、国内支援委員会やワークショップ等

への出席依頼 6 件に対応した。 

 

①  他の農業関係研究開発独立行政法人等との連携協力【1-5-ア】【1-5-イ】 

研究課題の推進にあたっては、他法人との人事交流による連携・協力の他、計画立案の段階から他独

立行政法人等の研究者の参加を得て、効率的な成果の達成を図っている。海外での研究推進において

は、他の農業関係研究開発独立行政法人等との間で締結した「独立行政法人国際農林水産業研究セン

ターが海外において行う国際共同研究の実施についての協約書」に基づいて連携協力している。 

平成26年度は（独）農業・食品産業技術総合研究機構(農研機構)21件、(独)森林総合研究所（森林総

研）７件、(独)水産総合研究センター（水研センター）2件、(独)農業環境技術研究所(農環研)１件、(独) 

農業生物資源研究所(生物研)１件（以上、延べ32件）の依頼出張を行った。また、農研機構11件、生物研

1件、農環研1件、の共同研究課題を実施した。 

 

③ (独)農業・食品産業技術総合研究機構への協力 【1-5-ウ】 

熱帯・島嶼研究拠点(石垣市)の気候条件を活かし、農研機構が実施する農林水産省委託プロジェクト

研究「気候変動に適応したイネ科作物品種・系統の開発」、「実需者等のニーズに応じた超多収良食味

業務用及び超多収加工用水稲品種等の開発」、「実需者等のニーズに応じた加工適性と広域適応性を

持つ小麦・大麦品種等の開発」、「草本を利用したバイオエタノールの低コスト、安定供給技術の開発委

託事業」の課題を受託した。初期雑種集団の世代促進、交配、戻し交配、種子増殖等により、育成の効

率化に協力した。 
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中項目 1－5 「産学官連携、協力の促進・強化」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 大学と 12 件、民間企業・団体等と8 件の共同

研究を実施した。 

 5 大学において教授や客員教員等、16 件を

兼務し、3 大学において 3 件の委員会運営に

協力した。さらに、大学からの講師派遣等の

依頼に基づき、延べ 17 名を派遣した。 

 北海道大学大学院農学研究院・大学院農学

院・農学部との研究開発・教育に関する連

携・協力協定を締結した。 

 大学院の教育研究指導等への協力に関す

る協定に基づき、8 校の連携大学院となり、9

名の大学院生を教育研究研修生として受け

入れた。 

 国・公立試験研究機関等 7 機関 36 件、国立

大学法人 7 機関 12 件、県立大学 2 機関 4

件、私立大学 3 機関 3 件、民間企業１機関１

件の海外への依頼出張（56 件、延べ 44 名）

を行った。 

 JICA-JIRCAS 定期連絡会を開催するととも

に、JICA が実施する国別研修や集団研修等

に協力し、13 件の研修において 32 課題の講

義を行った。 

 農研機構 21 件、森林総研 7 件、水研センタ

ー2 件、農環研１件、生物研 1件の計 32 件の

依頼出張を行った。 

 農研機構 11 件、生物研 1 件、農環研 1 件の

共同研究を実施した。 

 熱帯・島嶼研究拠点(石垣市)の気候条件を

活かして初期雑種集団の世代促進や種子増

殖等を行い、農研機構が行う育種研究や品

種育成の効率化に協力した。 

評定 Ｂ 

教員の兼任や連携大学院協定、依頼出

張、研修への協力、共同研究の実施等を通じ

て大学や他の農業関係研究開発独法、JICA

等との連携・協力の強化に努めた。 

さらに、拠点における世代促進や種子増殖

等により、農研機構が行う育種研究に協力し

た。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 

 

１． 試験及び研究並びに調査 

（１） 研究の重点的推進 

中期目標 

「食料・農業・農村基本計画」に対応し、今後 10 年程度を見通した研究開発の重点目標等を示

した「農林水産研究基本計画」に即し、開発途上地域の土壌、水、生物資源等の持続的な管理技

術の開発、熱帯等の不安定環境下における農作物等の生産性向上・安定生産技術の開発及び

開発途上地域の農林漁業者の所得・生計向上と農山漁村活性化のための技術の開発を重点的

に実施し、世界の食料安全保障の確保や気候変動問題等、地球規模の課題への対応等に貢献

する。 

研究の推進に当たっては、研究成果の政府開発援助（ODA）等での活用も念頭に置き、開発途

上地域における農林水産業に関する研究を包括的に行い得る我が国唯一の研究機関として、開

発途上地域、先進諸国、国際研究機関、NGO 等民間団体と連携し、国際共同研究等に取り組

む。 

また、他の農業関係研究開発独立行政法人との連携を一層強化し、各法人の有する研究資源

を活用した共同研究等を効率的に推進する。 

これらのことを実現するため、「別添」に示した研究を進める。 

なお、独立行政法人農業生物資源研究所がセンターバンクとして実施する農業生物資源ジーン

バンク事業のサブバンクとして、センターバンクとの緊密な連携の下、遺伝資源の収集、保存、特

性評価等を効率的に実施する。 

 

中期計画 

「別添」に示した研究を重点的に推進する。 

なお、これらの研究の推進に当たっては、  

① 持続的開発のための農林水産国際研究フォーラム（J-FARD）等と連携し、国内関係機関と

の情報交換及び相互連携体制の整備に努めるなど開発途上地域における農林水産業研究

を包括的に行い得る我が国唯一の研究機関としての機能を発揮するとともに、開発途上地

域、先進諸国、国際研究機関、NGO 等民間団体や国際的な研究ネットワークと連携して、効

果的な国際共同研究等を推進することにより、我が国の農林水産技術を活用した国際貢献に

積極的に取り組む。海外の共同研究機関に対し、共同研究に関するアンケートを実施し、国

際共同研究の円滑な実施に活用する。 

② 研究成果の迅速な実用化を図るため、研究の企画段階から技術や研究成果の受け手とな

る関係者が参画し、研究成果の活用、普及から事業化までを見据えた研究を行うように努め

る。 

③ 開発途上地域における農林水産業研究機関等から共同研究員、研究管理者等を中期目標

期間内に 525 人以上招へいし、共同研究を実施又は当該研究員の能力向上を行う。研究実

施取決（MOU）等を毎年度 85 件以上維持する。 

④ 他の農業関係研究開発独立行政法人との連携を一層強化し、各法人の有する研究資源を

活用した共同研究等を効率的に推進する。 
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⑤ 独立行政法人農業生物資源研究所がセンターバンクとして実施する農業生物資源ジーン

バンク事業のサブバンクとして、センターバンクとの緊密な連携の下、遺伝資源の収集、保

存、特性評価等を効率的に実施する。 

 

《平成 26 年度実績》 

①－1 J-FARD 等を活用した他機関との連携 【2-1-ア】【2-1-イ】  

アジア太平洋地域農業研究機関協議会（APAARI）と協力し、「APAARI-JIRCAS アジア太平洋地域に

おける食品安全に関する専門家会議」（平成26年8月4～5日）を開催した。本会議にはAPAARI、FAO、

CGIAR等の国際機関の他、台湾、インド、マレーシア、パキスタン、フィリピン、スリランカ、タイから専門家

が参加し、各国の食品安全への取り組み状況が報告された。食品安全は食料保障や栄養保障の問題と

も深く関係しており、国際的な連携を基盤として取組んでいく必要性を確認するとともに、優先的に取り組

む事項を提言にとりまとめた。 

JIRCAS国際シンポジウム「土壌環境と作物生産 ～開発途上地域の作物安定生産のために～」（平成

26年11月28日）の開催にあたり、J-FARDの後援を受けた。 

平成 26 年度は、開発途上地域の 26 カ国 71 研究機関と共同研究を実施した。他機関との連携につい

ては、JIRCAS の活動や職員の功績に対して、ラオス国立農林研究所やラオス国立大学から感謝状を授

与されるなど、共同研究機関等から一定の評価を得ている。 

（P.46 コラム『JIRCAS 及び職員に対する主な顕彰』 参照） 

 

【平成 26 年度における相手国機関からの顕彰】 

・ラオス国立農林研究所感謝状 （JIRCAS のこれまでの研究活動及び人材育成への貢献） 

・ラオス国立大学感謝状 （JIRCAS のこれまでの研究活動及び人材育成への貢献） 

・モンゴル国立農業大学名誉教授称号（山崎正史 生産環境・畜産領域プロジェクトリーダー） 
・タイキングモンクット工科大学ラカバン教育・学術貢献賞（筒井功 水産領域研究員） 

 

APAARI-JIRCAS アジア太平洋地域における食品安全に関する専門家会議参加者 
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①－2 国際共同研究推進等のための職員等の出張 【2-1-イ】 

国際共同研究推進のため、海外の研究機関等に JIRCAS 役職員 134 名を延べ 530 回（延べ日数

12,543 日）出張させた。また、他の独立行政法人（5 機関）、大学（機関）、国公立研究機何等の支援・協

力を得て、各組織に所属する研究者等に所属する研究者 44 名を延べ 56 回海外に派遣した。 

海外出張の概要及び成果を報告する「帰国報告会」を 7 回 15 課題について開催し、他機関からの参

加者を含む 233 名が出席した。 

 

巻末付表4 ： 平成26年度 帰国報告会開催状況 

  

JIRCAS 及び職員に対する主な顕彰 
平成26年度も JIRCASの活動や研究職員の功績に対して高い評価を

頂きました。 

これまでの JIRCAS の研究活動や人材育成に対し、 ラオス国立農

林研究所ならびにラオス国立大学から感謝状が贈呈されました。  

伊ヶ崎健大研究員が、

日本農学進歩賞を受賞

（平成 26 年 11 月） 

飛田哲領域長が、日立環境財団「環境賞」 

環境大臣賞・優秀賞を受賞（平成 26 年 6 月）  

ラオス国立農林研究所（平成 26 年 4 月） 
ラオス国立大学（平成 26 年 12 月） 
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② 研究成果の実用化に向けた取り組み 【2-1-イ】 

研究成果の実用化を目指した取り組みとして、バイオマスエキスポフォーラム 2014(平成 26 年 6 月 18
日〜20 日、東京ビックサイト）、アグリビジネス創出フェア 2014（平成 26 年 11 月 12 日～14 日、東京ビッ

クサイト）、食のブランドニッポンフェア 2014「食のセミナー in 福岡」（平成 26 年 10 月 23 日、博多大丸）

に出展・参加し、研究成果の紹介や来場者との情報交換を行った。各イベントの概要は以下のとおりで

ある。 

 

●バイオマスエキスポフォーラム 2014(平成 26 年 6 月 18 日〜20 日、東京ビックサイト） 

平成 25 年度に開催されたバイオマスエキスポ 2013 への出展が契機となって開始した IHI 環境エンジ

ニアリング（IKE）との共同研究によるバイオマス事業化に関する展示を行い、JIRCAS による産学連携研

究の広報に努めた。さらに、小杉昭彦プロジェクトリーダーによる招待講演「東南アジアのバイオマス資源

の変換技術開発と、その産業化への取組」において、東南アジアのパームオイル産業等からの農産バイ

オマスのポテンシャル、変換技術への取組、実用化に向けた取り組み等を紹介した。 

 

●アグリビジネス創出フェア 2014（平成 26 年 11 月 12 日～14 日、東京ビックサイト） 

機能性食材に関する研究成果として、「血糖値を抑える物質を生産する発酵微生物」、「タイ在来野菜

ゆで汁により抗酸化性を付与した加工米飯」、「食用地衣類～新しい機能性食品素材～」について紹介

した。来場者からの質問に対して、課題担当研究者が直接回答する時間を設けたことにより、効果的な

広報活動となった。 

 

●食のブランドニッポンフェア 2014「食のセミナー in 福岡」（平成 26 年 10 月 23 日、博多大丸） 

農研機構が主催する「食のブランドニッポンフェア 2014 」の一環として行われた「食のセミナー in 福

多様な機会を活用した双方向のコミュニケーション 

①産学連携に向けた情報発信 
スマートコミュニティ JAPAN2014「バイオマスエキスポ」

（東京ビッグサイト、平成 26 年 6 月 18～２０日） 

JIRCAS は IHI 環境エンジニアリング（IKE）社との共同研究に関する展示や

未利用バイオマス資源の利活用に向けた研究紹介を行いました。３日間で約

４万名が来場し、小杉昭彦プロジェクトリーダーによる講演「東南アジアの

バイオマス資源の変換技術開発と、その産業化への取組」は、立ち見が出る

ほど盛況でした。 
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岡」に参加協力した。当日は、一般消費者をはじめ多数の方々が来場し、研究成果の紹介パネルを前に、

研究者との交流が図られた。緒方達志熱帯・島嶼研究拠点技術支援室長によるセミナーでは、JIRCAS
が育成したパパイヤ品種「石垣珊瑚」、「石垣ワンダラス」をはじめ、マンゴー、パイナップル、パッションフ

ルーツなど、日本国内で栽培している様々なトロピカルフルーツについて紹介するとともに、講演で紹介

した品種・食材を試食に提供するなど、一般市民に向けた広報に努めた。 
（ｐ.47 コラム『多様な機会を活用した双方向のコミュニケーション

①産学連携に向けた情報発信』参照） 

 

③－1 国際共同研究推進等のための招へい 【2-1-ウ】 

プロジェクト研究に関連した課題を実行するため、平成 26 年度は、共同研究員を 37 名、研究管理者

を 49 名招へいした。また、国際招へい共同研究事業において 10 名、研究対象地域で開催するワークシ

ョップ等に 35 名を招へい（外国間依頼出張）するなど、計 131 名を招へいした。 

 

③－2 国際共同研究推進のための MOU 等の維持 【2-1-エ】 

JIRCAS として協力関係を長期に渡って継続し、複数の課題を実施しようとする研究機関との間では

MOU 等の覚書を締結している。平成 26 年度は新たにメキシコ国立農牧林研究所と包括的研究協力に

関する MOU（平成 26 年 7 月 25 日締結）や、食料・栄養保障及び持続的な自然資源管理と地域開発に

関する協力枠組みに係る FAO との MOU（平成 26 年 10 月 31 日締結）を締結するなど、有効な MOU は

108 件となっており、中期計画上の数値目標（85 件）を達成している。また、開発途上地域の 26 カ国７１

研究機関と共同研究を実施した。 

（ｐ.48 コラム『安倍総理臨席のもと、メキシコ国立農牧林研究所との

包括的研究協力に関する覚書を締結』参照） 

安倍総理臨席のもと、メキシコ国立農牧林研究所

との包括的研究協力に関する覚書を締結 

平成 26 年 7 月 25 日、メキシコ国立宮殿（メキシコシティ）において、安倍

総理とメキシコ国ペニャ・ニエト大統領立ち会いのもと、メキシコ国立農牧林

研究所（INIFAP）との包括的な農業研究協力に関する覚書を締結しました。 

JIRCAS 理事長 メキシコ農牧省大臣 
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④ 研究の推進方向  

別添：「研究プログラム及び情報収集・提供プログラムの実績概要」 

 

⑤ 農業生物資源ジーンバンク事業への協力 

生物研がセンターバンクとして実施する農業生物資源ジーンバンク事業の熱帯・亜熱帯作物担当サブ

バンクとして、熱帯・島嶼研究拠点の施設を活用し、サトウキビ、熱帯果樹及びパイナップルの栄養体保

存を実施したほか、熱帯産微生物担当のサブバンクとして、遺伝資源の保存に協力した。また、タイ農業

協同組合省チェンマイ畑作物研究センターの協力のもと、ダイズ 100 品種・系統の特性評価及び種子増

殖を行った。 

 

 

 

（２） 国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 

中期目標 

国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における食料需給及び農林水産業の生産

構造に関する的確な現状分析と将来予測を行う。 

また、開発途上地域での農林水産業関連の研究や事業に資するため、国際的な食料事情、農

林水産業及び農山漁村に関する資料を、継続的・組織的・体系的に収集・整理し、広く研究者、行

政組織、企業等に提供する。 

 

中期計画 

① 国際的な食料・環境問題の解決を図る観点から、諸外国における食料需給に関する動向予

測と、農林水産業の生産構造に関する現状分析と将来予測を行う。 

② 開発途上地域での農林水産業関連の研究や事業に資するため、国際的な食料・農林水産

業及び農山漁村に関する情報・資料を国内外関連機関との連携や重点活動地域への職員

の長期出張等により、継続的、組織的、体系的に収集、整理し、広く研究者、行政組織、企業

等に提供する。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 食料需給・生産構造の分析 

別添「研究プログラム及び情報収集・提供プログラムの実績概要」 

 

② 研究動向情報・現地情報の提供 

別添「研究プログラム及び情報収集・提供プログラムの実績概要」 

 

 

 

（３） 行政ニーズへの機動的対応 

中期目標 

期間中に生じる行政ニーズに機動的に対応し、必要な研究開発を着実に実施する。 
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中期計画 

中期目標期間中に生じる行政ニーズに機動的に対応し、必要な研究開発を着実に実施する。 

 

《平成 26 年度実績》 

2-2 行政部局との連携の強化を参照 

 

 

中項目 2－1 「試験及び研究並びに調査」の自己評価 

（注：別添「研究プログラム及び情報収集・提供プログラムの実績概要」の部分を除く） 

 

業務実績 自己評価 

 「APAARI-JIRCAS アジア太平洋地域におけ

る食品安全に関する専門家会議」（平成 26

年 8 月 4～5 日）を開催し、CGIAR や FAO を

はじめ、アジア各国の代表とともに、国際的

な連携を基盤として優先的に取り組む事項

や研究機関の役割に関する提言をとりまとめ

た。 

 J-FARD の後援を受け、JIRCAS 国際シンポ

ジウムを開催した。 

 ラオス国立農林研究所及びラオス国立大学

から JIRCAS のこれまでの研究活動及び人材

育成に対して感謝状が授与された。 

 海外の研究機関等に、JIRCAS役職員134名

を延べ 530 回（延べ日数 12,543 日）出張させ

た。 

 国際共同研究推進のため、他独法や大学等

に所属する研究者 44 名を延べ 56 回、海外

に派遣した。 

 帰国報告会を 7 回 15 課題について開催し、

233 名が参加した。 

 研究成果の実用化に向け、「バイオマスエキ

スポ 2014」、「アグリビジネス創出フェア

2014」、「食のブランドニッポンフェア 2014」に

出展した。 

 共同研究機関・協力機関等から共同研究員

評定 Ａ 

APAARI や CGIAR、FAO 等の国際機関や

J-FARD と連携し、専門家会議やシンポジウ

ムの開催を通じて国内外の研究ネットワーク

の強化を図った。さらに、感謝状や名誉教授

の称号を授与されるなど、JIRCAS の活動や

職員の功績に対して海外の共同研究機関か

ら高い評価を得ている。 

研究の推進にあたり、JIRCAS の職員のみ

ならず他独法や大学等の職員を海外のプロ

ジェクトサイトに派遣するなど、開発途上地域

における農林水産業研究を包括的に実施す

る我が国唯一の研究機関としてのセンター機

能の発現に努めた。 

国際共同研究推進等のために 131 名を招

へいし、年度計画上の数値目標（105 名/年

度）ならびに 4 カ年の累積目標値（420 名）を

大きく上回った。 

平成 26 年度において有効な MOU 等は、

中期計画上の数値目標（85 件）を上回る 108

件に達している。なかでも、安倍総理ならびに

メキシコ国大統領臨席の下、MOU を締結した

ことは、両国における強固かつ互恵的な関係

構築に貢献する成果といえる。 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

招へい者数 525 人以上 105 103 136 142 131  

研究実施取決

（MOU）の維持件数 

毎年度 85

件以上 
85 93 95 103 108  
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37 名及び管理者 49 名を招へいした。その

他、国際招へい共同研究事業や研究対象地

域で開催するワークショップ等、計 131 名を

招へいした。これにより、中期計画期間にお

ける累積数は 512 名となった。 

 安倍総理ならびにメキシコ国大統領臨席の

下、メキシコ国立農牧林研究所と、包括的な

農業研究協力関する覚書を締結した。 

 FAO と、食料・栄養保障及び持続的な自然

資源管理と地域開発に関する協力枠組みに

係る MOU を締結した。 

 MOU を 108 件、保有した。また、開発途上地

域の 26カ国71研究機関と、共同研究を実施

した。 

 農業生物資源ジーンバンク事業の熱帯・亜

熱帯作物担当サブバンクとして、サトウキビ、

熱帯果樹及びパイナップルの栄養体保存に

協力した。 

このように、評価対象となる指標については

中期目標における所期の目標を上回ってお

り、国内外の機関との連携強化に一層の進展

がみられたことは、「研究開発成果の最大化」

に向けた将来的な成果の創出に繋がると期

待できる。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 
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２． 行政部局との連携の強化 

 

中期目標 

研究の設計から成果の普及・実用化に至るまでの各段階において、農林水産省の行政部局と

密接に連携し、行政部局の意見を研究内容や普及方策等に的確に反映させるとともに、行政部局

との連携状況を毎年度点検する。 

また、他の独立行政法人との役割分担に留意しつつ、緊急時対応を含め、行政部局、各種委員

会等への技術情報の提供及び専門家の派遣を行うとともに、行政部局との協働によるシンポジウム

等を開催する。 

 

中期計画 

① 研究の設計から成果の普及・実用化に至るまでの各段階において、農林水産省の行政部

局の意見を研究内容や普及方策等に的確に反映させるため、関係行政部局と情報交換を密

に行うことなどにより問題意識等の共有を図るとともに、毎年度の研究成果や研究計画を検討

する会議等に関係行政部局の参加を求める。また、行政部局との連携状況については、毎年

度行政部局の参画を得て点検し、その結果を踏まえ一層の強化を図る。 

② 他の独立行政法人との役割分担に留意しつつ、緊急対応を含め、行政部局、各種委員会

等への技術情報の提供や専門家の派遣を行うとともに、行政との協働によるシンポジウム等を

開催する。 

 

① 行政との連携 【2-2-ア】  

中期計画評価システムにおいて、農林水産省大臣官房環境政策課、大臣官房国際部国際協力課、

農村振興局整備部設計課、農林水産技術会議事務局研究統括官室、農林水産技術会議事務局国際

研究課からの出席を得て研究プログラム検討会を開催し、協力・連携関係の強化に努めた。 

行政部局との人的交流としては、農林水産技術会議事務局国際研究課との人事交流ならびに農林水

産技術会議事務局総務課への行政事務研修員の派遣を継続し、一層の連携強化に努めた。また、日

本政府と国際再生可能エネルギー機関（IRENA）のバイオマスエネルギーに関する協力の合意（平成 22

年 5 月）を具体的に進めていく枠組みの中で、行政部局との人事交流による職員を IRENA に派遣する

取り組みを継続した。 

 

② 政府・行政部局が行う会議等への協力 【2-2-イ】 

農林水産省農林水産技術会議事務局からの要請により、｢G20 農業主任科学者会合｣(平成 26 年 6 月

18～20 日、ブリスベーン)や「OECD 温帯農業における共同研究ネットワーク専門家会合」(平成 26 年 6

月 10～11 日、メリーランド)に役職員を派遣した。 

農林水産技術会議事務局が主催する「若手外国人農林水産研究者表彰選考委員会」の選考委員と

して選考に加わると共に、農林水産技術会議事務局及び（独）国際協力機構との共催で「若手外国人農

林水産研究者表彰 2014」を実施した。また、熱帯・島嶼研究拠点において、農林水産省大臣官房国際

部の「海外派遣技術者国内研修」に協力した。 

東日本大震災からの復興支援のため、「福島環境回復加速化に向けた地域連携による事業の進展～

福島県における広域対象の可燃物廃棄物減容化・資材化の意義と現状～（一般財団法人日本クリーン

環境推進機構、平成26年4月25日）」や「首都直下地震への備えと新潟の役割（新潟県うおぬま会議、平
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成26年11月6日）」など、農林水産省や県、大学、各種団体等が開催するシンポジウムやセミナー等にお

いて、23件の講演を行った。 

 

巻末付表5 ： 平成26年度 国際会議への出席状況 

 

 

中項目 2－2 「行政部局との連携の強化」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 農林水産技術会議事務局との人事交流を継

続した。 

 農林水産技術会議事務局と「若手外国人農

林水産研究者表彰 2014」事業を共催した。 

 「G20 農業主任科学者会合」や「OECD 温帯

農業における共同研究ネットワーク専門家会

合」に役職員を派遣した。 

 東日本大震災からの復興支援のため、行政

部局や各種団体等が開催するシンポジウム

等において、23 件の講演を行った。 

評定 Ｂ 

研究プログラム検討会や外部評価会議へ

の行政部局からの出席、農林水産技術会議

事務局との人事交流や事業の共催等を通し

て、行政部局との連携強化に努めた。 

農水省の要請を受けて各種国際会議に役

職員を派遣するなど、政府が主導する国際会

合に協力した。 

シンポジウム等での講演を通じて、東日本

大震災からの復興支援に協力した。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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３． 研究成果の公表、普及の促進 

 

（１） 国民との双方向コミュニケーションの確保 

中期目標 

国民に対する説明責任を果たすため、多様な情報媒体を効果的に活用して、開発途上地域に

おける農林水産業に関する研究開発について分かりやすい情報を発信するとともに、センター及

び研究者自らが国民との継続的な双方向コミュニケーションを確保するための取組を強化する。 

また、共同研究の相手機関、研究場所の所在国政府等と連携し、現地住民の理解を得るための

取組を推進する。 

 

中期計画 

① 国民に対する説明責任を果たすため、多様な情報媒体を効果的に活用して、センター及び

研究者自らが国民との継続的な双方向コミュニケーションを確保するための取組を積極的に

行う。 

② 研究職員が一般公開における市民向け講演会等のアウトリーチ活動に積極的に取り組む。

また、研究職員のアウトリーチ活動の実績を業績として適切に評価する。 

③ 共同研究の相手機関や研究場所の所在国政府等と連携し、研究実施地域の住民の理解を

得るための取組を推進する。 

 

《平成 26 年度実績》 

①－1 多様な情報媒体を活用した研究情報の発信 【2-3-ア】 

平成 2６年度は、ホームページから JIRCAS の最近の動きやイベント等の案内・報告など、日本語版

158 件、英語版 36 件の記事を発信し、タイムリーな情報発信に努めたことにより、国内外の新聞等に 64

件（国内 70 誌、海外 2７誌）の JIRCAS に関する記事が掲載された。 

平成25年度からは、情報発信の手段として「JIRCASメールマガジン」の配信を開始し、JIRCASの最新

トピックスや研究成果等の広報を行った。平成 26 年度は、月 1 回の配信と 3 回の増刊号による 15 回の

配信を実施し、登録者（配信者数）は 259 名となった。 

 

巻末付表6 ： 平成26年度 掲載記事 

 

①－2 国民との双方向コミュニケーションの確保 【2-3-ア】 

つくば本所や熱帯・島嶼研究拠点の一般公開、各種イベントへの出展、一般見学者の受入（5 件、30

名）等を通じて JIRCAS の研究成果や開発途上地域における貢献について広く紹介するための広報活

動を行った。さらに、5 回の JIRCAS サイエンスカフェ（平成 26 年 5 月 20 日、8 月 2 日、10 月 7 日、10

月 14 日、12 月 1 日）を実施するとともに、グローバルフェスタ（平成 26 年 10 月 4 日～5 日、日比谷公園）

においてミニ講演を兼ねたコミュニケーションタイムを設けて、研究者と来場者が直接意見交換する機会

を提供するなど、国民との双方向コミュニケーションを図る取り組みに努めた。平成 2６年度に実施した情

報発信のための主な行事の概要は以下の通りである。 

 

（P.57 コラム『多様な機会を活用した双方向のコミュニケーション

②一般市民に向けた情報発信』 参照） 
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●つくば本所一般公開 

平成 26 年 4 月 18 日～19 日に JIRCAS（つくば）において、一般公開を開催した。これは、文部科学省

の「科学技術週間」に併せて開催しているもので、2 日間で 1,904 名の来場者があった。 

ポスター展示を利用した研究者による研究成果の紹介、熱帯果樹レプリカの展示、熱帯果実の試食、

エビ実験施設の見学、電子顕微鏡を用いた実験体験、世界の民族衣装の試着、ハイビスカス・パイナッ

プルの苗配布、クイズ大会、研究者によるミニ講演会等を行った。また、平成 26 年度は、研究活動を紹

介するパネル展示をプログラムごとにまとめたことによりテーマ性が高まり、例年以上に研究者の説明を

熱心に聞く来場者が多数、見受けられた。 

    

●熱帯・島嶼研究拠点一般公開 

平成 26 年 6 月 29 日に熱帯・島嶼研究拠点における一般公開を開催した。熱帯・島嶼研究拠点一般

公開は平成 26 年度で 9 回目となり、今回は 806 名の来場者があった。 

平成 26 年度は、恒例となった熱帯果樹、水稲、サトウキビ、マメ科作物、西アフリカ伝統作物等の展示、

農作業機の展示、ミニ講演会等に加えて、JIRCAS 全体の研究説明のパネル展示、民族衣装の試着や

熱研クイズ大会、バナメイエビの展示などを行った。また、パイナップルや黒糖の試食、スタンプラリー、

花摘み等も好評であった。 

 

●筑波大学学園祭「雙峰祭」への出展 

平成 26 年 11 月 2 日～3 日に開催された筑波大学（茨城県つくば市）の学園祭「雙峰祭」に出展し、気

候変動対応、アジアバイオマス、熱帯沿岸域養殖に関する研究について、ポスター展示を行った。本出

展は、筑波大学学園祭実行委員会からの協力要請に基づくもので、平成 25 年度に引き続き 2 回目の参

加となった。 

 

●グローバルフェスタへの出展 

「国際協力の日（10 月 6 日）」を記念して開催される国内最大級の国際協力イベント「グローバルフェス

タ 2014」が、平成 26 年 10 月 4 日～5 日に東京日比谷公園において開催され、JIRCAS は、開発途上地

域における農林水産業の研究を包括的に行う我が国唯一の機関として参加した。 

平成 26 年度は、研究プログラムを紹介するパネル展示を行うとともに、刊行物の配布及び JIRCAS 紹

介ビデオの上映を行った。また、平成 25 年度に引き続き、ミニ講演を兼ねたコミュニケーションタイムを設

け、来場者との意見交換を行うなど、研究分野における国際協力の現状について理解を深めるための取

り組みに努めた。 

 

●JIRCAS サイエンスカフェの開催 

市民と研究者が海外研究・科学について気軽に語り合い、JIRCAS の認知度を高める場として

「JIRCAS サイエンスカフェ」を実施している。平成 26 年度は以下の 5 回を開催した。いずれの回におい

ても、研究者が専門分野の話題を親しみやすく説明し、盛んな質疑応答が行われた。 

 

「東南アジアの農業と農村 ベトナムとラオスを語る（平成26年5月30日、東京大学本郷キャンパス）」 

「ベトナム、メコンデルタにおける営農の実践と課題（平成 26 年 8 月 2 日、東京大学農学部 2 号館）」 

「ラオスの里山管理方法を作る（平成 26 年 10 月 7 日、東京農業大学 食と農の博物館）」 
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「放射性物質汚染に関する汚染被災地の現状と課題（平成 26 年 10 月 14 日、石巻専修大学）」 

「福島県相馬郡飯舘村における放射能汚染災害の現状と課題（平成 26 年 12 月 1 日、東京農工大学

府中キャンパス）」 

 

●ラヂオつくば「サイエンス Q」への出演 

筑波研究学園都市交流協議会が平成 23 年度から行っているラヂオつくば「サイエンス Q」への協力を

継続している。本事業は、研究員等が小中学校で行う出前授業の模様を収録してラヂオつくばの番組

「サイエンス Q」で放送するものである。平成 26 年度は、平成 27 年 2 月 4 日に「熱帯の樹木の紹介」に

ついてつくばみらい市立小張小学校で、平成 2７年 2月 17 日に「日本とアジアの発酵食品」についてつく

ば市立菅間小学校で、出前授業を行い、その模様が、平成 2７年 2 月 22 日及び 3 月 15 日に「サイエン

ス Q」で放送された。 

 

●農業技術クラブ つくば共同取材 

平成 26 年 12 月 3 日（水）に農業技術クラブつくば共同取材として、全国農業新聞、日本農業新聞、

農業共済新聞の記者を迎え、JIRCAS の概要を紹介するとともに、福田善通プロジェクトリーダーが「イネ

いもち病研究の国際ネットワークと世界の稲品種のいもち病抵抗性と病原性レースの多様性研究」につ

いて発表し、記者の方々と意見交換を行った。 
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多様な機会を活用した双方向のコミュニケーション 

②一般市民に向けた情報発信 

平成 26 年度一般公開 

（平成 26 年 4 月 18・19 日） 

グローバルフェスタ Japan2014 

（日比谷公園、平成 26 年 10 月 4・5 日） 

ミニ講演の後で来場者とのコミュ

ニケーションタイムを設けました。 

研究成果の紹介 

ミニ講演会 

筑波大学学園祭「雙峰祭」 

（筑波大学、平成 26 年 11 月 2・3 日） 

気候変動対応、アジアバイオマス、

熱帯沿岸域養殖に関するポスター

展示を行いました。 

JIRCAS サイエンスカフェ 

（東京農業大学、平成 26 年 10 月 7 日） 
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② アウトリーチ活動 【2-3-ア】【2-3-イ】 

平成 26 年度はつくば本所の主催で 24 回、熱帯・島嶼研究拠点の主催で 49 回のアウトリーチ活動を

行った。熱帯・島嶼研究拠点では、生産現場に近い特性を活かし、地域に根差した広報活動の一環とし

て、研究職員による一般市民向けの熱研市民公開講座「果樹園の台風対策（平成 26 年 8 月 28 日）」、

「サトウキビの株出し栽培（平成 26 年 11 月 28 日）」、「世界、日本、石垣のイネ（平成 27 年 3 月 19 日）」

に加え、熱研農業技術講習会「熱帯果樹の低樹高整枝の基本（平成 27 年 3 月 16 日）」を開催した。 

海外でのアウトリーチ活動として、タイ科学技術省が主催する「タイ科学技術博覧会 2014（平成 26 年 8

月12日～28日、タイ・チェンマイ市」の日本パビリオン内にブースを出展し、JIRCASの研究成果の紹介、

香り米香気成分（2AP）標準品の展示を行ったほか、JIRCAS の活動を紹介するセミナーを開催した。 

 

巻末付表７ ： 平成26年度 アウトリーチ活動 

 

③ 研究実施地域の住民の理解を得るための活動 【2-3-イ】 

共同研究を実施する地域住民の理解を得るため、マーシャルやラオスにおいて、住民を対象とする説

明会を開催したほか、ラオス国の調査対象村において技術紹介や講習会を行うなど、研究実施地域に

おける情報発信に努めた。 

 

●島嶼環境保全プロジェクト（マーシャル）第１回住民説明会 

平成 26 年 4 月 22 日に、マーシャルのローラ小学校において、ローラ島で合同地下水調査を実施して

いる環境保護庁、SOPAC（南太平洋応用地球科

学委員会）の IWRM(統合的水資源管理)チーム、

ローラ島の淡水レンズを管理しているマジュロ上下

水道公社、一般の住民及び農業者等約 30 名の参

加を得て第１回住民説明会を開催した。説明会で

は、ローラ島で実施した調査結果について報告し、

淡水レンズの現状や問題点についての理解を促

すとともに、JIRCAS の現地調査研究活動推進のた

めの協力を確認することができた。 

 

●インドシナ農山村プロジェクト（ラオス）における地域住民への情報発信 

 調査対象村において、第 2 回住民説明会（平成 26 年 5 月 23 日）、果樹剪定講習会（平成 26 年 5 月

30・31 日）、実証圃場における技術紹介（平成 26 年 11 月 20 日）、を開催し、研究成果の紹介や普及の

タイ科学技術博覧会 2014（平成 26 年 8 月 12 日～28 日、タイ・チェンマイ市） 

JIRCAS ブース全景 JIRCAS 紹介セミナー パネル展示コーナー 
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ための活動を行った。第 2 回住民説明会にはナームアン村が属するフアン郡の農林事務所やビエンチ

ャン県の職員、同村の住民等、約 40 名が参加し、プロジェクト活動や成果について、活発な意見交換が

行われた。カウンターパート機関であるラオス国立農林研究所と協力し、現地語で説明する機会を設ける

ことで、研究活動に対する住民の理解と成果の普及促進を図った。 

 さらに、平成 26 年 8 月にはファン郡の郡事務所にプロジェクト成果展示室を開設し、周辺地域への普

及を目指した情報発信を開始した。 

●東北タイにおけるチーク植栽土壌適地図の普及活動 

平成 24 年度主要普及成果のひとつである「東北タイにおけるチーク植栽土壌適地図」の普及を目的

に、平成 27 年 2 月 25・26 日に東北タイ・ノンブアランプー県において、農家及び技術普及職員を対象と

する研修会をタイ王室森林局と共同で開催した。農家は同県内から 40 名、技術普及職員は東北タイの

北域 5 県から 30 名余りが参加し、活発な質疑応答を通じて利活用の促進を図った。 

村長宅で開かれた第 2 回住民説明会 
水稲の移植時期、リン施肥、養魚等に

関する実証圃場での技術紹介 

果樹剪定講習会 ファン郡事務所に開設した成果展示室 

農家への研修 技術普及職員への研修 
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（２） 成果の利活用の促進 

中期目標 

新たな知見・技術の PR や普及に向けた活動及び行政施策への反映を重要な活動と位置付け、

研究者と関連部門は、これらの活動の促進に努める。 

このため、今中期目標期間中に得られる研究成果に、前中期目標期間までに得られたものを加

えて、研究成果のデータベース化、研究成果を活用するためのマニュアルの作成、研究場所が存

在する国での PR、及び国際研究機関、国際協力機関等との共同研究等による開発途上地域等で

の積極的な研究成果の普及と利活用を促進する。 

 

中期計画 

新たな知見・技術の PR や普及に向けた活動及び行政施策への反映を重要な活動と位置付け、

研究者と関連部門は、これらの活動の促進に努める。 

このため、今中期目標期間中に得られる研究成果に、前中期目標期間までに得られたものを加

えて、研究成果のデータベース化、研究成果を活用するためのマニュアルの作成、研究場所が存

在する国での PR、及び国際研究機関、国際協力機関等との共同研究等による開発途上地域等で

の積極的な研究成果の普及と利活用を促進する。 

 

《平成 26 年度実績》 
①－1 研究成果の普及活動等の促進 

JIRCAS の試験研究活動によって得られた研究成果を広く外部に発信し、その普及と利活用を促進す

るため、「平成 26 年度国際農林水産業研究成果情報」を選定した。 

研究成果情報は、その内容を分類して効率的な活用を図るため、①技術（主に農林水産業の技術革

新に関するもので、現場での生産技術等として活用される成果）、②研究（主に科学的な技術・情報に関

するもので、学術的に高度で、有効な新手法、新知見等の成果）及び③行政（主に行政施策の手法に

関するもので、行政施策の改善に極めて有効または参考になる成果）の 3 種類に区分しており、平成 26

年度は①技術 2 件、②研究 17 件、③行政 5 件の計 24 件を選定した。これらの研究成果情報は JIRCAS

のホームページに掲載するとともに、パンフレットやポスターとして整理し、マッチングイベント等で活用し

ている。こうした取り組みによって、研究成果の利活用及び普及の推進を図っている。 

 

巻末付表 8 ： 平成 26 年度 研究成果情報一覧 

 

また、平成26年度は、これまでに選定した研究成果情報の利活用状況を把握し、今後の研究開発に

資することを目的として、平成18年度研究成果情報のひとつであるパパイヤ新品種「石垣珊瑚」の普及状

況を調査した。こうした情報を集積することにより、普及に向けた課題の明確化や実用化を意識した研究

開発の支援が期待できる。 

 

①－2 研究成果のデータベース化、活用マニュアルの作成 【2-3-ウ】  

平成 26 年度は、研究成果情報のホームページでの掲載方法を改良し、A4 版、A3 版、日本語・英語

ポスターのそれぞれをダウンロードできるようにした。 
また、「アフリカ稲作振興のための土壌肥沃度改善技術マニュアル」と、2 種類のデータベース「東北タ

イのチーク植栽土壌適地図（ウドンタニ県・ノンブアランプー県版）と東北タイ版チーク人工林分収穫予想
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表」の追加修正版及び「タイの伝統発酵食品データベース」を、それぞれホームページに掲載した。 

 

●「アフリカ稲作振興のための土壌肥沃度改善技術マニュアル」 

サブサハラ・アフリカにおけるコメ生産の増大には、土壌肥沃度の改善が重要である。本マニュアルは、

ガーナを対象に行った研究成果に基づき、当該地域の稲作に適用可能な土壌肥沃度改善技術をとりま

とめたものである。印刷物は携帯に便利なサイズとし、写真やイラストを多用するなど、農業普及員が利

用しやすい様式にしており、調査地域と同様の農業生態系を有する周辺国への適用も期待できる。 

 

●「東北タイのチーク植栽土壌適地図（ウドンタニ県・ノンブアランプー県版）と東北タイ版チーク人工

林分収穫予想表」 

東北タイのウドンタニ県及びノンブアランプー県の 2 県を対象に、チークの生育に対する土地の潜在

的な土壌適性度を 5 段階区分して地図化したもので、併せて掲載している東北タイ版チーク人工林分収

穫予想表を用いることで、適地図上の任意の地点について期待できる将来の林分収穫量を見積もること

ができる。タイの農家が利用することを想定し、タイ語表記で作成しているが、基本事項については英訳

資料を作成するなど、広く利用できるようにしている。 
 

●「タイの伝統発酵食品データベース」 

本データベースは、タイのカセサート大学食品研究所がまとめたデータをもとに、タイの様々な発酵食

品を水産物、畜産物、果物、野菜、米、大豆など原料ごとに分類し、解説と写真、作り方を紹介したもの

で、品目から食品名を選択すると、製造法や成分表等が表示される。 
 

 

 

（３） 成果の公表と広報 

中期目標 

研究成果は、積極的に学術雑誌等への論文掲載、学会での発表等により公表するとともに、主

要な成果について、各種手段を活用し、積極的に広報を行う。査読論文の公表については、数値

目標を設定して取り組む。 

 

中期計画 

① 研究成果は、国内外の学会等で積極的に発表するとともに、中期目標の期間内に 560 報以

上の査読論文として学術雑誌、機関誌等で公表する。また、国際シンポジウム・ワークショップ

等を中期目標期間内に 35 回以上開催し、研究成果を広く国内外に公表する。 

② 研究成果及び諸活動については、その内容をホームページや具体的な展示を通じて公開

するよう努めるとともに、重要な成果に関しては中期目標期間内に 11 件以上プレスリリースを

行う。 

 

《平成 26 年度実績》 

①－1 研究論文の公表 【2-3-エ】  

国内外の学術雑誌及び JIRCAS が刊行する英文学術誌 Japan Agricultural Research Quarterly 

(JARQ)に 99 報の査読付論文を発表した。また、JIRCAS ワーキングレポート No.82 を公表した他、国内外
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の学会等においても積極的な発表に努めた。 

  

巻末付表 9 ： 平成 26 年度 研究業績（査読付論文） 

 

①－2 国際シンポジウム・ワークショップの開催 【2-3-エ】 

JIRCAS の研究成果を情報発信し、国内外における認知度を高めることを目的に、31 件（国内 11 件、

国外 20 件）の国際シンポジウム・ワークショップ・セミナー等を開催した。主な国際シンポジウム・ワークシ

ョップ等の概要は以下のとおりである。 

 

●JIRCAS 国際シンポジウム 2014 

平成 26 年 11 月 28 日に、秋葉原コンベンションホールにおいて、平成 26 年度 JIRCAS 国際シンポジ

ウム「土壌環境と作物生産-開発途上地域の作物安定生産のために」を開催した。 

本シンポジウムは、開発途上地域における作物等の生産性向上と安定生産を図るための技術開発に

おいて重要な課題である土壌や肥料に着目し、窒素やリン酸肥料の利用効率向上や塩害対策、ストレス

耐性や養分の利用効率を高める作物育種等の研究

成果について紹介した。 

2 題の基調講演「土壌の健康度の改善による小規

模農業の持続的集約化」「土壌劣化への挑戦-人間

の安全保障をめざして-」に続き、「低肥沃土壌にお

ける作物生産性向上」及び「土壌塩害問題の緩和」

の 2 つのセッションを設け、土壌科学と作物改良の連

携や協力について、最新の科学的知見を共有すると

ともに、活発な意見交換を行った。 

 

●アジア太平洋地域の食品安全確保に関する専門家会合 

平成 26 年 8 月 4 日～5 日に JIRCAS において、アジア太平洋地域の食品安全確保に関する専門家

会合を開催した。本会合には、アジア太平洋地域農業研究機関協議会（APAARI）、国際連合食糧農業

機関（FAO）、国際農業研究協議グループ（CGIAR）等の国際機関のほか、台湾、インド、マレーシア、パ

キスタン、フィリピン、スリランカ、タイ、日本の代表が参加した。 

5 つのセッションにおいて、情勢報告、意見交換、重要事項に関する取りまとめが行われ、国際的な連

携を基盤に取り組んでいく必要性と、試験研究機関の役割の重要性が示された。JIRCAS は、食品の安

全を確保するため、食料資源利用プロジェクトを推進し、食品研究ネットワークを活用した食品の分析手

法や品質の標準化に取り組んでいくことが大きな役割であることを確認した。 

開発途上地域では、食品の安全を確

保するための社会的生産基盤や専門家

が不足しており、国際間の協力や情報交

換、人材育成への取り組みも十分とは言

えない状況にある。今回の専門家会合の

ような機会を活用して各国の取り組みに

ついて意見交換し、地域間の協力を推

進することは、意義深い活動といえる。 
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●ミャンマーとの共同研究の開発可能性に関するセミナー 

平成 26 年 11 月 5 日にミャンマー・ネピドー市において、農業灌漑省農業研究局、灌漑局、農業局、

イエジン農業大学、JICA など、約 60 名の参加を得て、「JIRCAS とミャンマーとの間の共同研究のための

研究課題の確認：農業研究における成果とチャレンジ」と題するセミナーを開催した。本セミナーは、ミャ

ンマーを対象とした農業研究プロジェクトの可能性を検討するため、JIRCAS とミャンマー農業灌漑省双

方から農業研究成果の概要や優先的な研究課題について発表し、意見を交換することを目的に開催し

たものである。また、セミナー前日には、農業灌漑大臣を表敬訪問し、ミャンマーにおける農業の現状と

今後の発展戦略などについて、意見交換を行った。 

 

●シンポジウム「ブルキナファソにおける持続的農業開発のための日本の国際共同研究」 

平成 26 年 9 月 16 日にブルキナファソ・ワガドゥグにおいて、ブルキナファソにおける持続的農業開発

のための国際共同研究シンポジウムを開

催した。シンポジウムには岩永理事長の

他、在ブルキナファソ特命全権大使、現

地 JICA ブルキナファソ事務所長、ブルキ

ナファソ環境持続可能開発省大臣、科学

研究技術革新省次官、環境農業研究所

所長代理等、両国の農業開発分野の関

係者が参加し、農業開発に関する日本

の支援や農業開発研究及び両国の今後

の協力の展望等について、活発な議論

を交わした。 

 

巻末付表 10 ： 平成 26 年度 国際シンポジウム・ワークショップ・セミナー等の開催実績 

 

 

②－1 プレスリリース等による広報 【2-3-オ】 

平成 26 年度は、IHI 環境エンジニアリング（IKE）社との共同研究の開始とその意義を紹介するプレスリ

リース「東南アジアにおけるパーム油産業の環境汚染対策の事業化に向け提携」や、熱研・島嶼研究拠

点の熱研一般公開、熱研市民公開講座の開催案内等、ＪＩＲＣＡＳの研究や活動に関して 14 件のプレスリ

リースを行い、IKE 社との提携や熱帯・島嶼研究拠点の市民講座等の記事が新聞各紙に掲載された。 

平成 26 年 12 月 10 日に農林水産省農林水産技術会議事務局より「2014 年農林水産研究成果 10 大
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トピックス」が発表され、平成 25 年 12 月に JIRCAS がプレスリリースした研究成果が、「イネの収量を増加

させる遺伝子（SPIKE）の発見及びその DNA マーカーの開発-収量の多い熱帯の普及品種開発に期待-」

として、10 大トピックスのひとつに選定された。 

 （p.64 コラム『SPIKE 遺伝子に関する研究が 2014 年農

林水産研究成果 10 大トピックスに選定！』参照） 

 

巻末付表 11 ： 平成 26 年度 プレスリリース 

 

②－2 刊行物による成果の公表 

平成 26 年度は定期刊行物として、英文年報（Annual Report 2013）、JIRCAS ニュース（No.71－74）及

び Newsletter (No.71－74)を発行するとともに、ホームページに PDF を掲載した。また、平成 25 年度国

際農林水産業研究成果情報とその英文版である JIRCAS Research Highlights in 2013 をホームページに

掲載した。さらに、JIRCAS Working Report Series（No.82）を発行し、JIRCAS の研究成果の公表・広報を

図った。 

また、JIRCAS が刊行する英文学術雑誌 Japan Agricultural Research Quarterly (JARQ)を計 4 号発行

し、わが国および各国の農林水産業研究の成果を紹介する54編の論文を掲載した。JARQは、ホームペ

ージに PDF 版を掲載するとともに、J-STAGE にも公開して国内外の主要サイトとリンクすることにより、情

報発信･流通の活性化を図っている。 

これらの刊行物を、開発途上地域を主体とする120か国、1,735か所の研究機関、大学等に配布した。

また、配布先リストの点検を行うとともに、図書館や研究機関等からの刊行物の寄贈依頼に対して、速や

かに対応した。 

SPIKE 遺伝子に関する研究が 2014 年農林

水産研究成果 10 大トピックスに選定！ 

イネの SPIKE 遺伝子に関する研究「イネの収量を増加させる遺伝子

(SPIKE)の発見及びその DNA マーカーの開発－収量の多い熱帯の普及品

種開発に期待－」が、農林水産技術会議の選定する 2014 年農林水産研

究成果 10 大トピックス（※）の一つに選定されました。 

SPIKE 遺伝子を導入した

系統の栽培試験（ラオス）  

※農林水産研究成果 10大トピックスは、1 年間に新聞記事となった民間、

大学、試験研究機関等の研究成果のうち、内容に優れるとともに、社

会的関心が高いと考えられる成果 10 課題を農業技術クラブ（農業関

係専門紙・誌など 29 社加盟）の協力を得て選定されるものです。 

SPIKE 遺伝子の導入

による籾数の増加 
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巻末付表 12 ： 平成 26 年度 刊行物 

 

 

 

（４） 知的財産権等の取得と利活用の促進 

中期目標 

研究開発の推進に際しては、研究成果の実用化及び利活用を促進する観点から、研究成果の

権利化や許諾等の取扱いに関する知財マネージメントを研究開発の企画段階から一体的に実施

する。 

その際、開発途上地域の発展への貢献と我が国の農業その他の産業の振興との調和に配慮し

つつ、国際的な技術開発状況を踏まえ、実施許諾の可能性等を踏まえた権利化、研究成果の保

全に向けた権利化など、海外への出願や許諾を含めて戦略的に権利化等を進めるほか、保有特

許の必要性を随時見直す。また、特許権等に係る情報の外部への提供を積極的に進めるととも

に、技術移転に必要な取組を強化する。 

また、農林水産研究知的財産戦略（平成 19 年３月 22 日農林水産技術会議決定）等を踏まえ、

必要に応じて知的財産方針を見直す。 

なお、特許の出願及び実施許諾については、数値目標を設定して取り組む。また、育成した素

材のうち、国内で利用できるものについては、品種登録を行い、普及に努める。 

 

中期計画 

① センターは国・地域を越えて世界的に裨益する成果(地球公共財)の創出を重視しており、研

究成果の実用化及び利活用を促進する際、開発途上地域の発展への貢献と我が国の農業

その他の産業の振興との調和に配慮する。 

② 研究開発の推進に際しては、実用化及び利活用を促進する観点から、研究成果の権利化

や許諾等の取扱いに関する知財マネージメントを研究開発の企画段階から一体的に実施す

る。 

③ 実施許諾の可能性等を踏まえた権利化、研究成果の保全に向けた権利化など海外への出

願や許諾を含め戦略的に権利化を進め、中期目標の期間内に 20 件以上の国内特許及び国

際特許の出願を行う。 

④ 保有特許について、実施許諾及び代替技術の開発状況等を踏まえて、必要性を随時見直

し、必要性の低下した特許の権利は放棄する。 

⑤ 育成した素材のうち、国内で利用できるものについては、品種登録を行い、普及に努める。 

⑥ 保有する国内特許及び国際特許の中期目標の期間内における毎年度の実施許諾数は、３

件以上とする。 

⑦ 特許権等に係る情報の外部への提供を積極的に進めるとともに、技術移転に必要な取組を

強化する。 

⑧ 農林水産研究知的財産戦略（平成 19 年３月農林水産技術会議決定）等を踏まえ、必要に

応じて｢知的財産に関する基本方針｣を見直す。 
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《平成 26 年度実績》 

① 知的財産ポリシー 【2-3-カ】 

JIRCAS は、世界の安定的な食料供給をめざし、開発途上地域の農林水産業の発展のための技術開

発を行う公的研究機関であることから、研究成果が「地球公共財(Global Public Goods)」として対象地域

である開発途上地域で効率的かつ効果的に利活用されることを最優先としている。「知的財産に関する

基本方針」はホームページに公表し、職員への周知徹底を図っている。 

 

② 一体的な知財管理に基づく研究開発の推進 【2-3-カ】 

研究の企画及び推進を図るため、外部から講師を招き、職員を対象とする著作権講習会（平成 26 年 9

月 24 日）を開催し、著作権の基礎についての理解を促した。また、イントラネットを用い、著作物（書籍、

学会誌等）の複写についての理解を促した。 

 

③ 特許出願 【2-3-キ】、【2-3-ク】 

特許出願については、役員、幹部職員からなる「知的財産権審査会」を随時開催し、承認を得られた

ものについて出願することとしている。平成26年度は、合計12件を出願し、中期計画上の特許出願に関

する数値目標（4 件/年度）を達成した。 

 

巻末付表 13 ： 知財出願数・保有数・収入 

 

④ 保有特許の見直し 【2-3-ケ】 

登録済みの特許権の維持・放棄などについては、役員、幹部職員からなる「知的財産権審査会」を随

時開催し、検討を行っている。平成 26 年度は、放棄することとした特許権はない。 
 

⑤ 育成品種 【2-3-キ】 

農研機構と共同で開発した、イネ「ときめきもち」「雪ごぜん」を品種登録出願した。また、タイにおいて、

JIRCAS とタイ農業局が共同で育成した多用途型サトウキビ 3 品種が品種登録された。 

利用許諾については、パパイヤ「石垣珊瑚」、インゲンマメ「ナリブシ」等で収入がある。また、新たに、

農研機構と共同で開発したイネ 6 種「モグモグあおば」、「たちすずか」、「やまだわら」、「ゆめふわり」、

「いわいだわら」、「ときめきもち」について、計 17 件の利用許諾契約を締結した。平成 26年度末における

利用許諾件数は、58 件である。 

 

表 平成 26 年度特許出願数  

出願の区分 特許* 件数 

国際出願（PCT） 25-3, 25-1, 25-6, 25-2 3 

日  本 26-1,26-2,23-1,22-1,17-3,26-3,26-4,23-5  8 

海  外 23-1 1 

合  計  12 

＊番号は JIRCAS の整理用番号 

注） 国際出願（PCT）は、1 出願としてカウント 

注） 国際出願（PCT）：Patent Cooperation Treaty （PCT）（特許協力条約） に基づく出願 
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⑥ 実施許諾 【2-3-コ】 

平成 26 年度末における実施許諾は、10 件である。平成 26 年度は新たに 1 件増となったものの、契約

満了（特許権の存続期間が終了）等に伴い、2 件減となった。 

 

⑦ 知的財産権の利活用の促進 【2-3-キ】、【2-3-コ】 

取得した知的財産権に係る情報提供は、JIRCAS ホームページにて行っている。その他、独立行政法

人工業所有権情報・研修館の開放特許情報データベースや財団法人茨城県中小企業振興公社に対し

ても、登録特許の情報提供を行っている。 

また、各種イベントにも出展し、研究成果について積極的に情報発信を行っているところである。 

研究成果の応用が期待されることから、興味を持った企業等には、秘密保持契約を締結した上で未公

開情報を提供しており、新たな共同研究が期待される。 

JIRCAS は、研究成果が「地球公共財(Global public goods)｣として対象地域である開発途上地域にお

いて効率的かつ効果的に利活用されることを最優先としており、引き続き、国内外を問わず、積極的に実

施許諾を進めていくことが肝要と考えている。 

 

⑧ 「知的財産に関する基本方針」の見直し 

平成 26 年度は、特段の必要性がなかったため見直しを実施していない。 
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中項目 2－3 「研究成果の公表、普及の促進」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 一般公開や各種イベント等での展示、サイエ

ンスカフェや来場者とのコミュニケーションタ

イムを設けたミニ講演会など、双方向のコミュ

ニケーションの拡充を図った。 

 マーシャル国及びラオス国の研究対象地域

において、住民説明会を開催した。 

 つくば科学出前レクチャーやラヂオつくば

「サイエンス Q」への協力、ホームページや

JIRCAS メールマガジンによる最新の情報発

信等、多様な情報媒体を活用した効果的な

広報活動に取り組んだ。 

 研究成果情報のホームページへの掲載方法

を改良し、A4 版、A3 版、日本語・英語ポスタ

ーをそれぞれダウンロードできるようにした。 

 「アフリカ稲作振興のための土壌肥沃度改善

技術マニュアル」及び「東北タイのチーク植

栽土壌適地図(ウドンタニ県・ノンブアランプ

ー県版)と東北タイ版チーク人工林分収穫予

想表（改訂版）」を JIRCAS ホームページに掲

載した。 

 24 件の研究成果情報を選定した。 

 国内外の学術誌に 99 報の査読付き論文を

公表した。 

 JIRCAS 国際シンポジウム 2014 など、国内外

において 31 件（国内 11 件、国外 20 件）のシ

ンポジウム、セミナー等を開催した。 

 外部から講師を招いて著作権講習会（平成

26 年 9 月 24 日）を開催し、著作権の基礎に

ついての理解を促した。 

 12 件(国内特許 8 件、国際特許 4 件)の特許

評定 Ｂ 

国民や関係機関に向けて、多様な機会や

媒体を活用した情報発信に努め、国民との双

方向コミュニケーションの確保と効果的な広報

活動に取り組んだ。 

共同研究の相手機関や行政組織と協力

し、研究対象地域において住民説明会を開

催し、住民の理解を得るための取り組みを推

進した。 

研究成果のマニュアル化を進めるとともに、

ホームページへの掲載方法等を改良するな

ど、成果の利活用の促進に取り組んだ。 

JIRCAS国際シンポジウム2014をはじめ、国

内外において31件のシンポジウムやセミナー

等を開催し、最新の研究成果の発表や研究

情報の交換に努めた。シンポジウム・ワークシ

ョップ等の開催件数は、中期目標期間内の目

標を達成している。 

平成 26 年度の特許出願件数 12 件および

JIRCAS が保有する特許に関する実施許諾数

10 件は、いずれも年度計画の数値目標（出願

4 件以上、実施許諾 3 件以上）を達成した。 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

査読付き論文数 560 報以上 112 131 134 107 99  

シンポジウム等開催 35 回以上 7 28 31 41 31  

重要な研究成果に関

するプレスリリース 
11 件以上 3 2 4 2 0  

国内特許及び国際

特許の出願数 
20 件以上 4 8 5 9 12  

実施許諾数 3 件／年  3 5 11 10  



 - 69 - 

出願を行った。 

 登録済みの特許権の維持・放棄について検

討した結果、平成 26 年度に放棄した特許権

は無く、JIRCAS が保有する特許の実施許諾

数は 10 件となった。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 
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４． 専門分野を活かしたその他の社会貢献 

（１） 分析及び鑑定の実施 

中期目標 

行政、民間、各種団体、大学等の依頼に応じ、センターの高い専門知識が必要とされる分析及

び鑑定を実施する。 

 

中期計画 

 行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、センターの高い専門知識が必要とされ、他の機関では

実施が困難な分析及び鑑定を実施する。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 分析、鑑定 【2-4-ア】 

依頼分析・鑑定については、実施規程をホームページで公開している。平成 26 年度は分析・鑑定の

依頼は無かった。 

 

 

 

（２） 講習、研修等の開催 

中期目標 

講習会の開催、国公立機関、民間、大学、海外機関等外部機関からの研修生の受入れ等を行う

とともに、国際共同研究等を通じた相手国における人材育成等を図るため、職員の海外への短期

派遣等を行う。 

 

中期計画 

① 講習会、講演会等を積極的に開催するとともに、国や団体等が主催する講習会等に積極的

に協力する。 

② 他の独立行政法人、大学、国公立機関、民間等から講習生、研修生を積極的に受け入れ、

人材育成、技術水準の向上、技術情報の移転を図る。また、海外からの研修生を積極的に受

け入れる。 

③ 大学等の若手研究者の海外派遣等を行い、国際農林水産業研究に従事する研究者の確

保・育成を推進する。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 講習会等の開催 【2-4-イ】 

高分解能 X 線光電子分光分析装置（XPS）、走査プローブ顕微鏡（SPM）等の JIRCAS が所有する分

析機器を活用し、農林水産省農林水産技術会議事務局筑波農林交流センターと共催で第 190 回筑波

農林交流センターワークショップ「固体試料分析の基礎と応用－各種機器による試料分析－」（平成 27

年 2 月 19 日～20 日）を開催した。 

 

②－1 講習生の受け入れ 【2-4-イ】 

JIRCAS が定めた講習規定に基づき、国内大学から 10 名、国内高等専門学校から 2 名、中国の研究
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機関から 1 名、計 13 名の講習生を受け入れた。 

 

②－2 （独）国際協力機構（JICA）のプロジェクト・研修等への協力 【2-4-イ】 

地域別研修「アフリカ地域小規模水稲・普及」、集団研修「灌漑施設を中心とした農業農村にインフラ

の維持・運営管理の改善」、集団研修「獣医技術研究」、ボリビア国別研修「灌漑制度及び灌漑人材育

成」、SATREPS(JICA-JST)プロジェクト研修「メキシコ遺伝資源の多様性評価と持続的利用の基盤構築」、

集団研修「アフリカ地域稲作振興のための中核的農学研究者の育成」、課題別研修「中央アジア・コーカ

サス地域水利組合振興」、プロジェクト研修「農牧業職業訓練改善プロジェクト」、アフガニスタン国別研

修「土壌分析および土壌調査法」、集団研修「乾燥地における持続的農業のための土地・水資源の適正

管理」、集団研修「畜産開発計画担当行政官を対象とした政策立案実施管理能力の向上」、エチオピア

国別研修 「農業イノベーションと研究・普及連携」、SATREPS(JICA-JST)カウンターパート研修「環境適

応型農林業技術開発」の 13 件の JICA 研修コースに係る講義を実施した。 

 

③ 人材育成への取り組み 【2-4-イ】 

開発途上地域の研究者を JIRCAS または現地のプロジェクトサイトに招へいし、共同研究を通じて開

発途上地域の研究者の資質向上を図ることを目的とする「国際招へい共同研究事業」を実施した。本事

業では、招へいのための諸経費（航空運賃、滞在費、宿泊費、保険等）を負担しており、平成 26 年度は

開発途上地域の研究者 10名（うち 2 名は現地滞在型）を招へいした。さらに、共同研究員招へい（33 名）、

共同研究機関の管理者招へい（41 名）、共同研究機関職員への外国間依頼出張（28 名）等を行った。 

他方、我が国における今後の国際研究の発展を担う人材の育成を図るため、「JIRCAS 特別派遣研究

員制度」を実施した。本事業は、JIRCAS のプロジェクトサイトや共同研究機関に大学院生や博士過程を

終了した者（ポスドク）を派遣し、JIRCAS の研究活動を支援すると共に国際共同研究に必要な若手研究

者の能力向上を図るものである。JIRCAS は航空運賃、滞在費、国内旅行及び保険等の経費を負担し

ており、平成 26 年度は、ポスドク 1 名、大学院生 3 名を海外の共同研究サイトであるラオス国立農林業研

究所（ラオス、2 名）、カントー大学（ベトナム、1 名）、国際熱帯農業研究所（ナイジェリア、1 名）、に派遣し

た。 

平成 27 年 3 月 17 日、北海道大学大学院農学研究院・大学院農学院・農学部との研究開発・教育に

関する連携・協力協定を締結し、両機関の人材交流・共同研究の活性化及び学生に対する海外研

究現場の体験機会の増加等を通じた包括的な人材育成システムの充実化を図ることとした。 

 

 

 

 

（３） 国際機関、学会等への協力 

中期目標 

国際機関、学会等への専門家の派遣、技術情報の提供等を積極的に行う。 

また、開発途上地域における農林水産業の発展に資する観点から、国際機関との共催による国

際シンポジウムを計画的に開催する。 

 

 

中期計画 
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① 国際農林水産業研究を包括的に行う機関として、国際機関、学会等の委員会・会議等に職

員を派遣するとともに、要請に応じて国内外の技術情報を適切に提供する。 

② 開発途上地域における農林水産業の発展に資する観点から、計画的に国際機関等との共

催による国際シンポジウムを開催する。 

③ 開発途上地域の農林水産業研究機関等の若手研究者の表彰事業を実施する。 

 

《平成 26 年度実績》 

①－1 職員の派遣等による国際機関等への協力 【2-4-ウ】 

「食料安全保障と栄養に関する専門家高級パネル会合」「第 23 回世界食料見通し会合」「小麦イニシア

ティブ第 4 回機関調整委員会」「小麦イニシアティブ第 4 回研究委員会」「第 3 回 G20 農業主席研究者

会議」「第 52・53 回世界水会議(WWC)理事会」「アジア太平洋食料肥料技術センター(FFTC)技術助言

委員会」「GRiSP 監視委員会」「GRiSP 年次会議」「食料安全保障と栄養に関する専門家高級パネル会合」

等の国際機関主催会議に役職員を派遣した。 

JIRCAS は 2018 年までにアフリカのコメ生産の倍増を目指す「アフリカ稲作振興のための共同体

（CARD）」の運営委員会の構成機関になっており、理事長が共同議長を務めているほか、JIRCAS の職

員が世界水会議の理事や農業分野の温室効果ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアンス畜産研

究グループ（GRA－LRG）の日本の窓口を務めている。さらに、日本政府の推薦を受け、理事長が国際

連合世界食料安全保障委員会専門家ハイレベルパネルの運営委員となった。 

他方、JIRCAS は、CGIAR の我が国における拠点研究機関（focal point institution）に認定されており、

CGIAR が我が国で行う活動を支援するとともに、我が国の研究機関と CGIAR センターの連携強化のた

めの情報提供を行っている。平成 26 年度は、グローバルフェスタ JAPAN 2014（平成 26 年 10 月 4 日～5

日、日比谷公園）において CGIAR や傘下の研究センターに関する広報活動を行った。 

その他、平成 26 年度に国外から JIRCAS に来所した主な機関・組織との交流実績は以下のとおりであ

る。 

・テフェラ・エチオピア農業大臣、フィツム・エチオピア投資庁長官他一行（平成 26 年 5 月 30 日） 

・インドネシア国立開発大学東ジャワ校 (UPNVJT) 学長一行（平成 26 年 6 月 25 日） 

・モザンビーク国立農業研究所一行（平成 26 年 9 月 24 日） 

（p.73 コラム『平成 26 年度も多くの来訪者を迎えました』参照） 

 

①－2 学会活動への寄与 【2-4-ウ】 
JIRCAS 役職員は、その専門的知識を生かして各種学会活動への協力を行っており、平成 26 年度に

おいては学会役員 29 件、専門委員等 34 件の役職を担っている。また、252 件の論文審査に協力した。 

さらに、国際農学 ESD シンポジウム 2014(筑波大学、平成 26 年 11 月 10～14 日)、第 10 回バイオマス

科学会議(日本エネルギー学会、平成 27 年 1 月 13～16 日)、SAT テクノロジー・ショーケース 2015（茨城

県科学技術振興財団、平成 27 年 1 月 21 日)の共催や、アグリビジネス創出フェア 2014(農林水産省、平

成 26 年 11 月 12～14 日)、東アジア米機能標準化会議(人生命科学振興会、平成 26 年 12 月 10～12

日)の後援、グランド再生可能エネルギー2014 国際会議および展示会(再生可能エネルギー協議会、平

成 26 年 7 月 27 日～8 月 1 日)の協賛など、学会や科学技術団体の活動を広く支援した。 

 

② 国際シンポジウムの開催 

第 2、3、（3） ①-2 「国際シンポジウム・ワークショップの開催」で記述 
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平成２６年度も多くの来訪者を迎えました 

モザンビーク国立農業研究所（IIAM）からマポセ所長はじめ

幹部 4 名が来日し、「モザンビークの農業と IIAM の農業研究」

についてのセミナーを開催しました。（平成 26 年 9 月） 

テフェラ・エチオピア農業大臣、フィツム・エチオピア投資庁長官

他関係者が、JIRCAS を訪問されました。（平成 26 年 5 月） 
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③ 開発途上地域の若手研究者への奨励金授与 （若手外国人農林水産研究者表彰） 【2-4-エ】 

国際農林水産業研究の振興に寄与するため農林水産技術会議事務局と連携し、「2014 年若手外国

人農林水産研究者表彰」を実施した。本表彰制度は、開発途上地域の農林水産業研究機関等から推薦

を受けた 40 歳未満の若手研究者 3 名に奨励金（5,000 米ドル）を授与するものであり、今回で 8 回目で

ある。 

平成 26 年度は、34 名の応募者の中から選考委員会（7 名）による書類審査を経て 3 名が選考され、

農林水産技術会議会長により受賞者が決定された。平成 26 年 11 月 27 日に秋葉原コンベンションホー

ルにおいて、若手外国人農林水産研究者表彰（農林

水産技術会議主催）の表彰式典が挙行された。式典

には三輪睿太郎農林水産技術会議会長、内閣府総

合科学技術・イノベーション会議原山優子議員、（独）

国際協力機構榎本雅仁上級審議役を来賓に迎え、

選考委員会の貝沼圭二座長による審査経緯の報告、

表彰状及び奨励金の目録授与に引き続き、受賞者

講演が行われた。平成 2６年度の受賞者及び業績は

以下のとおりである。 

 

Dr. Giriraj AMARNATH （国籍：インド、所属：国際水管理研究所） 

「アジアとアフリカにおける小農のための農業の洪水リスクに対する回復力と適応力の向上に関

する研究」 

Dr. Ho Le Thi （国籍：ベトナム、所属：ベトナム農業科学アカデミークーロンデルタ稲研究所） 

「ベトナム原産キュウリ品種およびベトナム稲品種に含まれるアレロパシーとアレロケミカル 

に関する研究」 

Dr. Asad JAN （国籍：パキスタン、所属：ペシャワール農業大学） 

「環境ストレス状況下における植物の成長制御の解析」 
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中項目 2－4 「専門分野を活かしたその他の社会貢献」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 農林水産技術会議事務局筑波農林交流セ

ンターと共催で第190回筑波農林交流センタ

ーワークショップ「固体試料分析の基礎と応

用－各種機器による試料分析－」（平成 27

年 2 月 19 日～20 日）を開催した。 

 国内外の大学や研究機関から 13 名の講習

生を受け入れた。 

 JICA が実施する集団研修やプロジェクト研

修、カウンターパート研修等に協力し、13 件

の研修コースに係る講義を実施した。 

 「国際招へい共同研究事業」を実施し、開発

途上地域の研究者 10 名（うち 2 名は現地滞

在型）を招へいした。 

 「JIRCAS 特別派遣研究員制度」を実施し、

我が国の若手研究者（ポスドク 1 名、大学院

生 3 名）を海外の共同研究機関に派遣した。 

 「食料安全保障と栄養に関する専門家高級

パネル会合」や「第 23 回世界食料見通し会

合」等、国際機関が主催する重要な会議に

役職員を派遣した。 

 グローバルフェスタ JAPAN 2014（平成 26 年

10 月 4 日～5 日、日比谷公園）において、

CGIAR や傘下の研究センターに関する広報

活動を行った。 

 役職員が所属する学会において、学会役員

29 件、専門委員等 34 件の役職を担ってい

る。また、252 件の論文審査に協力した。 

 農林水産技術会議事務局と連携して「2014

年若手外国人農林水産研究者表彰」を実施

し、インド、ベトナム、パキスタンの 3 名の若手

外国人を表彰した。 

評定 Ｂ 

国と協力して講習を行ったほか、国内外の

大学や研究機関からの講習生を受け入れ

た。また、「国際招へい共同研究事業」及び

「JIRCAS 特別派遣研究員制度」を実施し、開

発途上地域の研究者の招へい及び日本国内

の若手研究者の海外派遣による人材育成に

取り組んだ。 

国際機関が主催する重要な会合に役職員

を派遣したほか、CGIAR の拠点研究機関とし

て、我が国の研究機関とCGIARセンターの連

携強化のための情報提供に努めた。また、延

べ 63 名の役職員が国内外の学会の役員や

専門委員を務めるなど、学会の運営や活動に

協力した。 

さらに、開発途上地域における農林水産業

研究機関等の若手外国人研究者の表彰事業

を行った。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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第３ 予算(人件費の見積もりを含む。) 、収支計画及び資金計画 

 

中期目標 

 １．収支の均衡 

適切な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。 

２．業務の効率化を反映した予算計画の策定と遵守 

「第 2 業務運営の効率化に関する事項」及び上記１．に定める事項を踏まえた中期計画の予

算を作成し、当該予算による運営を行う。 

 

１． 経営方針 【3-1-ア】 

「第Ⅰ章 ２．経営方針」を参照。 

 

 

２． 予算配分方針 【3-1-ア】 

人件費については、国家公務員に準拠した給与規定に基づき支給する。事業費については、平成 25

年度に引き続き業務の見直し及び効率化を進める。 

また、中期計画に基づく業務運営の効率化に関する目標に基づき一般管理費については、毎年度平

均で少なくとも対前年度比 3％の削減、業務費については毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の削

減を行うことを基本方針とし、平成 26 年度は、併せて消費者物価指数により 0.3％を削減し、配分を行っ

た。 

運営費交付金事業費 1,408,401 千円について、運営に必要な共通経費（研究業務共通費、研究施設

等維持管理費、管理運営費）として、上記基本的方針による所要額の見直しを行い 444,756 千円を配

分額とした。また、プロジェクト事業費、海外諸経費等として 963,645 千円を配分した。 

プログラム事業費は、役員会においてプログラムの評価に基づき配分額を決定した後、研究計画に基

づきプログラムディレクターとプロジェクトリーダーが協議のうえプロジェクト配分案を作成し、役員会で承

認した。 

 

具体的配分額 

（ア） 人件費 （2,073,451 千円） 

・ 人件費については、運営費交付金のうち人件費相当額を配分した。 

（イ） 業務費 （1,292,394 千円） 

・ プロジェクト事業費（910,885 千円）として、研究費、旅費、招へい経費に配分した。 

・ フォローアップ経費（4,510 千円）として、主要成果普及のための経費に配分した。 

・ 海外諸経費（13,000 千円）として、海外管理出張経費、若手外国人表彰者の招へい経費 

等に配分した。 

・ 理事長インセンティブ経費（35,000 千円）は、開発途上地域の研究ニーズ・動向の調査、シー

ズ研究、センター機能拡充等を目的として、所内で提案を募集し、21 件の採択課題に配分し

た。 

・ 研究業務共通費（119,300 千円）として、研究情報高度化経費、広報活動費、図書費、刊行費、

圃場管理費、特許出願経費等に配分した。 

・ 研究施設等維持管理経費（209,699 千円）として、研究施設、設備の維持管理経費及び光熱



 - 77 - 

水料等一元的管理に必要な経費に配分した。 

 （ウ） 管理運営費（115,757 千円） 

・ 研究管理費（24,065 千円）として、海外傷病保険等、研究業務の企画・調整に必要な経費に配

分した。 

・ 管理諸費（91,692 千円）として、人事・会計システム運営経費、健康診断経費、損害保険料等

に配分した。 

 （エ） 各年度の業務の状況に応じて増減する経費（ε経費）（250 千円） 

      ・ 筑波事務所実験原廃水処理施設廃止に伴い必要な経費に配分した。 

 

 

 

自己収入の確保 

中期目標 

 受益者負担の適正化、特許使用料の拡大等により自己収入の確保に努める。 

 

中期計画 

 受益者負担の適正化、特許使用料の拡大等により自己収入の確保に努める。 

 

 

３． 自己収入確保 【3-4】 

JIRCAS は、研究成果が「地球公共財(Global public goods)｣として対象地域である開発途上地域にお

いて効率的かつ効果的に利活用されることを最優先としている。このことから、特許権の実施許諾料等に

よる収入は多くはないものの、アグリビジネスフェア等多数のイベントに出展し、JIRCAS の研究成果を積

極的に PR するなど、増収に向けた取組みを継続している。平成 26 年度末における実施許諾は 10 件、

利用許諾は 58 件となり、711 千円の知財収入を得た。 

また、オープンラボの外部利用や依頼分析に対して施設利用料や分析・鑑定料を徴収するなど、設

備・機器の活用による自己収入の確保に努めた。平成 26 年度はオープンラボの外部利用に伴う施設利

用料（9,942 円）を得た。 
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４． 予算、収支計画及び資金計画 

（1）予算 

 

平成 26 年度予算及び決算 

（単位：百万円）  

区          分 予 算 額 決 算 額 

収入 

   前年度よりの繰越金 

   運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

諸収入 

 

       計 

 

45 

3,433 

42 

282 

0 

0 

6 

 

3,808 

 

45 

3,433 

42 

186 

118 

2 

2 

 

3,828 

支出 

業務経費 

施設整備費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

 

     計   

 

1,298 

42 

282 

116 

2,073 

 

3,811 

 

1,411 

42 

179 

104 

2,004 

 

3,738 

 

 [注記] 

1．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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（2）収支計画 

 

平成 26 年度収支計画及び決算 

（単位：百万円）  

区          分 計 画 額 決 算 額 

費用の部 

経常費用 

人件費 

業務経費 

受託経費 

一般管理費 

減価償却費 

雑損 

臨時損失 

 

収益の部 

運営費交付金収益 

施設費収益 

諸収入 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

 

純利益 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

総利益 

3,775 

3,775 

2,073 

1,160 

273 

116 

154 

0 

0 

 

3,778 

3,340 

0 

6 

282 

0 

3 

147 

0 

 

3 

4 

7 

3,773 

3,764 

2,004 

1,381 

162 

91 

126 

0 

9 

 

3,778 

3,334 

0 

12 

186 

117 

3 

127 

0 

 

5 

4 

9 

 

[注記] 

1．収支計画は予算ベースで作成した。 

2．当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当支給規程に

基づいて支給することとなるが、その全額について運営費交付金を財源とするものと想定してい

る。 

3．計画額の「受託収入」は、農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した。 

4．決算額の「臨時利益」は、資産売却に伴う固定資産売却益等である。 

5．決算額の「臨時損失」は、資産除却に伴う固定資産除却損分等である。 

6．「前中期目標期間繰越積立金取崩額」は、前中期目標期間に自己収入予算にて取得した固定

資産の減価償却費計上額である。 

7．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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（3）資金計画 

 

平成 26 年度資金計画及び決算  

（単位：百万円）  

区          分 計 画 額 決 算 額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

受託収入 

寄附金収入 

補助金等収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設整備費補助金による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

その他の収入 

前年度よりの繰越金 

  

3,817 

3,621 

190 

0 

6 

 

3,817 

3,721 

3,433 

282 

0 

0 

6 

42 

42 

0 

0 

0 

             54 

 

4,190 

3,512 

114 

0 

564 

 

4,190 

3,836 

3,433 

256 

2 

143 

1 

13 

13 

0 

0 

0 

341 

[注記] 

1．資金計画は､予算ベースで作成した｡ 

2．計画額の｢受託収入｣は､農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した｡ 

3．計画額の｢業務活動による収入｣の｢その他の収入｣は､諸収入額を記載した｡ 

4．決算額の｢翌年度への繰越金｣の内訳は未払金(294 百万円)､未払費用(21 百万円)､預り金(37

百万円)､運営費交付金繰越額(229百万円)､積立金(66 百万円)、前受金（96 百万円）のうち未成

受託研究支出金（83 百万円）、未収金(94 百万円)、工具器具備品費（未成受託研究支出金見

合い）（1 百万円）を除いた額の合計額である｡  

5．決算額の｢前年度よりの繰越金｣は平成25年度期末における資産のうちの｢現金及び預金｣の金

額である｡  

6．決算額の｢補助金等収入｣は､海外農業農村開発促進調査等事業である補助金等を計上した｡ 

7．百万円未満を四捨五入してあるので､合計とは端数において合致しないものがある｡ 
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（4）予算・決算の概況 【3-1-ウ】 

 

予算と決算の経年比較 

（単位：百万円） 

区分 
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 

 前年度よりの

繰越金 

運営費交付金 

 施設整備費補

助金 

 受託収入 

寄附金収入 

補助金等収入 

諸収入 

計 

 

38 

 

3,714 

  60 

 

  197 

    6 

0 

1 

4,017 

 

38 

 

3,714 

60 

 

524 

6 

314 

7 

4,663 

 

0 

 

3,532 

48 

 

282 

6 

0 

10 

3,879 

 

0 

 

3,532 

48 

 

393 

6 

202 

3 

4,185 

 

0 

 

3,519 

44 

 

282 

0 

0 

10 

3,855 

 

0 

 

3,364 

44 

 

336 

0 

154 

8 

3,907 

 

 

131 

 

3,170 

0 

 

282 

0 

0 

7 

3,590 

 

 

131 

 

3,170 

0 

 

265 

0 

134 

11 

3,711 

 

 

45 

 

3,433 

42 

 

282 

0 

0 

6 

3,808 

 

45 

 

3,433 

42 

 

186 

2 

118 

2 

3,828 

支出 

業務経費 

 施設整備費 

 受託経費 

 一般管理費 

人件費 

 計 

 

1,478 

   60 

  197 

  137 

2,141 

4,014 

 

1,765 

60 

472 

123 

2,035 

4,455 

 

1,433 

48 

282 

131 

1,982 

3,876 

 

1,603 

48 

423 

130 

1,851 

4,055 

 

1,413 

44 

282 

126 

1,993 

3,858 

 

1,535 

44 

329 

116 

1,787 

3,812 

 

 

1,345 

19 

282 

120 

1,827 

3,593 

 

 

1,511 

19 

233 

113 

1,720 

3,596 

 

 

1,298 

42 

282 

116 

2,073 

3,811 

 

1,411 

42 

179 

104 

2,004 

3,738 

［注記］ 

1．補助金等収入（海外農業農村開発促進調査等事業）は、予算段階では予定していなかった収入のた

め、予算に比して決算が多額となっている。 

2．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

 

 

（5）外部委託費の内訳と委託に係る成果、外部委託に係る考え方 【3-1-イ】 

研究課題の遂行において外部研究機関の協力が必要な場合は、その内容により委託研究または共

同研究を実施している。 

研究課題の目標達成上不可欠な研究課題であり、JIRCAS 内に実施できる研究職員がいない場合は、

他機関への研究委託を認めている。委託研究課題では、課題の実施から成果取りまとめまでを相手機

関が責任を持って担当する。なお、平成 26 年度は、運営費交付金からの委託研究課題は 27 件あった。 

海外で実施している課題の遂行において、圃場・施設及び機械等の管理に係る業務、データ収集業

務等については業務委託を行っている。このことにより、JIRCAS 職員が現地に不在の時でも、圃場や実
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験用動植物の継続的管理あるいはデータ収集が可能となっている（下記表中、調査委託費）。 

外部委託により得られた成果は、それ自身が単独の成果となるものもあるが、多くは JIRCAS が実施す

る研究課題の中で活用されている。また、委託研究、共同研究のいずれの場合でも、発生した知的財産

や成果は、両者の共有を原則とし、詳細は相手機関と個別に協議することとしている。 

外国語翻訳、英文校閲、DNA 合成、沈砂地清掃業務等、外部委託により効率的に実施できる業務に

ついては、積極的に外部委託している（下記表中、その他委託費）。 

 

外部委託費（運営費交付金、受託等収入別）の内訳 

                                           運営費交付金から 受託等収入から 

外部委託費計 207,095,387 円 51,349,693 円 

   うち共同研究費 0 円 0 円 

 
  うち研究委託費  

うち調査委託費 

35,282,300 円 

38,736,049 円 

0 円 

8,462,925 円 

   うちその他委託費 133,077,038 円 42,886,768 円 

 

 

 

５． 簡潔に要約された財務諸表 

 

① 貸借対照表 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 

現金及び預金 

その他 

固定資産 

有形固定資産 

その他 

特許権 

意匠権 

ソフトウェア 

その他 

 

759 

564 

195 

7,478 

7,405 

73 

20 

0 

9 

44 

 

流動負債 

  運営費交付金債務 

  その他 

固定負債 

  資産見返負債 

  その他 

     685 

     247 

     438 

381 

370 

10 

負債合計 1,066 

純資産の部 金額 

資本金 

  政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

 

8,470 

△1,374 

   75 

純資産合計    7,172 

資産合計 8,237 負債純資産合計 8,237 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

以後、△はマイナスを示す。 
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② 損益計算書 

（単位：百万円） 

   金額 

経常費用(A)     3,764 

  研究業務費 

   人件費 

   減価償却費 

   その他 

一般管理費 

   人件費 

   減価償却費 

   その他 

  雑損 

      3,295 

1,628 

125 

1,542 

      468 

376 

2 

91 

0 

経常収益(B)     3,778 

運営費交付金収益 

政府等受託収入 

その他受託収入 

資産見返負債戻入 

雑益  

その他 

      3,334 

65 

120 

127 

10 

        122 

臨時損益（C）        △ 9 

その他調整額（D）           4 

当期総利益（B-A+C+D）           9 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。  

 

③ キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A）  325 

人件費支出 △2,131 

運営費交付金収入   3,433 

受託収入     256 

その他収入・支出 △1,234 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △101 

Ⅲ資金増加額（Ｃ=A+B）  224 

Ⅳ資金期首残高（Ｄ）     341 

Ⅴ資金期末残高（Ｅ=Ｃ+Ｄ） 564 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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④ 行政サービス実施コスト計算書 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務費用 3,591 

損益計算書上の費用 

（控除）自己収入等 

3,773 

△182 

（その他の行政サービス実施コスト）  

Ⅱ損益外減価償却相当額 137 

Ⅲ損益外除売却差額相当額 2 

Ⅳ引当外賞与見積額   △2 

Ⅴ引当外退職給付増加見積額  △163 

Ⅵ機会費用 29 

Ⅶ行政サービス実施コスト 3,593 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（参考）財務諸表の科目 

 

① 貸借対照表 

現金及び預金：現金、預金 

その他（流動資産）：未収金、たな卸資産、前渡金、前払費用など 

有形固定資産：土地、建物、機械及び装置、車両運搬具、工具器具備品など独立行政法人が

長期にわたって使用または利用する有形の固定資産 

その他（固定資産）：有形固定資産以外の長期資産で、特許権、意匠権、ソフトウェアなど具体

的な形態を持たない無形固定資産など 

運営費交付金債務：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運営費交付金

のうち、未実施の部分に該当する債務残高 

資産見返負債：運営費交付金等により、あらかじめ特定した使途等に従い償却資産を取得した

場合に計上される負債 

政府出資金：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成 

資本剰余金：国から交付された施設費などを財源として取得した資産で独立行政法人の財産

的基礎を構成するもの 

利益剰余金：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

② 損益計算書 

研究業務費：独立行政法人の業務に要した費用 

人件費：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する経費 

減価償却費：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用と 

して配分する経費 

一般管理費：独立行政法人の管理運営に要した費用 

雑損：外貨決済による為替差損等 
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運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

政府等受託収入：国及び地方公共団体からの収入 

その他受託収入：国及び地方公共団体以外からの収入 

資産見返負債戻入：資産見返負債が計上された資産について、減価償却費の計上により負

債が取崩された分 

雑益：保険金収入、生産物売払いなどの収益 

臨時損益：固定資産の売却損益等 

その他調整額：前中期目標期間繰越積立金の取崩額が該当 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表

し、サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件

費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動

に係る資金の状態を表し、固定資産の取得・売却等による収入・支出が該当 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 

業務費用：独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、独立行政法人の損益計算

書に計上される費用 

その他の行政サービス実施コスト：独立行政法人の損益計算書に計上されないが、行政サー

ビスの実施に費やされたと認められるコスト 

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されない

ものとして特定された資産の減価償却費相当額（損益計算書には計上していないが、

累計額は貸借対照表に記載されている） 

引当外賞与見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与引当

金増加見積額（損益計算書には計上していないが、仮に引き当てた場合に計上したで

あろう賞与引当金見積額を貸借対照表注記に表示している） 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の

退職給付引当金増加見積額（損益計算書には計上していないが、仮に引き当てた場合

に計上したであろう退職給付引当金見積額を貸借対照表注記に表示している） 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本

来負担すべき金額などが該当 
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６． 財務情報 

 

（1）財務諸表の概況 

① 主要な財務データの経年比較・分析 

（経常費用） 

平成 26 年度の経常費用は 3,764 百万円と、前年度比 117 百万円増（3.22％増）となって

いる。これは、人件費が前年度比 284 百万円増（16.52％増）となったことが主な要因である。 

（経常収益） 

平成 26 年度の経常収益は 3,778 百万円と、前年度比 114 百万円増（3.11％増）となって

いる。これは、運営費交付金収益が前年度比210百万円増（6.71％増）となったことが主な要

因である。 

（当期総損益） 

上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産の除却損 9 百万円、前中期目標期間

繰越積立金取崩額 4 百万円を計上した結果、平成 26 年度の当期総損益は 9 百万円と、前

年度比 15 百万円減（61.82％減）となっている。これは、固定資産除却損が増加したことが主

な要因である。 

（資産） 

平成 26 年度末現在の資産合計は 8,237 百万円と、前年度末比 63 百万円増（0.78％増）

となっている。これは、流動資産のうち現金及び預金が前年度末比 223 百万円増（65.60％

増）となったことが主な要因である。 

（負債） 

平成 26 年度末現在の負債合計は 1,066 百万円と、前年度末比 156 百万円増（17.13％増）

となっている。これは、未払金の増 140 百万円（90.69％増）が主な要因である。 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 26 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 325 百万円のキャッシュの増と、前年

度比 306 百万円増（1,626.23％増）となっている。これは、運営費交付金収入が 264 百万円

増加（8.31％増）したことが主な要因である。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 26 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 101 百万円のキャッシュの減と、前年

度比 15 百万円増（12.76％増）となっている。これは、有形固定資産の取得による支出が前

年度比 41 百万円減（30.81％減）となったことが主な要因である。 
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表 主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円） 

区分 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

経常費用    4,418 4,031 3,876 3,646 3,764 

経常収益 4,824 4,039 3,884 3,664 3,778 

当期総利益 402 29 12 24 9 

資産 9,216 8,561 8,457 8,174 8,237 

負債 1,091 1,022 1,064 910 1,065 

利益剰余金 511 48 52 70 75 

業務活動によるキャッシュ・フロー 181 △379 262 18 325 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 78 △190 △30 △116 △101 

資金期末残高 775 206 438 341 564 

 ［注記］ 

平成 22 年度の主な増減要因 

会計基準第 81 第 3 項に基づく運営費交付金債務の全額収益化により、経常収益、負債及び利

益剰余金が増減している。 

平成 23 年度の主な増減要因 

利益剰余金及び業務活動によるキャッシュ・フローの減少要因は、前中期目標期間の積立金を

国庫へ納付したため。 

   また、経常収益の減少要因はコンソーシアム方式を導入したため。 

平成 24 年度の主な増減要因 

  業務活動によるキャッシュ・フローの増加要因は、23 年度は積立金を国庫へ納付したため。 

平成 25 年度の主な増減要因 

業務活動によるキャッシュ・フローの減少要因は、運営費交付金収入及び補助金等収入が減少し

たため。 

平成 26 年度の主な増減要因 

  業務活動によるキャッシュ・フローの増加要因は、運営費交付金収入及び補助金等収入が増加し

たため。 

 

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 

（研究事業区分によるセグメント情報） 

事業損益は 14 百万円と、前年度比 4 百万円の減（20.78％減）となっている。これは、受託収入を

財源とした固定資産の取得が前年度より減少したことが主な要因である。 
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表 事業損益の経年比較（研究事業区分によるセグメント情報） 

                  （単位：百万円) 

区分 22 年度 

生物資源利用研究事業       7 

環境資源管理研究事業 0 

環境変動対策研究事業 0 

国際動向把握研究事業        0 

    小 計        7 

法人共通     400 

合    計      406 

 

区分 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

資源環境管理研究事業 0 0 3 0 

食料安定生産研究事業 7 5 1 0 

農村活性化研究事業 1 0 0 1 

情報収集・提供事業 0 0 0 0 

    小 計 8 5 4 1 

法人共通 1 4 14 13 

合    計 9 9 18 15 

  ［注記］ 

平成 23 年度（今期中期目標期間初年度）から新たな研究事業区分によるセグメント情報としてい

る。 

法人共通は、管理部門が行う経費（光熱水料、保守・修繕など）で、研究事業に割り振ることが出

来ない経費。 

 

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 

財務諸表では、総資産は研究事業ごとに割り振ることができないため、総資産のセグメントがな

い。このため、経年比較・分析ができない。 

 

④ セグメント事業収益の経年比較・分析（内容・増減理由） 

（研究事業区分によるセグメント情報） 

事業収益は 3,764 百万円と、前年度比 99 百万円の増（2.71％増）となっている。これは、運営費

交付金収益が前年度比 210 百万円の増となったことが主な要因である。 
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表 事業収益の経年比較（研究事業区分によるセグメント情報） 

（単位：百万円） 

区分 22 年度 

生物資源利用研究事業     1,047 

環境資源管理研究事業       977 

環境変動対策研究事業       428 

国際動向把握研究事業     124 

    小 計     2,576 

法人共通     2,249 

合    計     4,824 

 

区分 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

資源環境管理研究事業 779 740 676 624 

食料安定生産研究事業 847 776 634 629 

農村活性化研究事業 669 590 610 604 

情報収集・提供事業 110 129 141 149 

    小 計 2,405 2,235 2,061 2,006 

法人共通 1,635 1,649 1,603 1,771 

合    計 4,039 3,884 3,664 3,778 

［注記］ 

平成 23 年度（今期中期目標期間初年度）から新たな研究事業区分によるセグメント情報としてい

る。 

法人共通は、管理部門が行う経費（光熱水料、保守・修繕など）に対する運営費交付金収益など

で、研究事業に割り振ることが出来ない収益。 

 

⑤ 利益剰余金 【3-1-エ】 

 平成 26 年度の利益剰余金は以下の通り。  

 前中期目標期間繰越積立金          1,061,022 円 

   積立金（前期までの利益）            64,889,062 円 

     当期未処分利益            9,121,069 円 

     合計                   75,071,153 円 

 

⑥ 目的積立金の申請、取崩内容等 【3-1-エ】【3-カ】 

（目的積立金の申請） 

平成 26 年度における目的積立金の申請は、当事業年度に発生した利益については、JIRCAS の

経営努力によるものではないため申請していない。 

（目的積立金の取崩） 

前中期目標期間繰越積立金取崩額△4,034,189 円は、たな卸資産、前渡金、前払費用や自己

収入予算にて取得した固定資産の減価償却費計上額等に充てるために平成 23 年 6 月 30 日付け

にて主務大臣から承認を受けた44,205,436円から、前年度までに取崩した39,110,225円を除いた

5,095,211 円のうち、4,034,189 円を自己収入予算にて取得した固定資産の減価償却費計上額に
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充てるため取崩したものである。 

 

⑦ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 

平成 26 年度の行政サービス実施コストは 3,593 百万円と、前年度比 160 百万円増（4.66％増）と

なっている。これは、業務費用が前年度比 126 百万円増加したことが主な要因である。 

 

表 行政サービス実施コストの経年比較 

（単位：百万円） 

区分 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

業務費用 3,940 3,642 3,543 3,379 3,591 

うち損益計算書上の費用 4,423 4,033 3,880 3,647 3,773 

うち自己収入 △ 484 △391 △337 △268 △182 

損益外減価償却相当額 179 170 169 146 137 

損益外除売却差額相当額 19 2 11 － 2 

引当外賞与見積額 △ 6 △8 0 8 △2 

引当外退職給付増加見積額 △ 94 142 19 △148 △163 

機会費用 96 74 42 47 29 

行政サービス実施コスト 4,133 4,022 3,783 3,433 3,593 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので､合計とは端数において合致しないものがある｡ 

 

 

（2）経費削減及び効率化の目標との関係 

（ア） 人件費の削減 

総人件費については、今後進める独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、JIRCAS の総人件

費についても厳しく見直しを行うことを目標としている。 

平成 26 年度の給与、報酬等支給総額は、1,166 百万円※で、前年度実績額 1,084 百万円※よりも約

82 百万円の増額となった。増額となった主な要因は、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関す

る法律」（平成 24 年法律第 2 号）に準じた給与減額措置が平成 25 年度をもって終了したこと及び平成

26 年人事院勧告に準拠した給与制度の改正等によるものである。 

 

※平成 26 年度の給与、報酬等支給総額及び前年度実績額が、財務諸表附属明細書「役員及び職

員の給与費の明細」の金額と異なる理由は、総人件費改革の削除対象から除くこととされた

任期付研究員に係る人件費及び承継時に 5％以上の削減を達成している（独）緑資源機構の職

員に係る人件費を除いたため。 

（財務諸表附属明細書「役員及び職員の給与費の明細」：平成 25 年度報酬及び給与支給額合計

1,409 百万円、平成 26 年度報酬及び給与支給額合計 1,534 百万円） 

 

（イ） 法人の給与水準 

JIRCASの給与は、国家公務員の職員給与を規定している「一般職の職員の給与に関する法律」に準

拠して策定した独立行政法人国際農林水産業研究センター職員給与規程に基づき支給しており、国家
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公務員と同水準となっているが、引き続き中期計画の人件費の見積りの範囲内で人件費の管理を行うと

ともに、中期計画における人事に関する計画に基づき、適切な職員の配置を行うことに努める。 

 

 

 

 

保有資産の処分 

中期目標 

 施設・設備のうち不要と判断されるものを処分する。また、その他の保有資産についても、利用率

の改善が見込まれないなど、不要と判断されるものを処分する。 

 

中期計画 

既存の施設・設備等のうち、利用率の低いものについては、その改善の可能性等の検討を行っ

た上、不要と判断されるものは処分する。 

 

（ウ） 保有資産の見直しと処分【3-5-ア】【3-5-イ】 

施設等整備運営委員会（委員長：企画調整部長、委員：各領域等）において、平成23年度に取りまと

めた「室単位での利用実態調査」の中で、利用率が低いと判断された室について、その後の改善状況を

確認し、経費を伴わない改善（室内の整理等）は進んでいるが、経費を伴う事項については、予算の確保

等を含め引き続き効率的な利用促進の検討を進めることとした。また、同委員会において、職場見廻りを

実施し、各室の整理などによる有効活用を図るよう指導した。 

また、上記の状況も踏まえ、土地及び建物等の固定資産については、「固定資産の減損に係る独立行

政法人会計基準の設定及び独立行政法人会計基準の改訂について」に基づく、減損の事務処理を行う

必要のあるものは無かった。 

 

（エ） 官民競争入札の活用 

官民競争入札については、管理事務・業務の効率化等を図りつつ、コスト削減等が見込まれる施設の

保守管理等、外部委託が可能な業務の多くを複数年契約として実施することにより、民間等への業務委

託を実施している。 
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７． 事業の説明 

 

（1）財源構造 

JIRCAS の経常収益は 3,778 百万円で、その主な内訳は、運営費交付金収益 3,334 百万円（経常

収益の 88.25％）、受託収入 186 百万円（経常収益の 4.91％）、補助金等収益 117 百万円（経常収

益の 3.10％）となっている。 

これを事業別に区分すると、資源環境管理研究事業では、運営費交付金収益 533 百万円（経常

収益の 14.11％）、受託収入 15 百万円（経常収益の 0.41％）、補助金等収益 75 百万円（経常収益

の 2.00％）、食料安定生産研究事業では、運営費交付金収益 482 百万円（経常収益の 12.76％）、

受託収入 105 百万円（経常収益の 2.79％）、補助金等収益 42 百万円（経常収益の 1.10％）、農村

活性化研究事業では、運営費交付金収益 567 百万円（経常収益の 15.00％）、受託収入 39 百万円

（経常収益の 1.02％）、情報収集・提供事業では、運営費交付金収益 143 百万円（経常収益の

3.79％）、受託収入 6 百万円（経常収益の 0.15％）となっている。 

 

【参  考】 

事業区分別の収益内訳（経常収益 3,778 百万円の内訳）      （単位：百万円） 

区分 運営費交付金 受託収入 補助金等 その他 

資源環境管理研究事業 533 15 75 0 

食料安定生産研究事業 482 105 42 0 

農村活性化研究事業 566 39 0 0 

情報収集・提供事業 143 6 0 0 

小 計 1,724 165 117 0 

法人共通 1,610 21 0 141 

合    計 3,334 186 117 141 

［注記］ 

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
その他は、資産見返負債戻入とその他の収益を集計している。 

 

 

（2）財務データ及び業務実績と関連付けた事業説明 

ア 資源環境管理研究事業 

（研究プログラムＡ 「開発途上地域の土壌、水、生物資源等の持続的な管理技術の開発」に相当） 

顕在化する地球規模の環境問題を克服し、開発途上地域における農林水産業を維持・発展させ

るため、本事業では、現地の研究機関、国際研究機関等との共同研究により、農林水産分野にお

ける持続的な資源管理及び環境保全技術を開発する。 

投入エフォート、発表論文数、具体的成果の内容等については、【別添 研究プログラム及び情報

収集・提供プログラムの実績概要 研究プログラム A】を参照。 

事業の財源は、運営費交付金（平成 26 年度 533 百万円）、農林水産省等からの受託収入（平成

26 年度 15 百万円）及び補助金等収入（平成 26 年度 75 百万円）となっており、又かかる事業費用

は 624 百万円となっている。 
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イ 食料安定生産研究事業 

（研究プログラムＢ 「熱帯等の不安定環境下における農作物等の生産性向上・安定生産技術の開発」

に相当） 

開発途上地域において依然として深刻な状況にある栄養不良人口・飢餓人口の削減に貢献し、

我が国及び世界全体の食料安全保障に資するため、本事業では、熱帯等に広がる条件不利地

域において、我が国が比較優位性を持つ研究分野を中心に、現地の研究機関、国際研究機関等

との共同研究により、生産性向上と安定生産を図るための技術を開発する。 

投入エフォート、発表論文数、具体的成果の内容等については、【別添 研究プログラム及び情報

収集・提供プログラムの実績概要 研究プログラム B】を参照。 

事業の財源は、運営費交付金（平成 26 年度 482 百万円）、農林水産省等からの受託収入（平成

26 年度 105 百万円）及び補助金等収入（平成 26 年度 42 百万円）となっており、又かかる事業費

用は 629 百万円となっている。 

 

ウ 農村活性化研究事業 

（研究プログラムＣ 「開発途上地域の農林漁業者の所得・生計向上と農山漁村活性化のための技術

開発」に相当） 

多様な自然条件・文化的背景を踏まえた適切な農山漁村開発を支援するとともに、多様な農林水

産物の多面的な価値を評価することにより農林漁業者の収入増加に寄与するため、本事業では、

現地の研究機関、国際研究機関等との共同研究により、持続可能な農林漁業・農山漁村開発を

支援する基盤的生産技術、農林水産物の有効利用のための新たな加工・流通・保管技術を開発

する。 

投入エフォート、発表論文数、具体的成果の内容等については、【別添 研究プログラム及び情報

収集・提供プログラムの実績概要 研究プログラム C)】を参照。 

事業の財源は、運営費交付金（平成 26 年度 567 百万円）、農林水産省等からの受託収入（平成

26 年度 39 百万円）となっており、又かかる事業費用は 604 百万円となっている。 

 

エ 情報収集・提供事業 

（プログラムＤ 「国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供」に相

当） 

国際的な食料・環境問題の解決を図る観点から、諸外国における食料需給に関する動向予測と、

農林水産業の生産構造に関する現状分析と将来予測とが不可欠である。 

本事業では、開発途上地域での農林水産業関連の研究や事業に資するため、国際的な食料・農

林水産業及び農山漁村に関する情報・資料を国内外関連機関との連携や重点活動地域への職

員の長期出張等により、継続的、組織的、体系的に収集、整理し、広く研究者、行政組織、企業

等に提供する。 

投入エフォート、発表論文数、具体的成果の内容等については、【別添 研究プログラム及び情報

収集・提供プログラムの実績概要 プログラム D)】を参照。 

事業の財源は、運営費交付金（平成 26 年度 143 百万円）及び農林水産省からの受託収入（平成

26 年度 6 百万円）となっており、又かかる事業費用は 149 百万円となっている。 
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大項目 3 「予算(人件費の見積もりを含む。) 、収支計画及び資金計画」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 予算は、中期計画に基づく業務運営の効率

化に関する目標（一般管理費は対前年度比

3％の削減、業務費は対前年度比１％の削

減）に加えて、消費者物価指数により 0.3％を

削減して配分した。 

 目標達成上、外部への委託が不可欠な 27

件の課題について、外部に委託した。 

 アグリビジネスフェア等多数のイベントに出展

し、JIRCASの研究成果を積極的にPRするな

ど、実施許諾料等の増収に向けて取組むとと

もに、オープンラボの外部利用や依頼分析

に対して施設利用料や分析・鑑定料を徴収

するなど、設備・機器の活用による自己収入

の確保に努めた。 

 平成 26 年度はオープンラボの外部利用に伴

う施設利用料（9,942 円）ならびに実施許諾

料等の知財収入（711 千円）を得た。 

 施設等整備運営委員会の調査結果に基づ

き、施設の効率的な利用に向けた改善や指

導に取り組んだ。 

評定 Ｂ 

業務運営の効率化に基づく方針に基づ

き、予算を配分した。 

委託研究課題や、海外の圃場・施設・実験

材料の維持管理業務等の外部委託について

は、必要性を十分に考慮して行うとともに、成

果や知財の取扱に係る方針を明確にしてい

る。また、外部委託費の内訳を明記している。 

知財や設備等を活用した自己収入の確保

に取り組み、一定の収入を得た。 

施設を効率的に利用するための改善や指

導に取り組んだ。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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第４ 短期借入金の限度額 

《平成 26 年度実績》 

該当なし 

 

 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の

処分に関する計画 

《平成 26 年度実績》 

該当なし 

 

 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

《平成 26 年度実績》 

該当なし 

 

 

第７ 剰余金の使途 

《平成 26 年度実績》 

該当なし 

 

 

大項目第 4、第 5、第 6、第 7 は実績があった場合のみ評価を行う 

 

業務実績 自己評価 

－ 

評定  － 

 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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第８ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項等 

 

１． 施設及び設備に関する計画 

中期計画 

業務の適切かつ効率的な実施の確保のため、業務実施上の必要性、既存の施設・設備の老朽

化の現状及び研究の重点化方向等を踏まえ、真に必要な施設及び設備の整備改修等を計画的

に行う。 

 

《平成 26 年度実績》  

（１）施設等整備の状況 【8-1】 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

育苗温室改修工事（整備に要した額 41,504 千円） 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

な し 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

な し 

 

（２）施設等の状況 

① 平成 25 年度に整備した施設の使用状況 

熱帯・島嶼研究拠点において、大型化した台風や集中豪雨による大量の雨水及び土砂等に対処する

ため、防風林帯流域から排水溝（Ｕ字溝）を設置したことにより、大量の雨水を敷地外公共排水路へ流出

させることが可能となり、隣地への雨水及び土砂等の流出を防止することが可能となった。 

 

② 平成 26 年度に整備した施設の概要 【8-1】 

熱帯・島嶼研究拠点育苗温室は建築後 36 年を経過しており、亜熱帯気候化にあって、強光、潮風、

台風などの影響により温室部の老朽化が甚だしく、屋根部分のガラスが落下するなどの安全管理上の問

題が発生しているため、補光用照明装置の新設、冬季低温対策の暖房設備の新設、換気設備及び上

屋の改修を行った。これにより、熱帯性畑作物（ササゲ、ヤム）及び熱帯果樹等の育苗期間の短縮や世

代促進を加速させることが可能となり、熱帯性畑作物遺伝資源の多様性評価及び利用技術の開発が促

進され、安全に研究が推進できることとなった。 

 

平成 26 年度施設、設備に関する計画及び実績                    （単位：千円） 

施設・設備の内容 計画額 決算額 財源 

育苗温室改修工事 41,632 41,504 施設整備費補助金 
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中項目 8－1 「施設及び設備に関する計画」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 熱帯・島嶼研究拠点の老朽化した育苗温室

について、補光用照明装置の新設、冬季低

温対策のため暖房設備の新設、換気設備の

改修等を行った。 

評定 Ｂ 

老朽化した育苗温室を改修したことにより、

熱帯性畑作物（ササゲ、ヤム）及び熱帯果樹

等の育苗期間の短縮や世代促進の加速が可

能となり、熱帯性畑作物遺伝資源の多様性評

価及び利用技術の開発を促進した。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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２． 人事に関する計画 

（１） 人員計画 

中期目標 

期間中の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）を定め、業務に

支障を来すことなく、その実現を図る。 

 

中期計画 

① 方針 

研究分野の重点化や研究課題の着実な推進のための組織体制を整備し、職員を重点的

に配置する。 

また、研究成果を効率的・効果的に創出するために研究支援部門の組織体制を見直し、適

切な職員の配置を行う。 

② 人員に係る指標 

期末の常勤職員数は、期初職員相当数を上回らないものとする。 

（参考：期初の常勤職員相当数 188 名） 

 

《平成 26 年度実績》 

① 人員計画に関する方針 【1-3 で評価】 

研究分野の重点化や研究課題の着実な推進のための組織体制を整備し、職員を重点的に配置する

こととしている。 

平成26年度は3名の任期付研究員を採用し、農村開発領域、生物資源・利用領域、生産環境・畜産領

域に各1名を配置した。また、職員の英語力向上を支援するため、英文校閲担当職員を増強することとし

た。 

 

② 人員に係る指標 【8-2-ア】 

平成27年3月31日現在の常勤職員数は174名である。（期初の常勤職員相当数188名、期末の常勤職

員数は、期初職員相当数を上回らないものとする。） 

 

 

（２） 人材の確保 

中期目標 

研究職員の採用に当たっては、任期制の活用等、雇用形態の多様化及び女性研究者の積極

的な採用を図りつつ、中期目標達成に必要な人材を確保する。研究担当幹部職員については、

公募方式等を積極的に活用する。 

 

中期計画 

① 研究職員の採用については、任期制の活用を含め雇用形態の多様化を図る。また、ポスド

クや招へい研究員の活用に努めるとともに、他の研究開発独立行政法人等との人事交流、再

雇用の活用など多様な手段を駆使し、センターの研究推進に必要な優秀な人材を確保する。 

② 女性研究者については、具体的な計画を策定し、積極的に採用する。 

③ 次世代育成支援行動計画に基づき、仕事と子育てを両立しやすい雇用環境の整備に努め
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る。 

④ 研究担当幹部職員については、広くセンター内外から優れた人材を確保するため、公募方

式を積極的に活用する。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 研究職員の採用 【8-2-イ】  

平成26年度は、4月に開発途上地域における水資源の持続的利用技術の開発を担当する任期付研

究員1名を、10月に環境ストレス耐性作物の開発を担当する同研究員１名ならびに土壌・施肥管理技術

の開発を担当する同研究員１名を採用した。平成26年度末の任期付研究員数は13名となっている。 

任期付研究員の公募にあたっては、JIRCASのホームページに掲載するほか、（独）科学技術振興機構

が運営する研究者人材データベース「ｊREC-IN」やつくば科学万博記念財団が運営する「つくばサイエン

スニュース」に掲載するなど、周知に努めている。 

また、平成26年4月に、平成27年3月に任期が満了する任期付研究員に対してテニュア・トラック審査を

実施し、任期を定めない研究員として3名を採用することとした。 

 

② 女性研究員の採用 【8-2-ウ】  

平成26年度は1名の女性を任期付研究員として生物資源・利用領域に採用した。なお平成26年度に

行った4件の任期付研究員の公募に対する女性研究者の応募件数は、農村開発領域が6名中0名、研究

戦略室が9名中3名、生物資源・利用領域が15名中4名、生産環境・畜産領域が9名中2名であった。 

女性研究員の採用促進に向けた取組としては、任期付研究員の募集要領に『当センターは、「男女共

同参画社会基本法」の趣旨に則り、男女共同参画を推進しており、女性研究者の積極的な応募を歓迎し

ます』と明記し、女性研究者の応募を促すとともに、JIRCASホームページに、「研究者を志望する女性の

皆様へ」のコーナーを開設し、女性職員から女子学生に向けたメッセージを発信している。 

 

③ 次世代育成支援対策 【8-2-エ】   

平成 22 年 3 月に策定した「第 2 期次世代育成支援行動計画」（期間：平成 22 年 4 月 1 日～平成 27

年 3 月 31 日）の実施状況を点検し、仕事と子育てを両立しやすい職場環境の整備に努めている。 

具体的には、民間託児所による保育支援事業の契約を継続し、利用向上に努めるとともに、育児・介

護支援制度の理解・活用の一助としてリーフレットを常置した。また、職員の健康の維持・増進、ゆとりある

生活の実現、さらには効率的な業務の運営に資することを目的とした取り組みとして、5 月の大型連休、

夏季休暇、年末年始の休暇を活用した連続休暇の取得を促し年次有給休暇の取得率向上に努めた。さ

らに、平成 27 年 2 月には「時間外勤務縮減週間」を設定・実施し、役員が職場を巡回する等定時退所で

きる職場環境づくりに努めた。 

また、育児支援制度では、育児休業、育児短時間勤務及び育児時間をそれぞれ各 1 名が利用した。 

 

④ 研究担当幹部職員の採用 【8-2-イ】 

平成26年度は、研究担当幹部職員の採用はなかった。 
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中項目 8－2 「人事に関する計画」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 期初の常勤職員相当数 188 名に対して、平

成 27 年 3 月 31 日現在の常勤職員数は 174

名となった。 

 女性 1 名を含む 3 名の任期付研究員を採用

した。 

 3 名の任期付研究員に対してテニュア・トラッ

ク審査を実施し、全員を任期の定めのない研

究員として採用することとした。 

 任期付研究員の公募にあたっては、JIRCAS

のホームページをはじめ、研究者人材データ

ベース「ｊREC-IN」や「つくばサイエンスニュ

ース」に掲載するなど、周知に努めるととも

に、女性研究者の応募を促す取組を継続し

ている。 

 民間託児所との契約や育児・介護支援制度

の理解・活用を図るリーフレットの常置等、次

世代育成支援対策に取り組んだ。 

 「時間外勤務縮減週間」を設定・実施するとと

もに、夏期休暇等を活用した連続休暇の取

得を促した。 

評定 Ｂ 

常勤職員数は、期初の常勤職員相当数を

上回らないとする目標を達成している。 

任期付研究職員の採用にあたっては、女

性研究者の応募を促す取組を行い、女性研

究者 1 名の採用に至った。また、テニュア・トラ

ック制度を活用し、若手研究者の育成を図り

つつ、研究推進に必要な人材を確保した。 

次世代育成支援対策や時間外勤務縮減、

年次有給休暇の取得率向上等に積極的に取

り組み、仕事と子育てを両立しやすい環境整

備の実現に努めた。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

期末の常勤職員数 期 初 の 職

員相当数を

上回らない 

188 179 180 174 174 
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３． 法令遵守など内部統制の充実・強化 

（１） 内部統制 

中期目標 

センターに対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守を徹底する。特に、規制物質の管

理等について一層の徹底を図るとともに、法令遵守や倫理保持に対する役職員の意識向上を図

る。また、センターのミッションを有効かつ効率的に果たすため、内部統制の更なる充実・強化を図

る。 

さらに、法人運営の透明性を確保するため、情報公開を積極的に進めるとともに、「第２次情報セ

キュリティ基本計画」（平成 21 年２月３日情報セキュリティ政策会議決定）等の政府の方針を踏ま

え、個人情報保護など適切な情報セキュリティ対策を推進する。 

 

中期計画 

① センターに対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守や倫理保持に対する役職員

の意識向上を図るため、啓発情報等を周知徹底するとともに、研修、教育等を実施する。 

② センターの研究活動に伴うリスクを把握し、それに対応できる管理体制を整備する。特に、規

制物質の管理等について一層の徹底を図る。 

③ センターのミッションを有効かつ効率的に果たすため、理事長のトップマネージメントが的確

に発揮できるよう内部統制の現状の再点検を行うことを通じ、組織の課題を洗い出し、更なる

充実・強化を図る。 

④ 法人運営の透明性を確保するため、情報公開を積極的に進めるとともに、「第２次情報セキ

ュリティ基本計画」（平成 21 年２月３日情報セキュリティ政策会議決定）等の政府の方針を踏ま

え、個人情報保護など適切な情報セキュリティ対策を推進する。 

 

《平成 26 年度実績》 

①－1 法令遵守などの取り組み 【8-3-ウ】 

JIRCAS では、内部統制について監査を行う監査室を理事長直属の組織として整備している。監査室

に限らず、研究動向把握、研究戦略構築を行う研究戦略室、予算配分、研究計画及び評価等を行う企

画調整部、労務、人事、財務を行う総務部が役割分担しつつ業務を行うことで、日常的な法令遵守、課

題対応を実施している。 

加えて、役員会と運営会議において主要事項の意思決定や業務の円滑な推進を行うとともに、内部

統制に係わる重要な委員会（業務効率化推進、リスク管理、研究倫理、安全衛生、緊急時対策、契約審

査、契約監視、遺伝子組換え）において現状把握と課題対応を行っている。しかしながら、平成 26 年度

は遺伝子組換え実験施設からの未処理廃水移送によるカルタヘナ法違反、DNA 合成製品等の取引に

伴う不適正な経理処理が発生し、一層の内部統制の強化が求められることとなった。 

内部統制に係わる重要な委員会等における具体的な取組は以下のとおりである。 

業務効率化推進委員会では、「平成25年度業務効率化実行計画」の点検を行い、「平成26年度業務

効率化実行計画」を策定し業務効率化を進めた。冷凍庫、人工気象器等大きく電力を消費する機器の

更新時は集約化の検討を実施し、節電効果の高い機種の導入を推進することとしており、当該機器の新

規購入について審議・検討を行った。 

リスク管理委員会では、これまでも関係委員会との緊密な連携を図りつつ、リスク管理への対応を進め

ているところであるが、その機能が十分に発揮されているかどうかを改めて点検し、今後、重大なリスクを
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発見したときに迅速な対応がとれるよう、リスク管理や危機対応についての検討及び必要な体制の構築

を進めることとした。 

研究倫理委員会では、「研究活動の不正行為への対応に関する規程」に基づき、告発窓口を設置し、

ホーページで公開している。平成 26 年度は不正行為（捏造、改ざん及び盗用）に関する告発はなかった。

また、文部科学省、農林水産省の研究不正行為に関するガイドライン及び研究費不正使用のガイドライ

ンの変更に伴い、関連する規程の改正を検討するとともに、改めて所内周知を行った。 

安全衛生委員会では、職員の危険及び健康障害を防止するための基本となる対策に関することや労

働災害の原因及び再発防止対策のうち、安全及び衛生に関わる事項について調査審議するとともに、

調査審議結果を運営会議において報告し、安全衛生管理についての意識向上を図った。 

緊急時対策委員会では、平成 26 年 8 月上旬に西アフリカ諸国でエボラウイルス病が広範囲に発生し

たことを受け、ギニア、リベリア、シェラレオネ国への出張を行わないことと、ならびに、この３国の空港を経

由する航空便を使用しないことを決定した。さらに、近隣国へ出張した際に感染が疑われた場合の対処

法及び出張者への注意喚起を行った。また、平成 26 年 11 月にブルキナファソ国ワガドゥク市で発生した

政府に対する暴力的な抗議行動により、情勢が不安定となったことを受け、ブルキナファソ国への出張予

定を取りやめる決定を行った。ブルキナファソ国については平成 26 年 12 月以降、情勢が安定したことを

受け、同国への出張については個別に役員会で審議し、渡航の可否を決定することとした。 

契約審査委員会では、委託研究審査委員会において選定された随意契約となる候補者（業者）及び

入札不落のため随意契約となる候補者の選定について、審議を行った。 

契約監視委員会では、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」における改善状況のフォ

ローアップについて（平成 24 年 9 月 7 日事務連絡）に基づき、平成 25 年度第 4 四半期から平成 26 年

度第 3 四半期までに契約した競争性のない随意契約及び一者入札・応募について審査を行った。 

JIRCAS 文書管理規則に基づきホームページに法人文書ファイルの掲載を行った。 

個人や組織に与える影響、また、社会的信頼性に重大な影響を与えるハラスメント行為に対して、断

固たる態度でこれを排除し、防止することを宣言する理事長メッセージを所内掲示板に掲載し、併せて、

ハラスメント防止週間を設定し、ハラスメント防止啓発のための DVD 上映を実施した。 

 

①－2 不適正な経理処理の発生とその対応 

平成26年3月に農研機構が公表した不適正な経理処理事案に係る調査の中間報告を受け、同様の事

案の有無を調査したところ、プリペイド方式によるDNA合成製品等の取引及び預け金等の不適正な経理

処理が疑われたことから、平成26年8月に弁護士１名、公認会計士２名から構成される調査委員会を設置

し、全容解明に着手した。 

JIRCASの会計関係書類の確認が可能な期間（平成21～25年度）における研究用消耗品等に係る全

ての取引を対象とし、取引業者への聞き取り及び関係書類の提出を受け、職員に対して聞き取り調査等

を行った結果、9名の研究職員が総額8,762,776円の不適正な経理処理に関与したことが明らかになった。

こうした事案は、取引業者と研究職員との直接取引、DNA合成製品等に対する検収体制の不備、公的研

究費や適正な契約手続きに対する研究職員の認識不足、が主な発生要因であることから、以下の再発

防止策を講じた。 

1) 取引業者と研究職員の直接的な取引の禁止を徹底するため、全研究職員から誓約書の提出を求め

る。 

2) DNA合成製品等に係る全ての取引について、適切な検収場所を納品先に指定するなど、検収の徹

底、契約・検収部門の体制強化を図る。 
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3) 職員の意識改革に向け、全ての研究職員及び経理担当職員を対象に、コンプライアンス等に関す

る研修会を開催するとともに、定期的に試験を実施し、認知度の確認を行い、必要に応じて再試験

を実施する。 

4) 従来の書面審査に加えて、研究現場での聞き取り調査をするとともに、取引の多い取引業者に対し

会計帳票等の提供を求め、不審な点が認められる場合には臨時的な監査を実施するなど内部監査

機能の強化を図る。 

上記については平成26年12月19日に中間報告として公表（プレスリリース）するとともに、引き続き、全

容解明に向けた調査ならびに再発防止の徹底に努めているところである。 

 

② 規制物質の管理等 【8-3-エ】 

化学薬品等管理規程等の遵守及び薬品管理システムの適切な運用等により、化学物質の管理の徹

底を図った。化学薬品等を取扱う職員に対して講習会を開催し、所内の管理体制や取扱いの留意事項

等を周知した。また、薬品管理システム利用して、特定化学物質、有機溶剤、毒物及び劇物、危険物、

その他一般試薬等（農薬を含む。）の受入、使用、移動、廃棄等を管理し、消防法の危険物に該当する

化学薬品については、各防火区画における貯蔵量がつくば市火災予防条例で規制される数量を超過し

ないよう、常時、監視している。貯蔵量が多い区画については、各危険物の所有者に対して適正な在庫

管理を促すとともに、平成 26 年 5 月から生物研大わし地区内の薬品庫の一部を貸借契約し、危険物を

移動して保管している。 

輸入禁止品の輸入許可申請及び輸入手続きにあたり、植物防疫所及び動物検疫所とは定期的な担

当官の立入調査を含め適切に連絡調整を図りつつ、輸入禁止品の適正な管理を行っている。また、平

成 25 年度に郵便により植物の種子を輸入した際に必要な植物検疫を受けていなかった事案が発生した

ことを受け、植物検疫制度の周知徹底のための講習会や所内手続きの厳格化、外国出張手引きの改訂

等を行い、再発防止に努めた。 

遺伝子組換え生物等の管理については、遺伝子組換え実験安全委員会に外部委員を 1 名委嘱し、

研究者から提出された実験計画書の審査を行い、国の基準に従い承認を行っている。平成 26 年度は、

11 件の機関届出実験（継続 11 件）を受理し、20 件の機関承認実験（新規 4 件、継続 16 件）を承認した。  

平成 26 年 6 月 8 日に、遺伝子組換え実験を行っている隔離温室から未処理廃水を緊急移送したこと

は、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」に定められた拡

散防止措置の内容を逸脱することとなり、7 月 22 日に文部科学省研究振興局長から厳重注意を受けた。

本事案については原因究明を行うとともに、遺伝子組換え実験安全委員会において、遺伝子組換え実

験安全規則の改正や緊急時の連絡体制の見直し、職員の再教育等を実施し、再発防止に取り組んだ。 

 

③－1 業務運営と内部統制の組織・体制等【8-3-ア】【8-3-イ】 

JIRCAS の運営に関する重要事項については、理事長を中心に役員会や運営会議において審議の上

決定している。また、JIRCAS のミッションや組織として取り組むべき重要な課題及びコンプライアンスの推

進については、様々な機会を通じて役職員に周知徹底を図っている。 

理事長によるトップマネージメントを的確に発揮するため、理事長インセンティブ経費等を活用した柔

軟で機動的な業務運営に努めた。また、日常的な業務の運営は、運営会議と各種委員会において対処

している。各種委員会のうち、業務効率化推進委員会、リスク管理委員会、研究倫理委員会、安全衛生

委員会、緊急時対策委員会、契約審査委員会、契約監視委員会を内部統制に係る重要な委員会として

位置づけている。 
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また、健康管理及び研修等に関わる情報を確実に職員に伝えるため、職員用メーリングリストで「庶務

課だより」を発信した。 

 

③－2 監査体制 

1） 監事監査 

平成 26 年度監事監査実施計画に基づき、平成 25 年度の業務及び会計について、各部門から提出さ

れた資料による書面監査ならびに管理職員等に対する「業務管理の総合チェックリスト」によるリスク管理

に関する調査及び各部門長の「自己分析」に基づく対面調査を実施した。監査結果及び監査結果に対

する監事所見は理事長に報告するとともに、運営会議を通して被監査部門に通知した。報告の概要は

以下のとおりである。 

 プログラム・プロジェクト研究体制がほぼ定着。プログラムディレクター（PD）と領域長間における

綿密な意思疎通と協力連携の重要性 
 中期計画の中間見直しに関する会議を開催し、再点検を行ったことに対する評価 
 次期中期計画に向けた内部の人材育成や外部からの人材確保の必要性 
 JIRCAS の知名度を高め、一般国民に分かりやすく説明するための広報強化の必要性 
 研究活動の不正防止に関して、「科学技術・学術審議会、研究活動の不正行為に関する特別委

員会」による「研究活動の不正行為への対応のガイドラインについて（平成 18 年 8 月 8 日）」を参

考にして対策を講じるとともに、リスク管理委員会の活動を強化し、種々のリスクを把握し、役職

員に対する啓蒙を行う必要性。特に公的資金に関しては、文部科学省が改定した「研究機関に

おける公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に準拠したルールの見直しと運用の

重要性 
 平成 24 年度に監事所見で指摘した「海外の研究機関に対する共同研究に関するアンケート調

査」が実施され、関連する PD やプロジェクトリーダー（PL）に提示したことに対する評価と今後の

対応の重要性 
 化学薬品類の取扱い及び海外から国内への実験材料の持ち込みに関していくつかの改善を要

すると思われる事例の報告と教育訓練の必要性 
 施設の安全管理と研究員の意識向上の必要性 
 海外資産のリスト（取得年月日、取得価額、当年度簿価額あるいは除却年月日等）の監査結果

に基づく、海外の小型貨客兼用自動車や研究機器類の取得や管理及び処分を適正に行って

いく重要性 
 契約に関し、特に委託研究に関する厳正な評価と公表の必要性 
 出張報告書の提出期限の厳守など。 

 

平成 26 年 10 月に行われた第 23 回役員会において、理事長から上記の監事所見に対する対応につ

いて、以下の報告があった。 

 マトリクス体制の業務効率をさらに高めるための意見交換の場を適時設定する。 
 アンケート調査の結果を所内で共有し、相手機関との意見交換を行って今後の共同研究の運営

改善に活用していく。 
 海外出張報告書の提出期限厳守の徹底を行っている。 
 内部統制および法令遵守に関して、監事報告を念頭に置き、組織、制度、意識の様々な面から

リスクを減少する取組を行う。 
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 機器等の財産を適正保持する体制の検討を行う。 
 委託課題についてプロジェクト検討会で議論するとともに、研究成果の適切な保有・公表を徹底

させる。 
 

一方、定期監査以外の監事からの改善点や会計検査院の指摘事項等の報告が理事長になされ、必

要に応じ幹部や職員への周知を行っている。 

また、海外研究サイトにおける内部統制に関し、平成 26 年 10 月にパラグアイ国アスンシオン市等の

CDM プロジェクト研究サイトとブラジル国ロンドリーナ市の Embrapa 大豆研究サイトにおいて監事による

実地監査が行われ、業務請負委託のあり方、海外研究資産の取扱い、現地での物価上昇に対応した旅

費規程の必要性等の報告がされ、理事長から監事に対して報告事項に関する意見が述べられた。 

各月毎の出納については、契約方法から支払に至る内容の監査が実施された。監事は契約監視委

員会委員長として、同委員会を平成 26 年 8 月と平成 27 年 2 月に開催し、また、未処理廃水処理業務へ

の緊急対応等のため提出された処理業務等の随意契約に関して、メールによる臨時委員会を 3 回開催

し、適正な契約が実施されているかを確認するとともに、契約状況や新規案件に関する検討結果を理事

長に報告した。 

 

2） 内部監査 

監査室では、平成 26 年度内部監査実施計画に基づき、平成 26 年 7 月に法人文書の管理状況監査

及び薬品管理システムの運用状況等の監査を実施し、平成 26 年 9 月に科学研究費補助金及び学術研

究助成基金助成金の会計監査を実施した。海外活動拠点における内部統制に関し、平成 26 年 9 月に

中国循環型生産プロジェクトサイト（中国）、平成 26 年 10 月にインドシナ農山村プロジェクトサイト（ラオス）

において、「海外会計実施要領」及び「海外会計の手引き」の運用状況、現金等の保管状況、資産・物品

の管理状況、支払方法等の状況調査を実施した。結果はそれぞれ取りまとめ、監査結果報告書を作成し

理事長に提出した。 

 

3） 会計監査人監査 

平成 26 年度（対象年度：平成 25 年度から 2 ヶ年分）の会計監査人を新日本有限責任監査法人に委

託した。平成 25 年度財務諸表の監査が同監査法人により行われ、「独立監査人の監査報告書」が理事

長に提出された。平成 26 年度の期中監査においては、旅費、購買、受託事業、運営費交付金収益化等

の業務プロセスについて、内部統制の整備・運用状況の評価を実施した。 

 

4） 監事、監査室、会計監査人の連携と強化 

監事、監査室、会計監査人の三者で監査の進め方等について、随時意見交換を行い、監査実施上

における問題点の共有化及び監査の効率化を図った。 

 

④ 情報公開とセキュリティ対策 【8-3-オ】 

情報公開窓口における資料の整備等を行っており、開示請求への適正かつ迅速な対応に努めている。

なお、平成26年度における開示請求はなかった。また、個人情報保護管理担当者等を研修会等に参加

させ、資質の向上を図った。 

「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群」の改定（平成 26 年 5 月 19 日 情報セキュリ

ティ政策会議決定）に伴い、JIRCAS 情報セキュリティポリシー関連規程について当該統一基準群に準拠
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した改定を行った。 

JIRCAS 情報セキュリティポリシーの周知・徹底とネットワークをより安全にかつ効率的に利用するため、

全職員を対象とした所内セキュリティセミナーを 9 回開催し、344 名が受講した。セミナーにおいては標的

型メールに関する E-ラーニングを盛り込み、所内ユーザの知識の重点化を図った。 

平成 26 年度より、JIRCAS の外部において、USB メモリを使用してデータのやりとりをする必要がある職

員に強制暗号化 USB メモリの貸出を開始し、情報セキュリティの強化を図った。 

 

  



 - 107 - 

中項目 8－3 「法令遵守など内部統制の充実・強化」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 監査室や各種委員会（業務効率化推進、リス

ク管理、研究倫理、安全衛生、緊急時対策、

契約審査、契約監視、遺伝子組換え）におい

て、内部統制に係わる重要な事項に係る現

状把握と課題対応を行った。 

 平成 26 年度監事監査実施計画に基づく定

期監査が行われ、監査結果及び監査結果に

対する監事所見が理事長に報告された。 

 海外研究サイトにおける内部統制の一環とし

て、パラグアイ国及びブラジル国の研究サイ

トにおいて、監事による実地監査が行われ

た。また、中国及びラオス国の研究サイトに

おいて、監査室による内部監査を実施した。 

 各防火区画における化学薬品の貯蔵量が市

火災予防条例で規制される数量を超過しな

いよう、薬品管理システムを用いて常時、監

視するとともに、農業生物資源研究所大わし

地区内の薬品庫の一部を貸借契約し、貯蔵

量の適正な保管に努めた。 

 平成 25 年度に生じた植物防疫法違反ならび

に平成 26 年度に生じた遺伝子組換え実験

施設からの未処理廃水移送及び不適正な経

理処理事案を受け、手続きの厳格化や職員

教育の強化等の再発防止に取り組んだ。 

 「政府機関の情報セキュリティ対策のための

統一基準群」の改定に伴い、JIRCAS 情報セ

キュリティポリシー関連規程を改定した。 

 全職員を対象に、標的型メールに関する E-

ラーニングを含むセキュリティセミナーを 9 回

開催し、344 名が受講した。さらに、強制暗号

化 USB メモリの導入など、情報セキュリティの

安全性確保のための対策を強化した。 

評定 C 

監査室及び各種委員会等において法令遵

守や内部統制のための課題対応に努めた

が、カルタヘナ法の違反及び不適正な経理

処理事案が発生し、法令及び所内規定に違

反する事態を生じた。国からの付託を受けて

事務・事業を行う独立行政法人としてあって

はならないことであり、評定は C とする。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

  

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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４． 環境対策・安全管理の推進 

中期目標 

研究活動に伴う環境への影響に十分な配慮を行うとともに、エネルギーの有効利用やリサイクル

の促進に積極的に取り組む。 

また、事故及び災害を未然に防止する安全確保体制の整備を進める。特に、海外滞在職員等

の安全及び健康の確保に努め、職員の海外における円滑な業務推進を支援する体制を整備す

る。 

 

中期計画 

① 研究活動に伴う環境への影響に十分な配慮を行うとともに、エネルギーの有効利用やリサイ

クルの促進に積極的に取り組む。 

② 事故及び災害を未然に防止する安全確保体制の整備を進める。特に、海外滞在職員等の

安全確保のための連絡体制を強化するとともに、感染症に対する啓蒙活動等を実施し、職員

の海外における円滑な業務推進を支援する。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 環境負荷低減のための取り組みとその公表 【8-4-ア】 

平成26年度は、平成25年2月に策定した平成25年度から平成27年度までの新たな温室効果ガス排出

抑制実施計画（平成16年度比で8％以上削減）に添った取り組みを進めた。 

平成25年度CO2排出量の実績値（3,174,624 ｋｇ-CO2）については、平成26年８月にホームページで

公表した。 

平成 25 年度については平成 16 年度比で 2％の増となったが、これは電力供給契約先の「電気のCO2

排出係数」の変動によるものであり、実際の電気使用量（ｋｗｈ）は JIRCAS の温室効果ガス排出抑制実施

計画を着実に推進した結果、基準年度に比べて 1,409,975kwh、削減比ではマイナス 24％と、大幅に減

少している。 

排出量全体の 8 割以上は電力使用量（kWh）に伴うものであることから、所全体における過去（平成 23

年度～平成 25 年度）及び建物毎の電力量の推移表を掲示版等で周知し、節電に対する意識の高揚を

図るとともに、夏季・冬季の空調開始時には、職員が出来る具体的な節電項目による対策を策定・周知

することにより、電力量の節約に努めた。 

また、国が進める地球温暖化対策と経済成長を同時に実現する低炭素社会の構築に向け、「つくば環

境スタイル」の推進及びそれに関連する環境に配慮したまちづくりに寄与することを目的とし、「つくば市

環境都市推進懇話会」を通じた活動に参加した。 

 

②－1 事故及び災害を未然に防止する安全確保体制の整備 【8-4-イ】 

平成26年12月に外務省が、家畜の悪性伝染病である口蹄疫、アフリカ豚コレラ、鳥インフルエンザを防

止するため、空港での検疫を強化する措置を発表したことを受け、動物検疫に関する注意事項をまとめ

たパンフレットを作成し、出張者全員に配布することとした。 

安全衛生委員会において、産業医・安全衛生委員・安全衛生管理補助者による職場巡視を実施し、

必要な改善策等について指導した。巡視結果及び指摘事項への対応状況については、委員会で審議

するとともに、審議結果を運営会議で報告し、職員の安全衛生管理についての情報共有と意識向上を図

った。しかしながら、平成２６年度は、圃場防風林帯の倒木撤去作業中に、チェーンソーの誤操作による
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切傷事故災害の発生があった。事故発生後には職員あて注意喚起を行うとともに再発防止対策につい

て検討を行い、作業マニュアルに基づく再教育を行った。 

さらに、法令等に定める付議事項のほか主な取り組みとして、全国安全週間（平成 26 年 7 月）に労働

安全衛生セミナーを開催し、ヒヤリ・ハット事例集を募集した。全国労働衛生週間（平成 26 年 10 月）には

理事長による職場巡視を実施し、「心の健康増進セミナー」を開催した。また、生物研と共催で、救命講

習会（平成 26 年 7 月）、交通安全講習会（平成 26 年 12 月）を実施した。 

さらに、平成23年3月11日の東日本大震災を受け、今後の地震発生等に備え安全かつ迅速に避難し、

その後の安否確認に対応できるよう毎年1回以上の避難訓練を計画・実施することとしている。平成26年

度は10月7日に、農業生物資源研究所と合同で総合防災訓練を実施した。 

また、メンタルヘルス不調による病気休暇取得者に対する復職支援のために整備した制度「JIRCAS休

職者の試し出勤に関する規程」の利用が2件あった。 

 

②－2 海外出張職員の安全対策・感染症対策 【8-4-イ】 

海外安全対策では、アフリカ連絡拠点・東南アジア連絡拠点の地域コーディネーターを通して近

隣国の情報や大使館からの情報を収集・報告すると共に、外務省のホームページから海外安全情

報ならびに民間契約会社からの現地安全情報の提供を受け、速やかに対応している。 

企画調整部長を委員長とする「海外滞在職員等の安全確保に係る緊急時対策委員会」（以下、

「緊急時対策委員会」という。）を組織して緊急事態が起こりそうな場合または起こった場合には、状

況の正確な把握に努め、「海外における緊急時の対応及び情報伝達フロー」に従い責任者等に連

絡し、対応することとしている。 

平成26年度は、183名の出張者全員に対して緊急移送サービス（メディカル・サービス）及び緊急

時の国外脱出サービス（セキュリティ･サービス）の契約を行った。 

また、平成 26 年１１月 13 日に、海外におけるリスクマネジメントのコンサルタントとメディカル・セキ

ュリティ･サービスの専門家を講師に招き、海外出張者の安全管理と感染症対策のための海外安全

対策セミナーを開催した。同セミナーでは、「海外渡航におけるリスクと対策」と題して、犯罪、盗難の

実例を紹介し、自分の身は自分で守る意識を高めることの重要性を教育するとともに、エボラ出血熱

を含めた海外での感染症の発生状況と注意喚起を行った。セミナーには 47 名の役職員が参加し

た。 

 

②－3 放射性同位元素、核燃料物質及び遺伝子組換え生物等の管理について職員の教育・指導 

【8-4-イ】 

JIRCAS遺伝子組換え生物等の使用等に係る安全規則第11条に基づき、遺伝子組換え実験講習会を

計23回開催し、140名の実験従事者等に対して、遺伝子組換え生物等の使用等に係る法令等の説明、

遺伝子組換え生物等の適正な使用等に係る知識及び技術、事故発生時の措置等について教育した。 
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海外における緊急時の対応及び情報伝達フロー

海外滞在研究員

情報提供 情報伝達

情報提供 　（必要に応じ）

担当領域長等 留守家族等

連絡調整科 　

企画調整部長
（委員長）

情報提供

緊急時対策
委員会開催

技術会議事務局
国際研究課

企画調整部長

研究戦略室長 一次判断

総務部長 関係機関

庶務課長 （他法人等）

企画管理室長 企画調整部長

※研究支援室長 状況報告及び

※連絡調整科長 一次判断連絡 指示 エージェント

担当P.D、領域長 理事長・理事 外務省・在外公館

※事務局 最終判断 JICA等

（点線内はJIRCASの対応）

対処方針

２．必要と認めた場合には、企画調整部長が緊急時対策委員会を招集する。

１．海外滞在研究員は、緊急事態が起こりそうな場合、起こった場合には、常に状況の把握に努め、
　　このフローに従って早めに領域長等に連絡を取る。

３．休日の場合に、緊急に判断しなければないらないときは、企画調整部長、総務部長、担当領域
　　長等が、　協議し、第一次判断を行う。

４．休日でも連絡網が確保できるできるように、海外滞在研究員を含め、関係者の緊急時連絡先を
　　控え、対応できるようにする。
５．連絡を受けた場合には、迅速に判断し、結果を関係者に伝達する。
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JIRCAS危険レベル別対応策

外務省情報 ① 退避勧告 ② 渡航延期 ③ 渡航是非検討 ④ 十分注意

JICA情報 ① 帰国命令 ② 希望による帰国 ③ 十分な注意喚起

WHO情報 ① 渡航延期勧告 ② 伝播確認及び十分な注意勧告

マスメディア情報 ① 参考

現地情報 ① 参考

１．内戦、内乱、暴動

＊最高危険レベル ：退避・渡航延期

→ 帰国命令、出張中止

＊中程度危険レベル ：状況判断により①退避・渡航延期、②十分注意し、情報収集、定期的連絡

→ 左記情報分析し、現地情報を加味し判断

　→　ア．帰国命令、イ．出張中止

外務省：海外危険情報の黄表示の地域 　→　ア．十分注意、イ．情報収集、ウ．定期連絡

＊軽度危険レベル ：十分注意、情報収集、定期連絡

→ 左記情報分析し、現地情報を加味し判断

　→　ア．十分注意、イ．情報収集、ウ．定期連絡

外務省：海外危険情報の薄黄表示の地域

２．病気等の発生

＊最高危険レベル ：退避・渡航延期

→ 帰国命令、出張中止

＊中程度危険レベル ：状況判断により①退避・渡航延期、②十分注意し、情報収集、定期的連絡

→ 左記情報分析し、現地情報を加味し判断

　→　ア．帰国命令、イ．出張中止

　→　ア．十分注意、イ．情報収集、ウ．定期連絡

＊軽度危険レベル ：十分注意、情報収集、定期連絡

→ 左記情報分析し、現地情報を加味し判断

　→　ア．十分注意、イ．情報収集、ウ．定期連絡

外務省情報　　　　③
JICA情報　　②
WHO情報　　②

外務省情報　　　　④
JICA情報　　　　③
WHO情報　　②

外務省情報　①②
JICA情報　　①
現地情報

外務省情報　　　③
JICA情報　　②
現地情報

外務省情報　　　④
JICA情報　　③
現地情報

外務省：海外危険情報の赤及びオレンジ表示の地域

外務省情報　①②
JICA情報　　①
WHO情報　　①
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中項目 8－4 「環境対策・安全管理の推進」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 平成 25～27 年度までの温室効果ガス排出

抑制実施計画（平成 16 年度比で 8％以上削

減）に添った取り組みを進めた。この結果、電

気使用量は基準年度(平成 16 年度)に比べ

て 1,409,975kwh 減少し、24％の大幅な削減

を達成した。 

 平成 26 年 8 月に、平成 25 年度 CO2 排出量

の実績値（3,174,624 ｋｇ-CO2）を、ホームペ

ージで公表した。所全体における過去（平成

23 年度～平成 25 年度）及び建物毎の電力

量の推移表を掲示版等で周知するなど、節

電に対する意識の高揚を図った。 

 家畜の悪性伝染病を防止するため、動物検

疫に関する注意事項をまとめたパンフレット

を作成し、出張者全員に配布することとした。 

 安全衛生委員会による職場巡視を実施し、

必要な改善策等について指導するとともに、

巡視結果及び指摘事項への対応状況につ

いて運営会議で報告し、職員の安全衛生管

理に係る情報共有と意識向上を図った。 

 労働安全衛生セミナー、心の健康増進セミナ

ー、救命講習会、交通安全講習会、避難訓

練を実施した。 

 リスクマネジメントのコンサルタントとメディカ

ル・セキュリティ･サービスの専門家を講師に

招き、海外出張者の安全管理と感染症対策

のための海外安全対策セミナーを開催した。 

 遺伝子組換え実験講習会を 23 回開催し、

140 名の実験従事者等に対して遺伝子組換

え生物等の管理に関する教育を行った。 

評定 Ｂ 

温室効果ガス排出抑制実施計画に添った

取り組みを進め、節電に努めた。 

安全衛生委員会による巡視を行い、職場

環境の点検と安全対策の徹底に努めた。ま

た、安全衛生に関するセミナーや講習会及び

訓練、海外における安全管理と感染症対策

のためのセミナー等を実施した。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

 

  

主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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５． 積立金の処分に関する事項 

中期計画 

前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期中期

目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等及び東日本大震災の影響により

前期中期目標期間において費用化できず当期中期目標期間に繰り越さざるを得ない契約費用に

充当する。 

 

《平成 26 年度実績》 

① 繰越積立金の使途 【8-5】 

前中期目標期間繰越積立金4,034,189円は、前中期目標期間までに自己財源で購入した有形固定資

産の減価償却費等に充当した。 

また、積立金64,889,062円は、中期目標期間終了時に国庫納付する。 

 

 

 

中項目 8－5 「積立金の処分に関する事項」の自己評価 

 

業務実績 自己評価 

 前中期目標期間繰越積立金については、会

計基準等に基づいて当期の自己財源で購

入した有形固定資産の減価償却費等に充当

し、適正に取り崩しを行った。 

評定 Ｂ 

前中期目標期間繰越積立金は適正に使用

している。 

※平成 23～25 年度は評価ランク A が標準、平成 26・27 年度は評定 B が標準 

主要な経年データ 

主な参考指標 達成目標 基準値等 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

該当指標無し － － － － － － － 
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別添 
 

 

 

 

 

 

 

 

研究プログラム及び 

情報収集・提供プログラムの実績概要 
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研究プログラム A 

開発途上地域の土壌、水、生物資源等の持続的な管理技術の開発 

 

 

平

成

26

年

度 

合計 
投入予算 464 百万円 

投入エフォート 33.5 人/年 

運営費交付金 
投入予算 267 百万円 

投入エフォート 22.0 人/年 

外部資金 
投入予算 197 百万円 

投入エフォート 11.5 人/年 

主要普及成果数 0 件 

普及に移しうる成果（成果情報の技術 A、行政 A）数 1 件 

成果情報数（総数） 7 件 

査読論文数 26 件 

特許登録出願数 0 件 

品種登録出願数 0 件 

国際会議への出席 19 件 

国際シンポジウム・ワークショップの開催 8 件 

人材育成活動：研究 9 件 

注 1） 外部資金は、受託収入の他、助成金、科学研究費助成事業も含む。 

注 2） 投入エフォートは、平成 26 年 12 月に調査し、1 年間の全仕事時間のうち、本プログラムの研究に

費やした割合の合計を人数として表した。 

 

中期目標 

顕在化する地球規模の環境問題を克服し、開発途上地域における農林水産業を維持・発展させる

ためには、多様な農林水産生態系に対応した土壌、水、生物資源などの生産資源の適切な管理のた

めの技術開発が不可欠となっている。 

このため、開発途上地域における地球温暖化の緩和策や適応策、乾燥地・半乾燥地や島しょ等に

おける水資源有効利用技術、砂漠化防止・環境保全・土壌肥沃度改善のための基盤技術等を開発

し、様々な農林水産生態系における農林水産業の特性を解明する。これらの研究は、現地の社会経

済に対する分析も行いつつ、現地の研究機関、国際研究機関等と共同で行う。 

 

中期計画  

顕在化する地球規模の環境問題を克服し、開発途上地域における農林水産業を維持・発展させる

ため、現地の研究機関、国際研究機関等との共同研究により、農林水産分野における持続的な資源

管理及び環境保全技術を開発する。具体的には以下の研究を重点的に実施する。 

地球温暖化に対応するため、開発途上地域を対象として、畜産・農耕地からの温室効果ガスの排出

削減・炭素土壌隔離技術等の地球温暖化緩和技術、気候変動によるストレス軽減のための施肥管理

等地球温暖化適応技術の開発、世界食料需給モデルを活用した地球温暖化及び対策技術の食料市

場への影響評価分析、クリーン開発メカニズム（CDM）等を活用した低炭素型農村開発モデルの構築

等を実施する。 
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乾燥地、半乾燥地における土壌管理や放牧管理の最適化等を通じた持続的農畜産業の確立、ア

フリカサバンナに適した、不耕起やカバークロップ等により土壌等を保全しつつ営農する手法（保全農

業）の作付体系確立及び砂漠化防止のための技術を開発する。また、温暖化に伴う異常気象に特に

脆弱な開発途上地域の島しょにおいて、節水栽培技術及び地下水資源保全技術を開発する。 

持続的な資源管理に向けて生物的硝化抑制作用を活用した、窒素肥料の利用効率向上のための

技術を開発する。 

 

（プログラムの概要） 

顕在化する地球規模の環境問題克服に向けて、持続的な資源管理を通じた技術開発を行っている。

気候変動対応プロジェクトでは影響評価、適応策、緩和策について研究を進めている。生物的硝化抑制

プロジェクトは緩和策にも位置づけられる。乾燥地草原保存、アフリカサバンナ、島嶼環境保全プロジェ

クトにおいては、気候変動に対して脆弱とされる地域での持続的な資源管理及び環境保全技術の開発

を行っている。 
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（平成 26 年度成果の概要） 

顕在化する地球規模の環境問題克服に向けて、持続的な資源管理のための技術開発を目指した研

究を、アジア、オセアニア、アフリカ、南米の多様な環境条件下で実施した。 

気候変動の影響評価については、気候変動がもたらす農業生産への影響を把握可能な需給モデル

の開発を進め、バングラデシュのコメについて、災害や気象の影響を原因別に予測することが可能にな

った。また、世界食料モデルの開発を進め、気候変動シナリオの下で、作物モデルを組み込んだ収量関

数を用い、世界 126 カ国・地域のコメ、小麦、トウモロコシ、大豆の収量の 2050 年までの予測を行い、低

緯度地域での作物収量は、気候変動により低下することを示した。 

気候変動の適応策については、熱帯の圃場条件でインド型イネ品種の開花時刻を 2 時間早めることを

示した。気温の低い早朝に開花を行うことで、高温障害地域においても十分な稔実が維持できることが

期待される。また、天水稲作における適応策として、プロトタイプ版意思決定支援システムからの支援情

報（播種日や施肥タイミング等）を活用した実証試験によりコメ収量が改善することを確認した。  

気候変動緩和策については、反芻家畜からのメタン排出量のモニタリングにより、各種 TMR(完全混合

飼料)の給与が牧草のみの給与よりもメタン排出量を抑制できることを示した。また、放牧地における肉用

牛からのメタン排出量は増体速度の遅い乾期の方が雨期よりも生産物あたり排出量が高いことを示した。

ベトナムメコンデルタの農家水田圃場での 3 作期の試験により、節水栽培（AWD）による水田からの温室

効果ガス（GHG）の経年的な排出削減効果と収量増加が顕著となった。緩和策普及の一環と位置づけら

れる CDM 事業に関して、指定運営組織(DOE)による排出削減量の検証を受けた。また、ホテイアオイな

どの未利用バイオマスを補助的な原料として活用することで、BD の安定的な利用が可能となることを示し

た。さらに、気候変動緩和策に貢献する生物学的硝化抑制（BNI）について、酸性土壌で栽培するソルガ

ムは、中性土壌よりも根面土壌で強い硝化抑制活性があることを明らかにした。 

気候変動に対して脆弱とされる地域での持続的な資源管理及び環境保全技術として、モンゴルの乾

燥地草原において、草量マップ構築のため、分光データと草量の関係式の精査による改良版を提示す

るとともに、8月に入手したデータを用いて、9 月初旬には寒冷期の牧養力を予報的に示せる速報性を加

味した広域牧養力マップのプロトタイプを提示した。 

アフリカサバンナ地域での保全農業技術の開発について、自然立地要因ならびに社会・経済条件を

組み入れた保全農業普及優先度評価システムを構築し、GIS ソフトウェア上で、各種条件による地域区

分を可能とした。モザンビークのナカラ回廊において、現地に普及するダイズ品種とトウモロコシ品種を

交互に配置する帯状間作を導入することにより、各作物を単作とするよりも生産性が向上し、その導入効

果は乾燥ストレス条件下、もしくはトウモロコシへの窒素施肥量が少ない施肥条件下においてより大きくな

ることを明らかにした。 

島嶼における水資源有効利用技術の開発に向け、マーシャルにおいてアップコーニング（過剰揚水

により塩水が部分的に上昇する現象）を起こさない淡水レンズの持続的な水利用法（塩水化対策）に関し

て、数値シミュレーションによる揚水基準の算定方法を示した。また、塩水淡水化装置の開発については、

実用化に向けた課題を整理した。 

各プロジェクトの成果概要は以下のとおりである。 

 

気候変動対応プロジェクト 

緩和策について、稲ワラ混合 TMR と生稲ワラ混合発酵 TMR 給与時のメタン排出量(ベトナム)、及び発

酵 TMR 及び脂質含量の高い種子（カポックシード）を添加した発酵 TMR 給与時のメタン排出量(タイ)を

測定したところ、乾物摂取量(DMI)当たりメタン排出量は、牧草のみを摂取した場合のメタン排出量に比
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べメタン排出量を抑制できた。放牧地における肉用牛からのメタン排出量を測定したところ、増体速度の

遅い乾期の方が雨期よりも生産物あたりメタン排出量が高く、補助飼料給与の効果も見られなかった。ベ

トナムメコンデルタの農家水田圃場で、品種要因を加え、3 作期の試験を行った結果、AWD 条件下で、

収量の増加及び GHG の削減を確認し、品種間の有意差はなかった。増収及び GHG 排出削減効果の

経年的な増加が顕著となった。 

緩和策の普及という観点から、エチオピアで実施している植林関連プロジェクトでは、Acacia etbaica 天

然植生の枝葉による被覆面積である樹冠面積とバイオマス量には相関があり、航空写真解析等によるバ

イオマス量推定に適用可能とわかった。ベトナムのメコンデルタでは BD435 基の導入による CDM 事業を

1 年間モニタリングし、446 tCO2/年の排出削減量につき、指定運営組織(DOE)の検証を受けるとともに、

未利用バイオマスを原料とする BD の安定化技術を確立した【主要成果①】。また、MRV（測定・報告・検

証）向けに AWD の農家圃場での GHG 排出削減試験を行い、1 年間 3 作平均で対照区に比べ 37％の

削減を確認した。ブルキナファソでは土製かまどの普及が進まないことに関して、女性の好みを配慮して

いないことが原因と分かり、新たに選定基準を設け、セラミック製かまどの導入を図った。パラグアイにお

けるプログラム CDM 植林事業においては、事業参加農家および対象植林面積全体のそれぞれ 52%、

46%にあたる 176 戸、218.4ha 相当に対する苗木配布を行った。植林予定地のベースライン年間 CO2 吸

収量は、耕地 257.0、草地 44.3 tCO2/ha であった。活動のプログラム調整管理主体は農牧省計画総局と

し、実施体制を構築するとともに、プロジェクト設計書案をまとめた。農地への炭素隔離という観点から、イ

ンドネシアで、農家が施肥基準を大幅に超過する窒素、燐酸肥料を施用しており、削減可能なことを明ら

かにし、タイでは、有機物施用との組み合わせで土壌有機炭素を維持できる不耕起栽培の可能性を示し

た。 

気候変動の適応策について、天水稲作における効果的な栽培技術開発に関連して、IR64 に早朝開

花性量的形質遺伝子座(qEMF3)を導入した準同質遺伝子系統(IR64+qEMF3)を用い、開花時刻の早朝

化に対する効果を国際イネ研究所（IRRI）の圃場で検証した結果、開花時刻のピークは 2 時間程度早く

なった【主要成果②】【主要成果③】。インドネシア中部ジャワの 4 カ村、ラオス中、南部州の 5 カ村におい

て実証試験を行い、プロトタイプ版意思決定支援システム(WeRise)から得られる支援情報によりコメ収量

が改善することを確認した。また、施肥タイミングのためのモジュールを作成し、WeRise に組み込んだ。

初版 WeRise のウエブアプリをオンラインで公表するため、IRRI ホームページに専用の URL を設置し、ウ

エブ公開に必要な利用規約を作成した。スリランカの連珠ため池での水収支について Cascade VBA モ

デルの計算値と観測地の整合を確認するとともに、ため池利用の水田畑作の導入につき、賃貸借を含め

た耕作適地の配分の取り組みを開始した。ウズベキスタンの灌漑畑作地域で、地下水と降雨・灌漑の関

連性、電気伝導度の変動を把握し、作土層下の硬盤層は塩分濃度が高いほど透水係数が小さいことを

確認した。また、日本の穿孔暗渠排水施工機を導入し、土壌水分が低いと性能が低下することを確認し

た。  

気候変動の影響評価としてモデルによる解析をバングラデシュを中心に進めている。これまでの生産

の変動は洪水が主要な原因であったが、今後は高温障害等の気象影響も大きくなり、適応策の開発が

必要であることを示した。126 国・地域のコメ、小麦、トウモロコシ、大豆を対象とする長期予測用の世界食

料モデルのプロトタイプを完成させ、気候変動が作物生産に及ぼす影響を IPCC の 5 次報告書のシナリ

オ別に分析し、低緯度地域での作物収量は、気候変動により低下することを明らかにした【主要成果

④】。 
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乾燥地草原プロジェクト 

モンゴルにおいて異常気象等によるリスクを低減のための牧畜技術を開発している。草量マップ構築

のため、分光データと草量の関係式を精査して改良版を提示するとともに、草量から牧養力に変換する

手順の整理を開始し、速報性を加味した広域牧養力マップのプロトタイプを提示した。また、放牧地にお

ける放牧密度マップのモデルを修正し、マップの様式を概定した。冬季に利用する補助飼料については、

野草サイレージを給与することにより、乾草のみのものと比べて、粗タンパク質、粗脂肪等の消化率が増

加する傾向が見られた。 また、フスマを配合したビール粕サイレージ給与による子羊の肥育試験を行い、

増体と肉質の結果から推奨されるサイレージの給与割合を決定した。モンゴルの牧畜家計の継続調査

データを用いて調査世帯や地域の特性とリスク対応戦略の関係を計量経済モデルで推定したところ、世

帯の保有家畜が少ないほど自家消費率が高くなり、それにより回復速度が遅いこと、また、被害が多い地

域ほど回復速度が遅いことが明らかになった。 

 

アフリカサバンナプロジェクト 

アフリカサバンナに適した農業技術の開発について、保全農業に関しての試験をブルキナファソ、ガ

ーナの6地点で2年間継続し、主作物（トウモロコシ、ソルガム）＋ピジョンピー間作、部分耕起と作物残さ

マルチの組み合わせ（推奨型）が、トウモロコシ単作、耕起、残さ除去（慣行型）に較べ、多収で、作物残

さの畑への還元量が多く、乾季の雑草生育も抑えることを明らかにした。また、土壌侵食量は、マルチ不

耕起栽培で、慣行栽培の 36%に低減し、降雨の表面流出量は、マルチ不耕起栽培で、慣行栽培の 59%

に低減した。自然立地要因として、地形、気象、水利用環境、土壌条件を、社会・経済条件として、土地

利用を組み入れた保全農業普及優先度評価システムを構築し、GISソフトウェア上で、各種条件による地

域区分を可能とした【主要成果⑤】。乾期野菜栽培の促進に関して、ニジェールのタウア州とマラディ州

のプロジェクトサイトにおいて貯水池利用計画の策定や利用者組合の行政登録の支援を行った。また、

平成 23 年度の主要普及成果「限られた水資源を利活用した乾期野菜栽培促進のマニュアル」の使用実

態調査により、配布者のうち 80%が活用していることが確認された。モザンビークのナカラ回廊において、

現地に普及するダイズ品種 3 畝とトウモロコシ品種 2 畝を交互に配置する帯状間作を導入することにより、

各作物を単作とするよりも生産性が 15-49%向上し、その導入効果は乾燥ストレス条件下、もしくはトウモロ

コシへの窒素施肥量が少ない施肥条件下においてより大きくなることを明らかにした【主要成果⑥】。トウ

モロコシとダイズの三要素試験において、窒素＞リン酸＞カリの順で、欠如の影響が大きく、カリは無施

肥でもほとんど影響がないことが示された。マザーベビー法を実施する農家試験サイトで、ベビー圃場 5

区画（ダイズ＋トウモロコシ間作施肥区、間作無施肥区、ダイズ単作区、トウモロコシ単作施肥区、無施肥

区）の収量、費用をもとに平均所得を試算・比較した結果、間作無施肥区、ダイズ単作区の所得が比較

的高いことが明らかとなった。 

 

島嶼環境保全プロジェクト 

フィリピンのネグロス島北部の小河川流域において、河川水中に含まれる窒素は降雨や土壌などの自

然由来、畑や住居に位置する地下水中に含まれる窒素は土壌や化学肥料由来の可能性が高いことを

明らかにした。畑においてはサトウキビ畑への基肥窒素の施肥が植え付け後の窒素吸収が少ない生育

初期に行われるため、吸収されない窒素が地下に溶脱する可能性が高いことを示した。また、畑土壌と

地下（石灰岩層）のそれぞれにおいて、数値モデルを使って水と窒素の動態を計算したが、地下への水

の浸透量や、窒素の溶脱量についてモデルの改善が必要であることが示された。マーシャルにおいては、

淡水レンズの持続的な水利用法（塩水化対策）に関して、数値シミュレーションによる揚水基準の算定法
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を示した。また、淡水レンズの水質保全のため、不攪乱土壌コアサンプルによるライシメータを用いて各

種肥料源の溶脱特性を評価し、化学肥料の溶脱が早いことを示した。スイートコーンの栽培試験結果か

ら、植物残渣の施用効果は大きく、購入資材であるコプラケーキの代替肥料源となりえることがわかった。

塩水淡水化装置の開発については、集熱器に耐熱性アクリル樹脂を使用し、蒸気回収のために蒸発部

を大きくするように設計変更された。ソーラシミュレーターによる屋内造水試験により、集熱器内面に付着

した水滴を回収する必要があることが示された【主要成果⑦】。 

 

BNI（生物的硝化抑制）プロジェクト 

生物学的硝化抑制（BNI）の活用による窒素肥料利用効率の向上について、ソルゴレオンはソルガム

における重要な BNI 物質の一つであることを示した【主要成果⑧】。土壌（Alfisol）への添加実験によりソ

ルゴレオンは 100ppm 以上の濃度で硝化を抑制すること、およびポット栽培のソルガムの根面土壌ではソ

ルゴレオン濃度が 100ppm 以上であることを明らかした。酸性土壌（Alfisol、pH 5.9）で栽培のソルガムは、

中性土壌（Alfisol、pH7.4）よりも根面土壌で強い硝化抑制活性があることがわかった。ソルガムの根から

の BNI 物質の分泌メカニズムについて、根圏 pH が細胞膜 H+-ATPase と水溶性硝化抑制物質の分泌に

大きく影響するとともに、アニオンチャネル阻害剤が細胞膜 H+-ATPase 活性も阻害することを確認した。

また、コロンビアのジャノス地域にて 2012 年、2013 年に引き続き Brachiaria humidicola 牧草地転換畑に

おける生物的硝化抑制の影響を継続して調査した。この牧草地転換畑の窒素肥料少量施用区では、子

実収量および地上部乾物重がともに他の地利用履歴の畑よりも多いこと、また土壌硝化活性も他の利用

履歴より低く維持されていて収穫後の土壌中での窒素の残存量も多いことから、B. humidicola 牧草地転

換畑での硝化抑制活性は、少なくとも３年間は持続しているものと考えられた。さらに、ソルガムの遺伝解

析集団約 350 系統のソルゴレオン生産能の再評価を完了し、1 回目のデータも含めてソルゴレオン分泌

と関連するマーカーの候補を選抜した。ブラキアリアの遺伝解析については QTL 解析集団（F1）全 116

個体についてこれまでに得られているプライマーの増幅確認を昨年と同様に行い、マーカーによる連鎖

地図（CIAT26146（143 マーカー）と CIAT16888（79 マーカー））の作成を試みた。 
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プログラムA （資源環境管理） 主要成果③

熱帯地域のイネ主力23品種における高温感受性と開花時刻の比較

熱帯地域でのイネ主力23品種について開花時の高温感受性と開花時刻を調査すると、高温

感受性には大きな品種間差がみられ、一方、開花時刻に関しては品種間に大きな差がなく、
早朝開花性を有する品種は存在しない。

気候変動下の世界の作物収量の長期予測

気候変動シナリオの下で、世界126カ国・地域のコメ、小麦、トウモロコシ、大豆の収量の
2050年までの予測を行う。作物モデルを収量トレンド関数に組み込み、長期予測を可能と
する。アフリカ諸国など低緯度地域での作物収量は、2040年代において、気候変動により、
それがない場合に比べて減少する。

インディカ雨期作米の潜在収量と
気温の関係
栽培日数N=195(day), 収穫指数HI=0.38, 葉面積指数LAI=4.8, 
曇天日乾物生産量bo=195(kg ha-1 day-1), 
晴天日乾物生産量bc=375(kg ha-1 day-1),
日射量Rg=16 (MJ m-2 day-1) [インドの平均値]
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冬小麦の潜在収量と気温の関係
栽培日数N=300(day), 収穫指数HI=0.2, 葉面積指数LAI=4.0,
曇天日乾物生産量bo=178(kg ha-1 day-1),
晴天日乾物生産量bc=353(kg ha-1 day-1), 
日射量Rg=14 (MJ m-2 day-1) [アメリカの平均値]

中国の小麦収量の推移
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RCP6.0とベースライン値の比較
ベースライン値：2010年以降
気候変数に変化なし。
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プログラムA （資源環境管理） 主要成果④
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プログラムA （資源環境管理） 主要成果⑤

小流域を単位区画として保全農業導入の有効性・優先順位を判定するためには、単位区画内の土地利用現況（特に耕作域の分布）と、
それらがどのような立地条件下にあるかを把握する必要がある。そのため、ブルキナファソ全土を対象に、最新の土地利用データを得る
ための手法を検討した。2013年から2014年の耕作期と収穫後期に観測されたLandsat8号OLIデータを用い、指標値の季節変化による分
類を行い、雲の影響による欠測をほぼ除去した、空間分解能30ｍの土地利用データを作成した。

●既存
データとの
比較

既存

本手法
GoogleEarth上への重ね合せ

（SARIA周辺）

植生による被覆に基づく
土地利用判別基準

作成された土地利用データ

ブルキナファソ全土を対象とする土地利用データの作成
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プログラムA （資源環境管理） 主要成果⑧

ソルゴレオンはソルガムの最も重要な生物的硝化抑制物質の一つである

ソルゴレオンは、ソルガムが根から分泌する難水溶性の生物的硝化抑制物質である。ソルゴレオンの
分泌量とソルガム根面の難水溶性物質画分の硝化抑制能は非常に強く連鎖しているが、このことはソ
ルゴレオンがこの画分の重要な硝化抑制物質であることを示している。
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研究プログラム A の自己評価 

 

主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

●ベトナムのメコンデルタでバイオガスダイジ

ェスター(BD)導入による CDM 事業を 1 年間モ

ニタリングし、指定運営機関(DOE)による検証

を受けるとともに、未利用バイオマスを活用し

た BD の安定化技術を確立した。 

 

●熱帯のイネ品種（IR64）の遺伝的背景を持

つ 早 朝 開 花 性 準 同 質 遺 伝 子 系 統

（IR64+qEMF3）を育成した。 

 

●改良した季節予報システムを組み込んだ天

水稲作意思決定システムの実証試験を行

い、コメ収量の高い予測精度を実証した。 

 

●気候変動シナリオの下での、世界 126 カ国・

地域のコメ、小麦、トウモロコシ、大豆の収量

を 2050 年までの予測するモデルの開発し、

気候変動が作物生産に及ぼす影響を IPCC

の 5 次報告書のシナリオ別に分析し、低緯

度地域での作物収量は、気候変動により低

評定 Ｂ 

顕在化する地球規模の環境問題を克服し、開発

途上地域における農林水産業を維持・発展させるた

め、本プログラムでは農林水産分野における持続的

な資源管理及び環境保全技術開発をアウトプットとし

て研究を進めている。 

 

[中長期目標・計画に照らし合わせた成果の評価] 

家畜排泄物からバイオガスを発生させる装置（バイオ

ガス・ダイジェスター（BD））を導入し、薪や化石燃料

（主に LP ガス）等、農家の生活燃料をこのバイオガス

で代替することで温室効果ガス（GHG）の排出を削減

することが可能となる。農村に直接利益をもたらすモ

デル的 CDM 事業として画期的なものであり、BD の

安定的な利用を可能にする本技術は、普及展開に

向けた重要な成果である。 

高温不稔は熱帯地域におけるイネ収量低下の要

因の一つであるが、育成した IR64+qEMF3 は IR64 に

比べて開花時刻が 2 時間早い。気温が低い早朝に

開花すると開花時に高温に遭遇するリスクが減るた

主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

参考指標 単位 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

査読論文数 件 20 16 27 26  

研究成果情報数 件 3 7 7 ７  

主要普及成果数 件 1 2 0 0  

特許登録出願数 件 0 1 2 0  

品種登録出願数 件 0 0 0 0  

② 主要なインプット情報 

予算（運営費交付金） 百万円 291 280 282 267  

エフォート（運営費交付金） 人 26.4 22.3 22.4 22.0  

予算（外部資金） 百万円 223 222 213 197  

エフォート（外部資金） 人 14.9 17.8 12.3 11.5  
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下することを明らかにした。 

 

●モザンビークのナカラ回廊において、ダイズ

とトウモロコシの帯状間作導入により、各作

物を単作とするよりも生産性が１５－４９％向

上し、その導入効果は乾燥ストレス条件下、

もしくはトウモロコシへの窒素施肥量が少な

い施肥条件下においてより大きくなることを

明らかにした。 

 

●モンゴル国の森林ステップならびにステップ

地域を対象に、衛星データを利用した草

量・牧養力推定式を改良し、プロトタイプの

広域牧養力速報マップに組み込んだ。 

 

●酸性土壌で栽培するソルガムは、中性土壌

よりも根面土壌で強い硝化抑制活性がある

ことを解明した。 

め、熱帯の高温障害地域において、開花時高温不

稔を軽減しうる育種素材として期待できる。 

本システムは季節予報をもとに天水稲作における

最適な播種日等を予測・出力する。本年度の実証試

験で高い予測精度を実証することができ、実用化に

向けて予定通りに進捗している。 

気候変動の影響評価としてモデルによる解析を進

めているが、気候変動シナリオの下で、作物モデル

を組み込んだ収量関数を用い、世界各国の穀類の

収量の 2050 年までの予測を行うことができた。この収

量予測値は、世界食料モデルで用いられることにな

り、気候変動の長期的なインパクトの予測が可能とな

る。 

不安定な降雨条件下で肥料購入が難しい小農

に、帯状間作導入の生産性向上効果が大きいことを

示すことにより、商業的農業の導入を可能にし、小農

の生活改善を計るために有用な成果である。 

草地の牧養力と実際の放牧圧とを鑑み、冬から春

期の草地の劣化および家畜の斃死等を防げるよう、

行政機関が牧民に指示・提供しうる情報を精緻化し

た。 

ソルガムでの生物的硝化抑制能を利用した窒素

肥料の利用効率の向上策として高抑制能品種開発

があるが、この成果は根の分布や量の考慮の必要性

を示している。また、窒素肥料の施用位置を工夫し

利用効率をより向上させることができる。 

 

[開発した技術の普及状況や普及に向けた取組] 

バイオガスダイジェスター導入による CDM 事業に

ついては、本活動に賛同する企業から寄付金を得る

こともできるなど、現地での普及展開についても大き

な進展が見られる。 

天水稲作支援システムについては、Web 公開に備

え、IRRI-HP上にURLの開設と利用規約の整備が完

了しており、今後、普及のためのマニュアルを作成す

る予定である。 

 モンゴルにおける畜産・草地分野の研究への貢献

が評価され、乾燥地草原プロのプロジェクトリーダー

にモンゴル国立農業大学の名誉教授の称号が授与

された。 
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 [工程表に照らし合わせた進捗状況] 

すべての実施課題について、計画通りの進捗であ

る。 

 

[研究成果の最大化に向けて] 

モザンビーク農業研究所（IIAM）とは昨年安倍総

理の立ち会いのもと、共同研究に関する覚書を締結

した。今年度はそのフォローアップとして IIAM の幹部

を日本に招へいするとともに、フィージビリティスタデ

ィを実施し、今後の共同研究のあり方について検討

している。また、ブルキナファソにおいては環境農業

研究所（INERA）との今後のさらなる研究協力振興の

ための包括的な研究覚書を締結した。このようにアフ

リカでの共同研究をより深化させるための環境づくり

が着々を進んでいることは高く評価される。 

生物的硝化抑制作用（BNI）の活用による窒素肥

料利用効率の向上に向けて、国際農業研究機関と

の共同研究を進めている。さらなる連携強化のため、

関連する研究プログラム（CRP）の代表を招聘し、

CRP の中に BNI をいかに位置づけるかについてのワ

ークショップを開催した。 

 

以上、すべてのプロジェクトにおいて、他機関との

共同研究も行いつつ、研究成果が着実にあがってい

る。中長期目標・計画達成に向けて順調に進捗する

と同時に、JIRCAS のミッションを達成する上での機能

を十分に果たしている。 

※23～25 年度の評価ランクはＡが標準、26・27 年度の評定はＢが標準 

 

 

 

  



 - 129 - 

研究プログラム B 

熱帯等の不安定環境下における農作物等の生産性向上・安定生産技術の開発 

 

 

平

成

26

年

度 

合計 
投入予算 456 百万円 

投入エフォート 31.2 人/年 

運営費交付金 
投入予算 282 百万円 

投入エフォート 17.5 人/年 

外部資金 
投入予算 173 百万円 

投入エフォート 13.7 人/年 

主要普及成果数 1 件 

普及に移しうる成果（成果情報の技術 A、行政 A）数 1 件 

成果情報数（総数） 7 件 

査読論文数 27 件 

特許登録出願数 2 件 

品種登録出願数 2 件 

国際会議への出席 16 件 

国際シンポジウム・ワークショップの開催 8 件 

人材育成活動：研究 17 件 

注 1） 外部資金は、受託収入の他、助成金、科学研究費助成事業も含む。 

注 2） 投入エフォートは、平成 26 年 12 月に調査し、1 年間の全仕事時間のうち、本プログラムの研究に

費やした割合の合計を人数として表した。 

 

中期目標 

アフリカ・アジア等の開発途上地域において、依然として深刻な状況にある栄養不良人口・飢餓人

口の減少は、国際開発目標の中心的な課題であり、農業生産に不利な環境下における食料の増産と

安定的な供給は、我が国及び世界全体の食料安全保障の要である。 

このため、熱帯・亜熱帯地域や乾燥・半乾燥地域に広がる条件不利地域において、我が国が比較

優位性を持つ研究分野を中心に、現地の研究機関、国際研究機関等と共同して、現地の自然的・経

営的諸条件に適した作物品種の開発、新たな栽培技術の導入等による生産性の向上と、干ばつや冠

水、塩害、病虫害等、農業生産にとって不良又は不安定な環境下でも安定的に生産できる技術の開

発を行う。 

 

中期計画 

開発途上地域において依然として深刻な状況にある栄養不良人口・飢餓人口の削減に貢献し、我

が国及び世界全体の食料安全保障に資するため、熱帯等に広がる条件不利地域において、我が国

が比較優位性を持つ研究分野を中心に、現地の研究機関、国際研究機関等との共同研究により、生

産性向上と安定生産を図るための技術を開発する。具体的には以下の研究を重点的に実施する。 

「アフリカ稲作振興のための共同体」（CARD）の目標であるアフリカにおけるコメ増産計画の実現の

ため、コメ生産性向上をめざし、イネ遺伝資源の評価及びアフリカの環境条件に適した有望系統への

生物的・非生物的ストレス耐性の導入、アジア型低コスト水田基盤整備技術の開発、イネ栽培不適地と
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されてきた氾濫低湿地における低投入稲作技術体系の開発等を重点的に実施する。 

干ばつや冠水、塩害、病虫害等、農業生産において不良または不安定な環境下における安定生産

を図るため、開発途上地域向けの作物開発のための分子育種技術を開発するとともに、ダイズ等の主

要畑作物の生産阻害要因を克服するための育種技術及び育種素材、サトウキビ等の熱帯性作物遺伝

資源の多様性を評価・利活用するための技術及び育種素材を開発する。また、低投入多収型栽培技

術や遺伝的多様性を活かして、アジア型稲作を改良する。このほか、開発途上地域で重要な農畜産

物の病害虫・疾病の総合防除技術を開発する。 

 

（プログラムの概要） 

本プログラムでは、イネ、ダイズ・コムギ、熱帯性畑作物等、熱帯・亜熱帯地域の主要農作物の生産性

向上と安定生産を実現するための技術開発を行い、開発途上地域での食料安定供給と農家経済の安 

定を実現し、栄養不良・飢餓人口の削減、我が国及び世界の食料安全保障に貢献する。 

イネにおいては、「アフリカ稲作振興のための共同体」（CARD）の目標であるアフリカにおけるコメ増産 

計画の実現のため、アジアでの稲作の研究経験や成果を生かし、CARD の「栽培環境別アプローチ」に 

おける、栽培環境に応じた適正品種の選定・開発、天水低湿地での稲作開発モデルの確立のための基 

盤整備手法開発、低利用地での栽培技術の改善を通じた栽培面積の拡大、に貢献する研究開発を、本 

プログラムの旗艦プロジェクトとして実施する（研究実施国等(以下同様)： ガーナ、アフリカ稲センター

（ＡｆｒｉｃａRice））。また、アジアにおいては、第 2 期中期計画で築いたいもち病研究ネットワーク等を活用

した低投入・環境調和型 の育種素材開発を加速し、優れた素材の評価及びアフリカへの適用に努める

（アジア各国、国際稲研究所（IRRI））。加えて、開発途上地域向けの耐乾性イネ開発のための分子育種

技術を開発する(IRRI、国際熱帯農業センター（CIAT））。 

ダイズにおいては、南米の主要生産阻害要因であるさび病に抵抗性の品種開発(パラグアイ、アルゼ

ンチン)を行うとともに、異なる耐性集積による高度塩害耐性系統を開発する。また、ダイズ・コムギの耐乾 

性向上のための分子育種技術開発を進める (ブラジル、国際とうもろこし・小麦改良センター

（CIMMYT）)。 

アフリカの伝統的作物では、ヤムの品種改良に必要とされるゲノム情報を利用した育種素材の評価・ 

選抜技術の実用化を図るとともに、ササゲの栄養価及び品質向上を目的とする育種のための基盤情報 

を整備し、付加価値化を目的とした開発戦略を提言する(国際熱帯農業研究所（IITA）)。 

熱帯果樹については、石垣の研究拠点の立地条件を生かし、保有する遺伝資源の来歴情報・特性評 

価データの収集及び遺伝的多様性の評価を通して、遺伝資源の保存・利用システムを整備する。 

サトウキビでは、近縁属遺伝資源を利用し、干ばつや低肥沃土への適応性が高い育種素材を開発す 

る。さらに、これらの地域での持続的栽培を可能にするため白葉病を抑制し、株出し年限を延長する技

術を開発する (タイ)。 
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（平成 26 年度成果の概要）  

アフリカの稲作については、昨年度とりまとめた「土壌肥沃度改善技術マニュアル」をインターネットで

公開し、普及に向けての活動を開始した。アフリカ稲センター（AfricaRice）の圃場（セネガル）でこれまで

に実施した高収量性形質を導入したアジア向け系統（IR64 への染色体挿入系統群)の栽培評価試験成

績に基づき、優良であった 4 系統を AfricaRice が主導する Breeding Task Force の多環境下栽培試験に

提供した。 

イネのリン酸欠乏耐性向上のためには、利用可能な遺伝資源の拡大を図る必要がある。アジアイネと

その近縁野生種、およびアフリカイネとその近縁野生種におけるリン酸欠乏耐性遺伝子座 Pup1 内の候

補遺伝子 PSTOL1 や他の遺伝子には共通した変異があることを明らかにし、PSTOL1 の選抜マーカーも

開発した。 

環境ストレス耐性遺伝子の利用については、ブラジルにおいて環境ストレス耐性遺伝子やプロモータ

ーの複数の組み合わせを導入して得られた形質転換ダイズから、乾燥耐性が向上した優良系統を選抜

した。温室の試験では、11 種類の組換えダイズ系統のうち 7 種類の系統が耐性を示した。圃場での試験

では、4 種類の組換えダイズ系統の評価を実施し 1 種類の系統が耐性を示した。 

3 種（Rpp2, Rpp4, Rpp5)のダイズさび病抵抗性遺伝子を有する集積ダイズ系統とマーカー選抜による

戻し交雑育種を継続し、パラグアイで Aurora 等 2 品種を反復親とした複数の系統が育成された。それぞ

れ最良の 1 系統を選定し、品種仮登録を次年度に実施する。また、NaCl に対する耐塩性とアルカリ塩耐

性を集積したダイズ系統を選抜し耐塩性を評価したところ、両者に対する耐性を確認した。 

ギニアヤム（ヤムの中で、アフリカで最も生産量の多い種）の全ゲノム解読を終了した。多様性研究材

料セットを含む遺伝資源 126 系統のナイジェリアにおける栽培試験を行い、形態形質および収量性・早

晩性に係る基本農業特性を調査した。 

ナイジェリアにおけるササゲの市場価格調査データのヘドニック価格分析（商品の価格を決定している

要因を推定する手法）を行った結果、購入時の大きさ等の外観評価に加え、「流通品種名（商品名）」が

外観品質だけでは捉えられない追加的情報を提供し、小売価格に影響を与えていることが示唆された。

遺伝資源、育種系統、在来品種を含むササゲ 240 系統について、品質に係る形質（外観形質、全窒素

含有量、微量要素含有量等）の解析を完了し、各形質の遺伝資源多様性とそれぞれの形質の相互関係

を明らかにした。 

熱帯果樹では、パッションフルーツ品種候補系統石垣 1 号の地域適応性試験を国内 3 ヶ所（石垣、名

護、千葉）で実施した。タイのドリアンの主要品種であるモントンが、開花期の低夜温で受精が抑制され

着果不良になることを明らかにした。 

タイのエリアンサス遺伝資源 150 系統の農業特性評価を終了し、データベースの整備・解析を開始し

た。さらに、これら遺伝資源の遺伝的多様性解析のために有用な 41 の SSR マーカー（数塩基からなる配

列の繰り返し simple sequence repeat を利用した DNA マーカー）を選定し、タイにおいて解析を開始し

た。 

東北タイにおけるサトウキビ白葉病の防除研究では、媒介虫から抽出した DNA を用いたリアルタイム

PCR 法によって白葉病ファイトプラズマを検出し定量する方法を開発した。東北タイの農家調査によって、

生産コストや収量等のサトウキビ生産における費用構造を、新植と株出しの組合せにより整理して明らか

にした。また、タイ農業局と共同で育成した株出し栽培における収量減が少ない多用途型サトウキビ 3 品

種が、2 月 25 日付けでタイ農業局植物品種保護課に新品種として登録された。 
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アフリカ稲作振興プロジェクト 

新規いもち病抵抗性遺伝子及びアフリカで普及が見込める品種（NERICA-L-11, NERICA-L-12, 

NERICA-L-19, NERICA-L-31, Sahel108）のいもち病抵抗性の遺伝機構を解明するため、雑種集団

（BC1F2 系統群）を育成した。ケニアのイネ遺伝資源を、日本とフィリピン産標準判別いもち病菌菌系及び

ケニアの菌系に対する反応並びに SSR マーカー67 種の多型データに基づいて分類した。 

AfricaRice Sahel Station （セネガル）の Ndiaye 及び Fanaye 圃場でこれまでに実施した高収量性形質

を導入したアジア向け系統（IR64 への染色体挿入系統群)の栽培評価試験成績に基づき、優良であった

4 系統(YTH150、YTH183、YTH191、YTH199）を、AfricaRice が主導する品種普及のための予備試験で

ある Breeding Task Force の多環境下栽培試験に提供した。【主要成果①】 

NERICA-1、Sahel108 及び NERICA-L-19 について、カサラス（在来インド型イネ品種）由来の根の伸

長と窒素吸収を促進する qRL6.1 遺伝子の導入による根の伸長を確認した。NERICA-1 及び Sahel108 に

qRL6.1 遺伝子を導入した BC3F3 系統を圃場（石垣）で評価した結果、高生産性を示す系統が認められ

た。 

  アフリカイネ(Oryza glaberrima)とアジアイネ（O. sativa）の遺伝子を判別する一塩基多型（SNPs）マー

カーセットを開発した。本セットは、従来の SSR マーカーと比較して多型を示すマーカーが多く、大規模

集団からの個体選抜も効率的に行えることから、アフリカイネ(O. glaberrima)遺伝資源利用の効率化を図

ることが出来る。【主要成果②】 

ガーナにおいて、低コストな水利施設補強のため、土壌硬化剤を混入したラテライトブロックの耐久性

の検証を行い、粒子間を結びつける材料として貝由来の酸化カルシウムやパームの有効性、焼結による

結合力の強化、撥水による結合力の維持に対するパームオイルの練り込みの有効性について調査した。

被覆植物の利用については、田面に逸出した場合の除草・抑制技術について、現地で実施可能な湛水

処理と除草剤散布を組み合わせた防除法を検討した。木製柵渠の利用については、引き続き、耐用年

数の試算を行った。 

サブサハラ・アフリカにおけるコメ生産の増大には、土壌肥沃度の改善が重要である。この地域の稲作

に適用可能な在来資材を用いた土壌肥沃度改善技術を、ガーナを試験対象地として検討し、適用可能

な技術を昨年度「土壌肥沃度改善技術マニュアル」としてまとめたが、今年度、JIRCAS ホームページ上

に掲載し、普及に向けての活動を開始した。【主要普及成果】 

容易かつ短い工期で築造可能な小規模ため池等の開発手法、 水管理改善手法を確立するとともに、

技術普及の阻害要因を明らかにし、開発した技術が普及するための要件についてとりまとめる調査を、

平成 25 年度に開始した。本年度は実証調査に向け、ガーナにおいて、適地選定、水収支計算に必要な

データの収集、 ため池築造技術として土のう工法等の検討、水管理組織、維持管理状況の事例の収集

等を行うとともに、調査用ため池の建設を行った。（農水省、アフリカ稲作普及促進整備調査） 

氾濫低湿地における稲作技術体系開発では、農民が実践可能と考えられる技術について、種子のプ

ライミング処理（発芽および出芽時間を短縮させるとともに苗立ちの斉一性を得る手法）の有効性、肥料

の組み合わせ、雑草生態を利用した防除法、選抜された安定多収品種の栽培特性調査を開始した。現

地の試験用圃場での試験により、氾濫低湿地および畑地を通じて、無施肥での生産性の高い土地、す

なわち土壌の基礎生産力が高くかつ水ストレスのリスクが小さい圃場は施肥窒素あたりの増収量が高い

こと、硫黄欠乏のリスクを回避しかつ経済的な窒素施用のために尿素と硫安を組み合わせて施肥するこ

とが有効であることを明らかにし、さらに 32 地点の農家圃場での試験でも確認した。主要雑草のスズメノ

コビエは 7 月下旬以降の播種時期で出芽数が低下し、除草コスト削減となるブタクロール 1 回処理の効

果も 7 月下旬以降の播種時期で高まることが分かった。氾濫低湿地適性栽培品種の選定について、多
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雨（平成24）年、干ばつ（平成25）年、湿潤（平成26）年の現地試験データを、相加主効果相乗交互作用

(AMMI)モデルを用いて解析した結果、氾濫低湿地の各環境グループにおいて安定かつ高収量を示す

品種群を明らかにした 。 

 

イネ創生プロジェクト 

新規いもち病抵抗性判別品種として、インド型の感受性系統 US-2 の遺伝的背景を持つ準同質遺伝

子系統群（NILｓ）を 20 種の真性抵抗性遺伝子を対象として育成した。国際標準判別いもち病菌菌系とし

て、判別品種である一遺伝子系統群に対応した 32 菌株を選定した。これらは、日本産 10、フィリピン 6、

バングラデシュ 1、カンボジア 2、中国 3、ラオス 2、ミャンマー1、ベトナム 2、西アフリカ 2、その他 2 菌株を

含む。いもち病研究ネットワークに参画する各国の研究機関では、開発した判別システムを用いて、各地

域の普及品種のいもち病抵抗性の遺伝的改良を目指して、同質遺伝子系統の育成を継続して進めた。

いもち病抵抗性マルチライン品種の実証試験に向けて、中国、バングラデシュ、インドネシアで遺伝的背

景である親品種を栽培し、いもち病の罹病化を図るとともに、感染植物のサンプリングを進めた。 

リン酸欠乏耐性向上のためには、利用可能な遺伝資源の拡大を図る必要がある。アジアイネ（Oryza 

sativa）及びその近縁野生種（O. rufipogon、O. nivara）、並びにアフリカイネ（O. glaberrima）及びその近

縁野生種（O. barthii）におけるリン酸欠乏耐性遺伝子座 Pup1 内に同定された候補遺伝子 PSTOL1 や他

の遺伝子には共通した変異があることを明らかにし、PSTOL1 の選抜マーカーも開発した。【主要成果③】 

またこれらマーカー情報を用いた研究支援をスリランカ、インド、ベトナム、タンザニアの研究機関に対し

て開始した。 

インド型イネ品種 IR64 の遺伝的背景をもつ染色体挿入系統 YTH183 は根の伸長に関する量的形質

遺伝子座（QTL）qRL6.4-YP5 を有する。qRL6.4-YP5 を IR64 の遺伝的背景に導入した準同質遺伝子系

統は、qRL6.4-YP5 が導入されたことにより窒素栄養濃度の変化に良く対応して総根長が大きくなった。 

 

環境ストレス耐性プロジェクト 

イネやシロイヌナズナにおいては、3 種類の AREB/ABF 型転写因子が 3 種類の SnRK2 タンパク質リ

ン酸化酵素の下流で中心的な役割を果たしていることを示してきたが、SnRK2 の下流で働く転写因子と

して3種類の AREB/ABF以外の転写因子が機能していることが推定されていた。今年度、新たに低温誘

導性の AREB/ABF 型転写因子である ABF1 を加えた 4 種類の AREB/ABF が、SnRK2 の下流ではたら

く主要な転写因子であることを明らかにした。【主要成果④】 

シロイヌナズナから、高温ストレス耐性を制御する転写因子 DREB2A と結合し、その活性を高めるタン

パク質 DPB3-1 を発見した。DPB3-1 遺伝子を過剰発現したシロイヌナズナでは DREB2A の機能が強化

されて、多くの耐性遺伝子の発現が強まり、高温ストレス耐性が向上した。さらに、この植物はストレスのな

い条件でも良好に生長することが示された。 

乾燥・低温ストレス環境下のイネにおける単糖の蓄積量の増加には、デンプン分解、スクロース代謝、

グリオキシル酸回路等の酵素遺伝子の転写制御が関与していることが示唆された。また、植物ホルモン

であるアブシシン酸量の増加とサイトカイニン量の減少においても、それぞれの生合成に関与する酵素

遺伝子の転写制御が関与していることが示唆された。 

Embrapa アグロエネルギー研究所（ブラジル）と共同で作出した、トウモロコシ乾燥応答性形質転換サト

ウキビ（RAB17 プロモーター：シロイヌナズナ転写因子 DREB2ACA の組み合わせを導入）が、温室レベ

ルで乾燥耐性を示すことを明らかにした。 

Embrapa ダイズ研究所（ブラジル）において環境ストレス耐性遺伝子やプロモーター等の組み合わせを
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導入して得られた形質転換ダイズの優良系統を選抜した。温室の試験では、11 種類の組換えダイズ系

統（4 コンストラクト）のうち、7 種類の系統（3 コンストラクト）が乾燥耐性を示した。圃場での試験では、4 種

類の組換えダイズ系統の評価を実施し、1 種類の系統が乾燥耐性を示した。これらを輸入して標的遺伝

子の発現を解析し、導入遺伝子が機能していることを明らかにした（JICA/JST、地球規模）。【主要成果

⑤】 

前年度に引き続き、IRRI、CIAT、CIMMYT において作出された優良乾燥耐性イネ、コムギ系統候補に

おける導入遺伝子の発現、導入遺伝子挿入部位の解析を行うとともに、品種開発に向けた特許関係の

情報収集を行った（農水省、乾燥耐性 GM）。 

 

畑作安定供給プロジェクト 

ブラジル、アルゼンチン、パラグアイの 3 か国で 2013/14 年に採集した 19 サンプルのダイズさび病菌

の病原性は多様であり、地理的な分化は認められなかった。抵抗性遺伝子（Rpp2、Rpp4、Rpp5）を有す

る集積系統とマーカー選抜による戻し交雑育種を継続し、パラグアイで Aurora 等 2 品種を反復親とした

戻し交配が完了し、それぞれ複数の BC5F2 系統の育成を行った。それぞれ最良の 1 系統を選定し、品種

の仮登録を次年度に実施する。4 つのダイズさび病抵抗性遺伝子の 3 組合せ（Rpp1+2+3+4, 

Rpp1+2+4+5, Rpp2+3+4+5）を持つ大豆個体（F3）をマーカー選抜によりそれぞれ獲得した。保有する抵

抗性遺伝子が不明な品種の遺伝子のマッピングを進めた結果、全ての判別品種の保有する抵抗性遺伝

子を明らかにした。エアーコンプレッサーとエアブラシを接続して胞子懸濁液を一定量噴霧する接種法

で、単位面積当たり病斑数、病斑あたりの夏胞子堆数、胞子堆初発日、胞子堆裂開日で抵抗性の強弱

が判定できる切離葉を用いた定量的接種法を開発した。 

NaCl に対する耐塩性とアルカリ塩耐性を集積するため、二つの耐性遺伝子の集積系統を選抜し、

BC3F3 の集積系統の耐塩性を評価したところ、両者に対する耐性を確認した。 5,828 個体の分離集団を

用いた高精度マッピングにより、ダイズ耐塩性遺伝子（qNaCl3）を第３染色体の 16.5 kb の領域に特定し

た。「ダイズ第３番染色体に座上する耐塩性を制御する遺伝子ｑＮａＣｌ３とその利用法」が特許登録された

（平成２６年１１月２８日、特許第５６５２７９９号）。 

 

熱帯作物開発プロジェクト 

ギニアヤム(Dioscorea rotundata）の全ゲノム配列解読を完了し、ゲノム配列再構築に成功した。加えて、

RAD マーカーによる連鎖解析を行ない、得られた連鎖地図と再構築したゲノム配列の情報を統合した。

ギニアヤム遺伝資源 26 系統のリシーケンスを実施し、基準配列と比較することによりゲノム多様性を予備

解析した。これまでに IITA のギニアヤムコアコレクションから選定した多様性研究材料セット(Diversity 

research set)および優良系統など、計 126 系統の一般特性評価試験（2 年次反復）をナイジェリアにおい

て継続実施し、茎葉部形態19形質および早晩性、収量性に係る基本農業特性を調査した。育種工程や

遺伝資源評価において多数検体の澱粉特性を簡易に評価する手法の検討をナイジェリアにおいて開始

し、生イモから抽出した粗澱粉を用いて粘性特性を測定する手法をほぼ確立した。 

世界最大のササゲの生産国であり消費国でもあるナイジェリアにおいて、毎月 17 の小売市場で市場

調査を実施し、ササゲの外観から判断できる品質特性及び「流通品種名（商品名）」と小売価格の関係に

ついてヘドニック価格分析を行った。購入時の大きさ等の外観評価に加え、「流通品種名」が外観品質

だけでは捉えられない追加的情報を提供し、小売価格に影響を与えていることが示唆された。ナイジェリ

アの主要流通品種（26）について、上記市場において収集した子実サンプルを栽培し、得られた植物体

（200 個体／品種）および収穫物の形態形質を基準としてクラスター解析を行い、最も標準的な形質を示
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す代表個体を選抜した。また、遺伝資源、育種系統、在来品種を含む計240系統の比較栽培試験（2011

年、2012 年）から得られた子実について、品質に係る形質（外観形質、全窒素含有量、微量要素含有量

など）の分析を完了し、各形質の遺伝資源多様性とそれぞれの形質の相互関係を明らかにした。 

パッションフルーツ品種候補系統石垣 1 号の地域適応性試験を国内 3 ヶ所（石垣、名護、千葉）で実

施した。石垣 1 号の、1)追熟しなくても低酸度で良食味、2)大玉で色が鮮やか、3)高温期における着色不

良がないという特徴が地域間でも概ね安定していることから、生食用品種候補として有望と判断した。ま

た、前期中期計画にタイで行った試験結果から、ドリアン品種モントンは開花期の低夜温で受精が抑制

され着果不良になることが明らかになった。 

タイのエリアンサス遺伝資源 150 系統の農業特性の評価を終了し、データベースの整備・解析を開始

するとともに、これら遺伝資源の遺伝的多様性解析のために有用な 41 の SSR マーカーを選定し、タイに

おいて解析を開始した。熱帯・島嶼研究拠点で得られたサトウキビとエリアンサスの属間雑種の農業特性

データを解析したところ、属間雑種 F1 系統は「サトウキビ型」と「エリアンサス型」「中間型」に分類され、そ

れぞれのグループから特徴的な雑種系統を選定した。選定した系統セットを供試し、国内 4 地点（石垣、

糸満、名護、那須塩原）における属間雑種の地域比較試験を開始した。タイで作出した属間雑種につい

ては、タイ・コンケンの試験場内の少収圃場および平均的圃場において、栽培評価を開始した。 

 

総合防除プロジェクト 

前年度に、サトウキビから抽出したDNAを用いたリアルタイムPCR法によって白葉病ファイトプラズマを

検出し定量する方法を開発し、その方法を用いて自生しているサトウキビ野生種から白葉病ファイトプラ

ズマを検出した。さらに、媒介虫から抽出した DNA を用いたリアルタイム PCR 法によって白葉病ファイト

プラズマを検出し定量する方法を開発した。白葉病汚染リスクを評価する個体ベースモデルを開発する

ために、モデル開発に必要となるパラメーターのうち、タイワンマダラヨコバイの発育期間・産卵数・虫体

内潜伏期間を決定した。前年度までに決定したパラメーターと合わせて、個体ベースの基本モデルの開

発を進めた。多用途型サトウキビと白葉病対策導入の影響を経営的に評価するために、東北タイの農家

調査によって、生産コストや収量等のサトウキビ生産における費用構造を、新植と株出しの組合せにより

整理して明らかにした。さらに、サトウキビ経営収益の基本モデルを作成し、サトウキビ経営の収益性を評

価できるようにした。多用途型サトウキビと通常の製糖用品種の低肥沃地域および白葉病発生環境下に

おける株出し回数・収量・乾物生産量・根系発達等を好適条件下と比較調査する圃場試験を継続してい

る。なお、多用途型サトウキビ 3 品種は、2 月 25 日付けでタイ農業局植物品種保護課に新品種として登

録された（JIRCAS がタイ農業局と共同で育成し登録した初めての品種）。これらの品種は、サトウキビ野

生種と製糖用品種を交配した種間雑種の後代で、砂糖だけでなくエタノール生産やバガス利用等の多

用途利用に適した、株出し栽培における収量減が少ないという特徴を持つ。 

タイの殺虫剤無散布環境下でのトウガラシ栽培において、土着天敵を定着・増殖させるコンパニオン

植物候補を選定するための圃場試験を開始した。 

殺ダニ剤アミトラズ耐性マダニの迅速診断法を開発するために、殺ダニ剤アミトラズの標的遺伝子であ

るオクトパミン受容体の遺伝子配列情報や一塩基多型情報を利用し、点突然変異の検出を可能とする

PNA-LAMP clamping 法で使用するプライマーを設計した。 
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プログラムB （食料安定生産） 【主要普及成果】

サブサハラ・アフリカにおけるコメ生産の増大には、土壌肥沃度の改善が重要である。これは、この地
域の稲作に適用可能な在来資材を用いた土壌肥沃度改善技術を、ガーナの２地域を試験対象地と
して検討してまとめた「土壌肥沃度改善技術マニュアル」である。

アフリカ稲作振興のための土壌肥沃度改善技術マニュアル

表 マニュアルに記載した土壌肥沃度改善技術

写真 マニュアルを活用し、オガクズから燻
炭を作る（ガーナ、クマシ市：赤道森林帯）

1. ガーナの農業研究機関とともに試験を行い、サブサハラ・アフリカ水稲作の代表的な農業生態系である赤道森林帯
（ガーナ、中南部）とギニアサバンナ帯（ガーナ、北部）のそれぞれにおける、有効性および適用可能性を検証した土
壌肥沃度改善技術を紹介している。

2. 各種在来有機資源の施用とそれらの肥効向上のための堆肥化技術ならびに燻炭化技術、ブルキナファソ産リン鉱
石の施用とそれらの可溶化促進技術、および極少量の化学肥料の利用によるイネの初期生育改善技術等で構成
されている。

3. マニュアルにある土壌肥沃度改善技術は農家圃場での実証試験を経ており、 農家への高い普及可能性が期待さ
れる。

4. ユーザーである普及員の利便性から、コンパクト化につとめるとともに、写真やイラストを多用している。
5. 編纂に現地の行政機関（ガーナ食料農業省）が加わり、マニュアルへの当事者意識が高まっている。

技術
農業生態系

ギニアサバンナ帯（天水稲作） 赤道森林帯（灌漑稲作）

有機物施用 稲わらを主とした有機資源利用で
直接施用あるいは堆肥化、化学
肥料の併用も効果的

鶏糞の直接施用で速効、さらに
化学肥料の併用も効果的

堆肥化（コンポスト）技術に用い
る資材

牛糞＋稲わら オガクズあるいは稲わら＋鶏糞

燻炭技術（燻炭器の製造も含む） 直接的な肥沃度の向上ではなく、土壌改良材として使用

籾殻燻炭 オガクズ燻炭

リン鉱石施用 リン鉱石の産国では有望、ガーナでは将来的な技術

直接施用、残効は場所に依存 直接施用、残効も期待

肥料少量利用技術 種子への肥料の被覆（直播） 苗の肥料溶液への浸漬（移植）

リン鉱石可溶化技術 堆肥化の過程への組み込み、燻炭作成の過程への組み込み
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プログラムB （食料安定生産） 主要成果 ③

Oryza（イネ）属の栽培化以前に起きたPup1遺伝子座の変異

アジアイネ（Oryza sativa）及びその近縁野生種（O. rufipogon、O. nivara）、並びにアフリカイネ（O. 
glaberrima）及びその近縁野生種（O. barthii）におけるリン酸欠乏耐性遺伝子座Pup1内に同定さ
れた候補遺伝子PSTOL1や他の遺伝子には共通した変異がある。また、PSTOL1の選抜マーカー

も開発した。

図（左）. リン酸欠乏耐性遺伝子座Pup1の変異
Kasalathと比較して日本晴のPup1遺伝子座領域に
90kbの欠損がある（INDEL）。Kasalathのその領域内に
は、PSTOL1を含む20種の遺伝子が存在する。
遺伝子特異的DNAマーカーの反応パターンにより、ア
ジア・アフリカイネのPup1座は5つのグループ（K、G、
G+、N,、m）に分類できる。

図（上）. PSTOL1の変異検出
A：二つのマーカーK46-KとK46-CGは、Kasalath、CG14、その他の品種間で
増幅パターンが異なる。
B：二つのマーカーを同時に増幅するとKasalath(K)型、CG14(CG)型、日本晴
(N)型(増幅しない)の3種に分類できる。
品種：（1: CG14, 2: IRAT216, 3: NERICA16, 4: WAB56-50, 5: NERICA1, 

6:NERICA10, 7: WAB181-18, 8: IDSA, 9: IR12979, 10: WAB56-104, 
11: IAC165, 12: Nipponbare, 13: Kasalath）

PSTOL1の新規対立遺伝子を同定し、リン酸欠乏耐性育種
へ利用可能な遺伝資源の拡大を図る。

K Kasalath型 N 日本晴型 G O. glaberrima型

U 新規対立遺伝子型 H ヘテロ型 - 未増幅(欠損型）
any 部分的な変異を有する型
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地球環境劣化に対応した環境ストレス耐性作物の作出技術の開発 （SATREPS,2010〜2014）

ダイズの環境ストレス耐性に関与する遺伝子群、プロモーターを明らかにした。シロイヌナズナとダイズ
の耐性遺伝子をダイズに導入して、温室・圃場条件において乾燥耐性を評価し、耐性が向上した形質
転換ダイズを選抜した。本研究を通じて、干ばつ被害を軽減するための環境ストレス耐性作物の作出
技術を開発した。

プログラムB （食料安定生産） 主要成果⑤

コンストラクトの
作製

ストレス耐性遺伝子プロモーター

分子生物学的解析日本

環境ストレス耐性を示す
組換えダイズ系統を選抜

ブラジル

ダイズの
形質転換

ストレス応答性プロモー
ターの単離と有用遺伝
子との組合せの最適化

• 温室で11種類の組
換えダイズ系統（4
コンストラクト）の
評価を実施した。7
種類の系統（3コン
ストラクト）が耐性
を示した。

• 圃場で4種類の組換
えダイズ系統の評価
を実施した。 1種類の
系統が耐性を示した
（干ばつ条件下で約
40％の増収）。

有望なプロモーターと有用遺伝子の
組合せが導入されたダイズ系統を

作出

1 2 3 4M - 形質転
換

ダイズの
干ばつ
耐性評

価

• アグロバクテリウ
ム法でダイズへ
の形質転換効率
が向上した（0%か
ら1.74%に）。

• パーティクルガン
法により6種類、
アグロバクテリウ
ム法により3種類
のコンストラクトが
導入された37系
統のダイズが得ら
れた。

環境ストレス耐性に関わる
有用遺伝子の同定

• ストレス耐性
制御遺伝子
等が12種類
同定された。

• 17種類の組合せ
について最適化が
図られた。

• 形質転換ダイズにお
ける導入遺伝子の機
能を解析した。

地球環境劣化に対応した環境ストレス耐性作物の作出技術が開発された

育種

5〜10年後

世界の食料供給の
安定化へ

ブラジルのダイズ
生産の安定化に貢献

ダイズ品種の開発・
他作物への技術適応
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研究プログラム B の自己評価 

 

主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

●「土壌肥沃度改善技術マニュアル」をインタ

ーネットで公開した。 

 

●氾濫低湿地における稲作技術体系開発の

課題で、農民が実践可能と考えられる施肥

方法や播種方法についての有効性を実証

するため、農家圃場試験を開始した。 

 

●高収量性形質を導入した系統（IR64 への染

色体挿入系統群)の AfricaRice の試験圃場

（セネガル）での栽培評価試験成績に基づ

き、優良であった 4 系統を AfricaRiceが主導

する Breeding Task Force の多環境下栽培

試験に提供した。これらの 4 系統の一つ

（YTH183）から、窒素栄養濃度の変化に良

く対応して根を伸長させる新たな量的形質

遺伝子座（qRL6.4-YP5）を見出した。 

 

●アジアイネ及びその近縁野生種、並びにア

フリカイネ及びその近縁野生種におけるリン

評定 Ｂ 

中期計画の 4 年目となり、本中期計画から新たに

開始した研究課題においてもデータの集積が進み、

現場での新たな展開や論文等での公表が行われ始

めた。 

 

[中長期目標・計画に照らし合わせた成果の評価] 

アフリカ稲作振興を目指す旗艦プロジェクトでは、

「土壌肥沃度改善技術マニュアル」の現地での普及

に向けた活動を開始した。 

現地の試験サイトでの基礎研究から実証試験に

段階が移行し、氾濫低湿地における稲作技術体系

の開発に向けて着実に進捗している。 

アフリカにおける、アジア向けイネ系統の適用性

評価が進捗するとともに、アフリカの普及品種の遺伝

的改良に向けて有用遺伝子の同定が図られている。 

２６年度 JIRCAS 国際シンポジウム「土壌環境と作

物生産」では、多様な土壌環境に対応するため、複

数の対応策を持つ重要性が指摘された。24 年度の

主要成果であるイネのリン酸欠乏耐性遺伝子につい

主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

参考指標 単位 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

査読論文数 件 68 63 31 27  

研究成果情報数 件 7 10 8 7  

主要普及成果数 件 1 1 0 1  

特許登録出願数 件 0 1 1 2  

品種登録出願数 件 0 1 2 2  

② 主要なインプット情報 

予算（運営費交付金） 百万円 307 299 308 282  

エフォート（運営費交付金） 人 20.8 21.1 18.4 17.5  

予算（外部資金） 百万円 340 216 190 173  

エフォート（外部資金） 人 22.2 17.6 14.3 13.7  
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酸欠乏耐性遺伝子座 Pup1 内に同定された

候補遺伝子 PSTOL1 や他の遺伝子には共

通 し た 変 異 が あ る こ と を 明 ら か に し 、

PSTOL1 の選抜マーカーを開発した。 

 

●ブラジルにおける、環境ストレス耐性遺伝子

やプロモーターの複数の組み合わせを導入

して得られた形質転換ダイズの温室での試

験では、11 種類の組換えダイズ系統のうち

7 種類の系統が乾燥耐性を示し、圃場での

試験では、4 種類の組換えダイズ系統のうち

1 種類の系統が乾燥耐性を示した。 

 

●3 種（Rpp2, Rpp4, Rpp5)のダイズさび病抵抗

性遺伝子を有する集積ダイズ系統とマーカ

ー選抜による戻し交雑育種を継続し、パラ

グアイで Aurora 等 2 品種を反復親とした複

数の系統が育成された。 

 

●ギニアヤムの全ゲノム解読を終了した。多様

性研究材料セットを含む遺伝資源 126 系統

のナイジェリアにおける栽培試験を行い、形

態形質および収量性・早晩性に係る基本農

業特性を調査した。 

 

●ササゲについて、ナイジェリアでの市場価格

等の解析から、購入時の大きさ等の外観評

価に加え、「流通品種名（商品名）」が外観

品質だけでは捉えられない追加的情報を提

供し、小売価格に影響を与えていることが示

唆された。遺伝資源、在来品種など計 240

系統の品質に係る形質（外観形質、全窒素

含有量、微量要素含有量等）の分析を完了

した。 

 

●パッションフルーツ育成系統石垣 1 号の品

種登録出願に向けての地域適応性評価栽

培を国内 3 カ所で実施し、生食用品種候補

として有望と判断できる成績を得た。 

 

●タイのエリアンサス遺伝資源 150 系統の農

て、複数の変異した遺伝子の存在を明らかにし、利

用可能な遺伝資源の拡大が図られた。 

環境ストレス耐性遺伝子の利用については、海外

の試験圃場において共同研究を実施しているが、ブ

ラジルのダイズで、温室の試験に加え隔離圃場での

試験で乾燥耐性を示す系統が見いだされ、実用化

に向けたさらなる研究が期待される。 

ダイズのさび病抵抗性育種は、パラグアイで進捗

しており、次年度の現地での品種仮登録に向けてデ

ータが蓄積されている。 

熱帯イモ類作物のギニアヤムでは全ゲノム解読完

了をはじめゲノム解析やマーカー開発が着実に進

み、遺伝解析材料および育種素材となる遺伝資源の

農業特性の現地評価が進捗している。ゲノム情報と

表現型評価の連携に向けて着実に進捗している。 

「流通品種名」が提供する情報の具体的内容（調

理時間、食味、加工調整適性など）の解明が今後重

要となる。このためにも、完了したササゲ計 240 系統

の品質に係る形質の分析結果に基づき、各形質の

遺伝資源多様性とそれぞれの形質の相互関係など

の公表および活用が期待される。 

熱帯果樹では、パッションフルーツ育成系統石垣

1 号の品種登録出願に向けて着実に進捗している。 

サトウキビ育種へのエリアンサスの利用技術の開

発においては、タイのエリアンサス遺伝資源の農業

特性等の評価、作出した属間雑種の特性の解析が

進んでおり、これらの結果の公表が次年度に期待で

きる。 

難防除病害である虫媒伝染性のサトウキビ白葉病

については、媒介虫による伝染機構や病原体の検出

方法が明らかになったので、基礎研究成果の公表に

加え、具体的な防除対策提言に向けた成果取りまと

めを目指す。 

 

[開発した技術の普及状況や普及に向けた取組] 

昨年度とりまとめた「土壌肥沃度改善技術マニュア

ル」をインターネットで公開した。サブサハラ・アフリカ

におけるコメ生産の増大を目指したもので、実証試

験も経ていることから農家への普及可能性が期待で

きる。 
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業特性評価を終了し、データベースの整

備・解析を開始した。さらに、これら遺伝資

源の遺伝的多様性解析のために有用な 41

の SSR マーカーを選定し、タイにおいて解

析を開始した。 

 

●東北タイにおけるサトウキビ白葉病の防除

研究では、媒介虫から抽出した DNA を用い

たリアルタイム PCR 法によって白葉病ファイ

トプラズマを検出し定量する方法を開発し

た。白葉病対策技術等導入の影響を経営

的に評価するために、東北タイの農家調査

によって、サトウキビ生産における費用構造

を、新植と株出しの組合せにより整理して明

らかにした。また、タイ農業局と共同で育成

した多用途型サトウキビ 3 品種が、2 月 25

日付けでタイ農業局植物品種保護課に新

品種として登録された。 

[研究成果の最大化に向けて] 

アフリカ向けイネの品種改良を目指す課題では、

優良系統のBreeding Task Force（アフリカ稲センター

が主導する品種普及のための予備試験）における本

格的評価を開始した。これらの系統の有用性に関す

る基礎研究も行われ、新たな遺伝子が見出されてお

り、基礎研究と応用研究の連携が取られている。 

タイで登録されたサトウキビ品種の多回株出し栽

培での収量を検討するための圃場試験を継続すると

ともに、製糖工場などへ新品種を配布し、普及に向

けた評価を開始している。 

※23～25 年度の評価ランクはＡが標準、26・27 年度の評定はＢが標準 
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研究プログラム C 

開発途上地域の農林漁業者の所得・生計向上と農山漁村活性化のための技術の開発 

 

 

平

成

26

年

度 

合計 
投入予算 373 百万円 

投入エフォート 28.9 人/年 

運営費交付金 
投入予算 323 百万円 

投入エフォート 25.4 人/年 

外部資金 
投入予算 49 百万円 

投入エフォート 3.5 人/年 

主要普及成果数 3 件 

普及に移しうる成果（成果情報の技術 A、行政 A）数 3 件 

成果情報数（総数） 9 件 

査読論文数 43 件 

特許登録出願数 10 件 

品種登録出願数 0 件 

国際会議への出席 3 件 

国際シンポジウム・ワークショップの開催 5 件 

人材育成活動：研究 12 件 

注 1） 外部資金は、受託収入の他、助成金、科学研究費助成事業も含む。 

注 2） 投入エフォートは、平成 26 年 12 月に調査し、1 年間の全仕事時間のうち、本プログラムの研究に

費やした割合の合計を人数として表した。 

 

中期目標 

貧困人口の多くが居住し、生計を農林水産業に依存している開発途上地域においては、農業や農

村が多様な自然条件・文化的背景の下にあるため、これらを理解した適切な技術開発・農山漁村開発

が求められる。また、これらの地域では、農産物等の収穫後における損失が多いことに加え、流通・加

工技術が不十分なことから、農林水産物の利用率を改善するとともに、収入増加につながる付加価値

向上技術の開発が求められている。 

このため、アジア等の開発途上地域において、現地の研究機関、国際研究機関等と共同して、実証

調査や住民参加型の手法等を採り入れ、持続可能な農林漁業・農山漁村開発を支援する基盤的技

術を開発する。また、これらの地域において生産される多様な農林水産物の多面的な価値を評価し、

有効利用のための新たな加工・流通・保管技術を開発する。 

 

中期計画 

多様な自然条件・文化的背景を踏まえた適切な農山漁村開発を支援するとともに、多様な農林水

産物の多面的な価値を評価することにより農林漁業者の収入増加に寄与するため、現地の研究機

関、国際研究機関等との共同研究により、持続可能な農林漁業・農山漁村開発を支援する基盤的生

産技術、農林水産物の有効利用のための新たな加工・流通・保管技術を開発する。具体的には以下

の研究を重点的に実施する。 

インドシナ農山村地域において、自給生産の安定化を図り、さらには持続的商品生産を実現し、貧
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困解消と農家経済の自立度向上を図るため、森林・畑地・水田・河川・沿岸域にまたがる多様な地形

及び環境要素を活用した、稲作・畑作・畜産・林産・養魚等の安定生産システムを構築する。 

急速な経済発展により、食料需給構造・農村社会構造が変化している東・東南アジアにおいて、持

続可能な農林水産業を支援するための施策等を検討･提示する。また、これら地域の多様な伝統的食

料資源を活かすための食品加工技術を開発するとともに、東南アジアの未利用バイオマス資源を活用

し食料と競合しないバイオ燃料生産技術を開発する。 

東南アジア地域の林業、水産業の持続的発展のため、森林の多様な機能を活用した森林資源の持

続的利用技術、混合養殖等により環境負荷を軽減した持続的な水産養殖技術等を開発する。 

 

（プログラムの概要） 

本プログラムは、開発途上地域の農山漁村活性化を支援するため、農林漁業者の所得の向上及び地

域資源の活用を目指した技術を開発し、農山漁村での成果の適用を進めることを目的としている。所得

向上のためには、農業の生産性や農産物等の付加価値を向上させるための技術開発を進める。地域資

源の活用においては、生産の持続性や環境･文化の多様性に配慮し、循環型の生産を目指した技術開

発や生産システムの構築を進める。さらに、農山漁村における技術移転や普及を含めた成果の活用を

図る。こられの課題に取り組むため本プログラムは下図に示した 6 つのプロジェクトから構成されている。 

 

 

  

多様な自然・文化を踏まえた持続的な開発 資源活用による収入増加

インドシナ農山村

後発開発途上国 新興国

アジア
バイオマス

食料資源利用

中国循環
型生産

持続的林業

熱帯沿岸
域養殖

安定的自給生産力を前提とした
持続的商品生産による所得向上

貧困解消と農家経済の自立

森林資源の持続
的利用

漁場環境に配慮
した養殖

効率的なエビ養
殖技術

未利用バイオマ
ス資源から燃料
用エタノール・バ
イオマテリアル
生産

環境負荷低減・
土壌劣化防止技
術と施策提示

食料資源ネット
ワーク

食料資源の高
付加価値化

水稲生産力向上 商品畑作物導入

低投入養魚効率的肉牛肥育
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（平成 26 年度成果の概要） 

昨年度行った中期計画の中間見直しに基づき、｢農村活性化｣というミッションに対して、活用しうる成

果の達成を明確な目標として課題の整理、進行管理を行った。また、成果を活用する対象（農民、企業、

行政機関等）を意識した情報発信に努めた。 

持続可能な農林漁業･農産漁村開発を支援するため、ラオスを対象とした後開発途上国及び中国・タ

イ･マレーシア･フィリピン等において、基盤的生産技術の開発と普及に取り組んだ。 

ラオス中山間地域を対象としたプロジェクトでは、共通研究サイトとして選定した Nameuang 村における

土地条件及び土地利用実態の解明に基づき、適正な畑地利用を目指した技術開発と集約的複合経営

を目指した取りまとめを行った。山地丘陵における陸稲及びその他の作物の生産性向上技術、畜産や

果樹生産と組み合わせた複合経営システムの構築を進めた。また、水資源活用技術及び施肥技術の提

示等で、水稲作安定化と収量向上のための方策を示した。更に、非木材林産物や動物性食材の採取･

活用に関する実態を解明し、農民の食生活や収入に対する役割を明らかにし、地域資源管理の重要性

に対する農民の意識の向上に貢献した。 

ラオスにおける成果の活用に関しては、カウンターパート機関の設立記念式典においてラオス農林大

臣へ成果の説明を行った。また、共通研究サイトでの農民説明会と展示圃場の設置、郡レベルの行政機

関での成果展示室の設置等を通し、実用的な技術や生産システムに対する農民･行政担当者らの理解

を深めると共に普及に努めた。 

中国においては、中長期の生産見通しの成果を取りまとめて｢2030 年の中国食料需給展望｣を出版し

たほか、循環型農業生産を目指し、河北省におけるトウモロコシ-小麦作付け体系及び内モンゴルにお

ける野菜栽培の施肥量節約技術開発を進めた。また、有機物投入の経済評価を行い、トウモロコシ単収

の変化に与える要因（肥料の投入コスト、種子価格、播種密度等）の影響を解析した。さらに、循環型農

業生産システムのための支援政策･制度の解析を進め、政策動向を検討した。 

森林を持続的に管理･保全するための技術として、タイにおいては、森林の炭素蓄積能力の評価を行

い、マレーシアにおいては、択伐条件が木材資源の回復に及ぼす影響の解明及び半島地区における

林業種苗配布区域の設定手法の提示を行った。また、技術移転のためのフォローアップとして、オイル

パーム廃棄木からのボード生産技術について、現地の産業評議会と連携して企業への実演と実用化に

向けた技術指導を行った。 

熱帯沿岸域の環境に配慮した増養殖技術開発として、タイにおいてウシエビの緑藻・巻貝との混合養

殖の野外実験による品質・経済性の評価、マレーシアにおけるハイガイ漁場の資源量減少に影響する要

因解明を進め、現場での問題解決や技術普及を視野に入れた成果の取りまとめを行った。また、持続的

エビ養殖のため、親エビの成熟・稚エビの生産効率を向上させる技術開発を進めた。 

農林漁業者の所得向上に貢献する技術開発として、農林水産物の有効利用のための新たな加工･流

通･保全技術をタイ･中国･マレーシア等で開発し、実用レベルでの展開に取り組んだ。 

地域食料資源の高度利用のため、タイの伝統発酵食品のデータベースを作成して公開した。また、タ

イ、ラオスで広く普及している淡水魚発酵調味料の品質に影響する塩分濃度と発酵期間に関して、品質

の管理や向上に貢献する知見を得た。さらに、食料資源研究ネットワークを活用し国際基準作成に貢献

するため、国際機関と連携して専門家会議を開催し、食品の安全を確保するための科学的データを示

すことへの重要性を示した。これらの成果に対して、中国における建国記念外国人専門家祝賀会への招

待、ラオス大学からの感謝状授与等の高いレベルでの評価を得た。 

非食料資源からバイオ燃料及びバイオマテリアル生産技術を開発･実用化するため、JIRCAS 独自の

技術として実用的糖化技術の開発、無冷却発酵技術の開発に加え、材料となるオイルパーム廃棄木中
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の糖蓄積条件の解明を行った。さらに、我が国の民間企業と共同でオイルパーム産業で排出される未利

用廃棄物（古木や廃液）からのエネルギー製造技術を確立し、マレーシアにおける産業化を進めた。こ

れらは、JIRCAS の開発した技術が国際的に実用レベルで活用された成果である。 

 

インドシナ農山村プロジェクト 

ラオスにおける共通研究サイト（Nameuang 村）での農家経済の情報に加えて、土地利用実態を解析し、

適正な畑地利用と集約的複合経営に関する成果を取りまとめた。集落から近隣の畑においては、陸稲作

と休閑のローテーションを確立し、生産力の維持･向上と休閑林の有効活用を目指すこと、地力を維持し

ながら現金収入に結びつく作物の生産（畑作、畜産、果樹）を適地に導入することの必要性を示した。ま

た、集落から遠隔の畑においては、土壌肥沃度が高い利点があるが、利用権が未確立である等の問題

があり、地域の資源を適切に管理しながら利用を進める必要性が示された。 

住民の生活における地域の生物資源の寄与を、資源管理の視点及び住民生活への貢献の視点から

解明を進めた。地域生物資源は、植物性、動物性共に住民の食生活で重要な役割を果たしており、採

取に要する労力とも関連して、特に低収入農家において農家生計への貢献度が高まることが明らかとな

った。 

水田の高度利用による生産性向上のために、水資源量の把握と効率的集配水システムの構築を目指

した。水稲の減収の主な原因が灌水の遅れに起因することから、初期潅漑用水量及びため池の貯水量

を把握した。また、初期潅漑や乾季水田畑作潅漑には、ため池貯留水の有効利用を進める必要性が示

された。【主要成果①】 

山地丘陵の適正な土地利用方式を確立するためには、陸稲栽培の生産性向上に加え、作物の多様

化が必要であることが示された。作物の新規導入によって効率的土地利用が進んでいる他村との比較を

行い、陸稲栽培との効率的な作物の組み合わせ、休閑放牧の共有管理等の重要性が示された。【主要

成果②】 

休閑林から住民は多種多様な非木材林産物（NTFPs）を採集しており、その大半は自給のための食料

利用である。特に、キノコ類は周年採集が可能な貴重な食料となっている。また、繊維・樹脂・薬等は販

売目的で採集され、なかでもホウキグサ等は農閑期の貴重な収入源となっていることが示された。住民に

対する NTFPｓの利用価値を正確に評価したことは、生物多様性の保全や森林資源の管理等へも重要な

情報となる。【主要普及成果情報Ⅰ】 

集約的複合経営に重要となる畜産に関しては、有望な牧草種の導入試験を行い、現地での牛飼料と

して活用可能であることを示した。また、果樹の安定栽培技術に関しては、導入品種や剪定技術等の評

価を行い、住民に対して 2 日間の剪定講習会を実施する等の普及に努めた。 

開発された技術の住民への説明を目的として、展示圃場を作成した。水田における移植時期、リン施

肥、養魚等に関するプロジェクト成果をデモンストレーションと看板を使用して説明し、高い関心を得ると

ともに、技術普及の具体的手法として効果的であることが示された。 

 

中国循環型生産プロジェクト 

中国･内モンゴルにおける循環型栽培技術の開発のため、野菜栽培における疎植の利点を示すと共

に、牛糞とスラリーを施肥した有機栽培が硫安を用いるよりも収量が向上し、有機栽培としての付加価値

も付与できることを示した。 

農業生産の経済評価では、投入財と単収の関係解明が課題となる。省別データによるトウモロコシ単

収モデルを利用して、単収変化率の要因分解（寄与度分解）を行い、単収を構成する要素の影響を評価
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するチャートを作成した。播種密度の低下やカリウム肥料の増加と、単収増加との関係が示唆された。ま

た、種子価格の上昇は播種密度の低下に、横ばいの化学肥料価格や地代の上昇は化学肥料の増加に、

それぞれ相対的に大きく寄与していることが示された。 

現行の循環型農業生産に関わる政策･制度を解明するため、適性農業規範（GAP）等食の安全性基

準の取組を調査した。中国における認証制度は、無公害農産物、緑色食品、有機食品等があり、

ChinaGAP については、基準作り・審査・認証・監督のシステムについての情報、及び省別認証件数・農

産物類別認証件数等の情報のを整理・発信を行った。 

 

食料資源利用プロジェクト 

アジア太平洋地域の食品安全に関する専門家会合を、アジア太平洋地域農業研究機関協議会

（APAARI）と共催した。開発途上地域での食品安全性確保において、国際連携を基盤に地域間の協力

を進める重要性が確認された。JIRCAS 等試験研究機関の役割として、食品の特性や加工工程での変化

等に関して科学的データを示すことにより、政策や基準作成に貢献していくことを提案した。 

アジア地域食料資源に関する研究ネットワークの活動により、タイ、中国を中心とした伝統食品の加工

技術や特性に関する情報を収集整理した。タイにおける伝統発酵食品については、素材、製造方法、成

分組成などをデータベース化してインターネット上で公開した。本データベースは、食品研究者だけでな

く、加工業者や伝統食品･食文化に関心のある人に広く活用されるものである。【主要成果③】 

タイ、ラオス等で広く用いられている、淡水魚を原料とした発酵調味料（タイ名：プララー、ラオス名：パ

デック）の品質に影響する要因を解明した。塩分濃度が 10％程度を境界に発酵に関与する乳酸菌種が

異なり、これが乳酸含量や製品の酸度にも影響していることが示され、品質の地域性や伝統的製法の合

理性についての科学的根拠が示された。また、発酵に伴いうま味成分が増加することを明らかにした。

【主要成果④】 

 

アジアバイオマスプロジェクト 

JIRCAS 独自の革新的セルロース糖化法である生物学的同時酵素生産･糖化法（BSES 法）を開発した。

この技術の応用分野として、オイルパーム産業等における廃棄物処理の他、ポリエステルと綿の混合繊

維を分解して有用物質を回収する技術へ応用可能であることを示した。【主要普及成果情報Ⅱ】 

オイルパーム廃棄木から高濃度の糖を含む搾汁液を調整するために、伐採後の糖蓄積条件を解明し

た。伐採前に摘果する効果や、糖蓄積と降水量との関係を解明した。また、伐採後のパーム幹熟成によ

る糖蓄積能力の高い幹を選抜するため、伐採現場で澱粉含量の高い幹を判別する技術を提案した。 

民間企業と共同で、パーム未利用バイオマス（古木やパームオイル製造に伴う廃液）から、嫌気性廃

水処理施設を使用してメタンガスを製造し、環境負荷を低減すると共に燃料エネルギーとして利用する

技術の実用化に取り組んだ。【主要成果⑤】 

 

持続的林業プロジェクト 

タイにおいて、農家はチークの導入に積極的であるが、土壌条件が適していない土地では、収穫量が

大きく減少する。本プロジェクトの成果である｢チーク植栽適地図｣で示した、砂質土壌のため土壌適性が

低い土地において、土壌改良資材を用いて保水性改良を行い、チークの生育（乾重量）を増加させる技

術を開発した。ポット試験の結果、ベントナイトや炭に土壌改良効果が認められ、野外試験において成長

促進効果の検証を続けている。またチーク人工林の立地評価モデルとして、地形傾斜等の要因群からな

るプロトタイプを得た。 
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マレーシアのフタバガキ林で、森林状況が木材資源の蓄積回復に与える影響を解明した。地表面状

態に着目して様々な伐採後経過年数（19 年から 48 年）の森林（6 林分）を調査したところ、現存量の蓄積

は経過年数に応じて回復すること、林分毎にトラクター道の跡地等で硬質土壌となった攪乱地の面積が

異なること、非攪乱地と比較して攪乱地の林分現存量は極めて少ないことが明らかとなった。攪乱地にお

ける現存量は長期間（本調査では48年）経過しても回復せず、攪乱地を最小限とすることが重要である。 

東南アジア熱帯雨林においては、林業用の種苗は、一斉開花等で大量に生産された地域から他の地

域への移動が制限されていない。しかし、環境の異なる地域間の移動は生産性を低下させる上に、遺伝

変異を攪乱させる危険性がある。そこで、樹種の遺伝的変異に関する科学的根拠を示し、地域間の遺伝

的特性を考慮し、マレーシア半島地域の林業種苗の移動可能な範囲を示した。また、種苗配布区域を

設定する意義とその設定手法を提示した。【主要普及成果情報Ⅲ】 

 

熱帯沿岸域養殖プロジェクト 

タイの野外養殖施設において、ウシエビと未利用の底生生物（緑藻と巻貝）の三種混合養殖実験を行

い、経営的視点及び品質への影響を評価した。混合養殖では集約的単一養殖より、エビの成長が早く、

また総生産量が高いため、収益は約二倍になった。また、エビの食味･食感も甘味･弾力性において高評

価であった。この技術の経営的利点を示すことで、普及･定着を目指した取組を進める。【主要成果⑥】 

マレーシア半島西岸のハイガイ養殖漁場で稚貝発生量の減少、養殖過程での大量死が顕在化してい

る。これらの地域で環境及びハイガイの成熟を検討した結果、過度の有機物負荷による還元的な環境が

ハイガイの性成熟不良を引き起こし、再生産を阻害していることが示された。また、周辺河川からの淡水

及び懸濁物の大量流入に伴う環境変化が、産卵期のハイガイの摂餌不良・栄養吸収阻害を招き、衰弱

による大量死が発生したことが示唆された。【主要成果⑦】 

エビ養殖において、親エビの成熟制御が持続的なエビ養殖の鍵となる技術である。バナメイエビにつ

いて、卵黄形成抑制ホルモン（VIH）遺伝子の発現抑制のため、RNA 干渉法によって VIH 遺伝子の発現

量を抑制させることに成功し、卵巣成熟が促進される可能性が示された。 
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ラオス中山間地域では、森林から植物系289種類、動物系124種類併せて400種類を越える多種多様
な非木材林産物（NTFPs）が採集されている。その9割は自家消費であり、中でもキノコ類は周年的に
採集されており、安定した食料源となっている。また、ホウキグサなどの繊維部門のNTFPsは、地域
住民の大きな収入源である。採集されたNTFPsを貨幣換算すると、総額548万Kipと推定され、9.6人が
年間に消費する米を購入する金額に相当する。

（2012年7月～2013年6月、ナームアン村104世帯の調査結果）

キノコ類は、24種のうち6種で採
集量の9割を占めていた。うち5種
は雨季に採集されていたが、1種
Lentinus polychrousは乾季に採

集されており、キノコ類は周年供
給される貴重な食料となってい
る。

繊維NTFPsは8トン採取されて

おり、ホウキグサ（ホウキ等の
原料として花序を採集）であ
る。焼畑後の休閑1〜3年目に

多量に採集でき、農閑期の貴
重な収入源となっている。

表 採取されたNTFPsの内容

ラオスの多様な非木材林産物は農家経済にとって高い有益性をもつ

プログラムC （農村活性化） 【主要普及成果情報Ⅰ】

培養 培養

バイオマスを含む培地

セルロース高分解性
細菌

クロストリジウム・
サーモセラム

耐熱性β-グルコシダーゼ
の添加

培地にグルコース
が蓄積

ポリエステル（PE）と
綿の混合繊維

150万トン国内消費

BSES法 PE回収・販売

有償廃棄

紡績企業/
自治体
回収

糖
液

バイオガス

紡績企業
収益

紡績企業/
自治体
回収

これまでは

新しい
ビジネスモデル

これからは

PE混合繊維

0.0
20.0
40.0
60.0
80.0

100.0

0 2 4 6 8
Time (day)

繊維可溶化率

PAL : 布（綿35％、ポリエステル65％） 2

PEを完全回収
可能

PE

綿

PEを
回収

一部は車シート内へ利用

プログラムC （農村活性化） 【主要普及成果情報Ⅱ】

微生物によるセルロース直接糖化法の開発

微生物培養によりセルロースを直接糖化する方法（生物学的同時酵素生産・糖化法（Biological
Simultaneous Enzyme-production and Saccharification: BSES法）を開発した。セルロース高分解菌クロ
ストリジウム・サーモセラム培養時にβ-グルコシダーゼを共存させると培地中にグルコースを高濃度で

蓄積できる。これは、セルロース糖化工程でセルラーゼを使用する必要が無い微生物糖化法である。
この手法を応用することで、使用済みポリエステル混合繊維のリサイクル･エネルギー化が可能となる。

図1 BSES法の概要

図2 BSES法によるポリエステル混合繊維のリサイクル
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マレーシア半島地区における林業種苗配布区域の設定手法

東南アジア熱帯雨林において林業用種苗の地域間移動に制限が設けられていない。そこで、マ
レー半島に分布する２林業樹種の遺伝的変異のパターンを明らかにし、科学的根拠を示した上で、
地域間の遺伝的な違いを考慮した種苗配布区域を設定する手法を提示する。

先行的に2種
において遺
伝的多様性
の解析を進
め、必要性を
実証

世界での導入例と理
論的背景を解説し、
必要性をアピール

CP国における研究者
や森林行政担当者の
理解を深める。

CP機関は独自に多樹
種を対象としたガイドラ
イン作成を開始見込み

①各集団からサンプ
ルを採取し、DNAを抽
出

②遺伝
マーカー
開発

④
遺
伝
構
造
解
析

③遺伝子型同
定

⑤
遺
伝
構
造
の
空
間
構
造
解
析
を
行
い
、

そ
の
結
果
か
ら
種
苗
の
配
布
区
を
提
案

解析手法をＣＰ機関に受け渡し科学
的知見に基づいた林業種苗配布ガ
イドラインを作成する環境を整備

種苗配布区域が
必要な樹種

種苗配布区域は
不要な樹種

種苗配布区域によって移
動を制限しなければならな
い理由を解説
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タイの伝統発酵食品データベースを公開

アジア食料資源ネットワークでは、タイの伝統発酵食品データベースを作成・公開した。約80種
類の発酵食品について、主な材料（野菜、畜肉、水産物など）ごとに分類されており、各食品につ
いて写真、製造方法、成分組成などのデータが閲覧可能である。

http://www.jircas.affrc.go.jp/DB/DB11/
タイの伝統発酵食品データベースホームページ

食品の写真の一例（発酵米麺）
成分分析データの一例（発酵米麺）

プログラムC （農村活性化） 主要成果③

タイ、ラオスの淡水魚発酵調味料品質に影響する塩分濃度と発酵期間の重要性

タイ、ラオスでは、淡水魚を塩、米糠と混ぜ常温で半年以上発酵させる万能調味料（タイ名：プララ
ー、ラオス名：パデック）が普及し、保存性の高いタンパク源としても重要である。特徴的呈味成分
の数値化と微生物の網羅的な同定により、品質の地域性や伝統的製法の合理性についての科学
的根拠を生産者、消費者と共有し品質・生産性の向上、消費拡大への取り組みを促進できる。

特徴的呈味成分を測定（塩分、pH、乳酸、グルタミン酸）

DNA抽出 微生物相解析（試料中の微生物を網羅的に検出）

0

100

200

0 1 2 3 4 5 6
〔発酵期間（月）〕

(m
g/

10
0

g 
sa

m
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e)

図１．製品中の塩分が乳酸菌の働き、品質の
地域性を決定する

図２．発酵の経過に伴いグルタミン酸（うま味成分）
が増加する

 塩分、pH、発酵期間の適切な管理による
品質・生産性の向上

 塩分、pHの簡易的な測定法（試験紙等）
を生産者に普及

【淡水魚発酵調味料（タイ名：プララーラオス名：パデック）】

[製品中の主要乳酸菌種]
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[pH]
耐塩性乳酸菌乳酸桿菌
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タイ北部 TE-1
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（ビエンチャン）

LV-3

LV-4

タイ中部

タイ東北部

[塩分 (%)]

TN-1
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乳酸含量(%) 
（地域ごとの平均値）

2.7

1.7

0.7

0.6

プログラムC （農村活性化） 主要成果④
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株式会社IHI環境エンジニアリング（以下、IKE）とJIRCASは、「パームプランテーション事業における環境対

策技術の開発」に関する共同研究契約を締結した。「オイルパーム幹からの糖液搾汁及びセルロースの
微生物糖化技術」とＩＫＥにて研究開発していたメタンエネルギー化技術「高速メタン発酵リアクター（ＩＨＩ
－ＩＣリアクター）を利用」を組合せて、パーム幹、パーム工場からの廃液両方の有効利用を促進する。

パーム未利用バイオマスからのエネルギー創生技術と環境対策技術

2014年６月17日
共同プレス

（日刊工業新聞）

嫌気性排水処理設備
IHI-ICリアクター

・水処理技術

パーム樹液の利用
と、微生物による

残渣糖化

共同研究

持続可能なパーム産業

メタンプラットフォーム

バイオガス
(メタンガス)

エネルギー創出
＆

環境負荷低減

共同研究内容
AGRI＋CHEMICAL（アグリ＋ケミカル）

による持続可能なパーム産業への貢献

プログラムC （農村活性化） 主要成果⑤

巻貝（ミズゴマ
ツボ属の一種）

未利用ベントスとウシエビの3種混合養殖の野外実験

未利用ベントス（ジュズモ属緑藻とミズゴマツボ属巻貝）とウシエビによる合計３種の混合養殖を野外
コンクリート水槽で行い、平均個体重量、経済性、品質の評価を行った。実験混合養殖区は集約的
単一養殖区に比較して、高成長を示し、収益は集約的単一養殖の約二倍以上となった。また、食味・
食感において甘味、弾力性等の高評価を得たことから、高付加価値化技術としても期待される。

図1．３種混合養殖におけるウシエビの成長 (収
容密度25個体/m2)
●・▲：混合養殖区，■・◆：対照区

混合養殖 集約養殖（対照）

技術開発関連事項

開始時平均重量（湿重量 g） 0.05 0.05

終了時平均重量（湿重量 g） 22.2 18.6

総生産量（湿重量 kg） 52.6 28.1

平均増肉係数（餌料/生産量） 2.61 3.61

経営関連事項

平均人工餌料投入量（乾重量 kg） 67.9 46.7

平均餌料コスト（バーツ） 3,070 2,110

売り上げ（バーツ） 8,902 4.477

平均収入（売り上げー餌料コスト） 5,832 2,367

消費関連事項

甘味 (sweetness) 34* 14

かたさ (firmness) 33* 15

多汁性 (juiciness) 17 31*

弾力性 (stickiness) 31* 17

異臭性 (off-flavor) 25 23

表1．野外実験施設における養殖実験（約22週間）の結果

0

5

10

15

20

25

養殖期間（週）
0 4 8 12 16 20

平
均

個
体

重
量

（
生

重
量

g）

*: significantly different (P < 0.05)

プログラムC （農村活性化） 主要成果⑥

緑藻（ジュズモ
属の一種）
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マレーシアにおけるハイガイ養殖の生産阻害要因の特定

マレーシア半島西岸のハイガイ養殖漁場で、稚貝発生量の減少、養殖過程での大量死が顕在
化している。この要因を検討したところ、過度の有機物負荷による還元的な環境が、ハイガイの
性成熟不良の一因となり、稚貝発生量が減少していることが示された。周辺河川からの淡水及
び懸濁物の大量流入に伴う環境変化が、産卵期のハイガイの摂餌不良・栄養吸収阻害を招き、
大量死が発生したことが示唆された。

図1 養殖漁場海底表層の底質の酸化
還元電位差

ハイガイの性成熟が見られない調査点１
では、底質の著しい還元化が見られた。

図2 大量死発生前後のハイガイ消化管内の餌の有無

写真は、餌あり：餌で充満する消化管、餌なし：餌を含ま
ない消化管を示す。グラフは大量死発生後に餌を摂餌して
いない個体数の増加を示す。

プログラムC （農村活性化） 主要成果⑦
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研究プログラム C の自己評価 

 

主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

●ラオス中山間地域を対象にした、集約的複

合経営を目指した技術開発とシステムの提

示を行った。具体的には、水田の効率的集

配水システムにおけるため池貯留水の活用

法を開発した。また、山地丘陵での、陸稲と

組み合わせる作物栽培や放牧に関する技

術を開発した。さらに、地域資源の採取が

住民の生活に貢献していることを踏まえた

資源管理の重要性を提示した。 

 

●中国における中長期の食料需給の動向とト

ウモロコシの生産能力の分析・予測に関す

る成果を取りまとめた。｢2030 年の中国食料

需給展望｣を出版した。 

 

●食品安全に関連する科学的データの重要

性を国際機関と連携して提示した。また、地

域間の協力の基盤となるネットワークを活用

した伝統発酵食品データベースの公開等の

情報発信を行った。 

評定 A 

開発途上地域の農山漁村活性化を支援する技術

が、効率的なプロジェクト運営によって開発され、技

術移転や普及の活動を通じて地域での活用や産業

化の取組が進められており、顕著な成果が認められ

る。 

 

[中長期目標・計画に照らし合わせた成果の評価] 

ラオスの農村開発においては、対象となる農村の

実態に基づいた集約的複合経営に関する技術の提

示を行い、これらは農民への説明会、展示圃場等の

活動を通じて広く活用され、計画以上の進捗が認め

られる。 

中国の食料需給展望に関して出版された公刊図

書は、食料安定供給に関する政策立案に対して重

要な情報を提供するとともに、研究者･学生等が食料

需給動向を理解し将来展望を考える上で役立つ成

果である。 

食料資源の利用に関して、研究ネットワークを活用

した国際連携が進められ、国際会議等で食品安全

主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

参考指標 単位 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

査読論文数 件 50 43 40 43  

研究成果情報数 件 8 8 10 9  

主要普及成果数 件 1 1 0 3  

特許登録出願数 件 8 3 6 10  

品種登録出願数 件 0 0 0 0  

② 主要なインプット情報 

予算（運営費交付金） 百万円 354 345 339 323  

エフォート（運営費交付金） 人 26.2 25.4 27.4 25.4  

予算（外部資金） 百万円 51 40 54 49  

エフォート（外部資金） 人 8.2 5.5 5.3 3.5  
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●バイオマス利用に関して、JIRCAS が特許を

取得しているオイルパーム廃棄木の利用や

セルロースの糖化技術を活用し、オイルパ

ーム廃棄物からのメタン生産システムを開発

した。 

 

●マレーシア半島地区おける林業種苗配布

区域の設定手法を提示した。関連機関と共

に地域間の遺伝的違いを考慮した種苗管

理制度構築を進めている。 

 

●タイにおけるエビ養殖の環境負荷を低減し

持続的に行うための、緑藻や巻貝を組み合

わせた混合養殖技術を開発した。本技術の

経営的評価及び品質評価を通じた養殖業

者へのメリットの提示を行っている。 

性に対する科学的データの有用性を示すなど、国際

的にインパクトのある活動が行われたと認められる。 

マレーシアにおけるオイルパーム産業廃棄物から

のエネルギー生産システム導入の取組みは新聞でも

報道され、環境に配慮した技術としても高い関心を

集めた優れた成果であると認められる。 

 持続的林業の成果として、林業種苗配布区域の設

定手法を提示したことは、地域における将来の生産

性低下を防ぐ上で、政策レベルで重要な情報を提供

しただけでなく、対象地域で経済的損失を未然に防

ぐ成果として評価できる。 

 熱帯沿岸域の環境に配慮した増養殖技術として、

生物種の組合せによる混合養殖技術を開発し、経営

レベルでの評価を前倒しで進めたことは、技術普及

を目指した顕著な取組と認められる。 

 

[開発した技術の普及状況や普及に向けた取組] 

ラオスにおける成果について、農民説明会、展示

圃場、郡農林事務所でのポスター展示等を通じた技

術移転を行った。これらの成果はラオス農政推進に

際して活用され、持続的かつ自立的複合農林水産

業経営システムの具現化が進められている。 

タイにおける混合養殖技術に関連し、本技術をマ

ニュアルとして取りまとめ、養殖業者･関係機関への

講習を通じて普及に努めている。 

 

[工程表に照らし合わせた進捗状況] 

成果を積極的に公表し、知財の確保に努めた結

果、公表論文（査読付き論文）43 報、主要普及成果

情報は 3 件公表しており、特許出願も 5 件ある等、目

標を大きく上回っている。 

技術開発の明確な対象者や方向性を念頭に取り

組んだ結果、農民への技術普及、産業レベルでの技

術開発・活用に加えて、相手国の政策への貢献もあ

り、当初の目標を大きく上回る顕著な成果が創出さ

れていると認められる。 

 

[研究成果の最大化に向けて]  

バイオマス利用に関して、開発されたメタン生産シ

ステムは、マレーシアにおいて、我が国の企業と共同

で実証規模のプラント建設を開始している。1 年以内
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に実証事業を開始し、その後、他の農産廃棄物利用

技術の東南アジアの複数の国での展開を目指す

等、戦略的な展開が図られている。 

ラオスにおける伝統的発酵食品の品質に影響する

要因解明、微生物利用技術の向上に努め、研究者･

加工業者に微生物管理に関する基礎的な指導を行

った。これらの貢献に対してラオス大学から感謝状が

授与された。また、食品研究において国家レベルで

の顕彰など、共同研究相手国の研究レベルの向上・

人材育成への貢献に対して極めて高い評価を受け

ている。  

 

※23～25 年度の評価ランクはＡが標準、26・27 年度の評定はＢが標準 
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プログラム D 

国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 

 

 

平

成

26

年

度 

合計 
投入予算 82 百万円 

投入エフォート 8.8 人/年 

運営費交付金 
投入予算 77 百万円 

投入エフォート 8.5 人/年 

外部資金 
投入予算 6 百万円 

投入エフォート 0.3 人/年 

主要普及成果数 0 件 

普及に移しうる成果（成果情報の技術 A、行政 A）数 0 件 

成果情報数（総数） 1 件 

査読論文数 1 件 

特許登録出願数 0 件 

品種登録出願数 0 件 

国際会議への出席 32 件 

国際シンポジウム・ワークショップの開催 3 件 

人材育成活動：研究 1 件 

注 1） 外部資金は、受託収入の他、助成金、科学研究費助成事業も含む。 

注 2） 投入エフォートは、平成 26 年 12 月に調査し、1 年間の全仕事時間のうち、本プログラムの研究に

費やした割合の合計を人数として表した。 

 

中期目標 

国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における食料需給及び農林水産業の生産構

造に関する的確な現状分析と将来予測を行う。 

また、開発途上地域での農林水産業関連の研究や事業に資するため、国際的な食料事情、農林水

産業及び農山漁村に関する資料を、継続的・組織的・体系的に収集・整理し、広く研究者、行政組

織、企業等に提供する。 

 

（プログラムの概要） 

JIRCAS は、開発途上地域における農林水産業の包括的な研究を行う我が国唯一の機関として、世界

の食料安全保障の確保や気候変動問題等地球規模の課題への対応等に貢献する。しかし、国際的な

食料・環境問題は、極めて多岐にわたり、グローバル経済の進展によって不断に変化している。このため、

国際共同研究を効果的に実施するためには、国際的な食料・環境問題を規定する諸外国における食料

需給動向の予測や農林水産業の生産構造等に関する的確な現状分析と将来予測とが不可欠である。ま

た、開発途上地域の農林水産業には、多様な自然条件や社会経済条件・政策の下で、国地域ごとに異

なる技術開発の対象、目標が存在する。国際農林水産業研究の実施にあたっては、これらの技術開発

を取り巻く様々な現地の状況を的確に把握するとともに相手方研究機関の実情、要望等を勘案した上で

行うことが必要である。 
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さらに、JIRCAS は、我が国における国際農林水産業研究の中核的機関として、他の研究者、行政機

関、民間企業等の利便に資するため、開発途上地域における農林水産技術に係る行政・研究ニーズの

把握、国内外の技術開発動向等、研究や事業の企画・立案に必要な情報収集・分析・提供の機能を強

化することが求められている。 

 

本プログラムは、以上の目的を達成するために、他の 3 つの研究プログラムと連携して必要な情報の

収集、整理、分析と提供を行う。これらの的確な情報の収集と提供により、JIRCAS のみならず、わが国の

研究機関・大学等が実施する国際共同研究の円滑かつ効果的な実施や関連する政策・制度の立案等

のための指針を提供し、わが国による国際貢献の質を高め、世界の食料需給の安定、栄養不良人口の

削減などの国際目標の達成に資する。これにより、JIRCAS は、我が国における国際農林水産業研究の

中核的機関として、開発途上地域を中心とする世界の食料・農林水産業に関する情報センターとしても

広く認識され、国内外の関係者に有益なサービスを提供する。 

 

 

 

 

（食料需給・生産構造の分析） 

中期計画 

国際的な食料・環境問題の解決を図る観点から、諸外国における食料需給に関する動向予測と、

農林水産業の生産構造に関する現状分析と将来予測を行う。 

 

情報の収集･分析
（国際ネットワーク、

連絡拠点）

情報の提供
（刊行物、セミナー、
ホームページ等）

JIRCAS業務の効果的実施
国際共同研究戦略の策定

広範な研究者、行政組織、
企業等による情報利用

食料需給
生産構造

研究動向
現地情報

共同研究の効果的実施
センター機能の発揮

目標

プログラム D 情報収集・提供の目標と出口

Ⅰ

Ⅱ

内部

外部

理事長インセンティブ経費

研究ニーズ・動向調査経費
センター機能拡充経費

等
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（平成 26 年度成果の概要） 

食料需給動向の分析・予測については、東南アジア諸国連合（ASEAN）事務局及び農林水産省大臣

官房統計部が行うアセアン食糧安全保障情報システム（AFSIS）と共同で、ASEAN 標準モデル活用のた

めの研修等を行うとともに、ミャンマーについての主要農産物の需給データベースを作成し、分析の枠組

みを設計した。また、アフリカコメ市場の動向分析に必要な統計情報を確認し、分析の枠組みを検討した。

このほか、世界の食料需給予測を行う担当者で構成する世界食料見通し会合（スペイン、主催：欧州委

員会）に参加し、最新の需給情報・研究動向を収集した。【主要成果①】 

 

開発途上地域の資源・生産動向の分析・予測については、引き続き 2014 ラテンアメリカ水週間や国際

灌漑排水委員会（ICID）総会等水資源・農業水利関連の国際会議に参加し、水問題に関する世界の情

勢について情報収集するとともに、2015年に予定される世界水フォーラム（WWF7）に企画及び準備に貢

献した。また、農業水利サービスの海外事情調査の報告をとりまとめた（JST 戦略的創造研究推進事業）。

このほか、再生可能エネルギーの国際機関である国際再生可能エネルギー機関（IRENA）に協力してバ

イオマス燃料の需給予測を行い、「2030 年再生可能エネルギー見通し」を公表した。また、バイオマス振

興政策のためのガイドライン策定を進めた。 

 

 

（研究動向情報・現地情報の提供） 

中期計画 

開発途上地域での農林水産業関連の研究や事業に資するため、国際的な食料・農林水産業及び

農山漁村に関する情報・資料を国内外関連機関との連携や重点活動地域への職員の長期出張等に

より、継続的、組織的、体系的に収集、整理し、広く研究者、行政組織、企業等に提供する。 

 

（平成 26 年度成果の概要） 

研究動向情報の収集と提供では、引き続き、第 3 回世界コメ会議（10 月・タイ）等への参加など国際農

業研究ネットワークへの参画を通じて、最新の国際的な農業研究動向を把握した。アジア太平洋農業研

究機関協議会（APAARI）と共催で食品安全のためのワークショップを開催し、結果を公表した。アフリカ

稲作振興共同体（CARD）や CGIAR のコメ研究プログラム（GRiSP）、G20 関連の熱帯農業プラットホーム

（TAP）、小麦イニシアティブ（WI）等の活動に引き続き我が国を代表して参加し、国際的な合意形成に寄

与した。FAO アジア太平洋事務所との間で協力の合意書を締結した。理事長インセンティブ経費を活用

し、第 4 期中期計画期間に向けたフィージビリティー調査を実施した。ミャンマーでは現地で農業灌漑省

との共同セミナーを開催した。また、JIRCAS の中期研究戦略の策定に貢献した。 

 

現地情報の収集と提供では、職員を長期出張させ、東南アジア連絡拠点（タイ）、アフリカ連絡拠点

（ガーナ）の代表として、関係機関との連絡調整、当該地域に出張する職員の支援にあたらせ、活動の

状況を関係者に周知した。東南アジア連絡拠点においては、アジア開発銀行（ADB）、アジア太平洋農

業研究機関協議会（APAARI）等が主催する農林水産業関連会議に参加し、同地域の優先研究課題等

に関する情報を収集した。また、タイにおけるオイルパーム生産の現状等情報を収集し、ホームページ等

により提供した。タイ科学技術省主催の科学技術博覧会に出展するとともに、JIRCAS の活動と研究成果

を紹介するセミナーをタイで開催した。アフリカ連絡拠点においては、第４回西アフリカ農業科学週間（６

月；ニジェール）に参加し、展示ブースを設置して JIRCAS がアフリカで実施している研究を紹介した。ま
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た、西アフリカでまん延したエボラ出血熱関連情報等の安全情報の提供に努めた。 

 

プログラム D からの情報提供の有力な手段であるホームページ「情報収集・提供サイト」のコンテンツの

拡充に努めるとともに、国際土壌年をテーマとする国際シンポジウム「土壌環境と作物生産－開発途上

地域の作物安定生産のために－」を企画し、関係分野の研究の現状と方向についての議論を深めた。 

 

 

 

品目グループ 品目 英名 品目グループ 品目 英名

1 イネ 1.1 雨季作 3 食用マメ類 3.5 その他マメ類 (4) ツルアズキ Rice bean

1.2 乾季作 (5) ライマメ Butter bean

2 油糧作物 2.1 ラッカセイ (1) 雨季作 Groundnut (6) ライマメ Duffin bean

(2) 冬作 (7) ライマメ Lima bean

2.2 ゴマ (1) 雨季作 Sesamum (8) ライマメ Sultani bean

(2) 冬作 (9) ライマメ Sultapya bean

(3) 乾季作 (10) ダイズ Soy bean

2.3 ヒマワリ Sunflower (11) フジマメ Lablab bean

2.4 オイルパーム Oil palm (12) エンドウ Garden pea

3 食用マメ類 3.1 Black gram (13) レンズマメ Lentil bean

3.2 リョクトウ Green gram 4 その他 4.1 コムギ Wheat

3.3 キマメ Pigeon pea 4.2 トウモロコシ (1) 子実 Maize

3.4 ヒヨコマメ Chick pea (2) 穂軸

3.5 その他マメ類 (1) ササゲ Cow pea 4.3 サトウキビ Sugarcane

(2) ササゲ Bocate bean 4.4 茶 Tea

(3) リョクトウ Krishna mung 4.5 コーヒー Coffee

Paddy

ケツルアズキ（ブラックマッペ）

プログラムD （情報収集・提供） 主要成果①

ミャンマーの主要作物の生産・貿易情報

大きな農業潜在力があると期待されているミャンマーの主要作物の生産及び貿易関係統計データを地図及びグラフにより示した。
作付面積や単収、貿易量・額などの基礎データと共に、これらを基に推計した土地利用率や単収変化の生産量変化への寄与率、
自給率、輸出率などを網羅的に示している。成果は印刷物として公表されるとともに、JIRCASのWebページ上からアクセスできる。

JIRCASホームページでの公開

特徴1：主要作物（豆類は詳細）を網羅

特徴2: 実質化データ、

並行市場為替レート換
算値による価格分析

特徴3： 地域的分布の図示
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プログラム D の自己評価 

 

主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

●アセアン食料需給分析標準モデルの活用

を推進した。ミャンマーの主要農産物の需

給データベースを作成し、分析の枠組みを

設計した。 

 

●水資源・農業水利関連国際会議に参加し、

世界水フォーラム（WWF7）の準備に貢献し

た。 

 

●国際再生可能エネルギー機関（IRENA）に

協力して「2030 年再生可能エネルギー見通

し」を公表した。 

 

●国際農業研究ネットワークへの参画と貢献。

ア ジ ア 太 平 洋 農 業 研 究 機 関 協 議 会

（APAARI）と食品安全のためのワークショッ

プを共催した。 

 

●次期中期計画期間に向けた FS 調査を実

施。ミャンマー現地で農業灌漑省との共同

評定 Ｂ 

食料需給・生産構造の分析では、行政機関を含む

国内外の関係機関との密接な連携のもと、最新の需

給情報・研究動向を収集・分析し、結果を公表した。 

研究動向情報・現地情報の提供では、引き続き、

GRiSP、CARD、WI、TAP 等の国際ネットワークに我

が国を代表して参加し、わが国のプレゼンスの向上

に貢献した。また、新たな研究シーズ・ニーズの発

掘・把握に努めるとともに、職員の長期出張によって

連絡拠点業務を継続した。 

 

[中長期目標・計画に照らし合わせた成果の評価] 

 経済発展途上にあるアセアンにおける食料需給分

析モデルの活用推進は、アセアン諸国の経済政策

の検討に寄与する重要な取り組みである。 

 国際会議等へは、JIRCAS のみならず国内の大学・

研究機関の専門家を派遣しており、的確かつ効率的

な情報収集・発信を行っている。 

  

[開発した技術の普及状況や普及に向けた取組] 

主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

参考指標 単位 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

査読論文数 件 0 1 3 １  

研究成果情報数 件 0 0 1 1  

主要普及成果数 件 0 0 0 0  

特許登録出願数 件 0 0 0 0  

品種登録出願数 件 0 0 0 0  

② 主要なインプット情報 

予算（運営費交付金） 百万円 65 73 71 77  

エフォート（運営費交付金） 人 5.9 7.6 6.5 8.5  

予算（外部資金） 百万円 3 2 6 6  

エフォート（外部資金） 人 0.3 0.2 0.3 0.3  
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セミナーを開催した。 

 

●東南アジア連絡拠点（タイ）、アフリカ連絡拠

点（ガーナ）から関連会議に参加し、情報収

集と活動紹介を継続した。 

 

●ホームページ「情報収集・提供サイト」のコン

テンツを拡充した。 

 

●次年度も活動を継続し、成果の公表を強化

する。 

 

 開発した食料需給モデルは、アセアン及び農林水

産省統計部と連携して活用のための研修を実施して

いる。 

 

[工程表に照らし合わせた進捗状況]  

 計画通りに進捗している。 

 

[研究成果の最大化に向けて] 

新たな研究シーズ・ニーズの発掘・把握に努め、

中期的な研究動向を把握し、研究が常に最適な方

向に進むよう取り組んでいる。 

※23～25 年度の評価ランクはＡが標準、26・27 年度の評定はＢが標準 

 
 

 

 

 



- 164 - 

 

付表 1 平成 25 年度に係る業務実績評価結果への対応状況・方針 

   平成 27 年 3 月 31 日現在 

1 総合評価 

中期計画の対応箇所 評価結果における意見・指摘の内容 法人の対応状況・方針 

「研究開発」につい
て 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

「管理・運営」につ
いて 

研究で用いる種子等の輸入において、植物防疫法

に違反する事案が発覚したことから、再発防止に向

けた適切な研究管理体制の整備を期待する。 

研究材料の持出･持込の有無を確認できるよう、外国出張計画書の様式を
変更するとともに、検疫検査が終了していることを示す書類の提出を義務
づけた。また、検疫手続きや検査確認の方法を徹底するための講習会を
行い、再発防止に向けた研修や注意喚起を行った。 

 
 

  

2 大項目ごとの評価 

第 1 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

中期計画の対応箇所 評価結果における意見・指摘の内容 法人の対応状況・方針 

（評価に至った理由
及び所見） 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

『1 経費の削減』 （対応を要する意見・指摘事項なし）  

『2 評価・点検の実
施と反映』 

評価基準に関しては、今後も多面的な評価基準の

可能性を考慮しつつ、それを踏まえた総合的な評

価が図られることを期待する。  

公表論文数や主要普及成果、国際会議への出席件数や国際シンポジウ
ムの開催件数、人材育成の実績、費用対効果の分析等、多様な指標を組
み合わせることで、研究成果や業務運営の達成度を測り、総合的な評価を
行った。 
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『3 研究資源の効率
的利用及び充実・高
度化』 

今後も外部研究資金の獲得に向けた取組を期待す
る。 

グループウェアやメーリングリストを活用して外部研究資金に関する情報発
信を継続したほか、科学研究費助成事業公募要領等説明会（文科省）や
競争的資金セミナー「科研費獲得の方法とコツ」（農水省）への参加を呼び
かけるなど、獲得に向けた取り組みを行った。 

『4 研究支援部門の
効率化及び充実・高
度化』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

『5 産学官連携、協
力の促進・強化』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

   

第 2 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

中期計画の対応箇所   

（評価に至った理由
及び所見） 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

『1 試験及び研究並
びに調査』 

（対応を要する意見・指摘事項なし） 
 

 

『2 行政部局との連
携の強化』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

『3 研究成果の公
表、普及の促進』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  
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『4 専門分野を活か
したその他の社会貢
献』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

   

第 3 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

中期計画の対応箇所 評価結果における意見・指摘の内容 法人の対応状況・方針 

   

 

第 3 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
第 4 短期借入金の限度額 
第 5 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 
第 6 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 
第 7 余剰金の使途 

中期計画の対応箇所 評価結果における意見・指摘の内容 法人の対応状況・方針 

（評価に至った理由
及び所見） 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

 
 

第 8 その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項等 

中期計画の対応箇所 評価結果における意見・指摘の内容 法人の対応状況・方針 
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（評価に至った理由
及び所見） 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

『1 施設及び設備に
関する計画』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

『2 人事に関する計
画』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

『3 法令遵守など内
部統制の充実・強化』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

『4 環境対策・安全
管理の推進』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  

『5 積立金の処分に
関する事項』 

（対応を要する意見・指摘事項なし）  
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付表 2 プログラムごとの投入（予算、エフォート）と成果（査読付論文等） 

課題名 

予算(百万円） エフォート（人/年） 

査読

論文 

特許

出願 

品種

出願 

国際

会議

への

出席 

国際

シンポ

等 

開催 

人材

育成

活動 

（研

究） 

運営費 

交付金 

外部 

資金 
合計 

運営費 

交付金 

外部 

資金 
合計 

開発途上地域の土壌、水、生物

資源等の持続的な管理技術の

開発 

267 197 464 22.0  11. 5  33.5  26 0 0 19 8 9 

熱帯等の不安定環境下におけ

る農作物等の生産性向上・安定

生産技術の開発 

282 173 456 17.5  13.7  31.2  27 2 2 16 8 17 

開発途上地域の農林漁業者の

所得・生計向上と農山漁村活性

化のための技術の開発 

323 49 373 25.4  3.5  28.9  43 10 0 3 5 12 

国際的な農林水産業に関する

動向把握のための情報の収集、

分析及び提供 

77 6 82 8.5  0.3  8.8  1 0 0 32 3 1 
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付表 3 大学院教育研究指導等の協定の締結状況 

 

  大学名 締結日 
署名者（大学側） 署名者 

（JIRCAS 側） 
備考 

学長級 研究科長級 

1 東京大学 

平成 18 年
4 月 1 日 
(平成 13
年 4 月 2
日締結の
再更新) 

総長 
小宮山 宏 

農学生命科学
研究科長 
會田 勝美 

理事長 
稲永 忍 

教育研究指
導等への協
力 

2 東京農業大学 平成 16 年
3 月 11 日 

学長 
進士 五十八   理事長 

岩元 睦夫 

教育研究指
導等への協
力 

3 鳥取大学 平成 19 年
2 月 28 日 

学長 
能勢 隆之   理事長 

稲永 忍 

教育研究指
導等への協
力 

4 慶応義塾大学 
 

平成 20 年
4 月 2 日 

  

システムデザイ
ン・マネジメント
研究科委員長 
狼 嘉彰 

理事長 
飯山 賢治 

連携・協力の
推進 

5 名古屋大学 平成 20 年
5 月 29 日 

  
生命農学研究
科長 
服部 重昭 

理事長 
飯山 賢治 

教育研究指
導等への協
力 

6 筑波大学 平成 21 年
9 月 17 日 

学長 
山田 信博   理事長 

飯山 賢治 

教育研究指
導等への協
力 

7 横浜市立大学 平成 21 年
12 月 3 日 

理事長 
本多 常高   理事長 

飯山 賢治 
連携・協力の
基本協定 

8 北海道大学 平成 27 年
3 月 17 日 

 農学院長             
丸谷 知己 

理事長 
岩永 勝 

連携・協力に
関する協定書 
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付表 4 平成 26 年度 帰国報告会開催状況 

 

開催日 
番

号 
演  題 発表者 

主な派遣

先国 

参加

者数

（内他

機関） 

第 1 回 

H26.4.24 
1 

生計向上に資する海面複合養殖技術

の開発に係る調査研究の中間報告 

渡部 諭史 

（水産領域） 
フィリピン 

23 

(0) 

第 2 回 

H26.5.13 

2 

「メコンデルタ水田における AWD 節水

灌漑技術の適用が水稲生産に由来す

る温室効果ガス 放出量に及ぼす影響」 

新井 宏徳 

（特別派遣研究員） 
ベトナム 

42 

(3) 

3 
「ラオス中山間地域における生計手段

の多様化」 

島野 洋一 

（特別派遣研究員） 
ラオス 

第 3 回 

H26.11.4 

4 
タイ国における身近な森林の炭素蓄積

量の推定 

米田 令仁 

（林業領域） 
タイ 

28 

(9) 
5 

東北タイにおけるチークの成長に対す

る土壌改良資材の効果 

香山 雅純 

（林業領域） 
タイ 

6 
ラオスにおける有用郷土樹種チークを

めぐる育成林業事情 

野田 巌 

（林業領域） 
ラオス 

第 4 回 

H26.11.19 
7 

タイ、ラオス水産発酵食品の品質向上

のための微生物研究 

丸井 淳一朗 

（生物資源・利用領域） 

タイ、ラオ

ス 

28 

(2) 

第 5 回 

H26.12.16 

8 
世界の水利用・管理・資源開発に係る

議論の潮流 

山岡 和純 

（研究戦略室） 

フランス、韓

国、インドネ

シア等 48 

(0) 
9 ミャンマーでの共同研究の可能性調査 

小山 修 

（研究戦略室） 
ミャンマー 

第 6 回 

H26.12.24 

10 
ナームアン村における雨季水稲の初期

用水及び乾季畑作の用水量の検討 

池浦 弘 

（農村開発領域） 
ラオス 

44 

(1) 

11 
ナームアン村におけるため池の貯留量

評価と灌漑利用に向けた課題 

安西 俊彦 

（農村開発領域） 
ラオス 

12 
ラオスの焼畑農業の陸稲栽培の実態と

その生産性改善に向けた試み 

浅井 英利 

（生産環境・畜産領域） 
ラオス 

13 
ラオスにおける非木材林産物の利用実

態－ラオス中山間 N 村の事例－ 

木村 健一郎 

（農村開発領域） 
ラオス 

第 7 回 

H27.3.26 

14 

フィリピン、ルソン島におけるガリー侵食

多発と除草剤耐性トウモロコシ普及品種

普及との関係 

南雲 不二男 

（生産環境・畜産領域） 
フィリピン 

20 

(0) 

15 

フィリピン・カガヤン川沿いガリー侵食多

発地帯を対象とするガリー分布の把握

と近年の土地利用変化の解析 

内田 諭 

（社会科学領域） 
フィリピン 
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付表 5 平成 26 年度 国際会議への出席状況 

 

 
会議名（主催者） 開催国 開催時期 出席者（所属） 

1 
ラオス国立農林業研究所記

念シンポジウム 
ラオス 平成 26 年 4 月 

石丸 努 (生物資源・利

用領域） 

2 APAARI 理事会出席のため  タイ 平成 26 年 4 月 岩永 勝（理事長） 

3 
EURoot-JST、BBSRC プロジ

ェクト共同研究年次会議 
イギリス、ドイツ 平成 26 年 4 月 

マティアス ビスバ（生産

環境・畜産領域） 

4 
食料安全保障と栄養に関す

る専門家高級パネル会合 
南アフリカ 平成 26 年 4 月 岩永 勝（理事長） 

5 

ワークショップ（フィリピンに

おける新品種の普及が丘陵

地帯の土壌浸食に及ぼすイ

ンパクト） 

フィリピン 平成 26 年 5 月 
南雲 不二男（生産環

境・畜産領域） 

6 
第 23 回世界食料見通し会

合 
スペイン 平成 26 年 5 月 

草野 栄一（研究戦略

室） 

古家 淳（社会科学領

域） 

7 

ワークショップ（フィリピンに

おける新品種の普及が丘陵

地帯の土壌浸食に及ぼすイ

ンパクト）で発表と意見交換 

フィリピン 平成 26 年 5 月 
内田 諭（社会科学領

域） 

8 
小麦イニシアティブ第 4 回機

関調整委員会 
トルコ 平成 26 年 5 月 岩永 勝（理事長） 

9 

東南アジア、南アジアと中国

の農業科学技術に関する国

際的フォーラム(International 

Forum on agricultural 

science and technology in 

southeast Asia, South Asia 

and China) 

中国 平成 26 年 5 月 
福田 善通（熱帯・島嶼

研究拠点） 

10 国際土壌学会 韓国 平成 26 年 6 月 
林 慶一（生産環境・畜

産領域） 

11 
「World Congress of Soil 

Science（世界土壌学会議）」 
韓国 平成 26 年 6 月 

渡邉 武（生産環境・畜

産領域） 

12 

第 20 回土壌学会議(20th 

World Congress of Soil 

Science） 

韓国 平成 26 年 6 月 
サリリアン R クラフ（生

産環境・畜産領域） 

13 
温帯農業における共同研究

ネットワーク専門家会合 
アメリカ 平成 26 年 6 月 

小山 修（研究戦略室

長） 

14 
第 3 回 G20 農業主席研究者

会議（MACS) 
オーストラリア 平成 26 年 6 月 岩永 勝（理事長） 
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山本 由紀代（企画調整

部） 

15 

第 52 回世界水会議(WWC)

理事会及びラテンアメリカ水

週間 

メキシコ 平成 26 年 6 月 
山岡 和純（研究戦略

室） 

16 

ATBC（熱帯生物学と保護の

ための協会）2014 シンポジウ

ム参加 

オーストラリア 平成 26 年 7 月 谷 尚樹（林業領域） 

17 

アジア太平洋食料肥料技術

センター(FFTC)技術助言委

員会(TAC) 

台湾 平成 26 年 7 月 岩永 勝（理事長） 

18 

25th International 

Conference on Arabidopsis 

Research（シロイヌナズナ研

究に関する国際会議） 

カナダ 平成 26 年 7 月 
圓山 恭之進 (生物資

源・利用領域） 

19 

International Confeference 

on pre-breeding and gene 

discovry (IRC2014 会議) 

インドネシア 平成 26 年 8 月 
石丸 努 (生物資源・利

用領域） 

20 
国際植物バイオテクノロジー

学会(IAPB2014) 
オーストラリア 平成 26 年 8 月 

金森 紀仁 (生物資源・

利用領域） 

21 

「International Congress of 

Dipterology」（国際双翅目昆

虫会議） 

ドイツ 平成 26 年 8 月 
中村 達（生産環境・畜

産領域） 

23 第５回日中韓草地学会議 中国 平成 26 年 8 月 
山崎 正史（生産環境・

畜産領域） 

24 
国際会議(Phosphorus in 

Soils and Plants:PSP5 
フランス 平成 26 年 8 月 

マティアス ビスバ（生産

環境・畜産領域） 

ヨセフィーネ ネスラー

（生産環境・畜産領域） 

25 
PIAIT・IIAMプラットホーム合

同技術会議 
モザンビーク 

平成 26 年 8 月～

9 月 

飛田 哲（生産環境・畜

産領域） 

22 
大矢 徹治（生産環境・

畜産領域） 

26 
”Phosphorus in Soils and 

Plants (PSP5)国際会議 
フランス 平成 26 年 8 月 

近藤 勝彦（生産環境・

畜産領域） 

27 

International Symposium on 

Liver and Lake 

Environments （河川と湖沼

環境に関する国際シンポジ

ウム）2014 参加 

韓国 平成 26 年 8 月 
飯泉 佳子（生産環境・

畜産領域） 

28 
2014世界水週間ストックホル

ム会議 
スウェーデン 

平成 26 年 8 月～

9 月 

山岡 和純（研究戦略

室） 

29 AfricaRice 理事会 ベニン 平成 26 年 9 月 岩永 勝（理事長） 
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30 

国際会議、ICAL2(The 2nd 

International Conference on 

Arid Land Studies) 

ウズベキスタン 平成 26 年 9 月 

上原 有恒（農村開発領

域） 

奥田 幸夫（農村開発領

域） 

31 

国際灌漑排水委員会(ICID)

第 22 回総会及び第 65 回国

際執行理事会 

韓国 平成 26 年 9 月 
山岡 和純（研究戦略

室） 

32 

アジア作物学会、CCAFS 

東南アジア地域プランニン

グワークショップ 

ベトナム、タイ 
平成 26 年 9 月･

10 月 

林 慶一（生産環境・畜

産領域） 

33 
国際学会（ゴビ地域における

科学と政策のこれから） 
モンゴル 平成 26 年 9 月 

平野 聡（社会科学領

域） 

34 
「気候変動の時代の食料安

全保障」シンポジウム 
韓国 平成 26 年 9 月 

古家 淳（社会科学領

域） 

35 
応用システム分析国際シン

ポジウム 
インドネシア 平成 26 年 10 月 

小山 修（研究戦略室

長） 

36 
小麦イニシアティブ第 4 回研

究委員会 
フランス 

平成 26 年 9 月～

10 月 

小田 俊介 

（農研機構 作物研究

所） 

半田 裕一農（業生物資

源研究所） 

37 アジア農業経済学会 バングラデシュ 平成 26 年 10 月 
鬼木 俊次（社会科学領

域） 

38 
FFTC 主催バイオ燃料シン

ポジウム 
タイ 平成 26 年 10 月 小杉 昭彦 

39 

第 53 回世界水会議(WWC)

理事会及び国際水とエネル

ギー会議 

フランス 平成 26 年 10 月 
山岡 和純（研究戦略

室） 

40 
第 35 回アジアリモートセンシ

ング会議(ACRS2014) 
ミャンマー 平成 26 年 10 月 

平野 聡（社会科学領

域） 

41 

イネいもち病ネットワークのワ

ークショップ及び年次会議、

ならび第 4 回国際稲会議 

タイ 平成 26 年 10 月 

福田 善通（熱帯・島嶼

研究拠点） 

神戸 崇（新潟県農業総

合研究所 作物研究セン

ター） 

42 第 4 回国際イネ会議（IRC） タイ 平成 26 年 10 月 

ファン パリアスカ 田中

（生産環境・畜産領域） 

マティアス ビスバ（生産

環境・畜産領域） 

臼井 靖浩（農業環境技

術研究所） 

横山 繁樹（社会科学領

域） 



- 174 - 

 

小原 実広 (生物資源・

利用領域） 

43 
国際水田・水環境学会

(PAWEES) 
台湾 平成 26 年 10 月 

廣瀬 千佳子（農村開発

領域） 

廣内 慎司（農村開発領

域） 

池浦 弘（農村開発領

域） 

藤本 直也（農村開発領

域） 

44 
GRiSP 会合及び世界コメ会

議 
タイ 

平成 26 年 10 月

～11 月 

小山 修（研究戦略室

長） 

45 GRiSP 監視委員会 タイ 
平成 26 年 10 月

～11 月 
岩永 勝（理事長） 

46 
第 16 回アジア太平洋州畜

産会議 
インドネシア 平成 26 年 11 月 

鈴木 知之（生産環境・

畜産領域） 

川島 知之（資源環境管

理 PD) 

47 
食料安全保障と栄養に関す

る専門家高級パネル会合 
アルゼンチン 平成 26 年 11 月 岩永 勝（理事長） 

48 

衛生による食料安全保障と

環境モニタリングに関する国

際シンポジウム 

インドネシア 平成 26 年 11 月 
内田 諭（社会科学領

域） 

49 
アジア、アフリカ小農向けの

保全農業会議 
バングラデシュ 平成 26 年 12 月 

大前 英（熱帯・島嶼研

究拠点） 

50 GRiSP 年次会議 フィリピン 平成 27 年 1 月 
林 慶一（生産環境・畜

産領域） 

51 アフリカ稲週間会議 ベナン 平成 27 年 2 月 

岩永 勝（理事長） 

小田 正人（生産環境・

畜産領域） 

52 GRiSP 監視委員会・会合 フランス 平成 27 年 3 月 

小山 修 

（研究戦略室長） 

岩永 勝 

（理事長） 

53 AfricaRice 理事会 ベナン 平成 27 年 3 月 
岩永 勝 

（理事長） 
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付表 6 平成 26 年度 掲載記事 

 

No. 掲載日 記事見出し等 掲載誌等 

1 H26.4.2 

Japan's agri research centre keen on joint proj in fruits

（JIRCAS が果樹に関する共同研究に関心） 

タミル・ナド農業大学は、JIRCAS の研究者が大学を訪問し、熱

帯果実についての共同研究プロジェクトに強い関心を示したと

発表した。 

Business 

Standard(イ

ンド） 

2 H26.5.16 

Pig pollution a big threat to Laura lens(豚汚染が、ローラ・レン

ズに対する大きな脅威） 

4 月 22 日に開催した「島嶼環境保全プロジェクト（マーシャル

国）第１回住民説明会」の紹介 

マーシャル

アイランドジ

ャーナル 

3 H26.5.19 

Animal production including pigs, poultry, ducks, cattle, ... 

cause the polluted environment by producing solid wastes, 

liquid wastes and CH4, CO2, H2S,... , which affecting the life of 

the people in urban and village areas. The objective of the show 

is to ce the technologies for measurements of pollution and 

ways to treat the animal wastes to improve the environment. 

The introduced treatment technologies of environmental 

polution mitigation have been applauded by the animal 

producers. 

(カントー大学農学部の Dr.Nguyen Van Thu が番組出演。

JIRCAS との共同研究内容説明、呼吸試験装置（JIRCAS 設置）

も流れた) 

 VTV2 (TV 

of Viet Nam 

for the whole 

country) 

4 H26.5.30 

中国に迫る食糧危機 食糧の輸出大国から輸入大国へ 

中国当局は 2 月、長年採用していた穀物の生産の自給自足と

いう方針を放棄した。この政策転換は輸入量を増加させ、13 億

人の腹を満たすために世界の資源が搾取されるという意味で

悪い知らせだ。（JIRCAS の銭小平氏は、中国の所得向上によ

り食の多様化・洋風化が進み、畜産物消費は2030年には2005

年の 1.9 倍になると予測している。） 

大紀元日本 

5 H26.5.20 

日立環境財団と日刊工業新聞社が共催する第 41 回「環境省」

の入賞案件が決定した。応募総数 30 件の中から、優秀賞 2

件、優良賞 3 件、審査委員会特別賞 1 件の計 6 件が入賞。環

境大臣賞・優秀賞は総合地球環境学研究所・田中樹氏、首都

大学東京・伊ｹ崎健大氏、京都大学大学院地球環境学堂・真

常仁志氏、国際農林水産業研究センター・飛田哲氏による「風

による土壌浸食の抑制と収量向上を両立させる砂漠化対処技

術」が受賞した。 

日刊工業新

聞 

6 H26.6.6 

Jikin Kallip, piik ko rejelet aiboj lal（ローラファームと豚舎がロ

ーラ島の淡水レンズに影響を及ぼしている） 

4 月 22 日に開催した「島嶼環境保全プロジェクト（マーシャル

国）第１回住民説明会」の紹介 

マーシャル

アイランドジ

ャーナル 

7 H26.6.9 

Biogas projects reduce carbon emissions（バイオガスプロジェク

トが炭酸ガス排出量を低減） 

VietNamNet Bridge – Hundreds of households in the southern 

city of Can Tho profit not only by converting animal waste to 

VietNamNet 

Bridge(ベト

ナム） 
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fuel for lighting purposes and cooking but also by contributing 

to efforts to reduce greenhouse gas (GHG) emissions and sell 

carbon credits.（JIRCAS がベトナムカントー市において行って

いる CDM 事業について紹介） 

8 H26.6.12 

第４１回「環境賞」 地球研など 6 件表彰 

日立環境財団と日刊工業新聞社は 11 日、都内で第４１回「環

境賞」の表彰式を開いた。 

日刊工業新

聞 

9 H26.6.13 

つくば市と 20 機関 温室ガス削減 意見交換 きょう 会議公

開求める声 

2030 年までに市民 1 人あたりの温室効果ガス排出量の 50％削

減（06 年比）を目指しているつくば市で、同市と「市環境都市の

推進に関する協定」を結ぶ公共機関が、削減に向けた最先端

の研究や。専門性を生かした取り組みを進めている。同ガス削

減をめぐる市民の関心も高いが、同市と 20 機関が 13 日に開く

意見交換会は非公開となった。環境問題に取り組む団体から

は公開を求める声も出ている。 

読売新聞 

10 H26.6.13 
異常増水で汚染水を移送 国際農林水産業研究センター 

JIRCAS 隔離温室からの未処理排水の移送に関する記事 

茨城新聞

web 版 

11 H26.6.14 

遺伝子組み換えの未処理排水を移送 

独立行政法人・国際農林水産業研究センターは、13 日、遺伝

子組み換え作物の温室から出た未処理実験排水を隣接施設

に移送したと発表した。外部漏出は確認されていないが、可能

性を調査し、増水の原因究明や再発防止策を講じる。 

茨城新聞、

読売新聞、

毎日新聞、

常陽新聞、

常陽新聞

web 版 

12 H26.6.15 

遺伝子組み換え栽培の汚水を滅菌処理せず移送 

国際農林水産業研究センターは、13 日研究用の遺伝子組み

換え作物の栽培で生じた汚水を入れる汚水槽があふれそうに

なったため、汚水約 10 トンを本来必要な滅菌処理をせずに別

のタンクへ緊急移送したと発表した。汚水は外部に流出してい

ないという。 

東京新聞、

東京新聞

web 版 

13 H26.6.17 

IHI、東南アジアで環境対策 パーム油古木を燃料に 国際農

水研センターと提携 

IHI は国際農林水産業研究センター（JIRCAS)と東南アジアに

おけるパーム油産業の環境汚染対策の事業化に向け提携し

た。2014 年度中に実証試験をスタートし、16 年度までに事業

化に向けた詳細を詰める。 

日刊工業新

聞 

14 H26.6.23 

フラッシュ パーム農園の環境対策研究 

IHI 子会社の IHI 環境エンジニアリングと国際農林水産業研究

センターは、パーム農園の環境対策技術で共同研究を始め

る。 

日経産業新

聞 

15 H26.6.24 

IHI 環境エンジ、パームプランテーションの環境対策技術の開

発で JIRCAS と共同研究 

 IHI グループの IHI 環境エンジニアリングは、パームプランテ

ーション事業で、独立行政法人の国際農林水産業研究センタ

ー（JIRCAS）と共同研究する。新たな処理技術開発のめどが

立ったことから、両者の技術を合わせ、IHI の協力を受けて事

業化を検討する。  
 

日経 BP 環

境経営フォ

ーラム 
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16 H26.6.27 
4 独法で植物防疫法違反 70 件 

つくば市の農業 4 独法における植物防疫法違反に関する記事 

NHK（昼の

ニュース関

東版・茨城

版、ニュース

ワイド茨城、

茨城ニュー

ス 845） 

17 H26.6.27 
研究用種子、未検査で輸入＝農水省 4 機関－茨城・つくば 

つくば市の農業 4 独法における植物防疫法違反に関する記事 

Wall Street 

Jaurnal、読

売新聞、朝

日新聞デジ

タル 

18 H26.6.28 
4 機関 植物防疫法違反 70 件 

つくば市の農業 4 独法における植物防疫法違反に関する記事 

朝日新聞、

読売新聞、

毎日新聞、

茨城新聞、

日本農業新

聞、常陽新

聞、産経新

聞、日本経

済新聞（夕） 

19 H26.6.29 

ここが聞きたい「農林業を組み合わせたと言われる「アグロフォ

レストリー」とはどんなものか。どんな取り組みがあるのか教えて

ください。 

JIRCAS 主任研究員木村健一郎さんが「林業組み合わせた農

業振興」について説明。 

読売新聞 

20 H26.6.30 

熱研が一般公開 ヒマワリの花摘みも 

国際農林水産業研究センター熱帯・島嶼研究拠点の 2014 年

度第 9 回一般公開が 29 日行われた。大勢の親子連れが訪

れ、研究成果を見たり、クイズ大会に参加した。 

八重山毎日

新聞 

21 H26.7.8 

エビの大量死対策に効果の高い原因菌の診断法の確立＝

JST/JICA プロジェクト 

6 月 27 日に、JICA と JST は、エビの大量死の原因を突き止め、

この細菌の感染の有無を 100％の精度で判別できる検査方法

を確立したことを発表した。 

JST/JICA プロジェクトは、2012 年 5 月から、東京海洋大学、国

際農林水産業研究センター（JIRCAS)、水産総合研究所の 3 機

関とタイの 4 機関で進めている。 

GLOBAL 

NEWS ASIA

（タイ） 

22 H26.7.11 

日本学術会議で公開シンポジウム「人工降雨による渇水・豪雨

軽減と水資源」が開催され、液体炭酸を上空にまき散らす方法

で雨を降らす人工降雨の実験成果などについて、九州大学や

福岡大学、国際農林水産業研究センターなどからの報告があ

った。 

科学新聞 

23 H26.7.25 

農水省の研究機関 

国会閉会中のこの時期を利用して筑波にある以下の農水省系

の研究機関を視察しました。JIRCAS、森総研、農環研、国際農

林水産業研究センターと森林総研は、JICA 勤務時代に何度も

耳にしていて、なんとなく業務内容等は知っていました。しか

し、実際に研究所を見たこともなければ、最近の研究成果もよく

山内康一衆

議院議員ブ

ログ、 

Livedoor ニ

ュース

BLOGOS 
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知りませんでした。大変興味深い研究をしている組織です。国

際農林水産業研究センターは、特に興味深く、日本の国際貢

献のために重要な機関です。 

24 H26.7.25 

安倍晋三日本国内閣総理大臣のメキシコ合衆国訪問の際の

日本メキシコ共同プレスリリース 

JIRCAS とメキシコ国立農牧林研究所（INIFAP)との農業研究に

関する覚書 

外務省ホー

ムページ 

25 H26.7.25 

安倍晋三日本国内閣総理大臣のメキシコ合衆国訪問の際の

JIRCAS とメキシコ国立農牧林研究所（INIFAP)との農業研究に

関する覚書 

メキシコ大統

領府ホーム

ページ、日

本テレビ 

26 H26.7 

Beating the heat 

Despite the complexity of drought tolerance, researchers 

aremaking progress in the search for crops that can produce 

seed with limited water. Emily Waltz reports.(JIRCAS の DREB

に関する言及） 

Nature 

Biotechnolo

gy 

27 H26.8.4 

Formalizan México y Japón mayor cooperación en agricultura y 

ganadería sustentable 

El titular de la SAGARPA, Enrique Martínez y Martínez, firmó 

un memorándum de cooperación en Investigación Agropecuaria 

con el Centro Internacional de Investigación para las Ciencias 

Agrícolas de Japón (JIRCAS).  

（メキシコ農牧省と JIRCAS は、包括的農業研究協力覚書を締

結した） 

Agroen Red

（メキシコ） 

28 H26.8.22 

タイ科学博「日本」人気 バイオ燃料、新幹線・・・・ 

国際農林水産業研究センターは、タイの主要輸出品目となっ

ているキャッサバを搾り、その残りかすからバイオエタノールを

つくる技術について、パネルで説明している。 

読売新聞国

際版 

29 H26.8.28 

検証 頭のいい人の家庭の味、見せてください！ 

「研究者たちの自家製毎日弁当」 

国際農林水産業研究センター森岡伸介情報広報室長 

特別なリクエストはないが”ないと寂しい”。それが、料理上手の

妻が作るお弁当 

つくばスタイ

ル 

30 H26.8.30 果樹園の台風対策を説明 緒方達志技術支援室長が講演 

八重山日

報、八重山

毎日新聞 

31 H26.9.14 

大きな穂作る遺伝子 

独立行政法人「国際農林水産業研究センター」（茨城県つくば

市）などのグループは、インドネシアで栽培されている、大きな

穂を持つ稲の遺伝子に着目し、他国の稲の収穫量の増加を目

指している。石丸務研究員らは、このインドネシアの稲を詳しく

調べた結果、稲穂一つあたりのもみの数や葉の幅を大きくさせ

る遺伝子を見つけた。 

読売新聞 

32 H26.9.17 

Développement de techniques agricoles : le Japon dispense sa« 
riche expérience » au Burkina 

Le Centre international de recherche en sciences agricoles du 

Japon, JIRCAS (Japan international research center for 

Agricultural sciences) a organisé, le mardi, 16 septembre à 

LeFaso.net

（ブルキナフ

ァソ）、ブル

キナテレビ、

L'Observatu



- 179 - 

 

Ouagadougou, un séminaire sur la « recherche collaborative 

internationale du Japon pour soutenir le développement 

agricole au Burkina Faso ». En collaboration avec l’institut de 

l’environnement et de recherche agricole (INERA), le 

secrétariat permanent du conseil national pour l’

environnement et le développement durable (SP/CONEDD) et 

l’agence japonaise de coopération internationale (JICA), le 

séminaire a été patronné par l’Ambassadeur du Japon au 

Burkina et présidé par le ministre burkinabè de l’

environnement et du développement durable, Salif Ouédraogo. 

er 紙、Le 

Pays 紙、

Quotidien

紙、Sidwaya

紙 

33 H26.9.29 

科学の扉 伝統品種が「食」救う 近代品種と交配 長所生か

す 

国際稲研究所は、増え続ける世界人口を養うには、35 年まで

にコメの収量を 26％増加させる必要があると見込む。その担い

手として、IRRI と国際農林水産業研究センター（JIRCAS)が開

発を進めてきた。 

朝日新聞 

34 H26.10.3 

Pasture mznagement researched to minimize herder's risks 

モンゴル国で実施中のリモセン技術を利用した牧草資源マッピ

ング研究に関する報道 

MONTSAM

E（モンゴル） 

35 H2610.17 日本人研究者、アナマラル（Anamalar）の水田圃場を訪問 

Dina Malar

（デイナマラ

ル）（インド） 

36 H26.10.30 

นอกจากเร่ืองของกล้วยไม้แล้ว...กรมวิชาการเกษตรยงัได้ร่วมหารือกบัศนูย์วิจยัการเกษตรนานาช

าติประเทศญ่ีปุ่ น (JIRCAS) 

เพ่ือเตรียมแผนสร้างความร่วมมือในการวจิยัและพฒันาด้านการเกษตร 

โดยเน้นพืชเก่ียวกบัทดแทนพลงังาน เช่น ปาล์มนํา้มนั อ้อย มนัสําปะหลงัและพลงังานชีวมวล...

（この問題に加えて農務省はまた日本の国際農業研究センタ

ー との協議に参加しました。（主査パーム油、サトウキビ、キャ

ッサバ、バイオ エネルギーについて農業研究と再生可能エネ

ルギー植物に重点を置いて開発における協力のための新 し

い計画を準備する.） 

ＴＲＥＮＤ Ｖ

Ｇ3（タイ） 

37 H26.11.9 

日本テレビ「遠くへ行きたい」で、JIRCAS の熱帯・島嶼研究拠

点が紹介された。番組の中で、しかくまめ（プリズン）、パパイヤ

（石垣珊瑚、石垣ワンダラス）、パイナップル（ピーチパイン）な

どが紹介された 

日本テレビ 

38 H26.11.15 

Cana tolerante à seca está em fase de multiplicação para 

testes em campo 

A pesquisa começou em 2008 e tem como parceiro o Centro 

Internacional de Pesquisas para Ciências Agrárias do Japão 

(Japan Internacional Research Center for Agricultural Sciences 

– JIRCAS), instituição que detém a patente do gene utilizado 

na transformação genética de cana. O pesquisador que 

coordena o trabalho, Hugo Bruno Correa Molinari, explica que 

a tolerância à seca é, se não a primeira, a segunda 

característica de maior importância para cana. “O setor 

sucroenergético precisa de variedades mais tolerantes à seca, 

até porque as novas áreas de expansão da cultura têm 

problemas de estiagem prolongada ou chuvas irregulares”, 

Jornal Agora 

MS(ブラジ

ル） 



- 180 - 

 

comenta. 

（2008 年より乾燥耐性サトウキビについて、ＪＩＲＣＡＳと共同研

究している。） 

39 H26.11.12 

放射性セシウムは福島で黒雲母が固定 

東京電力福島第 1 原発事故で放出された放射性セシウムによ

る土壌汚染は日本が抱える大問題のひとつだ。その放射性セ

シウムは福島県東部の阿武隈山地で、主に風化黒雲母(市場

では「バーミキュライト」と呼ばれている)に存在することを、東京

大学大学院理学系研究科の小暮敏博(こぐれ としひろ)准教授

らが突き止めた。福島県の土壌の除染や貯蔵などの効率化に

つながる研究といえる。日本原子力研究開発機構、物質・材料

研究機構、国際農林水産業研究センターとの共同研究で、11

月 10 日付の米化学会誌 Environmental Science & Technology

オンライン版に発表した。 

サイエンスポ

ータル（科学

技術振興機

構） 

40 H26.11.17 

Cana tolerante à seca está em fase de multiplicação para 

testes em campo 

A pesquisa já passou por testes em laboratório e casa de 

vegetação. Para os experimentos em campo, a Embrapa 

Agroenergia conta com o CTC 

A pesquisa começou em 2008 e tem como parceiro o Centro 

Internacional de Pesquisas para Ciências Agrárias do Japão 

(Japan Internacional Research Center for Agricultural Sciences 

– JIRCAS), instituição que detém a patente do gene utilizado 

na transformação genética de cana. （2008 年より乾燥耐性サト

ウキビについて、JIRCAS と共同研究している） 

JornalCana(

ブラジル） 

41 H26.11.25 

福島の除染など語る  長崎大で講演 独法職員ら「丁寧な説

明重要」 

東京電力福島第１原発の事故で放射性物質が飛散した地域

の除染や農業再生の現状を伝える公開講演会が 24 日長崎市

内であった。福島県飯舘村の復興事業に携わる国際農林水産

業研究センターの万福裕造氏は、避難や居住に関する区域の

見直しや農地の表土削り取りなどで住民の理解を得るのに苦

慮したと回顧。 

長崎新聞 

42 H26.11.30 
株出しには株ぞろえを  

熱研公開講座で寺島義文主任研究員が講演 

八重山毎日

新聞 

43 H26.12.11 

14 年の研究成果 10 大トピックス  農水省が発表 

農水省農林技術会議事務局は 10 日、2014 年に発表された農

林水産研究成果の中から、特に注目度が高い１０大トピックス

を発表した。 

▽イネの収量を増加させる遺伝子の発見と DNA マーカーの開

発（国際農林水産業研究センター） 

日本農業新

聞 

44 H26.12.12 

農水省 14 年農林水産研究成果 10 大トピックスを選定 

9 「イネの収量を増加させる遺伝子（SPIKE)の発見及びその

DNA マーカーの開発-収量の多い熱帯の普及品種開発に期

待」（国際農林水産業研究センター、国際稲研究所、農研機構

作物研究所、首都大学東京） 

化学工業日

報 

45 H26.12.16 

Desde Japón El Dr. Masayasu Kato del Jircas de Japón está en 

el INTA Pergamino. 

El especialista llegó para reunirse con el Dr. Antonio 

Colón Doce

（アルゼンチ

ン） 
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Ivancovich con la finalidad de analizar los resultados de las 

actividades llevadas a cabo dentro del marco del convenio 

INTA-JIRCAS y de planificar actividades para un nuevo 

acuerdo para trabajar en enfermedades de soja en Argentina y 

Sudamérica. 

46 H26.12.19 

農林水産省所管 7 法人、不正経理 

農業・食品産業技術総合研究機構や農業生物資源研究所な

ど、農林水産省所管の研究機関 7 法人は 19 日、約 10 億２千

万の不適正経理が判明したと発表した。 

NHK（茨城

ニュース

845） 

47 H26.12.20 

農林水産省所管 7 法人、不正経理 

農業・食品産業技術総合研究機構や農業生物資源研究所な

ど、農林水産省所管の研究機関 7 法人は 19 日、約 10 億２千

万の不適正経理が判明したと発表した。 

朝日新聞、

朝日新聞

（岩手）、毎

日新聞、読

売新聞（横

浜）、読売新

聞（茨城）、

茨城新聞、

常陽新聞、

岩手日報、

福島民友、

福島民報 

48 H26.12.20 

日本人研究者、最新の農業技術を賞賛 

日本人研究者大前英博士、庄野真理子博士、小田正人博士

は、日本とインドの共同研究の可能性を探るため、カルナール

（Karnal）県パンドリ(Punddri)村を訪問した。 

Dainik 

Jagram（ダイ

ニックジャグ

ラム）（イン

ド） 

49 H26.12.20 

日本人研究者、小麦栽培と節水技術を調査 

日本人研究者大前英博士、庄野真理子博士、小田正人博士

は、日本とインドの共同研究の可能性を探るため、小麦研究局

と中央塩類土壌研究所の研究者とともに農家を訪問した。 

Punjab Kesri

（パンジャブ 

ケスリ）（イン

ド） 

50 H26.12.31 

2014 年の注目技術 農水研究成果 10 大トピックス 

もみ数増え収量増  9 位 稲の収量を増加させる遺伝子の発

見と DNA マーカーの開発 

国際農林水産業研究センターは、フィリピンにある国際稲研究

所などとの共同研究で、熱帯稲品種の収量を増やす遺伝子を

世界で初めて発見した。 

日本農業新

聞 

51 H27.1.20 

チャンタブリ園芸研究所の一般公開に展示したドリアンの研究

に関するポスターについて及びタイとラオスにおける果樹研究

についてインタビュー内容が掲載された。 

Kehakaset 

Agricultural 

Magazine(タ

イ） 

52 H27.2.6 

植物の高温ストレス耐性高める新規たん白質 

JIRCAS、東大など発見 新品種改良技術への応用期待 

植物がストレス応答を強化して、高温ストレス耐性を高める新規

たん白質が見つかった。成果は国際科学雑誌「The Plant 

Cell」に掲載された。 

化学工業日

報 

53 
H27.2.2-2.

6 

Dr Iwanaga visits IITA 

Dr Masaru Iwanaga, visited IITA on 4 to 6 February. Dr 

Iwanaga wanted to get deeper insights into the impact of 

The 

BULLETIN(I

ITA の HP)
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CGIAR reforms on IITA and to understand the working 

mechanisms between the systems-based CGIAR Research 

Program on Humidtropics and IITA as a research institute.（岩

永理事長が、2/4-2/6 に IITA を訪問した） 

（ナイジェリ

ア） 

54 H27.2.22 

平成27年2月4日につくばみらい市立小張小学校で、JIRCAS

林業領域香山雅純主任研究員が行った出前授業「熱帯の樹

木の紹介」の模様が「サイエンス Q」で放送された。 

ラヂオつく

ば「サイエン

ス Q」 

55 H27.2 

鼎談 米機能性研究と将来 

（社）生命科学振興会理事長「医と食」編集長の渡邊氏の司会

で、新潟大学農学部応用生物科学科 大坪研一教授と

JIRCAS 生物資源・利用領域の吉橋忠主任研究員との対談の

模様が掲載された。 

公益社団法

人生命科学

振興会 

隔月誌「医と

食」 

56 H27.3.5 

除染作業の復旧・復興 現場レポート 

原発事故直後から、農地の除染研究を始めた万福裕造さん 

寝る間も惜しんで開発した”4 つの除染技術”で、飯舘村の米

や野菜の、放射性セシウム濃度が基準値以下に！-（独）国際

農林水産業研究センター/万福裕造さん 

農林水産省

広報誌「aff」 

57 H27.3.11 東日本大震災以降の営農再開へ向けた取り組みについて 
The Wall 

Street Joural 

58 H27.3.15 

平成 27 年 2 月 17 日につくば市立菅間小学校で、JIRCAS 生

物資源・利用領域丸井淳一朗研究員が「日本とアジアの発酵

食品」というテーマで行った出前授業の模様が「サイエンス Q」

で放送された。 

ラヂオつく

ば「サイエン

ス Q」 

59 H27.3.15 

Yam Breeder 
IITA seeks a highly motivated and qualified individual to 
participate as a senior plant breeder in a new project on 
‘Enhancing Yam Breeding for Increased Productivity and 
Improved Quality in West Africa (AfricaYam)’ supported by the 
Bill & Melinda Gates Foundation (BMGF). Project activities 
will be carried out through collaborative research between IITA 
and the national yam programs of Benin, Cote d’Ivoire, Ghana, 
and Nigeria; the Japan International Research Center for 
Agricultural Sciences (JIRCAS), and the Iwate Biotechnology 
Research Center (IBRC) in Japan; the James Hutton Institute 
(JHI), UK; the Centre de Coopération Internationale en 
Recherche Agronomique pour le Développement (CIRAD), 
France; and the Boyce Thompson Institute for Plant Research 
(BTI), Cornell University, USA. This initiative is focused on 
breeding superior yam varieties for high yield, good quality and 
resistance to diseases (anthracnose and yam mosaic virus). 

SciDev.Net

（ナイジェリ

ア） 

60 H27.3.15 

México y Japón fortalecen el proyecto de diversidad genética 
EL INIFAP (Instituto Nacional de Investigaciones Forestales, 
Agricolasy Pecuarias) y la Universidad de Tsukuba de Japon 
llevaron a cabo una reunion para dar avances del Proyecto 
"Valiracion de la Diversidad y Desarrollo del Uso Sustentable 
de los Recursos Geneticos de México 

FoodNewsL

atam.com 

（メキシコ） 

61 H27.3.17 熱帯果樹の整枝学ぶ 農業技術講習会に 63 人参加 熱研 
八重山毎日

新聞 

62 H27.3.18 

北海道大学と人材育成で連携  国際農林水産研 

国際農林水産業研究センター（JIRCAS)は 17 日、北海道大学

大学院農学研究院・大学院農学院・農学部と、研究開発・教育

日本農業新

聞 
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に関する連携・協力協定を締結した。 

63 H27.3.20 低樹高化の技術学ぶ 熱研講習会に 60 人 八重山日報 

64 H27.3.23 
八重山は重要な稲作地域 熱研の福田氏 イネをテーマに講

話 

八重山毎日

新聞 

白抜き数字は海外における掲載記事  
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付表 7 平成 26 年度 アウトリーチ活動 

 

１） つくば本所 

No. 開催日 活動内容 会場 

1 
平成 26 年 4 月 18 日～

19 日 
科学技術週間一般公開 JIRCAS 本所 

2 平成 26 年 5 月 20 日 

第４回 JIRCAS サイエンスカフェ 

「東南アジアの農業と農村 ベトナムとラ

オスを語る」 

東京大学 本郷キャン

パス 

3 平成 26 年 5 月 30 日 
エチオピア連邦民主共和国テフェラ農

業大臣他 5 名視察 
JIRCAS 本所 

4 
平成 26 年 6 月 18 日～

20 日 

スマートコミュニティーJapan2014 

バイオマスエキスポ 

東京国際展示場（東京

ビッグサイト） 

5 平成 26 年 6 月 29 日 熱帯・島嶼研究拠点一般公開 熱帯・島嶼研究拠点 

6 平成 26 年 7 月 18 日 山内康一衆議院議員（みんなの党）視察 JIRCAS 本所 

7 平成 26 年 7 月 30 日 
ベトナム Uni－Bros.グループ代表取締

役他 2 名見学 
JIRCAS 本所 

8 平成 26 年 8 月 2 日 

第 5 回 JIRCAS サイエンスカフェ 

ベトナム・メコンデルタにおける営農の実

態と課題 

東京大学農学部 2 号館

別館 

9 
平成 26 年 8 月 12 日～

28 日 
タイ科学技術博覧会 2014 

チェンマイ国際会議・展

示場 

10 
平成 26 年 10 月 4 日～ 

5 日 
グローバルフェスタ Japan2014 東京日比谷公園 

11 平成 26 年 10 月 7 日 
第 6 回 JIRCAS サイエンスカフェ 

ラオスの里山管理方法を作る 

東京農業大学「食と農」

の博物館 

12 平成 26 年 10 月 14 日 

第 7 回 JIRCAS サイエンスカフェ 

放射性物質汚染に関する汚染被災地の

現状と課題 

石巻専修大学 2 号館 

13 平成 26 年 10 月 17 日 パナソニック玉田様他 7 名見学 JIRCAS 本所 

14 平成 26 年 10 月 23 日 

食のブランドニッポンフェア 2014 

農研機構がお届けする暮らしに役立つ

食の知識 

食のセミナーin 福岡 

エルガーラホール 7 階

中ホール（福岡市） 

15 
平成 26 年 11 月 2 日～ 

3 日 
筑波大学学園祭「雙峰祭」出展 筑波大学 

16 平成 26 年 11 月 11 日 暁星高等学校１年生９名、教師 1 名見学 JIRCAS 本所 
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17 
平成 26 年 11 月 12 日

～14 日 
アグリビジネス創出フェア 2014 

東京国際展示場（東京

ビッグサイト） 

18 平成 26 年 11 月 27 日 2014 若手外国人農林水産研究者表彰 
秋葉原コンベンションホ

ール 

19 平成 26 年 11 月 28 日 

JIRCAS 国際シンポジウム 2014「土壌環

境と作物生産－開発途上地域の作物安

定生産のために」 

秋葉原コンベンションホ

ール 

20 平成 26 年 12 月 1 日 

第 8 回 JIRCAS サイエンスカフェ 

福島県相馬郡飯舘村における放射能汚

染災害の現状と課題 

東京農工大学府中キャ

ンパス 

21 平成 26 年 12 月 3 日 
平成 26 年度農業技術クラブ つくば共

同取材（後期） 
JIRCAS 本所 

22 平成 27 年 1 月 21 日 SAT テクノロジー・ショーケース 2015 つくば国際会議場 

23 平成 27 年 2 月 4 日 
ラヂオつくば「サイエンス Q]番組収録 

（熱帯の樹木紹介） 

つくばみらい市立小張

小学校 

24 平成 27 年 2 月 17 日 
ラヂオつくば「サイエンス Q]番組収録 

（日本とアジアの発酵食品） 
つくば市立菅間小学校 
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付表 7 平成 26 年度 アウトリーチ活動（続き） 

 

２）熱帯・島嶼研究拠点 

No. 開催日 活動内容 会場 

1 平成 26 年 4 月 11 日 沖縄県宮古市民（圃場見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

2 平成 26 年 5 月 20 日 神奈川県鎌倉市民（圃場見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

3 平成 26 年 5 月 20 日 石垣市民（圃場見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

4 平成 26 年 5 月 22 日 
横浜サイエンスフロンティア高校（拠

点視察） 
熱帯・島嶼研究拠点 

5 
平成 26 年 6 月 5 日～

7 日 

メ キ シ コ 国 立 農 牧 林 研 究 所

（INFAP）、国際遺伝資源保存センタ

ー（CNRG）、筑波大遺伝子実験セン

ター（拠点視察） 

熱帯・島嶼研究拠点 

6 平成 26 年 6 月 10 日 
宮古農林水産振興センター（熱帯果

樹視察） 
熱帯・島嶼研究拠点 

7 平成 26 年 6 月 24 日 衆議院内閣委員会（拠点視察） 熱帯・島嶼研究拠点 

8 平成 26 年 6 月 26 日 名護市議会（拠点視察） 熱帯・島嶼研究拠点 

9 平成 26 年 6 月 29 日 第 9 回熱研一般公開 熱帯・島嶼研究拠点 

10 平成 26 年 7 月 2 日 
大阪大学大学院工学研究科（拠点

視察） 
熱帯・島嶼研究拠点 

11 平成 26 年 7 月 2 日 日本農業新聞（拠点視察） 熱帯・島嶼研究拠点 

12 平成 26 年 7 月 16 日 
八重山循環型環境連絡会（熱帯果

樹研修） 
熱帯・島嶼研究拠点 

13 平成 26 年 7 月 16 日 
岐阜県農業技術センター（パッション

フルーツ視察） 
熱帯・島嶼研究拠点 

14 平成 26 年 7 月 16 日 メキシコ農家（マンゴー視察） 熱帯・島嶼研究拠点 

15 平成 26 年 7 月 28 日 石垣市民（技術相談） 熱帯・島嶼研究拠点 

16 
平成 26 年 7 月 29 日

～8 月 1 日 
八重山農業高校（就業体験） 熱帯・島嶼研究拠点 

17 
平成 26 年 7 月 30 日

～8 月 1 日 
八重山農業高校教諭（10 年目研修） 熱帯・島嶼研究拠点 

18 平成 26 年 8 月 5 日 福島県立岩瀬農業高校（研修） 熱帯・島嶼研究拠点 

19 平成 26 年 8 月 18 日 
石垣島土地改良区（サトウキビ技術

相談） 
熱帯・島嶼研究拠点 

20 平成 26 年 8 月 18 日 
石垣市民（パッションフルーツ技術

相談） 
熱帯・島嶼研究拠点 

21 平成 26 年 8 月 22 日 
八重山小中学校理科教育研究会

（拠点視察） 
熱帯・島嶼研究拠点 

22 
平成 26 年 8 月 25 日

～29 日 
沖縄工業高等専門学校（就業体験） 熱帯・島嶼研究拠点 

23 平成 26 年 8 月 26 日 
沖縄総合事務局農林水産部生産振

興課（資料請求） 
熱帯・島嶼研究拠点 

24 平成 26 年 8 月 28 日 
第 33 回熱研市民公開講座 

「果樹園の台風対策」 
石垣市健康福祉センター 

25 平成 26 年 8 月 29 日 
佐賀大学農学部アグリセンター（拠

点見学） 
熱帯・島嶼研究拠点 
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26 平成 26 年 9 月 3 日 石垣市民（圃場見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

27 平成 26 年 9 月 5 日 東海大学農学部（農学研修） 熱帯・島嶼研究拠点 

28 平成 26 年 9 月 5 日 石垣市民（果樹温室見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

29 平成 26 年 9 月 9 日 沖縄県糸満市民（拠点見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

30 平成 26 年 9 月 17 日 
琉球大他、九州管内大学（農業実

習） 
熱帯・島嶼研究拠点 

31 
平成 26 年 9 月 17 日

～19 日 

八重山農林高校グリーンライフ科

（就業体験） 
熱帯・島嶼研究拠点 

32 平成 26 年 9 月 26 日 日本分蜜糖工業会（拠点見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

33 平成 26 年 10 月 3 日 田園工房（TV 番組収録） 熱帯・島嶼研究拠点 

34 平成 26 年 10 月 8 日 滋賀県立農業大学校（拠点見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

35 
平成 26 年 10 月 21 日

～22 日 

種苗管理センター沖縄農場（遺伝資

源保存視察） 
熱帯・島嶼研究拠点 

36 平成 26 年 10 月 29 日 愛知県豊田市民（拠点見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

37 平成 26 年 11 月 10 日 八重山商工高校（拠点見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

38 
平成 26 年 11 月 11 日

～13 日 
八重山高校（就業体験） 熱帯・島嶼研究拠点 

39 平成 26 年 11 月 21 日 ライオン株式会社（拠点見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

40 平成 26 年 11 月 25 日 
東京農業大学（熱帯亜熱帯農学研

修） 
熱帯・島嶼研究拠点 

41 平成 26 年 11 月 28 日 
農畜産業振興機構那覇事務所（拠

点視察） 
熱帯・島嶼研究拠点 

42 平成 26 年 11 月 28 日 
第 34 回熱研市民公開講座 

「サトウキビの株出し栽培」 
石垣市健康福祉センター 

43 平成 26 年 12 月 1 日 兵庫県小野市民（拠点見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

44 平成 26 年 12 月 22 日 トヨタ自動車株式会社（拠点見学） 熱帯・島嶼研究拠点 

45 平成 26 年 12 月 25 日 石垣市民（資料請求） 熱帯・島嶼研究拠点 

46 平成 27 年 1 月 20 日 
衆議院議員、沖縄県会議員（拠点視

察） 
熱帯・島嶼研究拠点 

47 
平成 27 年 2 月 7 日～

8 日 

ハーブフェスティバル in 八重山～命

草～（展示出展） 
石垣市健康福祉センター 

48 平成 27 年 3 月 16 日 
第 17 回熱研農業技術講習会「熱帯

果樹の低樹高剪定の基礎」 
熱帯・島嶼研究拠点 

49 平成 27 年 3 月 19 日 
第 35 回熱研市民公開講座「「世界、

日本、石垣のイネ」」 
石垣市健康福祉センター 
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付表 8 平成 26 年度 研究成果情報一覧 

No. プログラム 成果情報名 分類 

１ 

A 

未利用バイオマスを活用したバイオガス発生装置の安定利
用 

技術 A 

２ 
熱帯のイネ品種の遺伝的背景を持つ早朝開花性準同質遺
伝子系統の育成 

研究Ａ 

３ 
熱帯地域のイネ主力 23 品種における高温感受性と開花時
刻の比較 

研究Ｂ 

４ 気候変動下の世界の作物収量の長期予測 研究Ａ 

５ 
トウモロコシとダイズの混作が乾燥ストレス軽減と生産性向上
に寄与する 

研究Ｂ 

６ 
ガリー侵食の発生域を衛星データの画像解析によって抽出
する 

研究Ｂ 

７ 
ソルゴレオンはソルガムの重要な生物的硝化抑制物質の一
つである 

研究Ｂ 

８ 

B 

アフリカ稲作振興のための土壌肥沃度改善技術マニュアル 
主要普及成果 

(行政Ａ) 

９ 
アフリカイネおよびアジアイネの遺伝子を判別する SNP マー
カーセットの開発 

研究Ａ 

10 
乾燥・低温ストレス環境下におけるイネの代謝関連遺伝子の
転写制御の重要性 

研究Ａ 

11 
4 種類の AREB/ABF は 3 種類の SnRK2 の下流で乾燥ストレ
ス耐性を制御する 

研究Ａ 

12 
ドリアン‘モントン’は開花期の低夜温で受精が抑制され着果
不良になる 

研究Ｂ 

13 Oryza（イネ）属の栽培化以前に起きた Pup1 遺伝子座の変異 研究Ａ 

14 
インド型イネの遺伝的背景で広い窒素栄養濃度域で効率良
く根を伸長させる QTL 

研究Ａ 

15 

C 

ラオスにおける多様な非木材林産物は農家経済にとって高
い有益性を持つ 

主要普及成果 
(行政Ａ) 

16 
生態的特性に基づく小河川での小型コイ科魚類個体群の保
全管理 

技術Ｂ 

17 
中国のトウモロコシ単収に与える投入財価格・量及び環境影
響の要因分解 

研究Ｂ 

18 
タイ、ラオスの淡水魚発酵調味料の品質に影響する塩分濃
度と発酵期間の重要性 

研究Ｂ 

19 微生物によるセルロースの低コスト直接糖化法の開発 
主要普及成果 

(技術Ａ) 

20 
インドネシアのオイルパーム開発プログラムが小規模農家に
与えた影響 

行政Ｂ 

21 マレーシア半島地区における林業種苗配布区域の設定手法 
主要普及成果 

(行政Ａ) 

22 
オイルパームからプラスチック原料に有望な p-ヒドロキシ安息
香酸を抽出する 

技術Ｂ 

23 マレーシアにおけるハイガイ養殖の生産阻害要因 研究Ｂ 

24 D ミャンマーの主要作物の生産・貿易情報 行政 B 
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付表 9 平成 26 年度 研究業績（査読付論文） 

 

著者、表題、記載誌名、巻(号)、ページ他 

 

１．  Y. Aoi, K. Fukushi, T. Itono, N. Kitadai, K. Kashiwaya, H. Yamada, T. Hatta, Y. Manpuku 

(2014)  Distribution and mineralogy of radioactive Cs in a reservoir sediment contaminated 

by Fukushima nuclear accident. Journal of Mineralogical and Petrological Sciences 109 : 

23-27. 

 

２．  P. Osei Bonsu, H. Omae, F. Nagumo, R. Owusu Bio and P. Pinamang Acheampong (2015)  

Evaluation of two jab planters for planting maize in the forest zone of Ghana. International 

Journal of Innovation and applied studies 10(1) : 30-35. 

 

３．  P. Osei Bonsu, R. Owusu Bio, H. Omae, F. Nagumo (2015)  Effect of planting device and 

seed sorting on yield of maize. International Journal of Scientific & Technology Research 4(1) : 

316-318. 

 

４．  Anan Chaokaur, Takehiro Nishida, Ittipon Phaowphaisal, Kritapon Sommart (2014)  Effects 

of feeding level on methane emissions and energy utilization of Brahman cattle in the tropics. 

Agriculture, Ecosystems and Environment DOI : 10.1016/j.agee.2014.09.014. 

 

５．  Cheng Leilei, Yin Changbin, Chien Hsiaoping (2014)  Demand for milk quantity and safety in 

urban China: Evidence from Beijing and Harbin. Australian Journal of Agricultural and 

Resource Economics DOI : 10.1111/1467-8489.12065. 

 

６．  銭小平、櫻井武司、村中聡 (2014)  ナイジェリアのササゲ小売価格決定における「品種名」

の役割―観察不可能な品質特性の情報を提供している―. 日本農業経済研究論文集 : 

238-241. 

 

７．  Suphavadee Chimtong, Chakrit Tachaapaikoon, Somphit Sornyotha, Patthra Pason, Rattiya 

Waeonukul, Akihiko Kosugi, Khanok Ratanakhanokchai (2014)  Symbiotic Behavior during 
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付表 10 平成 26 年度 国際シンポジウム・ワークショップ・セミナー等の開催実績 

 

No. 集会名 開催年月日 開催地 

1 
JIRCAS 島嶼環境保全プロジェクト第 6 回運営委員

会 
平成 26 年 4 月 21 日 

マーシャル諸

島共和国マジ

ュロ環礁 

2 
JIRCAS 島嶼環境保全プロジェクト第１回住民説明

会 
平成 26 年 4 月 22 日 

マーシャル諸

島共和国マジ

ュロ環礁ローラ

島 

3 
フィリピンの傾斜地における不適切なトウモロコシ

新品種栽培のインパクト 
平成 26 年 5 月 13 日 

フィリピン国イ

ラガン市 

4 

中国における主要穀物資源の高度利用に関する

セミナー2014（中国主食工業化発展技術検討会

2014） 

平成 26 年 5 月 30 日 
中華人民共和

国北京市 

5 

アジア太平洋地域の食品安全確保に関する専門

家会合 

Expert Consultation on Assuring Food Safety in 

Asia-Pacific 

平成 26 年 8 月 4 日～

5 日 

茨城県つくば

市 

6 

技術移転ワークショップ：バインダーレスパーティク

ルボードと圧縮パネル Workshop on Technology 

Transfer : Binderless particleboard and compressed 

panels 

平成 26 年 8 月 12 日 

マレーシア国

ペナン州ミンデ

ン市 

7 

ブルキナファソにおける持続的農業開発のための

日本による共同研究 

Collaborative Research with Japan for Sustainable 

Agricultural Development in Burkina Faso 

平成 26 年 9 月 16 日 
ブルキナファソ

国ワガドウグ 

8 

2014 JIRCAS-カントー大学 気候変動対応プロジ

ェクトワークショップ 

JIRCAS-CTU Climate Change Project Workshop 

2014 (2nd Draft) 

平成 26 年 9 月 27 日 
ベトナム国カン

トー市 

9 

ソルガムの BNI に関するワークショップ及び日本政

府拠出金によるプロジェクト最終検討会 

Workshop for biological nitrification inhibition 

(BNI) of sorghum 

& Final workshop for the project ‘Development of 

sustainable soil fertility management for sorghum 

and sweet sorghum through effective use of 

biological nitrification inhibition (BNI)’ funded by 

Government of Japan 

平成 26 年 9 月 30 日 
インド国バタン

チュル 

10 
JIRCAS 島嶼環境保全プロジェクト第６回淡水レン

ズ保全管理セミナー 
平成 26 年 10 月 24 日 

マーシャル諸

島共和国マジ

ュロ環礁 
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11 

いもち病ネットワーク研究に関するワークショップお

よび 2014 年次会議 

(1)Workshop for “Blast Research Network for 

Stable Rice Production” under the JIRCAS 

research project “Rice innovation for 

environmentally sustainable production systems”

（公開） 

(2)Annual meeting for Blast Research Network for 

Stable Rice Production Research from 2014 to 

2015（非公開） 

平成 26 年 10 月 26 日

～27 日 

タイ国バンコク

市 

12 

地球規模環境劣化に対するストレス耐性を有する

穀物の遺伝子工学技術の発展  

Workshop on Development of Genetic Engineering 

Technology of Crops with Stress Tolerance against 

Degradation of Global Environment 

平成 26 年 10 月 30 日 
ブラジル国ロン

ドリーナ市 

13 

JIRCAS とミャンマーとの間の共同研究のための研

究課題の確認：農業研究における成果とチャレン

ジ 

平成 26 年 11 月 5 日 
ミャンマー国ネ

ビドー市 

14 

２０１３年度畑作安定供給プロジェクトダイズさび病

検討会 

Annual Meeting of "Soybean Rust Project" 

平成 26 年 11 月 13 日

～14 日 

ブラジル国フォ

スドイグアス市 

15 

草本系バイオマス資源作物公開シンポジウム 

－エリアンサス・ススキ・ネピアグラスの可能性と今

後の展開－ 

平成 26 年 11 月 14 日 東京都江東区 

16 

計測制御技術の農業研究への積極的活用を検討

するための研究交流ワークショップ 

（Interactive workshop for active utilization of 

advanced measurement technology in agricultural 

research） 

平成 26 年 11 月 14 日 沖縄県石垣市 

17 

植物の水ストレス耐性反応と水利用の有効性に関

する国際ワークショップ International Workshop 

on Plant Water Stress Responses and Water-Use 

Efficiency 

平成 26 年 11 月 26 日 東京都文京区 

18 

JIRCAS 国際シンポジウム 2014 

土壌環境と作物生産-開発途上地域の作物安定

生産のために- 

JIRCAS International Symposium 2014 

Soil Environment and Crop Production : Toward 

Stable Crop Production in Developing Regions 

平成 26 年 11 月 28 日 
東京都千代田

区 

19 

アジア地域食料資源の高度利用に関するセミナー

2014  

Research seminar on advanced application of local 

food resources in Asia 2014 

平成 26 年 12 月 8 日

～9 日 

ラオス国ビエン

チャン市 

20 

東アジア米機能標準化会議  

East Asia Conference on Standardization of Rice 

Function 

平成 26 年 12 月 10 日

～12 日 
京都府京都市 
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21 

2014 年度乾燥耐性 GM プロジェクト報告検討会 

ANNUAL MEETING of GM Drought Tolerance 

Project 2014 

平成 26 年 12 月 12 日 
茨城県つくば

市 

22 
第１０回バイオマス科学会議（第２回アジアバイオ

マス科学会議を付帯） 

平成 27 年 1 月 13 日

～16 日 

茨城県つくば

市 

23 
乾燥地草原保全プロジェクトワークショップ 2015 

Workshop of the GrassRISK Project 2015 

平成 27 年 2 月 3 日～

4 日 

茨城県つくば

市 

24 

連珠ため池システムの気候変動に適応した見次管

理改善モデルの開発に関する JIRCAS 及び農村

開発局ワークショップ 

平成 27 年 2 月 12 日 
スリランカ国ア

ヌラーダプラ 

25 

JIRCAS 塩害調査ワークショップ 

Workshop of JIRCAS Research on Measures 

against Salinizaton  

平成 27 年 2 月 20 日 
ウズベキスタン

国タシケント市 

26 

JIRCAS プロジェクト「東南アジアにおける反すう家

畜からのメタン発生量モニタリング技術および抑制

技術の開発」進捗確認ととりまとめのためのワーク

ショップ 

Workshop on “Progress and goals for the JIRCAS 

collaborative project; Establishment of monitoring 

technology and development of mitigation 

technologies of methane emission from enteric 

fermentation” 

平成 27 年 2 月 25 日

～26 日 

タイ国コンケン

県 

27 
International Biological Nitrification Inhibition 

(BNI) Workshop 2015 

平成 27 年 3 月 2 日～

3 日 

茨城県つくば

市 

28 

国際セミナー・ワークショップ「国際イネ研究協力：

過去と未来」 

International Seminar and Workshop on "Rice 

Research Collaboration : Past and Future" 

平成 27 年 3 月 4 日～

5 日 

茨城県つくば

市 

29 
第 3 回東部 5 県における植林プログラム CDM 計

画策定セミナー 
平成 27 年 3 月 6 日 

パラグアイ国カ

アグアス県 

30 

JIRCAS 東南アジア連絡拠点セミナー

「JIRCAS-DOA 共同研究を通じたタイにおける農

業技術革新」 

Invitation to the JIRCAS SE Asia Liaison Office 

(Bangkok) Seminar"Technological Innovations of 

Agriculture in Thailand through JIRCAS Research 

Collaborations with DOA" 

平成 27 年 3 月 6 日 
タイ国、バンコ

ク 

31 

国際ワークショップ「東南アジア天水稲作強化のた

めの季節予報を使った意思決定システム

（WeRise）活用」 (International workshop on 

utilization of a seasonal forecast based decision 

support system (WeRise) for intensification of rice 

production in rainfed of Southeast Asia） 

平成 27 年 3 月 18 日

～19 日 

フィリピン国マ

ニラ市 
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付表 11 平成 26 年度 プレスリリース 

 

No. 年月日 件 名 記事掲載等新聞等 

1 
平成 26 年 

4 月 16 日 

2014 年（第 8 回）「若手外国人農林水産研究

者表彰」における候補者の募集を開始します

（共同発表） 
 

② 
平成 26 年 

6 月 12 日 
平成 26 年度熱研一般公開のご案内 八重山毎日新聞(6/30) 

3 
平成 26 年 

6 月 13 日 

遺伝子組み換え作物隔離温室からの未処理

排水の緊急移送事案について 

茨城新聞 web 版（6/13）、読売

新聞、茨城新聞、毎日新聞、常

陽新聞、常陽新聞 web 版

（6/14）、東京新聞、東京新聞

web 版（6/15） 

4 
平成 26 年 

6 月 19 日 

IHI と国際農林水産業研究センター共同発表

「東南アジアにおけるパーム油産業の環境汚

染対策の事業化に向け提携」について（共同

発表） 

日刊工業新聞（6/17）、日経産

業新聞（6/23）、日経 BP 環境フ

ォーラム（6/24） 

5 
平成 26 年 

6 月 27 日 

（独）農業・食品産業技術総合研究機構、

（独）農業生物資源研究所、（独）国際農林水

産業研究センターにおける植物防疫法に基

づく輸入時の検査を受けずに種子を輸入した

事案について（共同発表） 

The Wall Street Journal、読売

新聞 web、朝日新聞デジタル、

NHK（昼のニュース、ニュースワ

イド茨城、茨城ニュース 845）、

NHK 首都圏 News web（6/27）、

朝日新聞、読売新聞、毎日新

聞、茨城新聞、日本農業新聞、

常陽新聞、産経新聞、日本経

済新聞夕刊（6/28） 

6 
平成 26 年 

7 月 22 日 

独立行政法人国際農林水産業研究センター

の隔離温室からの未処理廃水の緊急移送に

ついて 
 

⑦ 
平成 26 年 

8 月 19 日 

第３３回熱研市民公開講座 

「果樹園の台風対策」 

八重山日報、八重山毎日新聞

（8/30） 

8 
平成 26 年 

8 月 22 日 

（独）農業生物資源研究所、（独）農業環境技

術研究所、（独）国際農林水産業研究センタ

ー、（独）森林総合研究所、（独）水産総合研

究センターにおける経理処理における調査委

員会の設置について（共同発表） 

 

⑨ 
平成 26 年 

11月19日 

第 34 回熱研市民公開講座 

「サトウキビの株出し栽培」のご案内 
八重山毎日新聞（11/30） 

10 
平成 26 年 

12月19日 

（独）農業・食品産業技術総合研究機構、

（独）農業生物資源研究所、（独）農業環境技

術研究所、（独）国際農林水産業研究センタ

ー、（独）森林総合研究所、（独）水産総合研

究センター及び（独）家畜改良センターにお

ける不適正な経理処理事案に係る中間報告

の公表について（共同発表） 

朝日新聞、朝日新聞（岩手）、

毎日新聞、読売新聞（横浜）、

読売新聞（茨城）、茨城新聞、

常陽新聞、岩手日報、福島民

友、福島民報（12/20） 
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⑪ 
平成 27 年 

3 月 4 日 

第 17 回熱研農業技術講習会 

「熱帯果樹の低樹高整枝の基本」開催 

八重山毎日新聞(3/17)、八重

山日報(3/20) 

⑫ 
平成 27 年 

3 月 9 日 

第 35 回熱研市民公開講座 

「世界、日本、石垣のイネ」開催 
八重山毎日新聞(3/23) 

13 
平成 27 年 

3 月 13 日 

国際農林水産業研究センターと北海道大学

大学院農学研究院・大学院農学院・農学部と

の研究開発・教育に関する連携・協力協定の

締結 

  

14 
平成 27 年 

3 月 13 日 

2015 年（第 9 回）「若手外国人農林水産研究

者表彰」における候補者の募集を開始します

（共同発表） 
 

 

 ○数字は熱帯・島嶼研究拠点でプレスリリースを実施 
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付表 12 平成 26 年度 刊行物 

 

JIRCAS Working Report Seires（国際農業研究情報） 

No.82 

A Reforestation Clean 

Development Mechanism 

Project in Paraguay, 

Implemented on the 

“Beneficiary Pays Principle” 

松原英治 

パラグアイにおける受益者負担原則による植林 CDM 事業

の形成から炭素クレジット取得までの活動を評価し、

UNFCCC における植林による炭素クレジット事業の課題及

び展望を明らかにする。 
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付表 13 知財出願数・保有数・収入 

 

    
平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

特許出願数 国内 4 1 7 8 

  外国 4 4 2 4 

  合計 8 5 9 12 

特許所有数 国内 18  21 24 26 

  外国 27  27 26 28 

  合計 45  48 50 54 

特許許諾数 国内 3  5 11 10 

  外国 0  0 0 0 

  合計 3  5 11 10 

知的財産収入 特許 183  676 729 522 

（千円） 品種 39  82 101 189 

  合計 222  759 830 711 

 

注） 千円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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